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第 Ⅰ 部

経営会議の基礎
第Ⅰ部　経営会議の基礎に含まれる論点をまとめて読み進

めるための区切りページ。 



第1章 経営会議とは何か

この章の構成

1.1 経営会議の定義と位置づけ

1.2 経営会議の歴史的変遷

1.3 経営会議が果たす5つの機能

1.4 経営会議と他の会議体の関係

1.5 法的枠組み

1.6 経営会議が生み出す価値と、失敗した場合

のコスト

1.7 スタートアップから大企業まで、経営会議

の役割

この章で学べること

経営会議の基本的な定義と、取締役会・株主総会との違い

経営会議が日本企業の中で形成され、発展してきた歴史的背景

経営会議が果たす5つの重要な機能と、それぞれの役割

会社法とコーポレートガバナンスコードの枠組みの中での経営会議の位置づけ

経営会議を適切に機能させることで生まれる価値と、失敗した場合のコスト

1.1 経営会議の定義と位置づけ

経営会議とは何か

経営会議（Management  Meeting）は、企業の経営に携わる幹部が定期的に集まり、経営方針・経営戦

略・各事業の進捗・予算と実績などについて、議論し意思決定する会議である。単なる報告の場ではな

く、企業が置かれている経営環境を踏まえた上で、重要な経営課題の解決策を協働で見つけ出す場でもあ

る。

一般的には、企業の社長、役員、執行役員のほか、各事業部門の責任者など経営上の意思決定に関わる

ポジションの人材が参加する。参加メンバーの多くは、日々の事業実行と経営戦略の接点を理解し、現場

の声を経営層に届けることが期待される人材である。

第Ⅰ部　経営会議の基礎

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

第1章 経営会議とは何か 第Ⅰ部　経営会議の基礎

6



取締役会との違い

多くの企業経営者や組織マネジャーが、経営会議と取締役会の違いを十分に理解していない傾向があ

る。これは、両者の関係性が企業ごとに異なるためである。

両者の違いは、法定の機関か、任意の内部会議体か、そして最終的な権限がどこにあるかにある。

取締役会は、会社法第327条に基づき取締役会設置会社に置かれる機関であり、同法第362条に基づい

て、業務執行の決定、取締役の職務執行の監督、代表取締役の選定・解職などを担う。一方、経営会議は

会社法上の機関ではなく、各企業が自主的に設ける任意の会議体である。多くの企業では、重要案件の事

前検討、部門間調整、執行上の迅速な判断の場として運用される。

実務では取締役会を毎月開催する企業が多いが、会社法が一律に「月1回開催」を求めているわけでは

ない。取締役会設置会社では、代表取締役等が職務執行の状況を少なくとも3か月に1回取締役会へ報告す

る必要があり、この要請が開催頻度設計の一つの基準になる。これに対して、経営会議の開催頻度や議題

は、会社の規模、事業特性、意思決定の速さに応じて設計されるのである。

株主総会との関係

経営会議と株主総会の位置づけを理解することも重要である。株主総会は、会社法第295条に基づき、

法令または定款で定められた事項を決議する機関である。典型的には、取締役の選任・解任、定款変更、

組織再編など、会社の基本事項を扱う。

これに対して、取締役会設置会社では、取締役会が業務執行の決定と監督を担い、経営会議はその前段

で論点整理、事前検討、執行部門間の調整を行うことが多い。この関係を理解することで、企業統治（→

第17章 17.1節 参照）における各会議体の役割が明確になる。

実務で最初に確認すべき三つの問い

自社の経営会議を定義する際には、まず以下の三つを明確にするとよい。

この会議は、何を「議論する場」で、何を「決める場」なのか

最終的な責任と決裁権限は、誰にあるのか

どの事項を取締役会または株主総会へ付議・報告するのか

この三点が曖昧なままでは、経営会議は議論の場にも実行の場にもなり切れない。逆に、三点が明確で

あれば、参加者の期待値と会議の権限範囲がそろい、運営は大幅に安定する。

• 

• 

• 
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1.2 経営会議の歴史的変遷

オイルショックと経営戦略機能の強化

経営会議の現在の形態は、日本企業の経営環境の急激な変化と密接に関連している。特に1973年秋のオ

イルショックが、日本企業の組織構造に大きな影響を与えた。

高度経済成長期の1960年代までは、多くの日本企業が成長路線に集中し、経営戦略の意思決定機関の必

要性は相対的に低かった。しかし、オイルショックによる急激な経済変動の中で、企業を取り巻く経営環

境が劇的に変わった。戦後初のマイナス成長を経験した日本経済の中で、多くの企業が生き残りをかけて

経営戦略を根本的に見直す必要に迫られたのである。

戦略的意思決定機構の形成

この転機に応じて、日本企業は組織再編成を進めた。その中心は、以下の三点にあった。

第一に、専務や副社長など少数の経営幹部からなる、戦略的意思決定に専念する経営会議の新設であ

る。これまでの定期的な役員会議ではなく、経営戦略に関する重要事項に集中して取り組む場として、経

営会議が位置づけられた。

第二に、経営会議に直結する戦略的委員会の設定である。例えば、企業戦略委員会、事業開発委員会な

ど、特定の経営課題に対応するための専門的な委員会が、経営会議の下に置かれることが一般的になっ

た。

第三に、企画スタッフから戦略スタッフへの改編と強化である。かつての企画部門は、日々の計画立案

と進捗管理が中心であった。しかし1970年代以降、企画部門は経営戦略の企画立案、市場分析、競争戦略

の検討へと機能を拡張させた。これにより、経営会議での議論の質的深化が可能になったのである。

このように、経営会議は単なる会議形式の創新ではなく、日本企業が経営戦略の時代へ移行する中で、

必然的に形成された仕組みなのである。

1.3 経営会議が果たす5つの機能

経営会議は、複数の重要な機能を同時に果たす場である。これら5つの機能を明確に理解することは、

経営会議の設計、運営、評価において極めて重要である。

(1) 意思決定機能

経営会議の最も基本的な機能は、経営上の重要な意思決定を迅速かつ効果的に行うことである。
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取締役会が法的に定められた決議事項（資産処分、主要人事、多額融資など）を扱うのに対して、経営

会議は、事業方針の決定、部門間の調整、予算配分、重点施策の選択など、より実務的で頻度の高い意思

決定を扱う。例えば、新規事業への参入判断、既存事業からの撤退、組織再編、重点投資領域の決定など

が、経営会議で議論され、意思決定される。

意思決定機能が働くためには、以下の三つの要件が必要である。第一に、十分な情報が事前に準備さ

れ、参加者に提供されること。第二に、異なる視点からの自由な議論が保障されること。第三に、最終的

な決定者の権限と責任が明確であること。これら三点が欠けると、経営会議は「言いっぱなしの場」に成

り下がり、意思決定機能を果たさなくなるのである。

(2) 情報共有機能

経営会議は、企業全体の現状を正確に把握し、参加者間で情報を共有する場である。

多くの企業では、部門ごとに異なる情報や視点を持っている。営業部門は顧客ニーズに関する生情報を

持つ。技術部門は製品開発の可能性と課題を把握している。製造部門はコスト削減の現実的な制約を知っ

ている。人事部門は人材と組織の状況を理解している。これら部門ごとの情報は、往々にして組織内にサ

イロ化し、経営層に適切に伝わらない傾向がある。

経営会議は、これら多様な情報を一堂に集め、統合的に理解する場である。各事業部門の進捗状況、市

場の変化、競合企業の動向、内部の課題など、経営判断に必要な情報が、経営会議という場を通じて共有

される。情報共有機能が働くことで、全経営陣が同じ現実認識に基づいて、判断・行動することが可能に

なるのである。

(3) 方針統一機能

経営会議の重要な機能の一つが、組織全体の戦略的方向性を統一し、全経営陣の意思を一つにすること

である。

企業の規模が大きくなり、組織が複雑化するほど、異なる部門の間で経営方針の解釈がズレやすくな

る。営業部門は短期の成長を重視し、研究開発部門は中長期の競争力強化を重視するかもしれない。ま

た、既存事業の最適化を望む部門と、新規事業への転換を望む部門との間に、対立が生じることもある。

経営会議は、これら多様な視点の中で、企業全体として「今、何が最優先なのか」「どの方向へ進むべ

きなのか」を議論し、合意する場である。経営会議での議論を通じて、異なる部門の立場を理解し合い、

企業全体の目標へと統合されていく。その結果、各部門長が企業全体の方針に基づいて判断・行動できる

ようになり、組織の一体性が実現されるのである。

このプロセスは、単に上層部が方針を「公表する」のとは異なる。重要なのは、経営陣が議論を通じて

納得し、主体的に方針を引き受けることである。
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(4) 監督・統制機能

経営会議は、企業全体の業績向上と、経営目標の達成状況を監督し、改善を促す機能も果たす。

具体的には、各事業部門の売上目標の達成状況、利益率、市場シェア、顧客満足度、従業員離職率な

ど、主要な経営指標（KPI: Key Performance Indicator）を定期的にレビューする。目標との乖離が生じて

いる場合には、その原因を分析し、改善施策を検討する。業績が低迷している部門に対しては、経営層か

らのサポートを検討することもある。

この機能が有効に働くには、正確で迅速な情報開示、透明性のある評価基準、建設的な改善の議論が不

可欠である。（→ 第5章 5.3節 参照）

(5) 創発機能

経営会議のもう一つの重要な機能が、異なる視点や専門領域の知見を組み合わせ、新たな気づきや創造

的な発想を生み出すことである。

多くの組織では、各人が自分の専門領域に深く専念することで、高度な価値創造が行われている。一方

で、異なる領域の知見を組み合わせることで、既存の枠組みを超えた新しい可能性が開かれることがあ

る。営業のしたたかさと、技術的な創意工夫、財務的なシビアさ、人材育成の視点が組み合わさること

で、全く新しい事業機会や組織改革の着想が生まれることもあるのである。

経営会議が創発機能を果たすには、心理的安全性（Psychological  Safety）の確保が極めて重要であ

る。すなわち、失敗を恐れず、異なる意見を述べ、既存の前提に疑問を呈する環境を作ることが必須であ

る。（→ 第12章 12.2節 参照）

1.4 経営会議と他の会議体の関係

企業組織には、経営会議の他にも多くの会議体が存在する。これら会議体の役割分担と相互関係を理解

することが、企業全体の意思決定システムの効率化に繋がる。

取締役会との関係性

既述の通り、取締役会と経営会議は異なる役割を果たす。取締役会は法定の機関であり、取締役会設置

会社では業務執行の決定と監督を担う。一方、経営会議は、重要案件の事前検討や執行上の調整を担う任

意の会議体である。しかし、実務では、この関係性が必ずしも明確でない企業も多い。
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望ましい関係性は、以下の通りである。経営会議で十分な検討と議論が行われた案件について、その結

果が経営会議の議事録とともに取締役会に報告される。取締役会では、その内容をレビューし、法的責任

が伴う最終決定を行う。このプロセスにより、取締役会の審議の質が高まり、かつ迅速な意思決定が可能

になる。

逆に、経営会議が名目上の存在に成り下がり、重要事項が直接取締役会で議論されるという逆転現象が

起きている企業も少なくない。このような場合、取締役会の負担が増加し、戦略的な議論の時間が圧縮さ

れる傾向がある。

株主総会との関係

株主総会は、法令または定款で定められた基本事項を決議する機関である。取締役会設置会社では、そ

の後の業務執行の決定と監督を取締役会が担い、経営会議は、その前段で事実関係の整理や論点調整を行

う、という三層の役割分担が分かりやすい。

例えば、中期経営計画の骨子や大型投資案件の案を経営会議で詰め、会社法上の決議や承認が必要な事

項は取締役会や株主総会に上げる、という流れである。

部門会議との関係

経営会議は、企業全体の経営に関する会議である。一方、各事業部門や機能部門では、その内部で意思

決定を行うための部門会議が開催される。経営会議では企業全体の優先順位が議論され、その方針に基づ

いて、部門会議では部門内の詳細な実行計画が議論される。

経営会議で決定された方針を、部門会議でどのように実行するかを議論し、その結果をアクションアイ

テム（Action  Item）として管理する。このプロセスが機能することで、経営の意思が末端まで浸透し、実

行の質が高まるのである。（→ 第10章 10.2節 参照）

プロジェクト会議との関係

企業では、経営会議の他に、特定の重点プロジェクトを推進するために、プロジェクト会議が設置され

ることが多い。例えば、組織改革プロジェクト、新規事業開発プロジェクト、システム導入プロジェクト

などが存在する。

プロジェクト会議は、そのプロジェクト特有の進捗管理と意思決定を行う。一方、経営会議は、複数の

プロジェクトを統合的に監視し、それぞれの優先順位やリソース配分を調整する役割を果たす。プロジェ

クト会議の成果と課題が、定期的に経営会議に報告される仕組みが望ましい。

第Ⅰ部　経営会議の基礎 第1章 経営会議とは何か
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ステークホルダー会議（顧客会議、従業員ミーティングなど）

経営会議は内部の意思決定機関であり、外部のステークホルダー（Stakeholder）との対話機関ではな

い。しかし、顧客ニーズの変化、従業員のエンゲージメント、取引先との関係性など、外部ステークホル

ダーからの重要な情報が経営会議に適切に伝わることが重要である。

多くの企業では、営業会議、人事・労務ミーティング、サプライチェーン会議など、ステークホルダー

との対話から得られた情報を経営会議に報告する仕組みが構築されている。

1.5 法的枠組み

経営会議の法的性質と位置づけを理解することは、企業統治の枠組みを構築する上で重要である。

会社法上の位置づけ

会社法では、以下の機関が規定されている。

株主総会（会社法第295条以下）：法令または定款で定められた事項を決議する機関

取締役会（機関設置は会社法第327条、権限等は第362条以下）：取締役会設置会社において、業務執

行の決定、取締役の職務執行の監督、代表取締役の選定・解職などを担う機関

監査役会（会社法第390条以下）：監査役会設置会社に置かれる監査機関

一方、経営会議は会社法に明記された概念ではない。各企業が経営上の必要に応じて、任意に設置する

内部会議体である。

このことは、経営会議の設置、開催頻度、参加メンバー、アジェンダなどが、各企業の規程設計に委ね

られていることを意味する。また、経営会議での合意だけで当然に法的効力が生じるわけではなく、最終

的には法令、定款、取締役会規程、職務権限規程などに従って、権限を持つ機関または役職者が決裁する

ことになる。

定款における経営会議の位置づけ

多くの企業では、経営会議について、定款ではなく、取締役会規程、職務権限規程、組織規程、経営会

議規程などの内部規程で定義している。経営会議の設置、開催方法、付議事項などを定める場合、一般的

には、以下のいずれかのアプローチが採られている。

アプローチ1：取締役会の補助機関として定義する この場合、経営会議は取締役会の決議を支援するた

めの準備会議という位置づけになる。

• 

• 

• 
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アプローチ2：経営層の協議機関として定義する この場合、経営会議は経営層の間の合意形成と調整を

図るための場という位置づけになる。

アプローチ3：執行部門の意思決定機関として定義する この場合、経営会議は、法的責任を伴わない範

囲で、実務的な意思決定を行う機関という位置づけになる。

いずれのアプローチを選択するかは、企業の規模、事業構造、ガバナンス設計によって異なる。重要な

のは、その位置づけを明確にし、社内で共有することである。曖昧さが残ると、意思決定の責任が不明確

になり、実行が進まなくなるのである。

コーポレートガバナンスコード

2015年6月に東京証券取引所と金融庁により策定され、2021年6月11日に改訂されたコーポレートガバ

ナンスコード（Corporate Governance Code）は、上場企業に対して、統治構造と経営の透明性に関する

原則を示している。本書では、この2021年改訂版を前提に扱う。

コーポレートガバナンスコードの主な規定は、以下の点である。

取締役会の役割・責務の明確化：中長期的な企業価値向上に向けて、取締役会が重要な戦略判断と監督

を担うこと

独立社外取締役の活用：独立した視点から、経営の監督と助言を強化すること

指名・報酬など重要事項の独立性・客観性・説明責任の強化：必要に応じて独立した委員会の活用を進

めること

取締役会への適切な情報提供：建設的な議論ができるだけの情報が、適時かつ十分に共有されること

重要な点は、コーポレートガバナンスコードが、経営会議そのものについて直接的な規定を行っていな

いということである。むしろ、取締役会の質的な改善、経営の透明性の向上という観点から、各企業が自

社の統治構造を設計することが求められている。

言い換えれば、経営会議をどのように設計し、運営するかについて、コーポレートガバナンスコードは

各企業の判断に委ねている。ただし、経営会議は次の点でコードの趣旨を支える設計であることが望まし

い。

経営層の間の十分な情報共有と議論が行われること

取締役会に上げる案件が、論点整理された状態で準備されること

経営上の重要な意思決定が、透明なプロセスで行われること

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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1.6 経営会議が生み出す価値と、失敗した場合のコスト

経営会議が適切に機能することで、企業にもたらされる価値は多大である。一方で、経営会議が機能し

ない場合、組織に深刻なダメージをもたらすことになる。

経営会議が生み出す価値

戦略的意思決定の質的向上

経営会議での十分な議論を通じて、重要な意思決定の質が向上する。複数の視点からの検討、予見され

るリスクの事前検討、実行可能性の確認などが行われることで、後々の施策の失敗確率が低下し、成功確

率が高まる。特に、不確実性の高い経営環境では、このような事前検討の価値が極めて高い。

部門間のシナジー創出

経営会議を通じて、異なる部門の知見と能力が組み合わさり、新たな価値が生まれることがある。営業

部門の顧客情報と、技術部門の技術知見が組み合わさることで、新しい製品コンセプトが生まれるかもし

れない。マーケティング部門の市場分析と、人事部門の人材育成の視点が組み合わさることで、新しい事

業機会が見出されるかもしれないのである。

迅速な経営判断と行動

市場の変化、競合企業の動向など、外部環境が急速に変わる場合、迅速な経営判断が競争上の優位性を

左右することがある。経営会議が有効に機能し、経営陣の間で意思疎通が円滑であれば、即座に判断を下

し、行動に移ることが可能になる。この対応の速さが、企業の競争力を大きく左右することもあるのであ

る。

組織の一体感と士気の向上

経営会議での経営陣の主体的な議論と合意に基づいて、経営方針が決定される。このプロセスを通じ

て、経営陣は企業全体の方針への所有感（Ownership）を高め、部門レベルでの実行意欲が高まる。その

結果、全組織的な一体感が醸成され、組織全体の士気が向上するのである。

人材育成と後進の育成

経営会議に参加することで、経営幹部候補の人材は、経営的な視点の養成、経営判断力の向上、企業全

体への見方が培われる。経営会議が人材育成の場としても機能するのである。

経営会議が失敗した場合のコスト

逆に、経営会議が機能しない場合、企業に様々なコストをもたらす。
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時間浪費のコスト

多くの企業では、経営会議が単なる報告会に成り下がっている。各部門から長々と報告が行われ、管理

職の時間が奪われる。半日近い会議を開いても、質疑がほとんどなく、意思決定も次回持ち越しになるよ

うでは、経営陣の貴重な時間が継続的に失われる。これは、経営人件費だけでなく、本来取り組むべき戦

略検討や顧客対応の時間を奪うという意味でも、無視できないコストである。

意思統一の欠如による組織分裂

経営会議で十分な議論がなされず、決定が上意下達で一方的に下された場合、経営陣の間に十分な合意

がない。その結果、各部門長が異なる解釈で施策を進め、組織がばらばらな方向に向かう可能性がある。

顧客対応も、営業的対応と管理的対応が異なるなど、不統一になる。

機会損失と競争での劣後

迅速な経営判断が必要な場面で、経営会議が有効に機能していないと、市場機会を逃すことになる。特

に、新規事業参入、提携・買収（M&A）、組織改革などは、タイミングが極めて重要であり、遅延が致命

的になることもある。

従業員満足度の低下と離職増加

経営方針が不明確、または経営陣の間で矛盾した指示が下された場合、現場の従業員は混乱し、モチ

ベーションが低下する。「会社は何をしたいのか」「自分たちは何に貢献すべきなのか」という疑問が生

じ、組織への信頼が減少する。その結果、優秀な人材から順に離職していく危険性が高まるのである。

経営陣の関係悪化と組織的対立

経営会議が十分に機能していない場合、経営陣の間で相互理解が深まらず、相互不信が蓄積する。「あ

の部門は自分たちの利益しか考えていない」「経営陣は現場の実態を理解していない」といった感情が醸

成される。その結果、重要な局面で経営陣が一体となって行動できず、組織が足並みを揃えられなくなる

のである。

1.7 スタートアップから大企業まで、経営会議の役割

本書を読む読者の企業規模は多様である。スタートアップから数千人規模の大企業まで、様々な読者が

いると想定される。経営会議の基本的な役割は企業規模によって変わることはないが、その具体的な形態

は大きく異なる。
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スタートアップにおける経営会議

スタートアップでは、創業者と数名の初期経営メンバーで構成される経営会議が、事業計画、融資、重

要な採用、市場戦略など、あらゆることについて議論する。形式的な経営会議ではなく、日々のミーティ

ングの中で自然発生的に経営会議的な機能が果たされることが多い。

重要なのは、この段階から、意思決定の透明性、チーム内での情報共有、合意形成のプロセスを大切に

しておくことである。このような習慣は、企業が成長した後も組織文化として残り、企業の競争力の源泉

になるのである。

中堅企業における経営会議

従業員数が100名から数百名規模の中堅企業では、経営会議は、社長と各機能部門長、事業部門長から

構成されることが多い。ここで重要なのは、経営会議での決定が、現場に迅速に伝わる構造を作ることで

ある。部門会議を通じた浸透、メール・ポータルを通じた情報発信、全社ミーティングでの方針説明な

ど、多層的なコミュニケーション経路が必要である。

大企業における経営会議

大企業では、経営会議の下に、経営企画会議、営業・マーケティング委員会、技術開発委員会、人事・

組織委員会など、複数の専門委員会が置かれることが一般的である。経営会議は、これら委員会からの報

告をレビューし、全社的な優先順位を決定する役割を果たす。

同時に、大企業では、経営会議と取締役会の関係、ガバナンス的責任の所在などが複雑化する傾向があ

る。そのため、経営会議の役割と取締役会の役割の境界線を、より明確に定義し、社内に周知することの

重要性が増す。

まとめと実践ポイント

第1章のまとめ

経営会議とは：企業の経営幹部が定期的に集まり、経営方針・戦略・進捗などについて議論し意思決定

する場である。法的強制力は持たず、各企業が任意に設置する会議体である。

歴史的背景：1970年代のオイルショックを契機に、日本企業が経営戦略機能を強化する必要から形成

された。現在の形態は、戦略的意思決定に専念する仕組みとして発展している。

5つの重要機能：意思決定、情報共有、方針統一、監督・統制、創発の5つの機能を果たす。これら機能

を理解することが、有効な経営会議設計の基本である。

• 

• 

• 
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法的位置づけ：会社法上の機関ではないが、取締役会や株主総会に上げる案件の事前検討、執行部門間

の調整、迅速な判断を担う内部会議体として重要である。

生み出される価値：戦略的意思決定の質向上、部門間シナジー、迅速な判断、組織一体感、人材育成な

どの多大な価値をもたらす。

失敗時のコスト：時間浪費、意思統一欠如、機会損失、従業員離職、組織分裂など、深刻なコストをも

たらす。

実践ポイント

自社の経営会議を「見える化」する：経営会議の目的、参加者、開催頻度、議事事項を明文化し、社内

に周知すること。曖昧さが残ると、機能不全に陥る。

取締役会との関係を明確にする：経営会議が何を決定し、何を取締役会に報告するのかを明確に定義す

ること。このプロセス設計が、ガバナンス強化の第一歩である。

5つの機能が全て果たされているかを点検する：自社の経営会議が、意思決定、情報共有、方針統一、

監督、創発のいずれを欠いていないか、定期的に点検すること。

参加者の満足度と実感を測定する：経営会議に参加した管理職に対して、「この会議は意思決定に役立

つか」「重要な情報を得られるか」といった点を定期的にサーベイすること。

スタートアップから成長段階では、早期から「習慣」を構築する：企業成長に伴い、経営会議の形態は

変わるが、透明性、情報共有、合意形成を重視する文化は、企業規模に関わらず大切である。

参考文献・参考資料

一般的な経営管理・コーポレートガバナンスの文献

e-Gov法令検索「会社法」

金融庁・東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コード ～会社の持続的な成長と中長期的な企業

価値の向上のために～（2021年6月11日改訂）」

金融庁「『社外取締役のことはじめ』の公表について」

金融庁「取締役会の機能強化の取組みに関する事例集」

会社法・ガバナンス関連の文献

日本取引所グループ「コーポレートガバナンス」

金融庁「コーポレートガバナンス改革の実質化に向けたアクション・プログラム」

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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金融庁「取締役会の機能強化の取組みに関する事例集」

歴史・経営戦略関連の文献

コトバンク「経営会議(けいえいかいぎ)とは？ 意味や使い方」

実践的なガイダンス

コトバンク「経営会議(けいえいかいぎ)とは？ 意味や使い方」

日本取引所グループ FAQ「補充原則4-11③と第三者評価」

第1章終了

次章（第2章「経営会議の種類と体系」）では、企業経営を支える主要な会議体の役割を整理し、それ

らをどう連携させるかを具体的に見ていく。

• 

• 

• 

• 
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第2章 経営会議の種類と体系

この章の構成

2.1 取締役会（Board of Directors Meeting）

2.2 経営戦略会議（Strategic Planning

Meeting）

2.3 経営執行会議（Executive Committee

Meeting）

2.4 予算・財務会議（Budget & Financial

Review Meeting）

2.5 リスク管理・コンプライアンス会議

2.6 人事・報酬委員会

2.7 監査委員会・内部統制会議

2.8 事業ポートフォリオ会議

2.9 危機対策会議（Crisis Management

Meeting）

2.10 イノベーション・新規事業会議

2.11 M&A・投資委員会

2.12 DX推進・デジタル戦略会議

2.13 人的資本経営会議

2.14 各会議体の相互連携と年間カレンダー設計

この章で学べること

企業経営を支える主要な14の会議体の役割と特性の違い

各会議体の目的、参加者、開催頻度、主要アジェンダの設計方法

経営会議体が満たすべき条件とガバナンス上の要件

複数の会議体を有機的に連携させる仕組みと年間カレンダー設計

企業規模や業種に応じた会議体体系の選択と構築

はじめに：経営会議体とは何か

経営会議体（けいえいかいぎたい）とは、企業経営の意思決定を行うために定期的に開催される会議の

体系を指す。各会議体は、明確な目的、固定的な参加者、決まった開催頻度を持つ。会議体が明確に設計

されていない企業では、組織全体の意思決定が曖昧になり、戦略実行力が低下する傾向がある。

経営会議体の設計は、単なる会議運営の効率化ではなく、企業の「思考→計画→実行」というサイクル

を可視化し、組織全体の動きを統制する根本的なメカニズムである。本章では、企業が備えるべき経営会

議体の種類と、それらを相互に連携させる体系的な構築方法を解説する。

第Ⅰ部　経営会議の基礎

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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ただし、本章で扱う会議体は、法的な性質が同じではない。読み進める際は、次の三つを区別しておく

と整理しやすい。

法定の機関・法定の委員会：取締役会、監査役会、監査等委員会、指名委員会・報酬委員会など、会社

法に根拠があるもの

任意の経営会議体：経営戦略会議、経営執行会議、予算・財務会議など、会社ごとに設計するもの

専門テーマの深掘り会議：DX、人的資本、リスク、M&Aなど、必要に応じて設けるもの

重要なのは、会議体の数を増やすことではない。自社の規模、上場区分、事業の複雑さに応じて、必要

な会議体だけを明確に設計することである。

2.1 取締役会（Board of Directors Meeting）

目的と法的位置づけ

取締役会（Board of Directors Meeting）は、取締役会設置会社に置かれる法定の機関である。会社法第

362条に基づき、業務執行の決定、取締役の職務執行の監督、代表取締役の選定・解職などを担う。した

がって、取締役会は単なる情報共有の場ではなく、法的責任を伴う監督と判断の場である。

上場会社では、2021年6月11日改訂のコーポレートガバナンス・コードの下で、取締役会に対し、監督

機能の発揮と中長期的な企業価値向上の両立が求められている。

参加者と構成

取締役会は取締役全員で構成される。議長は会長とは限らず、定款や取締役会規程に基づいて、会長、

社長、筆頭独立社外取締役などが務める。監査役会設置会社では監査役が出席し、監査等委員会設置会社

や指名委員会等設置会社では、機関設計に応じて出席者と議論の重心が変わる。

独立社外取締役については、全上場会社で一定数の確保が求められており、特にプライム市場上場会社

では3分の1以上の選任が原則とされている。したがって、重要なのは「一律に過半数であること」より

も、自社の監督機能に必要な独立性と多様性をどう確保するかである。

開催頻度と主要アジェンダ

開催頻度は月1回前後の企業が多いが、会社法が一律に月1回開催を義務付けているわけではない。取締

役会設置会社では、代表取締役等が職務執行の状況を少なくとも3か月に1回取締役会へ報告する必要があ

るため、これが最低限の設計基準の一つになる。取り扱うアジェンダの例：

中長期経営戦略と経営方針の決定

重要な投資・M&A案件の承認

• 

• 

• 

• 

• 

第2章 経営会議の種類と体系 第Ⅰ部　経営会議の基礎

20



業績報告と戦略実行状況の監督

リスク管理方針と重要リスク対応の決定

役員人事と報酬方針の決定

子会社等の重要な経営決定

運営上の留意点

監督機能の強化 取締役会事務局の組織的位置づけを明確にし、社外取締役への情報非対称性を解消する

ことが重要である。事務局が社外取締役に対して追加的な情報や背景資料を事前に提供することで、実質

的な議論が可能になる。

実効性評価 年1回、取締役会の機能と実効性を自己評価し、運営改善に反映させることが慣行化してい

る。このプロセスを通じて、アジェンダの質や議論の深さを継続的に向上させることができる。

ボードポータルの活用 デジタル化により、ボードポータル（Board  Portal）等のシステムを通じた議案

資料の事前配布が標準化している。紙資料からデジタル資料への移行により、閲覧の利便性と議論の準備

時間が大幅に向上している。

2.2 経営戦略会議（Strategic Planning Meeting）

目的と機能

経営戦略会議は、企業の中長期経営戦略を策定・検証・修正する会議である。取締役会が最終決定を下

す前段階で、経営陣が戦略に関する深い議論を行う。自社の競争優位性を伴った価値創造ストーリーを構

築するために欠かせない。

参加者と構成

参加者は、CEO、CFO、各事業部長、経営企画部門など、経営戦略に関わる主要メンバーである。必要

に応じて外部の経営アドバイザーやコンサルタントも加わる。外部視点をもたらすことで、内向きな議論

を避けることができる。

開催頻度と主要アジェンダ

開催頻度は四半期ごと、または年に3～4回が典型的である。主要アジェンダ：

経営環境分析（市場、競合、技術トレンド）

事業戦略の策定・更新

成長投資案件の検討と優先順位決定

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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既存事業のポートフォリオ見直し

組織体制と人事戦略の検討

リスク要因の特定と対応方針

運営上の留意点

会議設計の重要性 経営戦略会議の成功は準備にかかっている。事前に「会議設計図」を作成し、目的か

ら議論テーマ、各テーマの論点、期待される成果を明確にしておく必要がある。準備で会議の成否の6割

が決まるとも言われている。

アジェンダの階層化 各議題に対して「論点」と「ゴールイメージ」を設定することで、議論の焦点が明

確になる。曖昧な問いかけは生産的な議論を生まない。

決定と検証のサイクル 戦略を決定したら、次の会議で実行状況と仮説の検証結果を報告する仕組みが重

要である。これにより、戦略は固定的ではなく、動的に修正されるべきものとなる。

2.3 経営執行会議（Executive Committee Meeting）

目的と機能

経営執行会議は、法定要件ではなく任意で設置される会議であり、経営陣が業績やビジネス進捗に関す

る情報を共有し、迅速な実行判断を行う場である。取締役会よりも開かれた雰囲気で、多角的な視点から

経営課題を議論できる。

参加者と構成

参加者は、社長、副社長、各事業部長、各機能部門長（財務、人事、IT等）が基本メンバーである。

テーマに応じて、現場のビジネスリーダーや専門家も招待される。多様な視点が集約される場として機能

する。

開催頻度と主要アジェンダ

開催頻度は週1回～月2回など、比較的高い頻度が一般的である。主要アジェンダ：

各事業部の営業進捗と業績見通し

市場環境の変化と対応方針

重要プロジェクトの進捗報告と課題共有

人事・組織面での重要課題

顧客対応やクレーム対応等の喫緊の課題

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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社内外の機動的な対応が必要な事項

運営上の留意点

情報共有の質 現状に関する正確で迅速な情報共有が最大の価値である。各参加者が正確な情報を持つこ

とで、経営陣全体が現状を共通に認識できる。

議題の自由度 取締役会と異なり、より開放的な議論が可能である。課題を持ち上げやすい文化を醸成す

ることで、潜在的な問題を早期に発見できる。

決定権の明確化 経営執行会議での決定と、取締役会での承認が必要な事項の線引きを明確にしておく必

要がある。曖昧さが残るとガバナンス上の問題になりやすい。

2.4 予算・財務会議（Budget & Financial Review Meeting）

目的と機能

予算・財務会議は、企業全体の経営方針に基づいて、1年間の売上・利益目標と予算を決定する会議で

ある。経営戦略を数値化し、組織全体に配分する重要なプロセスである。年に1回の定期的な予算編成だ

けでなく、四半期ごとの予算修正（ローリング予算）の議論も行われる。

参加者と構成

参加者は、CEO、CFO、各事業部長、財務部門責任者である。経営戦略会議で決定した戦略を、予算・

財務会議で具体的な数値目標に落とし込む。この連動が不十分だと、戦略と予算の乖離が生じ、実行力が

低下する。

開催頻度と主要アジェンダ

年1回の本予算編成の他、四半期ごとの予算レビュー会議が開催される。主要アジェンダ：

経営方針と経営戦略の確認

売上・利益目標の決定

原価・経費削減水準の設定

資本配分方針（投資、配当、借入等）

各事業部の予算配分と目標設定

経営指標（KPI）の設定

リスク要因と対応方針

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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運営上の留意点

トップダウンとボトムアップの融合 経営方針から上意下達的に目標を設定する「トップダウン」と、現

場の実現可能性から積み上げる「ボトムアップ」の両方を組み合わせることが重要である。一方的なトッ

プダウンは実行不可能な目標を生み出し、ボトムアップだけでは野心的な成長目標が失われやすい。

予実管理の仕組み 予算を決定したら、毎月の実績と予算の差異分析を行い、四半期ごとに予算修正や対

応策を検討する。予算決定で終わるのではなく、実行段階でのモニタリングと修正が予算の実効性を高め

る。

戦略投資と安定利益のバランス 成長のための戦略投資と、安定的な利益確保のバランスを取る必要があ

る。短期的な利益最大化のために成長投資を削ってしまうと、長期的な競争力が損なわれる。

2.5 リスク管理・コンプライアンス会議

目的と機能

リスク管理・コンプライアンス会議は、企業が直面する経営リスク全体を可視化し、優先順位を付け、

対応方針を決める会議である。企業の持続的な価値創造を阻害する要因を継続的に評価し、対応すること

は、現代の経営に必須である。（→ 第19章 19.1節 参照）

参加者と構成

参加者は、CEO、リスク管理部門責任者、各事業部長、監査役、場合によっては外部のリスク管理専門

家である。クロスファンクショナルな構成により、経営のあらゆる領域のリスクが対象となる。

開催頻度と主要アジェンダ

開催頻度は月1回～四半期ごとが一般的である。主要アジェンダ：

全社的なリスク評価と重要度判定

法規制の変更と対応方針

重大インシデントの報告と原因分析

リスク対応施策の進捗確認

コンプライアンス教育と研修の実施状況

内部通報制度の運用実績

グループ会社のリスク管理状況

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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運営上の留意点

リスク・マッピング 経営リスク、財務リスク、オペレーショナルリスク、コンプライアンスリスク等を

体系的に可視化し、影響度と発生可能性の2軸で評価する。このプロセスにより、対応すべき優先順位が明

確になる。

予防と検知のバランス リスクの事前予防（Prevention）と、発生後の検知と対応（Detection）の両方

を組み込むことが重要である。完全な予防は不可能であり、発生時に素早く対応できる体制が必要であ

る。

心理的安全性（Psychological Safety）の確保 問題や失敗を報告しやすい文化が重要である。隠蔽や過

小報告が起きると、潜在的なリスクが対応されないまま顕在化してしまう。

2.6 人事・報酬委員会

目的と機能

本節では、役員の選解任、後継者計画、評価、報酬設計を扱う委員会を、便宜上「人事・報酬委員会」

と総称する。法制度上は、指名委員会等設置会社における法定の指名委員会・報酬委員会と、多くの上場

会社が設ける任意の指名・報酬委員会を区別して理解する必要がある。

コーポレートガバナンス・コードは、特に独立社外取締役が重要な役割を担う会社において、指名・報

酬など重要事項の独立性、客観性、説明責任を強化することを求めている。このため、人事・報酬委員会

は、経営陣に対する牽制だけでなく、後継者計画と長期的な企業価値向上を支える仕組みとして重要であ

る。

参加者と構成

法定の報酬委員会・指名委員会では、会社法上の機関設計に従って委員が選定される。一方、任意の指

名・報酬委員会では、独立社外取締役を中心に構成し、必要に応じて人事責任者や外部アドバイザーが情

報提供者として参加する設計が一般的である。特にプライム市場上場会社では、委員会の独立性を高める

観点から、独立社外取締役を委員会の過半数とする設計が実務上の有力な選択肢となっている。

開催頻度と主要アジェンダ

開催頻度は年2～3回である。主要アジェンダ：

CEO及び取締役候補者の選任・解任方針

後継者計画の進捗確認

• 

• 

第Ⅰ部　経営会議の基礎 第2章 経営会議の種類と体系

25



CEO及び取締役・執行役員の業績評価

報酬体系と報酬水準の検討

株式報酬制度や長期インセンティブプラン（LIP）の設計

報酬方針の開示と株主対話

多様性を含む役員構成の検討

運営上の留意点

インセンティブ設計の透明性 報酬委員会の審議プロセスと報酬決定の基準を透明化することで、経営陣

の信頼を得られるとともに、株主からの信頼も向上する。短期的な業績だけでなく、長期的な企業価値創

造を促すインセンティブ構造が重要である。

ジェンダーペイギャップの検証 女性管理職の報酬水準を確認し、同等の職務に対する報酬の平等性を確

認することが、人的資本経営の重要な要素となっている。

後継者育成への視点 報酬体系を通じて、経営人材の育成と後継者育成に対するインセンティブを与える

ことも、報酬委員会の重要な役割である。

2.7 監査委員会・内部統制会議

目的と機能

本節では、法定の監査委員会、監査等委員会、監査役会と、任意の内部統制会議を、監督・統制の枠組

みとしてまとめて扱う。会社法上の制度は機関設計によって異なるが、共通する目的は、経営陣による適

法かつ適正な業務執行を監督し、内部統制システムの有効性を確保することである。

参加者と構成

指名委員会等設置会社の監査委員会は取締役で構成され、監査等委員会設置会社では3名以上の監査等

委員である取締役で構成される。監査役会設置会社では、常勤監査役と非常勤監査役を含む監査役会が置

かれる。任意の内部統制会議には、CFO、法務、内部監査、リスク管理、情報システムなどの責任者が参

加し、法定の監査機関へ必要な情報を上げる設計が実務上重要である。

開催頻度と主要アジェンダ

開催頻度は月1回～四半期ごとが一般的である。主要アジェンダ：

内部監査部門からの監査結果報告

経営陣との情報交換（取締役、執行役員等）

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

第2章 経営会議の種類と体系 第Ⅰ部　経営会議の基礎

26



重要な会計方針や会計処理の妥当性確認

内部統制システムの有効性評価

監査法人との意見交換

子会社の内部統制状況のモニタリング

運営上の留意点

内部監査部門との独立した連携ライン 監査機関が内部監査部門から必要な情報を直接受け取れる体制を

整えることが重要である。内部監査部門の組織上の所属は会社ごとに異なるが、経営陣に不都合な情報が

途中で遮断されない設計が必要である。

監査法人との三様監査 経営陣（内部統制部門）、内部監査部門、監査法人による「三様監査」体制が機

能することで、多層的な監査が実現される。

予防的監視から検知への転換 すべての不正を予防することは不可能であり、重要な不正が発生した場合

に素早く検知・対応できる体制が実務的である。

2.8 事業ポートフォリオ会議

目的と機能

事業ポートフォリオ会議は、企業が保有する複数の事業の価値と可能性を評価し、経営資源をどこに配

分すべきかを判断する会議である。PPM分析（Product Portfolio Management）等のフレームワークを用

いて、各事業を「花形」「問題児」「金のなる木」「負け犬」の4象限に分類し、戦略的判断を行う。

参加者と構成

参加者は、CEO、各事業部長、経営企画部門、経営財務部門である。新規事業を検討している場合は、

事業開発部門も加わる。外部のポートフォリオ戦略アドバイザーが支援することもある。

開催頻度と主要アジェンダ

開催頻度は四半期ごと、または年2～3回である。主要アジェンダ：

各事業の売上・利益・成長率の分析

ROICやNPVに基づく投資判断

事業統合、売却、継続投資の検討

新規事業への参入判断

ポートフォリオの最適化と経営資源配分

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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M&A候補の検討

運営上の留意点

定量評価と定性評価の融合 ROICで評価された率だけでなく、収益の絶対値や長期的な成長ポテンシャ

ルも考慮することが重要である。数値では計測しにくい戦略的価値（顧客基盤、技術基盤、ブランド等）

も評価の対象となる。

感情的執着の排除 長年経営してきた事業の評価が甘くなりやすい傾向がある。外部の客観的な評価プロ

セスを導入することで、冷徹な事業判断が可能になる。

定期的な見直しサイクル ポートフォリオは固定的ではなく、市場環境の変化に応じて機動的に見直す必

要がある。年1回の定期見直しだけでなく、市場環境の大きな変化があった場合には臨時の検討会議を開

催すべきである。

2.9 危機対策会議（Crisis Management Meeting）

目的と機能

危機対策会議は、自然災害、パンデミック、サイバー攻撃、重大な製品不具合等の予期しない事態が発

生した際に、迅速に対応するための会議である。平時には発生していない危機事象に対して、あらかじめ

準備し、発生時には即座に対応できる体制が必要である。

リスク管理（Risk  Management）、BCP（Business  Continuity  Plan：事業継続計画）、クライシスマ

ネジメント（Crisis  Management）は異なる概念である。リスク管理は事前の予防、BCPは平常時の緊急

対応準備、クライシスマネジメントは危機発生後の対応である。

参加者と構成

参加者は、CEO、各主要部門の責任者、危機管理委員会の委員長、必要に応じて外部の専門家（弁護

士、PR業者等）である。有事の際には、対策本部が組織され、指揮命令系統が明確になっている。

開催頻度と主要アジェンダ

平時には年1～2回の訓練や見直し会議が開催される。有事には、状況に応じて連日開催されることもあ

る。平時の主要アジェンダ：

BCPの策定と定期的な更新

シナリオに基づいた対応訓練

連絡網と意思決定プロセスの確認

• 

• 

• 

• 
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対外的な情報開示方針の検討

事業継続の優先順位決定

運営上の留意点

経営層の主導 危機対応は経営層が率先して関わることが重要である。経営層が関わらない危機対応は、

組織全体の信頼を失いやすい。

すべてのシナリオを想定することは不可能 完全な準備は不可能であり、重要な原則（経営陣の安全確

保、従業員・顧客・社会への責任）と機動的な判断プロセスを事前に決定しておくことが実務的である。

ステークホルダーとのコミュニケーション 顧客、投資家、メディア、地域社会等、多くのステークホル

ダーに対する情報開示と対話が重要である。不透明な対応は信頼を失い、長期的な企業価値を損なう。

2.10 イノベーション・新規事業会議

目的と機能

イノベーション・新規事業会議は、企業の既存事業の枠を超えた新しい価値創造を検討する会議であ

る。プロダクト・イノベーション（新規事業）、プロセス・イノベーション（新製造方法）、マーケッ

ト・イノベーション（新販路開拓）など、多様な形態のイノベーションを対象とする。

持続的な企業成長には、既存事業の改善だけでなく、新しい事業領域への進出が不可欠である。しか

し、新規事業は失敗のリスクが高く、経営資源の効率的な配分と段階的な評価が重要である。

参加者と構成

参加者は、CEO、各事業部長、事業開発部門、R&D部門、経営企画部門である。必要に応じて、起業家

マインドを持つ若手社員や、外部のスタートアップとの連携者も加わる。多様な視点が組み合わされるこ

とで、より革新的なアイデアが生まれやすくなる。

開催頻度と主要アジェンダ

開催頻度は月1回～四半期ごとである。主要アジェンダ：

新規事業のアイデア検討と優先順位付け

ステージゲート審査（仮説検証の結果確認と次段階進行の判定）

既存リソースの活用と新規リソースの確保

新規事業に配置する人材の育成と異動

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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外部との連携（ベンチャー企業、大学、スタートアップ等）

パイロット事業の立ち上げと学習プロセス

運営上の留意点

ステージゲートプロセスの導入 新規事業開発を段階的に進め、各段階で仮説検証を行い、段階終了時に

次段階への進行を判断するプロセスが有効である。これにより、失敗の早期発見と経営資源の無駄な投下

を防ぐことができる。

失敗を学習に変える文化 新規事業では失敗が高い確率で発生する。失敗を「ネガティブな成果」ではな

く「貴重な学習機会」と捉える文化が、組織全体のイノベーション力を高める。

既存事業との共存 新規事業部門が既存事業部門と対立し、組織内部での競争が過度になると、全体とし

ての企業価値が損なわれる。新規事業と既存事業の相乗効果（シナジー）を積極的に検討すべきである。

2.11 M&A・投資委員会

目的と機能

M&A・投資委員会は、企業買収や大規模な投資判断を行う委員会である。特に、親会社による子会社の

買収（MBO）や、利益相反が生じやすい取引では、社外取締役を中心とした「特別委員会」が設置され、

透明性と公正性が担保される。投資判断の品質と透明性は、企業価値を左右する重要な機能である。

参加者と構成

参加者は、社外取締役（委員長）、社外監査役、独立した弁護士、財務アドバイザーである。利益相反

がある場合には、関係する取締役は委員から外される。外部の専門家を組み込むことで、独立性と専門性

が確保される。

開催頻度と主要アジェンダ

開催頻度は、案件ごとに必要な回数開催される。主要アジェンダ：

M&A候補先の評価（戦略的適合性、財務価値、リスク）

買収価格の妥当性検証

デューディリジェンス（Due Diligence）結果の確認

統合計画（PMI：Post-Merger Integration）の検討

一般株主利益の確保に関する検討

利益相反取引の公正性確認

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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運営上の留意点

外部アドバイザーの起用 弁護士や財務アドバイザーの関与により、法的リスク、財務的妥当性、市場相

場の確認が行われる。内部だけで判断すると、重要な問題を見落とすリスクが高まる。

複数案の検討 単一の買収案ではなく、複数の選択肢（他社への売却、IPO等）と比較することで、より

優れた判断が可能になる。

意思決定プロセスの透明性記録 後年、株主から訴訟提起されるリスクに備えて、意思決定プロセスと判

断根拠を詳細に記録しておくことが重要である。

2.12 DX推進・デジタル戦略会議

目的と機能

DX推進・デジタル戦略会議は、デジタルトランスフォーメーション（Digital  Transformation：DX）を

経営戦略として推進するための会議である。レガシーシステムの見直し、デジタル基盤の最適化、デジタ

ル人材育成、デジタルサービス推進などを、個別施策ではなく経営課題として扱う。

DXは単なるシステム導入ではなく、経営戦略そのものの変革である。このため、経営層が主導し、組織

全体の変革をリードする必要がある。

参加者と構成

参加者は、CEO、CIO（Chief Information Officer）またはCTO（Chief Technology Officer）、各事業部

長、IT部門責任者、経営企画部門である。外部のテクノロジーコンサルタントやベンダーも支援者として

関わることがある。

開催頻度と主要アジェンダ

開催頻度は月1回～四半期ごとである。主要アジェンダ：

DX戦略ロードマップの策定と更新

デジタル基盤（クラウド、データ基盤、API等）の最適化

生成AI等の新技術導入検討

デジタル人財の育成プログラムと配置

レガシーシステムの刷新スケジュール

デジタルサービスの開発優先順位決定

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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サイバーセキュリティ体制の強化

運営上の留意点

経営戦略とDX戦略の統合 DXは手段ではなく、経営戦略を実行するための道具である。経営戦略会議と

DX推進会議の議論が分断してしまうと、組織全体のDXが失敗しやすい。

人材と文化づくりの優先順位 技術導入だけでは失敗する。デジタル人財の育成と、失敗を恐れずに新し

いチャレンジをする組織文化づくりが重要である。

段階的なアジャイル推進 すべての施策を同時に実行することは困難である。優先順位を付け、小さく始

めて学習し、段階的に拡大する進め方が実務的である。

2.13 人的資本経営会議

目的と機能

人的資本経営会議は、経営戦略と人材戦略を連動させるための会議である。2020年の「人材版伊藤レ

ポート」以降、人的資本経営は経営戦略に組み込むべき重要要素として扱われるようになった。企業の持

続的な価値創造には、財務資本だけでなく、人的資本（人材の知識、スキル、動機付け）をどう高めるか

が不可欠である。

参加者と構成

参加者は、CEO、CHRO（Chief  Human  Resources  Officer）またはCHO（Chief  Human  Capital

Officer）、各事業部長、人事部門責任者、経営企画部門である。組織開発やDE&I（Diversity,  Equity,  and

Inclusion）の専門家も加わることが増えている。

開催頻度と主要アジェンダ

開催頻度は四半期ごと、または年2～3回である。主要アジェンダ：

人材戦略と経営目標の連動確認

人材ポートフォリオ分析（必要スキルと現状ギャップ）

人材育成プログラムと研修計画

ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン（DEI）の進捗

給与・福利厚生・働き方改革の施策

女性管理職比率の目標設定と進捗

組織風土・企業文化の改善施策

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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採用戦略と人材ポーティング

運営上の留意点

経営層のコミットメント 人的資本経営は、人事部門だけが推進するのではなく、経営層が主導すること

が成功の鍵である。経営層が人材への投資を優先順位の高い課題として扱うことで、組織全体のコミット

メントが生まれる。

短期的業績と長期的投資のバランス 人材育成や組織文化づくりは短期的な成果が見えにくいため、軽視

されやすい傾向がある。持続的な企業成長には、短期的な利益圧力と長期的な人的資本投資のバランスが

必須である。

心理的安全性と高いパフォーマンス水準の両立 従業員が心理的に安全と感じられる環境で、同時に高い

パフォーマンスを期待する「心理的安全性」と「成果主義」のバランスが、現代の組織成功の鍵である。

2.14 各会議体の相互連携と年間カレンダー設計

会議体体系の全体像

企業の経営会議体は、独立して存在するのではなく、有機的に連携する体系を構成する。取締役会→経

営戦略会議→経営執行会議→各部門会議という階層構造を持ち、上位の会議での決定が下位の会議で実行

される。逆に、下位の会議での情報が上位の会議に上げられ、戦略修正に反映される。

この「思考→計画→実行」のサイクルが、企業全体の意思決定と実行を統制する基本メカニズムであ

る。

会議体の連携パターン

決定の流れ 経営戦略会議で中長期戦略が決定→予算・財務会議で数値化→経営執行会議で四半期ごとの

進捗確認→各部門会議で具体的な実行→経営執行会議で報告と修正検討のサイクル。

監督機能の並行運用 同時に、取締役会が戦略決定の妥当性を監督し、リスク管理・コンプライアンス会

議がリスク対応を監視し、監査委員会が内部統制の有効性を確認する。これら監督機能は並行して動く。

専門委員会の活用 イノベーション会議、DX推進会議、人的資本経営会議などの専門委員会が、各自の領

域で深い議論を行い、その結果を経営戦略会議や経営執行会議に報告する。

• 
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年間カレンダー設計のポイント

季節性の設計 通常、企業会計年度に合わせて、以下のような年間パターンを設計する：

Q1：前年度実績確認、今期方針調整、予算修正

Q2：中期戦略見直し、組織・人事の課題検討

Q3：期中業績見通し、戦略修正検討

Q4：来期予算編成、期末決算、来期戦略確定

役割と頻度の明確化 各会議体の開催頻度を明確にし、参加者は事前にカレンダーに記入できるようにす

る。これにより、準備時間が確保でき、会議の質が向上する。

情報流通の設計 どの会議の決定や情報が、どの会議に報告されるかを設計する。特に、経営執行会議で

の決定が取締役会にいつ報告されるか、監査委員会にいつ報告されるかを明確にしておく。

最小構成から設計する 会議体は、多ければよいわけではない。まずは最小構成を置き、必要になったと

きだけ専門会議を追加する考え方が実務的である。目安は以下の通りである。

スタートアップ・小規模企業：経営会議を中核に置き、戦略、予算、人材を一体で扱う。法的に必要な

取締役会がある場合も、会議体は増やしすぎない。

中堅企業：取締役会またはオーナー会議に加え、月次の経営執行会議と、四半期ごとの戦略・予算レ

ビューを明確に分ける。

上場企業・大企業：取締役会、法定または準ずる監督委員会、経営執行会議を中核に据え、DX、人的

資本、M&Aなどは必要性が高い領域だけを専門会議化する。

オフサイトミーティングの活用 定期的な会議室での会議だけでなく、半日～1日のオフサイトミーティ

ングを年1～2回開催することで、より深い戦略議論や組織開発が可能になる。

会議体設計の失敗パターン

パターン1：会議が多すぎる 必要以上に多くの会議体を設置すると、参加者の時間が奪われ、実行時間

が不足する。各会議の目的を明確にし、重複する会議体を統合することが必要である。

パターン2：相互連携が不足 各会議が独立的に運用され、決定が下位の会議に伝わらない場合、戦略と

実行のギャップが生じる。定期的に「会議体の実効性評価」を行い、連携の問題を発見・改善することが

重要である。

パターン3：アジェンダが固定化 同じアジェンダで惰性的に開催されている会議が、企業に少なくな

い。環境の変化に応じて、会議の目的とアジェンダを動的に見直す必要がある。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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まとめと実践ポイント

企業経営は複数の会議体によって統制され、各会議体は明確な目的と参加者、開催頻度を持つべきであ

る

取締役会は法定機関として監督機能を果たし、経営戦略会議は戦略の深い議論を行い、経営執行会議は

迅速な実行判断を行う、という役割分担が重要である

専門的な会議体（DX、人的資本経営、リスク管理等）は、経営戦略会議や取締役会に有機的に連携す

る必要がある

年間カレンダーを設計し、各会議の目的、参加者、アジェンダ、報告先を明確にすることで、会議体体

系の実効性が高まる

企業規模や業種によって、必要な会議体の種類と数は異なる。重要なのは、会議体を増やすことではな

く、必要な会議体だけを明確に設計することである

参考文献・参考資料

e-Gov法令検索「会社法」

金融庁・東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コード」（2021年6月11日改訂）

金融庁「コーポレートガバナンス・コード」（2018年6月改訂、2021年6月改訂）

金融庁「取締役会の機能強化の取組みに関する事例集」（2025年6月）

経済産業省「デジタルトランスフォーメーション調査2025の分析」（2025年5月）

経済産業省「中堅・中小企業等向けDX推進の手引き2025」（2025年3月）

IPA独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2025」

経営層向けコーポレートガバナンス研修資料（複数企業事例）

日本取締役協会「取締役会5原則とCGガイダンス」

Deloitte「役員報酬ガバナンスの強化に向けた「報酬委員会」の設計と運用」

PwC Japan「ポートフォリオ管理を事業管理・投資管理につなぐ仕組み」

三井物産・三菱商事等の投資家向け企業情報開示資料

次章予告：第3章では、経営会議の実効性を左右する「会議の設計原則」について、具体的な判断基準

と設計方法を解説する。
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第 Ⅱ 部

会議の設計と準備
第Ⅱ部　会議の設計と準備に含まれる論点をまとめて読み

進めるための区切りページ。 



第3章 会議の設計原則

この章の構成

3.1 「そもそもこの会議は必要か」― 会議開催

の判断基準

3.2 会議の目的設定 ― 情報共有型・意思決定

型・問題解決型・創発型の分類

3.3 適切な頻度・時間・時間帯の設計

3.4 参加者の選定基準と最適人数

3.5 定例会議と臨時会議の使い分け

3.6 会議体系の全体設計 ― 階層化・分散化・統

合化

この章で学べること

会議開催の判断基準となる3つの重要な視点と、開催を見送るべきケース

会議の目的を4つの型に分類し、それぞれに必要な進行方法が異なること

参加人数・開催時間・開催時間帯の設計がもたらす生産性への影響

定例会議と臨時会議の特性を理解し、組織全体の会議体系を設計する方法

スタートアップから大企業まで適用可能な、会議設計の実践的フレームワーク

3.1 「そもそもこの会議は必要か」― 会議開催の判断基準

会議開催の三つの判断基準

経営会議の効率化を語る際に、最初に問うべき問いは、「そもそもこの会議は開催する必要があるの

か」である。企業における多くの無駄は、不必要な会議の開催から生じている。

会議開催の判断には、三つの基準を適用することが有効である。

第一に、その問題は他の手段で解決できないか、という代替手段の検討である。メールでの連絡、書類

での報告、一対一の面談など、会議以外の方法で目的を達成できるならば、会議を開く必要はない。理由

は簡単である。会議には準備時間、実施時間、その後の実行を含め、大きな時間コストがかかるからだ。

複数名の時給を乗じた機会コストを考えると、会議開催の経営的インパクトは無視できない規模となる。

第Ⅱ部　会議の設計と準備
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第二に、意思決定の必要性と、その決定に全員の合意が必要かどうか、という観点である。経営層の判

断のみで決定できる事項や、一部の部門の調整で足りる場合は、全体会議の対象にはならない。意思決定

が本当に必要で、かつその決定が複数の立場の融合を要求する場合に、初めて会議を開く価値が生じるの

である。

第三に、準備と実施に要する時間に見合う効果が得られるか、という費用対効果の判断である。時間に

見合う検討の深さ、参加者の成長、意思決定の質の向上などが期待できるかを、客観的に評価する習慣が

重要である。特に定例会議の場合、開始当初は有意義であっても、時間とともに議題が減少し、形骸化す

ることがある。そのような場合は、開催頻度の見直しや廃止を検討すべきである。

開催を見送るべき5つのケース

会議開催を避けるべきケースを、具体的に列挙することで、判断基準がより明確になる。

第一に、話し合う議題が明確でない、または議題が少なすぎる場合である。議題が1つか2つに減少した

定例会議は、会議としての役割を失っている。この段階で頻度を落とすか、廃止を検討すべきである。

第二に、全員が情報を受け取るだけで、相互のやり取りが不要な場合である。このような情報伝達は、

動画配信、メール、ナレッジベースなど、非同期的手段で十分である。会議室に集まる必然性がない。

第三に、既に決定事項を一方的に報告するだけの場合である。部下への一方向の指示伝達は、会議では

なく、連絡事項である。相互のコミュニケーションが発生しない場合、会議と呼ぶ資格がない。

第四に、関係者の出席が必須でない場合である。「念のため出席している」という参加者は、会議の生

産性を低下させる。参加の必然性を感じない人の存在は、真摯な議論の妨げになるからだ。

第五に、決定権者が参加していない場合である。会議で議論しても、その後別の場で決定されるのであ

れば、その会議は参考程度でしかない。決定権者の参加は、会議の権威と実効性を確保するために、必須

の条件である。

3.2 会議の目的設定 ― 情報共有型・意思決定型・問題解決型・創発
型の分類

四つの会議タイプの特性

会議の目的は、運営方法や準備内容を大きく左右する。同じ90分の会議でも、目的が異なれば、最適な

進め方は全く異なるのだ。ここでは、会議を4つの型に分類し、それぞれの特性を明らかにする。
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情報共有型会議

情報共有型会議は、経営層および関連部門が、企業全体の経営状況や各部門の進捗を把握し、共通認識

を形成することを目的とする。

営業部門の売上動向、製造部門のコスト削減進捗、技術部門の開発案件の状況、人事部門の組織変更内

容など、各部門から定期的に情報が報告される。参加者がこれら情報を同時に聞くことで、部門間の情報

格差を最小化し、全経営陣が同じ経営現実の認識に基づいて判断できる環境を整えるのである。

情報共有型会議の効果的な進行には、以下の工夫が重要である。まず、報告資料を事前配布し、当日は

質疑応答と補足説明に時間を充てることだ。理由は、読むだけで理解できる情報を会議で読み上げること

は、時間の無駄だからである。次に、各報告に対して「何が重要な変化か」「今後のリスク要因は何か」

を明示することで、情報の優先度を参加者に伝えることが重要である。第三に、部門横断的な質疑応答の

時間を確保し、異なる視点からの確認を可能にすることだ。

意思決定型会議

意思決定型会議は、複数の選択肢の中から、経営方針に基づいて最適な施策を選択し、実行を決定する

ことを目的とする。

例えば、新規事業への投資判断、既存事業からの撤退、大型の組織再編、重点事業への予算配分などが

対象である。これらの決定には、複数の視点からの検討が不可欠であり、かつ決定に伴う責任と権限を明

確にする必要がある。

意思決定型会議を効果的に進めるには、以下の要件が欠かせない。第一に、事前に十分な情報収集と分

析が行われ、複数の選択肢と各選択肢のメリット・デメリットが整理されていることだ。参加者が当日初

めて情報を受け取るのでは、深い検討は不可能である。第二に、議論の際に、異なる立場からの見方が表

現される環境を作ることである。営業視点、技術視点、財務視点、人事視点など、多様な観点からの検証

が、より質の高い決定につながるのだ。第三に、最終的な決定権者が誰であるかが明確にされ、その権限

者が十分な検討の後に判断することだ。無責任な合意は、実行段階での混乱を招く。

問題解決型会議

問題解決型会議は、顕在化している経営課題や、潜在的なリスク要因に対して、根本原因の分析と解決

策の立案を行う会議である。

例えば、売上目標の未達が続く場合の原因究明、顧客クレーム急増への対応、内部統制の不備への改善

策検討、組織内の人間関係の問題解決などが該当する。これらの課題は、一度の会議では解決しないこと

が多く、複数回の会議を通じた段階的な検討が必要となる。

第Ⅱ部　会議の設計と準備 第3章 会議の設計原則

39



問題解決型会議を効果的に進めるには、以下の手順が有効である。まず、第一回目の会議では、問題の

全体像を把握し、根本原因の仮説を立てることに注力する。表面的な症状ではなく、なぜその問題が生じ

ているのかについて、深掘りする習慣が重要である。次に、仮説に基づいて必要なデータ収集や追加分析

を実施する。第二回目の会議では、新たに収集された情報に基づいて、根本原因をより正確に特定する。

最後に、因果関係が明らかになった上で、解決策の検討と合意形成を行うのである。

創発型会議

創発型会議は、既存の枠組みを超えた新たな視点やアイデアを生み出すことを目的とする。

新規事業の構想段階、経営戦略の抜本的見直し、組織文化の変革など、現在の延長線上にない未来を描

く必要がある場面において、創発型会議が重要な役割を果たす。参加者の多様な経験と専門領域の知識を

組み合わせることで、単独の視点では到達できない新しい可能性が開かれるのである。

創発型会議を効果的に進めるには、以下の環境設定が必須である。まず、心理的安全性（心理的に安心

して意見を述べられる環境）の確保が重要である。奇想天外なアイデアを笑わない、失敗を責めない、階

級的圧力を感じさせないという文化が必要だ。次に、異なる背景を持つ参加者の構成が効果的である。営

業、製造、技術、人事など、異なる部門の代表者が集まることで、視点の交差が生じやすくなる。第三

に、ファシリテーター（会議進行役）の力量が問われる。参加者のアイデアを引き出し、一見矛盾するア

イデアを統合し、その場の思考を先へ導くファシリテーションスキルが、創発型会議の成功を左右する。

3.3 適切な頻度・時間・時間帯の設計

会議時間の最適設計

会議の効果は、開催時間の長さと必ずしも比例しない。むしろ、時間が長すぎることで、参加者の集中

力が低下し、議論が散漫になることが多い。

会議時間に唯一の正解はないが、実務では**「目的に対して必要な論点量から逆算する」**ことが重要

である。時間を長く確保するほど質が上がるわけではなく、むしろ論点がぼやけ、結論が先送りされやす

くなる。まず終了時刻を決め、その時間内で結論まで到達できる論点数に絞るべきである。

実務上の出発点としては、情報共有型会議は30～45分、意思決定型会議は45～75分、問題解決型会議は

60～90分、創発型会議は60～90分を目安に置くと設計しやすい。90分を超える場合は、1回で引っ張るよ

り、論点を分けて複数回に分割するか、途中で休憩を入れる方がよい。ただし重要なのは、設定時間の終

了時刻を厳守することだ。「時間が来たから終わり」という規律が、参加者の集中力を高め、議論の効率

性を向上させるのである。
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開催時間帯の戦略的設計

会議の内容によって、相性のよい時間帯は異なる。ただし、これは絶対法則ではなく、参加者の業務リ

ズムや拠点の違いも踏まえて決めるべきである。

実務上の目安としては、**午前中（9時～12時）**は、情報共有、数値確認、承認、重要な判断など、

論点を絞って結論を出したい会議と相性がよい。**午後前半（13時～16時）**は、部門横断の調整や、一

定の深掘りが必要な検討会に向く。創発型会議は、通常会議室よりも、オフサイトや休憩を取りやすい時

間帯の方が機能しやすい。

一方で、昼食直後、就業終了間際、重要な顧客対応が集中する時間帯などは、参加者の集中と意思決定

後の実行を弱めやすい。重要なのは、「一般論として何時がよいか」よりも、「この会議の参加者が最も

集中でき、決定後すぐ動ける時間はいつか」を基準に決めることである。

定期開催の頻度設定

定例会議の開催頻度は、企業の経営環境の変化のスピードと、事業上の意思決定が必要な頻度に基づい

て設定されるべきである。

一般的には、以下の指針が参考になる。**経営会議は、週1回から月1回の範囲で設計することが多い。

**市場変化が速く、横断調整が多い企業では週次が機能しやすい一方、論点が絞られている企業では隔週

や月次でも十分である。

部門別の定例会議は隔週または月1回前後が出発点になる。各部門の進捗確認、課題共有、部門間調整

に必要な頻度を見極めることが重要である。

プロジェクト単位の定例会議は、進捗速度と意思決定のタイミングに応じて設計される。高速で進行す

るアジャイル開発プロジェクトであれば日次の短いスタンドアップが有効であり、長期プロジェクトであ

れば週次または隔週で十分な場合もある。

重要な注意点として、開催頻度が自動的に継続されるべきではないことが挙げられる。定例会議の中

で、「最近議題が減少している」「このメンバーで毎週集まる必然性が薄れている」という認識が生じた

場合は、開催頻度の見直しを躊躇すべきではない。組織の成長とともに、会議体の構成も進化させること

が、効率的な組織運営の秘訣である。
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3.4 参加者の選定基準と最適人数

少人数設計の原則

人数設計に万能の正解はない。しかし、対話と意思決定を中心に据える会議では、人数が増えるほど一

人当たりの発言時間が減り、論点調整の負荷が増える。このため、会議は原則として少人数で設計した方

が質を保ちやすい。

人数が増えると、参加者同士の組み合わせが増え、論点整理と合意形成が難しくなる。また、誰に向け

て話しているのかが曖昧になりやすく、会議が「全員参加の議論」から「一部の話し手と多数の聞き手」

という構図に変わりやすい。すると、発言しない参加者は傍聴者になり、意思決定への関与感と実行責任

が弱くなる。

したがって、対話中心の会議では5～8人程度をひとつの目安にし、10人を超える場合は、参加者を必須

メンバーに絞る、事前に書面共有する、論点ごとに分科する、といった工夫を検討すべきである。情報共

有が主目的であれば、同席人数を増やすより、非同期共有や録画・要約配布の方が適していることも多

い。

参加者選定の5つの基準

会議の目的と成果を最大化するには、参加者を戦略的に選定することが重要である。以下の5つの基準

を適用されたい。

第一に、会議の目的を理解しているか、という基準である。参加者は、「なぜこの会議が開かれるの

か」「この会議で何を決めるのか」を明確に理解していることが必須である。目的を理解していない参加

者の発言は、往々にして的はずれであり、議論を混乱させる。

第二に、その人の発言や意見が、会議の質を高められるか、という基準である。参加者が自分の考えや

意見をしっかり表現でき、かつ他人の意見にも耳を傾けられる人を選ぶことが重要である。一方的に主張

するだけの人、あるいは沈黙しているだけの人は、参加の価値が限定的である。

第三に、その人の意思決定権や影響力はどこにあるか、という基準である。決定事項の実行に責任を持

つ人が参加していることが不可欠である。実行責任を持たない人が多く集まった会議は、「理想の議論」

で終わり、実行段階で破綻しやすい。

第四に、その人は複数の利害関係者を代表していないか、という基準である。一人で複数の部門の立場

を代表すべき人は参加する価値が高い。しかし、その人が複数の部門から同時に「意見を聞かれる」立場

の場合、その人自身が意見を述べられず、会議の進行が阻害される。
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第五に、その人の参加が、全体的なバランスを取れているか、という基準である。営業視点、技術視

点、財務視点、人事視点など、多様な観点が表現されることで、判断の質が向上する。特に創発型会議で

は、異なる背景を持つ人材の組み合わせが、新たなアイデアを生み出す力となるのである。

3.5 定例会議と臨時会議の使い分け

定例会議の機能と役割

定例会議は、開催する頻度をあらかじめ決めておく会議である。経営会議、部門別会議、朝礼・夕礼な

ど、組織内の多くの会議が定例会議の形態で運営されている。

定例会議の第一の役割は、進捗状況を可視化し、定期的な確認・報告の仕組みを確立することである。

毎週同じ曜日に集まることで、各自が週単位で自分の成果をレビューし、問題を早期に発見できる環境が

整う。

第二の役割は、定期的な意思決定と方針調整の場を提供することである。環境変化への迅速な対応、重

点施策の適時な変更、新たな課題への対処など、定期的な会議の中で、臨機応変な経営判断が可能になる

のだ。

第三の役割は、組織内の連帯感と一体感を醸成することである。同じメンバーが定期的に集まり、共通

の課題について議論することで、組織内のコミュニケーションが活発になり、心理的な結束が深まる。

ただし、定例会議には陥りやすい落とし穴がある。開始当初は有意義であっても、時間とともに議題が

減少し、形式的な報告だけの会議へと変質することがある。この段階に至ったならば、開催頻度の見直し

や廃止を検討すべきである。「毎週開催が決まりだから」という惰性で継続されるべき会議ではないの

だ。

臨時会議の位置づけ

臨時会議は、必要に応じて特別に開催される会議である。予期せぬ事態への対応、緊急の経営判断、一

時的な課題解決など、定期的なサイクルでは対応できない事態に対して、臨時会議が開かれる。

臨時会議の特徴は、目的が明確で、しばしば限定的であることだ。「今月末までに新規事業の基本方針

を決定する」「顧客クレーム急増への対応策を48時間以内に立案する」というように、明確な期限と目標

が設定されることが多い。

臨時会議は、定例会議では対応しきれない、動的な経営課題に対応するために不可欠である。重要なの

は、臨時会議の乱発を避けることである。臨時会議が増加すれば、定例会議の意義が薄れ、組織全体の会

議時間が増加する傾向が強い。定期的な会議の枠組みの中で対応できる課題と、本当に臨時的な対応が必

要な課題とを、明確に区別する規律が求められるのである。
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3.6 会議体系の全体設計 ― 階層化・分散化・統合化

多層的な会議体系の必要性

企業の規模が大きくなり、組織が複雑化するにつれて、単一の会議体では全ての経営課題に対応できな

くなる。異なる層、異なる領域の会議が、有機的に統合された「会議体系」として設計されることが重要

である。

会議体系の設計において、三つの視点が必要とされる。

1. 階層化 ― 経営層・中間層・現場層の分離

階層化の原則は、経営層、中間層、現場層それぞれが、自分たちの層に適切な会議を持つことである。

経営会議（経営層）は、会社全体の戦略方向、大型の資本投資、組織再編、経営陣人事など、企業全体

に影響を与える重大事項を扱う。回数は少なく（月1～2回）、1回あたりの実質時間は長い（90分～120

分）傾向がある。

部門長会議（中間層）は、各部門の月次進捗、部門間の調整事項、四半期ごとの中期計画の見直しな

ど、部門レベルの経営課題を扱う。回数は定例的（月1～2回）である。

現場レベルの定例会議（現場層）は、週次の進捗確認、日々の業務課題の解決、チーム内の情報共有な

どを扱う。回数は頻繁（日次～週次）である。

この階層的分離により、各層が自分たちに適切な深さと粒度で、判断・行動できる環境が整うのであ

る。

2. 分散化 ― 機能別・事業別の専門会議の配置

一方で、垂直的な階層だけでは、機能横断的な課題や、専門領域の深い検討に対応できない。そのた

め、以下のような専門会議が、定例会議の体系に組み込まれるべきである。

営業・マーケティング会議、製造・品質管理会議、研究開発会議、財務・経営企画会議、人事・組織会

議、コンプライアンス・リスク管理会議など、各機能領域ごとの専門的な会議である。

また、事業別会議として、複数の事業を持つ企業であれば、各事業ユニット単位での会議が設置される

ことが一般的である。ただし分散化による弊害を避けるため、機能別・事業別会議の数と開催頻度は、慎

重に管理されるべきである。
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3. 統合化 ― 全社的ガバナンスの確保

階層化と分散化を進める一方で、全社的な一体性と統制を失わないための統合的な会議体が必要であ

る。

例えば、取締役会、経営会議、経営企画会議、役員人事会議など、企業全体のガバナンス（→  第17章

17.1節 参照）を統制する会議体が、明確に位置づけられるべきである。

重要なのは、これら統合的な会議と、各階層の会議、各領域の専門会議の間に、明確な情報フローが確

立されることである。経営会議での決定が、各部門会議でいかに解釈され、実行されているか。逆に、現

場の課題がいかに経営層に報告され、経営課題として認識されているか。この双方向の情報流通がなけれ

ば、会議体系は単なる形式的な枠組みとなってしまうのである。

会議体系設計の実践的なチェックリスト

会議体系が適切に設計されているかを評価するために、以下のチェックリストが有用である。

各会議の目的が、明確に定義されているか。

各会議の参加者が、戦略的に選定されているか。

各会議の開催頻度が、経営課題の緊急度に適合しているか。

各会議の間に、情報と決定事項の流通フローが確立されているか。

重複する会議や、不要な会議が存在していないか。

新規事業や新たな経営課題に対応するための、柔軟な会議体の追加が可能な体制になっているか。

まとめと実践ポイント

第3章のまとめ

会議の設計は、経営会議の効率化における最初の、かつ最も重要なステップである。不適切に設計され

た会議は、改善の努力いかんに関わらず、非効率な状態に陥る。一方、設計の段階で適切な判断がなされ

れば、その後の運営はおのずと効率的になるのである。

本章では、会議開催の判断基準から始まり、会議の目的分類、時間と人数の設計、定例会議と臨時会議

の使い分け、そして全社的な会議体系の構築に至るまで、会議設計の全体的なフレームワークを提示し

た。

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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重要な指摘を繰り返すならば、以下の3点である。第一に、本当に必要な会議だけを開催する習慣であ

る。無駄な会議を削減することは、組織全体の時間と資源を解放し、本来の業務に集中させることができ

る。第二に、会議の目的に応じた、柔軟で多様な運営方法を採用することである。同じやり方で全ての会

議を進めるべきではない。第三に、複雑な組織では、多層的で有機的に統合された会議体系を構築するこ

とである。これにより、各層が自分たちに適切な判断を行い、全社的な一体性を保つことが可能になるの

だ。

実践ポイント（3点）

1. 既存の定例会議について、改めて「開催の必要性」を問い直す

特に、長年継続されている定例会議ほど、開催理由の検証が必要である。月次報告会として開催されて

いるが、その報告の大部分がメールで可能なことはないか。参加者のうち、「念のため」参加している人

が多くないか。実装的には、既存の全定例会議について、以下を確認されたい。議題数の月平均値、参加

人数、時間当たりの意思決定数または合意形成数である。これらの数値が基準以下であれば、廃止または

頻度削減を検討する。

2. 会議の目的ごとに、適切な開催時間帯と時間長を設定する

例えば、週次レビューは60分以内、月次の深い論点整理は60～90分、情報共有中心の会議は30分前後

から設計を始める、といったように、目的と論点量に応じて時間を決めるべきである。重要なのは、慣例

ではなく、会議の成果に合わせて時間を設計することである。

3. 参加者選定を厳格化し、必要最小限の人数で運営する

参加必須の人物と、参加オプショナルな人物を明確に区別する。決定権者、実行責任者、多様な視点の

提供者に絞り込む。その結果、参加人数が多くなりすぎる場合は、会議を分割するか、書面報告や要約共

有に置き換えることを検討する。

参考文献・参考資料

「無駄な会議を無くし、生産性を高めよう」『会議の意味と目的とは？無駄な会議を有意義なものに変

える7つのコツ』DeskNets 2025

「会議に最適な人数は最大7名」『名古屋の貸し会議室 貸し会議室KUWAYAMA』2024

「定例会議とは？3つの必要性と『無駄』と言われないための5つの工夫」『Qiita  Team  社内向け情報

共有サービス』2024

「会議の効率を最大化！効果的な時間設定と短縮テクニック」『Welog』2025

• 

• 

• 

• 
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「会議体と会議の違いは？設計方法や注意点も紹介」『TC-FORUM』2024

「定例会議のやりかた」『CommerceDesign』2023

Slack Japan「会議にはどのような種類がある？目的や開催する際の注意点を解説」2025

• 

• 

• 
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第4章　アジェンダの設計技術

この章の構成

4.1 効果的なアジェンダの構成要素

4.2 議題の優先順位付けと時間配分

4.3 議題ごとの「目的・期待するアウトプッ

ト・必要な準備」の明示

4.4 定例アジェンダと変動アジェンダのバラン

ス

4.5 「議論しないこと」の明確化

4.6 アジェンダの事前配布タイミングとフィー

ドバック収集

4.7 アジェンダテンプレートの設計と運用

この章で学べること

アジェンダ（agenda）の定義と、効果的なアジェンダが備えるべき5つの構成要素

優先順位付けのフレームワークと、限られた時間内で最大の成果を生み出す方法

参加者が会議前に準備できるよう、目的・期待値・準備を明示するテクニック

定例アジェンダと臨時議題のバランスを取り、柔軟性と規律を両立させる工夫

会議で扱うべき内容と扱わないべき内容を明確にし、時間浪費を防ぐ手法

4.1　効果的なアジェンダの構成要素

アジェンダとは何か

アジェンダ（agenda）は、会議で検討すべき議題や項目をまとめた資料である。語源は「行動計画」

「予定表」を意味する英語に遡る。多くの組織では単なる議題リストとしてアジェンダを認識している

が、実際には「なぜこの会議を開き、どのような成果を期待するのか」を参加者に共有する戦略的ツール

である。

効果的なアジェンダなくして、質の高い経営会議は成立しない。なぜなら参加者が事前に議題を理解

し、準備ができるからこそ、会議開始直後から深い議論が可能になるからだ。

5つの必須構成要素

効果的なアジェンダには、以下の5つの構成要素を必ず含める必要がある。

第Ⅱ部　会議の設計と準備
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1. 会議の基本情報（日時・場所）

会議名、開催日時、開催場所（物理的な場所またはオンラインの接続情報）を明記する。定例会議の場

合は「第○回」といった開催順序も記載するとよい。参加者が予定を確認し、移動時間を含めた調整がし

やすくなるからだ。

2. 会議の目的（ゴール）

「この会議で何を達成したいのか」を1～2文で簡潔に述べる。例えば「来期の経営戦略を最終決定す

る」「新規事業の投資判断を行う」といった具合である。目的が曖昧だと、参加者が準備すべき内容を判

断できず、議論も散漫になる。

3. 参加者と役割

参加者の名前や部門を明示し、特に「議論のリード」「記録」「タイムキープ」など各自の役割を記載

する。（→  第6章  6.1節  参照）ファシリテーター（議論の進行役）が明確であれば、会議の流れが円滑に

なり、時間管理も容易になる。

4. 議題と説明

各議題について、単なるタイトルではなく簡潔な説明を付与する。その議題を扱う理由、期待するアウ

トプット（決定事項か、報告か、意見収集か）を明示することが重要だ。

5. 時間配分

各議題に割く時間を分単位で明記する。全体の会議時間と配分時間の合計が一致していることを確認

し、時間に少し余裕（全体の5～15%程度）を持たせることが実務的である。なぜ余裕が必要かという

と、予期しない質問や議論の深掘りに対応するためだ。

テンプレート例

═════════════════════════════════════════

会議名：第12回 経営戦略検討会
日時：20XX年〇月〇日（〇曜日）14:00～15:30

場所：本社5階会議室A（オンライン併用可）
═════════════════════════════════════════

【目的】
来期の中期経営計画（3年間）の大枠を決定し、
次月の経営会議で最終承認するための基盤を築く。

【参加者】
・CEO（ファシリテーター）
・CFO（財務面の説明）
・事業部長A、B、C

・経営企画室長（記録）

第Ⅱ部　会議の設計と準備 第4章　アジェンダの設計技術

49



【議題】
1. 前年度の実績報告（5分）
   → アウトプット：情報共有

2. 市場環境分析（10分）
   → アウトプット：外部環境の共通認識形成

3. 各事業部の成長施策（25分）
   → アウトプット：優先順位の仮決定

4. 経営資源（人・カネ）の配分案（15分）
   → アウトプット：配分方針の案出

5. 今月中の進捗確認ポイント（3分）
   → アウトプット：アクションアイテムの確認

6. 質問・追加議題（7分）

【時間配分】
合計：90分（うち予備時間7分を含む）

4.2　議題の優先順位付けと時間配分

なぜ優先順位付けが必須か

経営会議では、議論したい議題が常に時間を上回る。限られた時間内で最大の成果を引き出すには、議

題を厳選し、優先順位を明確にすることが不可欠である。優先順位のない会議は、到着順や声の大きさで

議論が進められ、本来大切な決定が後回しになりやすい。

2軸マトリクスによる優先順位付け

実務では、「重要度」と「緊急度」（または「納期」）の2軸マトリクスを用いる企業が多い。

         │ 低重要度     高重要度
─────────┼──────────────────────

高緊急度 │  C          A（即実施）
中程度   │  D          B（次回検討）
低緊急度 │  削除対象   将来の検討課題

A象限（高重要度・高緊急度）：最初に扱う。経営戦略の変更や重大な危機対応がここに入る。

B象限（高重要度・低緊急度）：次点で扱う。中期的な投資判断や組織変革がここに入る。
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C象限（低重要度・高緊急度）：時間配分は最小限にするか、別の会議で扱う。

D象限（低重要度・低緊急度）：削除対象とする。アジェンダから外すか、経営ニュースレターなど非

同期の情報共有に切り替える。

MoSCoW法による分類

より詳細な優先順位付けには、MoSCoW法が有効である。

Must（絶対必要）：この会議で必ず決定すべき議題。

Should（すべき）：できれば決定したい議題。時間があれば扱う。

Could（できるといい）：参考情報となる議題。経営ニュースレターなど他の手段も検討。

Won't（やらない）：この会議では扱わない。明示的に除外することで、参加者の期待値を揃える。

時間配分の原則

優先順位が決まったら、各議題に時間を配分する。以下の3つの原則を守ることが重要だ。

原則1：重要度と時間を相関させる

高重要度の議題には長めの時間を、低重要度の議題には短めの時間を配分する。実務上は、A象限の議

題に全体時間の半分前後、B象限にその次に厚く、C象限は最小限にする、といった配分から始めると設計

しやすい。

原則2：議題数を絞る

多くの組織が陥る罠は、アジェンダ項目が多すぎることである。議題が多すぎると、各議題に充分な時

間が取れず、議論が表面的になり、決定の質が低下する。90分の会議なら、主要議題は4～6項目程度をひ

とつの目安にし、それ以上になる場合は別会議や書面共有への切り分けを検討すべきである。

原則3：連続時間を確保する

複雑な決定を要する議題は、細切れ時間よりも連続時間で扱うほうが、思考の深さが増す。15分×3回

より、45分を1度に扱うほうが生産性は高い。

• 

• 

• 

• 
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4.3　議題ごとの「目的・期待するアウトプット・必要な準備」の明
示

参加者は何を準備すべきか

アジェンダに議題が並んでいるだけでは、参加者は何をどう準備すればよいか判断できない。「経営戦

略の検討」と書かれていても、前年度の財務データを読むべきなのか、競合分析を用意すべきなのかが不

明確である。

その結果、参加者は準備なしで会議に臨み、会議開始後に初めて状況を理解しようとする。これは時間

の著しい浪費である。なぜなら、事前に調べておけば5分で理解できることが、会議中だと15分かかるこ

とになるからだ。

各議題に「目的」を明示する

各議題について、その議題を扱う背景・理由を簡潔に述べることが大切だ。

不十分な例：「新規事業投資案の検討」

改善例：「新規事業投資案の検討。昨年度の提案から3ヶ月が経過し、市場環境も変わった。実現可能

性と投資効果を再評価し、GO/NO-GOの判断をする。」

詳細はなくとも、背景を2～3文で述べるだけで、参加者の理解度は大きく変わる。

「期待するアウトプット」を明確にする

同じ「検討」でも、求める成果は異なる。あいまいなまま会議に臨むと、参加者の期待値がズレ、議論

の焦点が定まらない。

期待するアウトプットの類型

■ 情報共有型：参加者全員が同じ情報を持つことが目的
  例：「前年度業績の報告を聞き、全員が最新状況を理解する」

■ 意見収集型：複数の視点を集め、視野を広げることが目的
  例：「新規事業の課題について、全事業部長から課題認識を引き出す」

■ 意思決定型：会議内で最終的な判断を下すことが目的
  例：「来期予算配分について、CEO の最終決定を得る」

■ アクション設定型：会議後の具体的な行動を決めることが目的
  例：「営業チームの強化策について、実行責任者と実行時期を決定する」
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アジェンダには、どのタイプのアウトプットを期待するのか、明記することが重要である。そうするこ

とで、参加者も「私は何を用意すべきか」「この議題でどう貢献すべきか」が明確になる。

「必要な準備」を指示する

参加者が事前にできる準備を具体的に列挙する。

【議題3】来期の営業成長戦略

目的：
過去2年の営業実績の分析から、来期の成長ドライバーを特定し、
営業組織強化の方針を決定する。

期待するアウトプット：
営業責任者からの成長施策の提案、経営陣からの承認（意思決定型）

準備としてお願いしたいこと：
- 営業責任者：過去2年の顧客別売上推移資料、来期成長施策案（3枚）
- 営業企画：市場規模予測と競合動向分析
- 経営陣：配分可能な人員・予算の概算（事前の経営企画室との相談済み）

想定所要時間：40分

このレベルの具体性があれば、参加者は迷うことなく準備ができる。結果として、会議開始直後から実

質的な議論がスタートする。

4.4　定例アジェンダと変動アジェンダのバランス

定例会議の価値と課題

経営会議の多くは定期的に開催される定例会議である。定例会議のメリットは、参加者が「毎週月曜の

9時に経営会議がある」と習慣化でき、スケジュール管理が容易なことだ。また、組織文化として「定期的

に経営課題を議論する」というガバナンス体制を確立できる。

しかし定例アジェンダには罠がある。前回と同じ議題を繰り返すあまり、時間をかけるべき新規の重要

課題が後回しになることがある。また、定例アジェンダに縛られて、臨時の重大な議題（新規M&A、危機

対応など）に対応できないという問題も生じやすい。

「基本アジェンダ」と「変動アジェンダ」の分離

実務的には、定例アジェンダを「基本アジェンダ」と「変動アジェンダ」に分離するのが有効である。
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基本アジェンダ：毎回必ず扱う議題。例えば、月次の経営指標報告、定例リスク報告、人事異動報告な

ど。これらは組織の透明性とガバナンスを維持するために不可欠である。基本アジェンダには全体時間の

40～50%を充てるのが目安である。

変動アジェンダ：月ごと、または会議ごとに異なる議題。経営戦略の検討、新規事業の評価、組織課題

への対応など。基本アジェンダに次いで優先度の高い課題から順に組み込む。時間配分は、基本アジェン

ダと変動アジェンダが半分前後ずつになるように設計すると、定例性と柔軟性のバランスを取りやすい。

臨時議題への対応枠

定例会議の最後に「その他」「フリーディスカッション」といった時間枠を設ける企業も多い。これは

臨時の重要事項が発生した際、すぐに議論する場所がないという課題に対する対応である。

ただし、「その他」の時間が実際には質問や報告で埋まり、新規の重要課題の検討時間になっていない

事例は多い。より実効的には、以下の工夫が考えられる。

「その他」の時間を制限する：最大10分程度に限定し、それ以上の時間が必要なら別途会議を設定す

る。

臨時会議の仕組みを用意する：重大事項が発生した場合、定例会議に割り込ませるのではなく、「臨時

経営会議」を開催する手順を決めておく。

優先度の再調整プロセス：変動アジェンダの中から低優先度の議題を外し、新規課題を組み込む。この

判断は会議開始の数日前に、ファシリテーターと主要ステークホルダーで決定する。

定例アジェンダテンプレートの活用

定例会議を効率的に運営するには、「定例アジェンダテンプレート」を整備することが有効である。こ

のテンプレートには、基本アジェンダの項目、典型的な開始時刻、配分時間、担当者が記載されている。

新規の変動アジェンダを組み込む際は、このテンプレートを基準に優先順位付けを行う。

結果として、定例性と柔軟性のバランスが取れ、組織として重要な課題を取りこぼさない体制が作られ

る。

1. 

2. 

3. 
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4.5　「議論しないこと」の明確化

ガバナンス視点での課題

日本企業の経営会議、特に取締役会で指摘される課題がある。経営戦略や業績評価といった経営陣が集

中して議論すべき事柄に費やす時間が十分に確保されず、個々の業務執行に関する細かな意思決定に時間

を使いすぎている、という問題である。取締役会の実効性評価でも、戦略議論の不足は繰り返し論点にな

る。

これは極めて非効率だ。なぜなら、個々の業務執行の判断は、実行責任者に委任すべき事項であり、経

営陣が一堂に集まって議論すべき内容ではないからだ。→ 第1章 1.3節 参照。

会議の役割を3つに分類する

このような時間浪費を防ぐには、会議で扱う内容を明確に分類する必要がある。各議題が、以下のどの

カテゴリに属するか、事前に整理する習慣をつけるとよい。

┌─────────────────────────────────────────────────┐

│ カテゴリ1：情報共有（Information Sharing）      │

│ 参加者全員が同じ情報を保有することが目的       │

│ 例：月次業績報告、市場情報の共有               │

│ 議論の深さ：浅い（全員が理解することが目的）   │

│ 代替手段：メール、ダッシュボード、レポート   │

└─────────────────────────────────────────────────┘

┌─────────────────────────────────────────────────┐

│ カテゴリ2：意見収集（Input Collection）        │

│ 異なる視点から意見を集め、視野を広げることが目的 │

│ 例：新規事業案に対する各部門からの懸念事項    │

│ 議論の深さ：中程度（複数視点の統合）           │

│ 必要要件：複数の専門家が揃っていることが必須   │

└─────────────────────────────────────────────────┘

┌─────────────────────────────────────────────────┐

│ カテゴリ3：意思決定（Decision Making）         │

│ 会議内で最終的な判断・決定を下すことが目的    │

│ 例：経営戦略の決定、重大な資本配分の承認      │

│ 議論の深さ：深い（複数の可能性を検討）        │

│ 必要要件：決定権を持つ者が出席していることが必須 │

└─────────────────────────────────────────────────┘
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アジェンダを作成する際に、各議題をこの3つのカテゴリに分類し、「この議題は情報共有型なので、

実は全員の出席は不要では？」「この議題は意思決定型なので、決定権を持つCEOと  CFOは必ず出席が必

要」といった整理が可能になる。

「議論しないこと」を明示する

さらに実効的な工夫として、アジェンダに「この会議では以下のことは扱いません」という明文を加え

る企業もある。

【この会議では扱わないこと】

① 個別案件の実行判断
   （例：営業チームの出張日程調整、システム導入ベンダー選定）
   → これらは実行責任者の判断に委任します

② 日常的な報告事項
   （例：昨日の営業実績、システム障害の履歴）
   → 月1回、ダッシュボードで共有します

③ 技術的な詳細の深掘り
   （例：新システムのプログラミング仕様、営業システムのDB設計）
   → 必要に応じて、別途技術検討会を設定します

このように「否定リスト」を明示することで、参加者の期待値がズレず、会議が本来の目的（経営層が

注力すべき戦略的課題の議論）に集中できる。

4.6　アジェンダの事前配布タイミングとフィードバック収集

事前配布の必須条件

アジェンダの威力は、会議直前に配布されるだけでは十分に発揮されない。重要なのは「いつ、どのよ

うに」配布するかである。実務では、数営業日前を一つの目安とし、重要な意思決定を伴う会議ではさら

に前倒しして共有したい。もちろん、緊急会議では例外もあるが、例外を常態化させないことが重要であ

る。

なぜ早期配布が重要かというと、参加者が以下の作業に時間を要するからだ。

参考資料や前回議事録の確認

関連データの調査や集計

自分の意見や懸念事項の整理

上司や関係部門との事前調整

• 

• 

• 

• 
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これらの準備を会議の前日に急いで行おうとしても、質の高い準備はできない。参加者がアジェンダを

読んで「この議題には自分たちの提案も必要だ」と気づき、実際にそれを用意するまでには、少なくとも

数営業日は必要になることが多い。

配布時のプロセス

実効的な配布プロセスは以下の通りである。

第1段階（会議の1週間前） ファシリテーターと主要なステークホルダー（例：営業責任者、財務責任

者）で、ドラフトアジェンダを作成。この段階では、基本的な議題、期待するアウトプット、必要な準備

をリストアップする。

第2段階（会議の5～6日前） ドラフトアジェンダを全参加者に共有し、「このアジェンダで漏れがない

か、優先順位は適切か」というフィードバックを求める。この段階で参加者からの意見を集めることで、

全員の期待値が揃い、当日の議論が円滑になる。

第3段階（会議の3～4日前） フィードバックを反映して、最終アジェンダを確定。変更があった場合

は、詳しく説明したメモとともに全員に配布する。例えば「営業責任者から『来期の営業組織体制の検討

を追加したい』という提案があったため、『その他』の時間を最大15分として、この議題に充てます」と

いった説明があれば、全員が納得する。

第4段階（会議の1～2日前） 参考資料や事前に読んでもらいたい資料があれば、この時点で配布。参加

者は最終確認を行い、当日に備える。

フィードバック収集の具体的な方法

フィードバックを求める際は、オープンエンドの質問より、構造化された質問のほうが回答率が高い。

【アジェンダへのフィードバック依頼】

以下の質問について、3月22日（月）18時までにご回答ください。

Q1. このアジェンダに漏れている議題はありますか？
     あれば、その議題の優先度（高/中/低）も教えてください。

Q2. 各議題の時間配分は適切ですか？
     不適切な場合は、どの議題をどれだけ増やすべきか教えてください。

Q3. あなたが準備すべきものはありますか？
     資料作成や事前情報提供が必要なら、3月23日（火）正午までに
     ご連絡ください。

このように具体的な質問を投げかけることで、参加者も「単なる『ご意見いかがですか』」よりは真摯

に応答する。
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変更時の対応

もし、配布後にアジェンダ内容を変更する必要が生じた場合、以下のルールを守るべきである。

速報の重要性：変更があったら、その日のうちに全員に知らせる。直前の変更は、参加者の準備を台無

しにする。

変更理由の説明：「来期の営業成長戦略を、予定の40分から50分に延長します。理由は、営業責任者

から『新規市場への進出方針も決めたい』という提案があったためです」というように、理由を明確に

する。

代替策の提示：時間を増やす場合、どの議題の時間を減らすのか、または「その他」の時間を削るのか

を明示する。曖昧なまま時間超過を許容すると、習慣化する。

4.7　アジェンダテンプレートの設計と運用

テンプレートの必要性

複数の経営会議を開催している組織では、会議ごとにアジェンダの形式が異なることがよくある。月次

経営会議は簡潔だが、四半期戦略会議は詳細、といった具合である。

このような非統一性は、問題を生む。例えば、「各会議で『期待するアウトプット』の記載ルールが異

なり、参加者が混乱する」「テンプレートがないので、重要な要素を漏らすことがある」といった課題が

生じやすい。

テンプレートを整備することで、以下のメリットが得られる。

統一性：組織全体で、同じレベルの詳細度と記載項目のアジェンダが作成される。

効率性：ゼロからアジェンダを作成する必要がなく、テンプレートに情報を埋め込むだけで完成する。

質保証：テンプレートに「目的」「期待するアウトプット」「準備」といった項目があれば、重要な要

素の漏れがなくなる。

学習効果：新しくファシリテーターになった者が、テンプレートを見ることで「何をどう記載すべき

か」を学べる。

テンプレートの要件

効果的なアジェンダテンプレートには、以下の要件を満たす必要がある。

1. 

2. 

3. 

1. 

2. 

3. 

4. 
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【アジェンダテンプレート（共通項目）】

□ 会議名
□ 開催日時・場所
□ 参加者（名前、部門、役割）
□ 会議の目的（1～2文、パワフルに）
□ 会議全体の期待するアウトプット
  （複数の意思決定を伴う場合、その旨を記載）

【各議題の記載項目】

□ 議題No.（優先順位順）
□ 議題名
□ 議題の背景・理由（2～3文）
□ 期待するアウトプット（情報共有/意見収集/意思決定のいずれか）
□ 必要な準備（参加者ごと）
□ 配分時間（分単位）
□ 担当者・説明者

【会議全体の情報】

□ 開始予定時刻・終了予定時刻
□ 「その他」の時間配分
□ 記録担当者
□ アジェンダ配布日
□ 最終確認日時

テンプレートの運用ルール

テンプレートを単に用意しただけでは、組織に浸透しない。以下の運用ルールを決めることが重要であ

る。

ルール1：テンプレート使用を原則とする

全ての経営会議は、原則としてこのテンプレートを用いてアジェンダを作成する。完全な自由記述にす

ると統一性が失われ、テンプレートの価値が減じるためである。ただし、危機対応会議など形式より速度

を優先すべき場面では、最低限の必須項目だけを残した簡易版で足りる場合もある。

ルール2：配布前のレビュー

ファシリテーターが作成したアジェンダを、経営企画室などの支援部門が確認し、「期待するアウト

プット」が明確か、「準備」の指示が具体的か、時間配分に無理がないか、をチェックする。

ルール3：定期的な改善
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四半期ごと、または半年ごとに、「このテンプレートで改善すべき点がないか」を確認する。例えば

「『準備』欄が毎回記入漏れになる」という実績が見られたら、その欄を目立つように改良する。

ルール4：テンプレート外の欄は安易に増やさない

テンプレートに定義されていない欄を、各会議で都度追加し始めると、すぐに統一性が崩れる。追加の

必要性が継続的に生じる場合は、テンプレート改善のプロセスを通じて全社的に検討する。この規律が、

組織全体での一貫性を保つ。

デジタルツールでの実装

近年、アジェンダテンプレートはスプレッドシートやプロジェクト管理ツール上で実装する企業が増え

ている。デジタル化のメリットは以下の通りである。

リアルタイム更新：複数の担当者が同時にアジェンダを編集でき、版管理が容易。

自動通知：アジェンダ配布時期に自動でリマインダーが送信される。

過去アジェンダの参照：過去の会議アジェンダが履歴として残り、「前回はこの議題にどのくらい時間

をかけたか」といった参考データが得られる。

ダッシュボード表示：複数の並行会議を管理している場合、一覧表示で全体を把握しやすい。

スタートアップの場合は、シンプルなスプレッドシートで十分である。一方、大企業で多数の経営会議

が並行している場合は、専用のプロジェクト管理ツールやワークフロー管理ツールの導入を検討する価値

がある。重要なのは、ツールの高度さではなく、「テンプレートを一貫して使用する習慣」を組織に定着

させることだ。

まとめと実践ポイント

本章では、経営会議の生産性を左右する「アジェンダの設計技術」について、7つのテーマを解説し

た。

実践ポイント

1. 必須5要素を漏らさない

会議名・目的・参加者・議題・時間配分の5つの要素をアジェンダに盛り込むことで、参加者の準備が

格段に向上し、会議開始直後から質の高い議論がスタートする。単なる「議題リスト」ではなく、「会議

成功のための設計図」としてアジェンダを位置づけることが重要である。

2. 優先順位付けと時間配分に妥協しない

1. 

2. 

3. 

4. 
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限られた時間内で最大の成果を引き出すには、議題を厳選し、重要度に応じた時間配分を行うことが不

可欠である。「4象限マトリクス」や「MoSCoW法」といったフレームワークを活用し、全員が納得する

優先順位付けを実現しよう。

3. 参加者の準備を具体的に指示する

各議題について「目的」「期待するアウトプット」「必要な準備」を明示することで、参加者の準備時

間が大幅に短縮され、会議の生産性が向上する。「新規事業の検討」などの漠然とした表現は避け、「新

規事業投資案について、実現可能性と投資効果を再評価し、GO/NO-GOの判断を得る。準備として営業責

任者は市場データと成長シナリオをまとめた資料を用意してください」といったレベルの具体性を目指す

べきである。

4. 定例性と柔軟性のバランスを取る

定例会議の「基本アジェンダ」と「変動アジェンダ」を分離し、組織のガバナンスを保ちながらも、新

規の重大課題に対応できる体制を整備しよう。

5. 議論すべき内容と議論しない内容を明確にする

「この経営会議では、個々の業務執行は扱わない。経営戦略と重大な資本配分に限定する」といった明

文化により、会議の時間を戦略的課題に集中させ、経営層の時間価値を最大化できる。

6. 事前配布を習慣化し、フィードバックを組織のプロセスに組み込む

会議の1週間程度前からアジェンダを配布し、参加者からのフィードバックを吸収するプロセスを定着

させることで、全員の期待値が揃い、当日の議論が円滑になる。

7. テンプレートを整備し、継続的に改善する

組織内のすべての経営会議で共通のテンプレートを原則として使用することで、統一性が生まれ、ア

ジェンダ作成の効率性と質が向上する。ツールはシンプルでも構わないが、「共通テンプレートを使う」

という原則と、「定期的に改善する」という運用を定めることが成功の鍵である。

参考文献・参考資料
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第5章　事前準備と資料作成

この章の構成

5.1 経営情報の収集と整理

5.2 意思決定に必要な情報量の見極め

5.3 エグゼクティブサマリーの書き方

5.4 データ可視化とダッシュボード活用

5.5 事前資料の配布ルールと期限管理

5.6 参加者の事前レビュー・コメント収集の仕

組み

5.7 資料の標準化（フォーマット・テンプレー

ト・ページ数制限）

この章で学べること

経営層が必要とする情報の収集と整理の方法論

エグゼクティブサマリー（経営層向け要約資料）の効果的な書き方

データ可視化とダッシュボードを活用した情報の見える化

資料作成の標準化とテンプレート化による効率化

事前資料配布のルール設定と期限管理がもたらす会議の質向上

5.1　経営情報の収集と整理

経営会議が高い質を持つためには、会議前の準備段階で充分な情報収集と整理が必要である。ここでい

う経営情報とは、企業の経営判断に直結する財務データ、事業成績、市場環境、競合状況、顧客動向な

ど、意思決定に影響を与えるあらゆる情報を指す。

情報収集の三層構造

経営情報の収集は、社内情報、業界・市場情報、経営環境情報の三層で進める。

社内情報は、売上、利益、キャッシュフロー、顧客満足度、従業員満足度など、自社の経営指標であ

る。月次、四半期、年次といった周期で定期的に集計し、過去との比較分析が重要である。特に定量デー

タは、経営層の判断根拠として高い信頼性を持つため、データの正確性と最新性を常に確保しなければな

らない。
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業界・市場情報は、競合他社の動向、業界全体のトレンド、顧客ニーズの変化などである。業界レポー

ト、市場調査、競合分析などを継続的に収集し、自社事業の相対的位置付けを明確にする。スタートアッ

プであれば創業期の市場規模や成長率、大企業であれば業界内シェアや市場シェアの推移が重要な判断材

料となる。

経営環境情報は、政治経済状況、規制環境、技術トレンド、社会動向など、企業外部の大きな環境変化

である。マクロ経済指標や政策動向の監視、新規技術の出現やDX推進など、中長期的な経営戦略に影響す

る情報である。

情報整理のプロセス

集めた情報は単に蓄積するのではなく、会議のアジェンダ（→  第4章  4.1節  参照）に応じて整理し直

す。必要な情報を必要なタイミングで意思決定者に届けることが、情報活用の本質である。

情報整理の第一段階は、アジェンダの各議題ごとに、意思決定に必要な情報を抽出することである。次

に、その情報が定量的なのか定性的なのかを区分け、数値データは過去データとの比較軸を設定し、定性

的な情報は信頼できる情報源から得たものであることを確認する。最後に、情報の鮮度を確認し、古い情

報は削除するか「参考」として区分けする。

5.2　意思決定に必要な情報量の見極め

経営会議では多くの情報を参照するが、実は経営層が100パーセント完全な情報で判断することは稀で

ある。むしろ限定的な情報の中で、迅速に意思決定することが求められる。重要なのは、「何が必要か」

「何は不要か」を見極める力である。

経営判断を支える三つの要素

経営者の確信を支える情報には、大きく三つの要素がある。一つ目は「思いやビジョン、コンセプト」

である。これは企業の進むべき方向や経営者の信念に関わる定性的な情報である。二つ目は「売れる商品

やサービスと顧客ニーズのマッチング」である。市場で実際に支持されている商品・サービスがあり、顧

客から確実なニーズを得ているか、という実績情報である。三つ目は「数字的な根拠」である。売上、利

益、コスト、市場規模など、定量的なデータに基づく判断である。

実務では、三つ全てが完全に揃う前に判断を迫られる場面も多い。特に新規事業や危機対応では、一部

の要素を強い根拠として先に判断し、残る要素は追加検証で補うこともある。ただし、その場合でも、ど

の要素が十分で、どの要素が未確定なのかを明確にした上で、追加調査の計画や許容できるリスクの範囲

とセットで判断する必要がある。会議資料作成時は、この三つの要素のうち、どれが充足しどれが不足し

ているかを明示することが重要である。
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情報量と意思決定速度のバランス

情報が多すぎると、意思決定に時間がかかり、会議の進行が遅延する。一方で情報が少なすぎると、判

断に必要なコンテキストが不足し、間違った決定につながる危険性がある。

実務的には、アジェンダの各議題に対して「最小限必要な情報」「あると望ましい情報」「参考情報」

の三階層に分類し、資料作成時にそれを明記することが有効である。特に経営層が忙しい場合、最小限必

要な情報だけを本文に盛り込み、詳細データは付録に掲載するといった工夫が、意思決定の迅速化と質の

両立につながる。

スタートアップの経営会議では、仮説と検証のサイクルが速いため、完全な情報を待たず、手元にある

情報で判断する文化が醸成されていることが多い。これに対して大企業の経営会議では、ガバナンス（企

業統治）上の観点から、十分な根拠資料の提示が求められることが多い。いずれのケースでも、「どの程

度の情報があれば判断できるか」を事前に定義することが重要である。

5.3　エグゼクティブサマリーの書き方

エグゼクティブサマリーとは、長い報告書や提案書の要点を1～2ページ（PowerPointなら1～3スライ

ド程度）に凝縮した経営層向けの要約資料である。CEO（最高経営責任者）、取締役、投資家など、意思

決定権を持つステークホルダー向けに作成される。

エグゼクティブサマリーの構成要素

効果的なエグゼクティブサマリーは、一貫した論理構造を持つ。具体的には以下の構成を基本とする。

第一部：提案や報告の概要では、何についての提案か、あるいは何についての報告かを簡潔に述べる。

読み手がその後の内容を理解するための最小限の文脈を提供する。50～100字程度で十分である。

**第二部：主な根拠（2～3点）**では、提案や報告の説得力を支える最重要な理由や根拠を記載する。

数値データ、市場調査結果、成功事例など、具体的な裏付けとなる情報を盛り込む。経営層は「なぜそう

判断するのか」の根拠を重視するため、ここで曖昧な説明をしてはいけない。

第三部：期待される効果や結論では、この提案や施策により得られる期待値を明記する。売上増加なら

「年間10億円の増収」、効率化なら「業務時間30パーセント削減」といった定量的な効果を示すことが望

ましい。効果が数値化できない場合も、「顧客満足度向上」「ブランド認知拡大」など、明確に表現す

る。
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エグゼクティブサマリー作成の実践プロセス

多くの場合、エグゼクティブサマリーは詳細な資料の作成後に作成される。実践的なプロセスは次の通

りである。

まず、資料全体を通読し「最も伝えたいメッセージ」を一文で言語化する。例えば「新規事業X  への投

資は3年で投資回収可能であり、今年度の着手が市場機会を最大化する」といった、最もコアとなる主張

を抽出する。

次に、そのメッセージを支持する根拠を、資料全体から2～3つ抽出する。売上予測データ、市場規模調

査、競合優位性分析など、メッセージの信憑性を高める材料を選別する。

その後、これら要素を1～2ページに収める形で執筆し、数値やグラフを挿入する。ページ数制限がある

ため、一文を必要以上に長くせず、語彙を簡潔に保つ必要がある。実務上は60字前後を一つの目安としつ

つ、読み手が一読で理解できることを優先する。

最後に、自分自身でなく他者に読んでもらい、「提案の本質を理解できたか」「判断に必要な情報が

揃っているか」をフィードバックしてもらう。特に経営層に近い職位の者からの指摘は貴重である。

よくある失敗パターン

エグゼクティブサマリーで経営層が最もストレスを感じるのは「結論が見当たらない」場合である。背

景や理由ばかりが述べられ、「で、結局どうするのか」が不明確なサマリーは読む価値がない。サマリー

冒頭に結論を置き、その後で根拠を述べる「結論先行」の構成を守ることが重要である。

また、グラフや数値の意味を説明なしに挿入するのも避けるべきである。経営層は資料を読む時間が限

定的であるため、「このグラフが何を示しているのか」「この数値がなぜ重要なのか」を一目で理解でき

なければ、資料としての価値は低下する。

5.4　データ可視化とダッシュボード活用

経営判断に必要とされるデータは、毎日刻々と変化する。売上データ、顧客分析、市場動向、競合情報

など、多くの情報を同時に把握する必要がある。このような複雑な情報を効率的に管理し、経営層が一目

で理解できるように「見える化」したツールが、ダッシュボード（Dashboard）である。
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経営ダッシュボードとは

経営ダッシュボード（Management  Dashboard）とは、企業の経営に必要な重要業績評価指標（KPI：

Key Performance Indicator）や財務指標、営業指標などを、グラフやゲージメーターといった視覚的な形

式で一覧表示するシステムまたは資料である。

ダッシュボードの最大の特徴は、複雑なデータを「一覧性」「即時性」「相互性」の三つの属性で表現

できることである。一覧性とは、複数の指標を一目で比較できることである。即時性とは、リアルタイム

あるいは日次で更新されるため、最新の経営状況を把握できることである。相互性とは、期間やセグメン

ト（地域別、事業別など）を画面上で切り替えながら、多角的にデータを分析できることである。

ダッシュボード設計の原則

ダッシュボードの効果を高めるためには、「何を」「どこから」「どのように」見せるかの情報設計が

本質的に重要である。

「何を」見せるかは、KPI（主要業績指標）の選定である。経営層が意思決定する際に本当に必要な指

標は何かを、会社の経営戦略と照らし合わせながら決定する。例えば、急成長を目指す事業部では「顧客

獲得数」「売上成長率」が重視され、安定成長を目指す事業部では「営業利益率」「顧客保持率」が重視

される。複数のKPIを盛り込む場合も、最重要な指標は1～3個に絞り、それ以外は「参考指標」として下

位に配置する。

「どこから」データを取得するかは、情報源の統一と信頼性の確保である。売上データはERP（統合基

幹業務システム）から、顧客データはCRM（顧客関係管理システム）から、というように、各指標の一次

データを明確に定義する。複数の情報源から同じ指標を取得している場合、どれを正とするかをあらかじ

め決めておくことが、ダッシュボード運用のトラブルを防止する。

「どのように」表現するかは、グラフやメーターの選択である。売上の推移は折れ線グラフ、地域別の

売上構成は円グラフ、実績と予算の比較は棒グラフ、といった使い分けが基本である。ただし、過度に複

雑なグラフやアニメーション効果は、かえって判断を遅延させるため、シンプルで分かりやすい表現を心

がける。

スタートアップと大企業でのダッシュボード活用の違い

スタートアップの場合、ダッシュボードはシンプルに構成することが多い。Google  Sheetsなどの無料

ツールを活用し、週次の売上数字、新規顧客数、チャーン率（解約率）など、最小限の指標に絞って管理

する。決定サイクルが速いため、詳細分析より「今、何が起きているか」をいち早く把握することを優先

する。
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大企業の場合、ダッシュボードはより複雑で多層的である。TableauやPower  BIなどのBIツール

（Business  Intelligence：ビジネスインテリジェンス）を導入し、事業部別、地域別、商品別など多数の

セグメントでデータを自由に切り替えながら分析する。また、四半期ごとの予算達成状況の追跡、前年同

期との比較、予測値との乖離分析など、複数の時系列分析を並行させる。

5.5　事前資料の配布ルールと期限管理

経営会議の質は、会議当日の議論の深さと質によって左右される。その議論の質は、参加者が会議に向

けてどの程度準備できたかに大きく依存している。会議資料の配布ルールと期限管理は、ガバナンスと効

率性の両面で重要な役割を果たす。

配布ルールの設定

経営会議の資料は、会議の2～3営業日前までに参加者へ配付することを一つの目安とすると運用しやす

い。この期限は、参加者が資料を読み込み、予備知識を得る時間を確保するためである。重要案件や論点

の重い議題では、さらに前倒しして配付する方が望ましい。一方で、事前説明や事前レビューの運用は、

会議体の性格、機密性、企業文化によって適切な形が異なるため、「何日前が正解か」よりも、「いつま

でに、誰が、どこまで読み込むか」を明確に定義することが重要である。

配布ルールでは、以下の項目を明確に定義することが重要である。

配布対象者：会議参加者全員に配付するのか、それとも特定の部門のみか。一般的には全参加者に同一

の資料を配付し、全員が同じ情報ベースで議論することが望ましい。ただし、秘密保持契約やコンプライ

アンス上の理由から、限定的な配付になることもある。

配布形式：メール添付、ファイル共有サーバー、社内ポータルなど、どの形式で配付するか。大企業で

はセキュリティの観点から、個別メール送付ではなく、アクセス権限を制限した共有フォルダでの配付が

推奨される。

確認プロセス：配付後、参加者がアクセスしたかを追跡できる仕組みがあるか。特に重要な会議では、

資料アクセス後に参加者から事前コメントを回収するプロセスが効果的である。

言語要件：グローバル企業では、資料を日本語と英語で配付するか、あるいは英語のみか。配付言語が

異なると、参加者の準備度合いに格差が生じるため、事前に統一ルールを決める。

期限管理の実務

事前資料の配布期限は定めても、それが実際に守られなければ意味がない。実務的には、以下のプロセ

スで期限管理を進める。
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資料提出期限の設定と周知：各部門から報告資料を収集する際、「提出期限は会議の5日前」というよ

うに、配布期限よりも前に設定する。これにより、資料の品質チェックやデータの検証に時間を確保でき

る。

進捗管理の仕組み：期限が近づいた段階で、未提出部門に対して催促連絡を入れる。大企業では、経営

企画部門が一覧表を作成し、進捗状況を可視化することが多い。

緊急対応の基準：やむを得ず期限に遅れる場合の対応基準を設定する。例えば「差し替えは当日朝ま

で」「当日差し替え時は追加論点を最小限に絞る」といった例外ルールを決めておくことで、予測不可能

な遅延にも対応しやすくなる。

コンセンサス形成への活用

配布期限を早めに設定することの利点は、期限までの時間を「参加者による事前レビュー」に充てられ

ることである。経営会議のファシリテーター（→  第6章  6.1節  参照）や事務局は、資料配付後、参加者か

らの事前コメントや質問を集約し、会議当日の議論を予測した「修正資料」を準備することができる。

この「事前レビュー→修正→再配付」というプロセスを経ることで、会議当日は「認識ずれの調整」で

はなく「次のアクション（→ 第10章 10.1節 参照）の決定」に時間を使うことが可能になる。

5.6　参加者の事前レビュー・コメント収集の仕組み

資料配付後、参加者からの事前コメント収集は、経営会議を効率化する上で極めて重要なステップであ

る。会議前に異なる見解を把握し、修正や追加分析を行うことで、会議当日の議論をより建設的に進めら

れる。

事前コメント収集の方法

実務で使いやすい方法の一つは、配付資料をコメント機能付きのPDFあるいはWord形式で参加者に共有

し、「コメントや質問があれば、該当ページに記入して返却してください」と依頼することである。

参加者のレベルに応じて、コメント形式を指定することも効果的である。例えば「経営層向けコメント

の具体例：このKPI（主要業績指標）の定義を明確にしてほしい」「実務層向けコメント：このデータの

更新頻度は何か」というように、階層別に期待されるコメントの質が異なることを認識させることで、よ

り質の高いレビューを引き出すことができる。

また、経営会議の直前に、簡単なアンケートフォームを設置し、「このアジェンダについて、現在の懸

念点は何か」「会議で決定してほしいことは何か」といった開かれた質問をすることも有効である。参加

者の潜在的な関心事を事前に把握することで、会議時間の効率的配分が可能になる。
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コメント集約と優先順位付け

参加者からのコメントが集まった場合、それらを単に資料に反映するのではなく、集約して優先順位を

付ける作業が重要である。

同じ指摘が複数の参加者から寄せられた場合、それは「多くの人が疑問に思う点」であり、資料の説明

不足を示す。このような指摘は優先度が高く、資料修正の対象とする。一方、一人の参加者からだけの指

摘の場合、それは「その参加者の個別の関心事」である可能性もあり、会議当日に個別に対応する方が効

率的である場合もある。

優先度の判定には、以下の基準が参考になる：

議論の前提となる定義や数値の正確性に関わるコメント：優先度「高」

経営判断に影響を与える新しい視点やデータに関するコメント：優先度「高」

表現や説明の改善に関するコメント：優先度「中」

個別部門の細部に関するコメント：優先度「低」

5.7　資料の標準化（フォーマット・テンプレート・ページ数制限）

経営会議では多くの部門から報告資料が上がってくる。これらの資料を毎回異なるフォーマットで作成

していては、作成者の負担が大きいだけでなく、読み手にとっても資料の理解に時間がかかる。資料の標

準化は、効率性とガバナンスの両面で極めて重要である。

標準フォーマットの設計

経営会議用の標準フォーマットは、以下の要素を含むべきである。

タイトルページ：会議名、報告部門、報告者名、報告年月、機密情報の区分（社外秘、関係者限定な

ど）を明記する。大企業では、部門コードや予算コードなども記載される場合がある。

目次ページ：複数ページの資料の場合、内容を一覧できる目次を設置する。読み手が「何ページに何の

情報があるか」を素早く把握できるよう配慮する。

エグゼクティブサマリー：本文の前に、最重要情報を1ページで示すサマリーを配置する。忙しい経営

層であれば、このページだけで判断できる情報量を含めることが理想的である。

本文セクション：数値データ、グラフ、分析、背景説明など、報告の実質内容を記載する。セクション

ごとに見出しを設け、構成の論理性を保つ。

• 

• 

• 

• 
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別紙・参考資料：詳細データ、前年との比較、市場分析、競合分析など、本文では記載しきれない補足

情報を掲載する。紙資料で渡す場合、本文と参考資料のページ数を分けて数えることで、「本文何ペー

ジ、参考資料は別」という構成が可能になる。

テンプレートの提供と運用

標準フォーマットを決めたら、その構造を持つテンプレートを作成し、関係部門が利用できるようにす

る。テンプレートには、フォント、色使い、余白、グラフの基本ルールなどを盛り込み、最低限の統一感

を担保する。細かな体裁は会議種別や社内デザインルールに合わせて調整してよい。

テンプレートを採用することで、以下の効果が期待できる：

作成時間の短縮：デザインや構成を毎回考え直す必要がなくなり、内容作成に集中できる。

品質の平準化：経営層向けの資料として一定水準の視認性とプロフェッショナリズムが確保される。

統一性による理解の促進：複数部門からの資料が統一されたフォーマットであるため、情報の比較や検

索が容易になる。

実務的には、テンプレートを社内ポータルに掲載し、「資料作成ガイドライン」を添付して配布する。

ガイドラインには、各セクションの記載方法、推奨ページ数、グラフの使い分けなどを明示する。

ページ数制限の設定理由

経営会議の資料は、ページ数を一定範囲に収めることが重要である。会議の種類にもよるが、「本文は

10～20ページ程度を目安とし、詳細は参考資料へ分ける」という運用は採用しやすい。なぜページ数を制

御するのか。

その最大の理由は、経営層の読み込み時間の制約である。経営層は多くの会議に参加し、日々の経営判

断に時間を費やしている。1つの会議資料に1時間以上かけて読むことは、現実的ではない。30分～1時間

で資料の全体像と主要な論点を把握できるページ数が、実務的な目安である。

また、ページ数制限は「何を書くか」だけでなく「何を書かないか」の判断力を養う。重要な情報と補

足的な情報を区分けする訓練を通じて、資料作成者の思考が整理される。

スタートアップでは、ページ数を厳格に制限するより「1スライド1メッセージ」という原則で、簡潔性

を重視する傾向が強い。大企業では、ガバナンス上の理由から詳細な根拠資料の添付を求める場合もあ

り、「本文は簡潔に、詳細は別途」という二層構造が採用されることが多い。

• 

• 

• 
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まとめと実践ポイント

第5章では、経営会議を成功させるための事前準備と資料作成について学んだ。以下が実践的な重点ポ

イントである。

1. 情報収集と整理を戦略的に進める 経営判断に必要とされる情報は、社内情報、業界・市場情報、経営

環境情報の三層から構成される。会議のアジェンダに応じて、これらを整理し直し、意思決定者に必要な

形で提供することが肝要である。「必要な情報」「参考情報」「不要な情報」を明確に分類する習慣を持

つことで、資料の精度が向上する。

2. エグゼクティブサマリーは結論から始める 経営層が最も求めるのは、複雑な情報の簡潔な要約ではな

く、「最終的な提案や判断」である。エグゼクティブサマリーは、結論を冒頭に置き、その後で根拠を述

べる「結論先行」の構成を基本とする。1～2ページの制約の中で、説得力を失わないよう、定量データと

定性的な根拠のバランスを工夫する。

3.  ダッシュボードで「見える化」を実現する 経営判断に必要とされるKPI（主要業績評価指標）は、グ

ラフやメーターで可視化することで、意思決定速度が劇的に向上する。何を測定し、どのように表現する

かの情報設計が成功の鍵となる。複雑なツール導入より、ExcelやGoogle  Sheetsで実現できる「シンプル

なダッシュボード」から始めることを推奨する。

4.  資料配布期限を前倒しで設計する 会議資料の配布期限は、会議の2～3営業日前を一つの目安とし、

重要案件ではさらに前倒しする。この期限を守ることで、参加者の事前準備が可能となり、会議本番の議

論がより建設的になる。期限管理は、経営企画部門がリード役となり、各部門への進捗追跡と催促を継続

する責任を持つべきである。

5. テンプレート化による標準化を進める 毎回異なるフォーマットで資料を作成することは、作成者にも

読み手にも負担となる。会議種別ごとに標準テンプレートを設計し、関係部門で共通フォーマットを使え

る環境を整備する。テンプレートの提供とガイドラインの周知は、経営企画部門の重要な役割である。

参考文献・参考資料

金融庁「コーポレートガバナンス改革の実質化に向けたアクション・プログラム2025」

金融庁「取締役会の機能強化の取組みに関する事例集」
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第 Ⅲ 部

会議の運営と進行
第Ⅲ部　会議の運営と進行に含まれる論点をまとめて読み

進めるための区切りページ。 



第6章　ファシリテーションの技術

この章の構成

6.1 ファシリテーターの役割と必要なスキル

6.2 会議の冒頭設計 ― 目的確認・グラウンド

ルール・タイムライン共有

6.3 発言を促す技術 ― 質問設計・指名・沈黙の

活用

6.4 議論の焦点を維持する技術

6.5 脱線を管理する ― パーキングロットの活用

6.6 時間管理（タイムキーピング）の実践手法

6.7 議論の見える化 ― ホワイトボード・チャー

ト・リアルタイム記録

6.8 会議の締めくくり ― 決定事項・アクション

アイテム・次回予告の確認

この章で学べること

ファシリテーターの役割とその基本的なスキル体系の理解

会議冒頭の効果的なデザイン――目的確認、グラウンドルール設定、時間配分の共有

発言を引き出す具体的な技術――質問設計、指名、沈黙の活用

議論の焦点を保つための介入方法と脱線への対処法

会議の見える化と時間管理、そして効果的な締めくくり方

6.1　ファシリテーターの役割と必要なスキル

経営会議を成功させるには、準備と資料だけでは不十分である。会議当日、参加者の意見を引き出し、

議論を整理し、合意を形成する進行役が必要である。この役割を担うのが**ファシリテーター

（Facilitator）**である。

ファシリテーターとは、「促進者」を意味し、会議の目的達成に向けて対話を前に進める進行役を指

す。参加者の意見を引き出し、議論を整理し、コンセンサス（合意）形成を助けることが主要な責任であ

る。理想的には、進行役と決定権者を分けた方が議論は整いやすいが、経営会議では議長や部門長が進行

を兼ねることも少なくない。その場合でも、進行役としては、自分の立場と会議進行を意識的に切り分け

る必要がある。

ファシリテーターに求められる4つのスキル

ファシリテーションに必要とされるスキルは、大きく4つの領域に分類できる。
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**第一に「場のデザインスキル」（場の構造化）**である。会議の目的と目標を明確にし、対話が成立

する場を事前に設計する。アジェンダの構成、時間配分、参加者の座席配置、心理的安全性を確保するグ

ラウンドルール設定などが含まれる。場のデザインが不十分であれば、その後のいかなる技術も活かせな

い。

**第二に「対人関係スキル」**である。全員が等しく発言できる環境をつくり、傾聴し、適切に質問

し、必要に応じて他の参加者の発言を促す能力である。具体的には、発言者の方へ目と体を向ける、頷

く、相づちを打つ、発言内容を簡潔に要約するなどのリアクションが含まれる。これらは表面的に見える

かもしれないが、発言者の心理的安全性を著しく高める。

**第三に「構造化スキル」**である。参加者から出た多様な意見や主張を、そのままに放置するのでは

なく、分かりやすく整理・可視化し、議論のこれまでとこれからを明確にする能力である。ホワイトボー

ドやチャートを使い、論点を図式化したり、意見を分類したりする技術である。

**第四に「合意形成スキル」**である。意見が分かれたときに、一方的な決定ではなく、参加者の納得

感を高めた合意を導き出す能力である。相互理解を促し、妥協点を見つけ、決定事項を明確化する力が必

要である。

ファシリテーターの中立性

ファシリテーターが持つべき姿勢として最も重要なのは「中立性」である。ファシリテーターが特定の

意見に肩入れしたり、自分の結論を誘導したりすれば、他の参加者は発言をためらい、会議は「承認の

場」へと堕落してしまう。

ただし、中立性とは「意見を持たない」ことではない。むしろ、自分の意見を持ちながら、その意見を

押し付けず、他の参加者の意見を等しく尊重し、最適な結論へと対話を導く姿勢を意味する。経営会議に

よっては、議長とは別に事務局や経営企画部門が進行補助を担い、中立性を支える運用を置くことも有効

である。

6.2　会議の冒頭設計 ― 目的確認・グラウンドルール・タイムライ
ン共有

会議の質は、冒頭数分の設計に大きく左右される。冒頭で目的確認、ルール設定、時間配分の共有がで

きていれば、参加者全員が同じ方向を向いて議論を進めやすくなる。
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目的確認の重要性と方法

会議の冒頭で、必ず「この会議の目的は何か」を明示すべきである。目的とは、会議終了時に参加者が

達成すべき状態を指す。例えば、「新規事業案について経営陣の合意を得る」「上期の営業戦略を策定す

る」「顧客対応プロセスの改善点を抽出する」といった形で、会議終了時の到達点が分かるよう具体的に

表現する。

目的を明確にする利点は、参加者の心理的安全性を高めることである。「この会議では何を達成するの

か」「自分の意見がどのような場面で必要とされるのか」を事前に理解していれば、発言のハードルが低

くなり、建設的な意見が出やすくなる。経営会議の場合、特に立場の異なる参加者（経営層と実務層、異

なる部門など）が混在するため、共通の目標を示すことが全員の参加度を高める。

目的確認の方法として実践的なアプローチは、次の通りである。まず、会議冒頭の1～2分で、ファシリ

テーターが目的を簡潔に述べる。次に、「この目的について、異論や追加意見はないか」と参加者に確認

を取る。これにより、全員が同じ目的を共有した状態で議論を開始できる。

グラウンドルール（会議のルール）の設定

グラウンドルール（Ground  Rule）とは、「会議をスムーズに進行させ、対話の質を高めるために事前

に定めておくルール」である。例えば、「一人の発言時間は3分以内」「携帯電話は使用しない」「意見

は批判するのではなく、まずは最後まで聞く」といった行動ルールである。

グラウンドルールの役割は、二つの観点がある。第一は「効率性」である。発言者が時間超過したり、

他の参加者が話に割り込んだりすれば、会議は進まない。ルールを明示することで、会議進行を加速させ

る。

第二は「心理的安全性」（Psychological  Safety）である。心理的安全性とは、「どのような発言をし

ても、周囲から批難されたり自分の評価が下がったりする恐れがない状態」を意味する。この環境があれ

ば、立場の低い参加者も自由に意見を述べ、新しいアイデアや懸念点が表面化しやすくなる。

実践的には、以下のグラウンドルールが有効である。

「結論を急がない」：複数の意見が出た場合、最初から「この意見が正しい」と決めつけず、異なる視

点を尊重する姿勢。

「失敗を責めない」：過去の失敗事例や懸念点を述べた参加者に対して、「なぜそうなったのか」と責

めるのではなく、「今後どうするか」という前向きな質問をする習慣。

「多様な視点を価値とする」：年齢、経験、職位に関わらず、異なる視点から出た意見を重要だと認識

する。

• 

• 

• 
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特に大企業では、上司と部下が同じ会議に参加することが多いため、上司が「この意見には同意できな

い」と発言した直後に、部下から自由な意見が出づらくなるという現象が起きやすい。この悪循環を防ぐ

ために、グラウンドルール設定は極めて重要である。

タイムライン（時間配分）の共有

会議に充てられた時間は限定的である。その限られた時間の中で、複数の議題を効率よく処理するに

は、事前に「各議題にいつまで時間を使うか」を決め、参加者全員に共有すべきである。

例えば、1時間の経営会議で「議題1に20分、議題2に30分、議題3に10分」といった時間配分を冒頭で

提示すれば、参加者は「議題2が最も重要である」と理解し、議論の焦点を絞れる。また、「あと5分で次

に進みます」というファシリテーターのアナウンスに対して、参加者は受け入れやすくなる。

時間配分設定の際の留意点は、以下の通りである。

重要度に応じた配分：決定が必要な議題ほど時間を多く配分。報告・共有目的の議題は短く。

説明時間と議論時間の分離：事前資料で説明済みなら説明時間は短く、その分議論に時間を使う。

バッファ時間の確保：予期せぬ深掘りや質問が出た場合のため、数分から全体の1割程度を目安に予備

時間を確保。

6.3　発言を促す技術 ― 質問設計・指名・沈黙の活用

経営会議の質を決める最大の要因は、多様な意見がどの程度引き出されているかである。しかし、多く

の会議では、沈黙が続いたり、少数の発言者だけが話を独占したりする。これは設計の問題であり、ファ

シリテーターの技術で改善できる。

質問設計による発言促進

発言を引き出す最も効果的な方法は、「良い質問を設計すること」である。良い質問とは、相手が答え

やすく、かつ考えを深めるような質問である。

閉じた質問と開かれた質問の使い分けが重要である。閉じた質問（Closed  Question）は「はい/いい

え」で答える質問であり、迅速な確認に向いている。例えば、「この提案に賛成ですか」という質問であ

る。一方、開かれた質問（Open  Question）は「どのようにお考えですか」「それはなぜだと思います

か」といった、相手の思考を引き出す質問である。

発言が少ない会議では、開かれた質問を意識的に増やすべきである。例えば、「この市場変化をどう捉

えるか、営業部門のご意見をお聞きしたい」といった具体的で開かれた質問をすれば、相手は自分の考え

を整理して述べようとする。

• 

• 

• 
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さらに効果的な手法は、段階的な質問設計である。いきなり難しい質問をするのではなく、簡単な質問

から始める。例えば、「現在の状況についての認識は共有できていますか」という簡単な質問に対して参

加者が「はい」と答えたら、次に「では、この状況の中で課題だと思うことは何か」とより深い質問をす

る。このように段階的に深掘りすれば、参加者は心理的負担なく、より深い思考を共有できる。

また、価値観や経験に基づいた質問も有効である。「あなたの過去の経験から見ると、このような状況

ではどのような対応が効果的だったか」という質問は、参加者が自分の知識や経験を活かしやすく、より

説得力のある回答が得られる。

指名による発言促進

発言が少ない参加者に対して、「全員の意見を聞きたい」というメッセージを込めて、名指しで発言を

促す手法である。

指名の効果は、大きく二つある。第一は、沈黙を打ち破ることである。特に立場の低い参加者や、発言

に自信がない参加者は、自発的には意見を述べづらい。ファシリテーターが「営業責任者の観点から、ご

意見をお聞きしたい」と指名すれば、その参加者は「自分の意見が必要とされている」と感じ、発言しや

すくなる。

第二は、多様な視点の確保である。特に実務層の参加者は、実際の顧客対応や現場の問題を最もよく

知っている。経営層だけの議論では見落とされる視点が、指名により表面化する。

指名の際の留意点は、以下の通りである。

あらかじめ準備された質問：指名される参加者が準備なく意見を求められれば、戸惑う。可能なら、

「この点について次の会議で資料をお持ちいただけますか」と事前に相談する。

責める質問ではなく、経験知を引き出す質問：「なぜそのような状況になったのか」と責める調子では

なく、「過去の類似事例でうまくいった対応は何か」と肯定的に経験を引き出す質問。

無理強いしない：指名しても参加者が答えづらい場合は、「もし情報があればで構いませんが」と逃げ

道を用意し、その場の心理的安全性を損なわない配慮。

沈黙の活用

会議の中での「沈黙」は、往々にして失敗と見なされ、ファシリテーターが焦って次々に発言を促そう

とする。しかし、適切に使われた沈黙は、むしろ深い思考を促す強力なツールである。

沈黙が生じるシーンは複数ある。第一は、質問直後の沈黙である。開かれた質問を投げかけた直後、参

加者が「どう答えるか」と考えるため、数秒から十数秒の沈黙が生じる。この沈黙を「だまっている」と

見なして別の質問をすれば、参加者は思考を中断される。むしろ、ファシリテーターがまず3～5秒ほど待

ち、必要に応じてさらに間を取ることで、参加者はより深く考え、より質の高い回答を用意しやすくな

る。

• 

• 

• 
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第二は、意見が対立した際の沈黙である。複数の意見が出て、どの意見が正しいかが明確でない場合、

沈黙が生じる。この沈黙を焦らず、「これまでの意見をまとめると、AさんはXの観点を、BさんはYの観点

を重視されている。この二つの観点の相互関係について、ご意見があればお聞きしたい」と、沈黙を意味

のある対話へと転換する。

沈黙を効果的に使うコツは、以下の通りである。

沈黙を「データ」と見なす：沈黙が生じるのは、参加者が真摯に考えている証拠。それを尊重する姿

勢。

心の中で数秒数える：ファシリテーターが心の中で数秒数え、早口で次の問いを重ねないよう意識す

る。

沈黙中の非言語メッセージ：沈黙中も、ファシリテーターが発言者の方を見つめ、相づちを用意する姿

勢を示すことで、「沈黙は尊重される」というメッセージを伝える。

6.4　議論の焦点を維持する技術

多くの経営会議では、当初の予定から脱線し、関連するが重要ではない話題に時間を費やしてしまう現

象が起きやすい。焦点を維持するのは、ファシリテーションの重要なスキルである。

議論の焦点のずれを察知する

焦点のずれを早期に察知し、修正することが重要である。焦点がずれる兆候には、以下がある。

発言の内容が当初のアジェンダから離れている

参加者の表情や雰囲気が変わり、参加度が低下している

同じ話題について、繰り返し発言が出ている

時間経過に対して進捗が明らかに遅れている

これらの兆候を察知したら、ファシリテーターは中立的に、かつ不愉快感を与えない方法で、焦点を元

に戻す必要がある。

焦点維持の具体的な技術

焦点を維持するために、以下の技術が有効である。

「それは重要な指摘です。ただ、本日のアジェンダから言うと、まずはXについて決定することが優先で

す。Yについては、パーキングロットに入れておいて、後で対応しましょう」 という形の言い方である。

発言を否定するのではなく、優先順位を明示することで、参加者は納得しやすい。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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定期的な進捗確認も有効である。「ここまでで、議題1については『決定事項としてAとする』で合意し

ました。議題2の『市場戦略』について、現在Bという提案が出ています。あと15分で結論を出す予定です

が、進捗状況でご質問はありますか」と、定期的に現在地を示す。

見える化による焦点の明確化も重要である。後述するが、ホワイトボードやチャートに、「本日の主要

論点」「現在検討中の議題」を常に表示しておくことで、参加者が脱線しづらくなる。

6.5　脱線を管理する ― パーキングロットの活用

完全に脱線を防ぐことは不可能である。むしろ、脱線は会議の中で自然に発生するものとして、それを

「管理」する仕組みを用意すべきである。その仕組みが**パーキングロット（Parking Lot）**である。

パーキングロットの定義と役割

パーキングロットとは、「今すぐには議論すべきでないが、重要性がある話題を、一時的に保留するた

めの『駐車場』」である。直訳すれば「駐車場」である。当初のアジェンダにはない、あるいは議論の優

先順位が低い話題が出た際に、「これはパーキングロットに入れておいて、別の機会で議論しましょう」

と保留する。

パーキングロットの役割は、大きく二つである。

第一は、会議の時間効率を保つことである。関連する話題が出ても、議論時間を限定できる。例えば、

「顧客対応システムの改善について」という議題の中で、「システムの費用対効果について詳細な分析が

必要では」という意見が出たとき、この意見の価値を認めながら、「費用対効果分析は別途ワーキング

チームで深掘りして、来月の会議で報告するパーキングロット入りとしましょう」と対応すれば、本日の

議論は進む。

第二は、発言者の心理的安全性を保つことである。出た意見を「関係ない」と切り捨てるのではなく、

「重要だがタイミングが異なる」という形で尊重することで、発言者は評価されたと感じる。この感覚

が、次の意見表明を促す。

パーキングロットの実装方法

パーキングロットを効果的に運用するには、以下の実装が必要である。

明確なルール設定：会議冒頭で「パーキングロットというツールを使う」と宣言し、ルールを説明す

る。「時間の制約上、この場では議論できない重要な話題が出た場合、ホワイトボード上の『パーキング

ロット』セクションに記録します。これは『無視する』のではなく、『後日別の機会で取り組む』という

約束です」と明示。
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物理的な可視化：ホワイトボードやチャートの一隅に、「パーキングロット」というセクションを設置

し、出た話題をリストアップする。リアルタイムで記録されることで、発言者は「自分の意見が拾われ

た」と感じ、発言意欲が損なわれない。

フォローアップ体制：会議終了後、パーキングロットに入れた話題について、「いつ、誰が、どのよう

な形で対応するのか」を決める。例えば、「顧客満足度向上策については、営業部門がワーキングチーム

を設置し、来月中に分析結果をまとめる」といった形で、所有者と期限を決める。

スタートアップでは、簡易なメモ運用だけで十分な場合もあるが、複数部門が関わる会議や論点が広が

りやすい会議では、パーキングロットは有効である。

6.6　時間管理（タイムキーピング）の実践手法

計画的な時間配分を実行に移すには、会議中の継続的な時間管理が必要である。これを担当するのが、

**タイムキーパー（timekeeper）**の役割である。

タイムキーパーの役割と位置付け

タイムキーパーとは、会議中に各議題の時間経過を監視し、ファシリテーターに情報を提供する役割で

ある。大企業の正式な経営会議では、ファシリテーターとタイムキーパーを分ける場合が多い。スタート

アップでは、ファシリテーターが兼務することもある。

タイムキーパーの責務は、以下の通りである。

時間経過の記録：各議題の開始時刻と経過時間を正確に記録。

ファシリテーターへの情報提供：「議題1は予定20分のうち、すでに18分経過。あと2分で議題2へ移る

ことを提案」といった形で、定期的に情報を提供。

参加者への時間告知：必要に応じて、「あと5分で次に進みます」と参加者に時間を知らせる。

時間管理の実践テクニック

事前のスケジュール作成：重要な会議では、事前に簡単なタイムテーブルを作成する。「14:00  会議開

始、目的確認2分、議題1（20分）、議題2（30分）、議題3（5分）、クロージング（3分）」といった形

で、分単位の目安を共有しておく。

ビジュアルな時間管理：タイマーを参加者全員が見える位置に表示し、時間経過を可視化する。オンラ

イン会議では、共有タイマーや会議運営ツールを併用すると進行しやすい。参加者が「残り時間」を共有

することで、議論の密度が高まり、脱線が減少する。

• 

• 

• 
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柔軟な対応：予定通りに進まない場合がある。例えば、議題1で予想以上に深い議論が出た場合、無理

に時間通りに進むより、「議題1に追加で5分、その代わり議題3を5分短縮する」という調整も必要であ

る。タイムキーパーはこのような柔軟な判断をファシリテーターに提案する。

会議終了時刻の厳守：一方で、会議全体の終了時刻は厳守することが重要である。予定終了時刻を超え

ると、次の会議や業務に支障が出る。そのため、最後に数分のクロージング時間を確保し、「決定事項、

アクションアイテム、次回予定の確認」を行う。

6.7　議論の見える化 ― ホワイトボード・チャート・リアルタイム
記録

議論が進む過程で、「いま、何が決まって、何が決まっていないのか」が明確でなくなる会議が多い。

この状態を防ぐために、議論内容をリアルタイムで「見える化」することが重要である。

ホワイトボードの活用

ホワイトボードは、最も実践的でコスト効率が高い見える化ツールである。

効果的な使い方：会議の左側に「今日の目的」「各議題」を記載し、右側に「主な意見」「論点」「決

定事項」をリアルタイムで記載する。参加者は常に「現在地」が見えるため、発言の重複が減り、議論が

深まりやすい。

担当者の配置：専任の記録担当者を配置することが望ましい。ファシリテーターが自分で記載すると、

記載作業のため視線が割かれ、参加者への注視が減少する。経営企画部門や事務局の担当者が記載するこ

とで、ファシリテーターは参加者に集中できる。

レイアウトの工夫：ホワイトボードを複数枚用意し、「アジェンダ」「主要な意見」「パーキングロッ

ト」「決定事項」などを分ける。こうすることで、参加者が一目で「各セクションの内容」を把握でき、

混乱が減る。

オンライン会議でのデジタルホワイトボード

リモートワークが一般的になった現在、デジタルホワイトボード（オンラインホワイトボード）の活用

が増加している。Microsoft Whiteboard、Miro、Zoom ホワイトボードなどが代表的である。

デジタルホワイトボードの利点は、以下の通りである。

自動保存：記載内容が自動保存され、会議終了後に議事録として活用可能。

複数ユーザーによる同時編集：複数の参加者が同時に付箋やテキストを追加でき、ブレインストーミン

グに向いている。

• 

• 
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記録の共有：会議終了後、URLや画像として共有しやすく、事後の確認が容易。

ただし、デジタルツールの導入には、事前の技術テストが必須である。オンライン会議の中でツール操

作に時間を費やせば、本来の議論時間が失われる。

チャートや図解による論点整理

複雑な議論を整理する際には、単なるテキスト記載ではなく、図解やチャートが有効である。例えば、

課題分析の際には「なぜなぜ分析」の図を描き、原因と結果の関係を可視化する。競争戦略の議論では、

「自社の強み」「競合他社の強み」「市場ニーズ」をマトリックスで表現する。

図解による見える化により、参加者は「同じ枠組みで議論を共有」でき、認識のずれが減少する。

6.8　会議の締めくくり ― 決定事項・アクションアイテム・次回予告
の確認

会議の成果が行動につながるかどうかは、最後の数分の締めくくりに大きく左右される。会議最後の整

理が曖昧であれば、いかに質の高い議論が出ても、その成果は行動に結びつかない。

決定事項の明確化と読み上げ

会議終了前に、必ず「本日の決定事項」を明確にし、参加者全員で読み上げて確認する。このプロセス

は、以下の理由で重要である。

認識のずれの防止：参加者によって「何が決まったのか」の理解が異なる場合がある。読み上げること

で、齟齬を早期に発見・修正できる。

責任感の醸成：決定事項を明示することで、参加者は「これから実行すべきこと」を明確に認識し、責

任感を持つ。

議事録の正確性：読み上げた決定事項をそのまま議事録に記載することで、後日の確認が容易になる。

読み上げの形式としては、「本日の決定事項は、以下の3点です。第一点、新規事業Xについて、来年度

上期での着手を決定いたします。第二点、…」という形で、番号を付けて順序立てて述べることが、参加

者の理解を高める。

アクションアイテムの確定

決定事項と同等の重要性を持つのが、アクションアイテム（Action  Item）（行動項目）の確定であ

る。アクションアイテムとは、「誰が、いつまでに、何をするのか」を明確にした、会議終了後の実行項

目である。

• 

• 

• 

• 
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例えば、「営業部門は、来月中に新規顧客候補100社をリストアップし、営業企画部門に提出するこ

と」といった形で、以下の要素を含む必要がある。

実行者：誰が（個人または部門）

実行内容：何を

期限：いつまでに

成功基準：どのような形で完了と判定するか

アクションアイテムを確定する際の留意点は、以下の通りである。

実行者の納得：「Aさん、来月末までに顧客分析をまとめていただけますね」と確認し、Aさんが「了

解」と頷いたことを確認。納得のないアクションアイテムは実行されない可能性が高い。

実行可能性の検証：「実行不可能なアクションアイテム」を設定しないこと。期限や内容が現実的か、

事前に簡単な検証を行う。

相互依存関係の把握：複数のアクションアイテムがある場合、「A が完了することで B が開始できる」

といった依存関係を明記する。

次回会議の予定と継続論点の確認

最後に、「次回会議はいつ行うのか」「今回決まらなかった継続論点は何か」を確認する。

次回会議の予定を当場で決めることで、参加者は「次のアクション（実行）と、その報告時期」を明確

に理解できる。「アクションアイテムの期限は来月末、報告は再来月の経営会議で」というように、期限

と報告のセットを示す。

継続論点については、「本日は時間制約上、顧客対応システムの導入費用詳細については議論できませ

んでしたが、来月の会議に持ち越します」と明示。前述のパーキングロットに入れた話題が、その後どの

ように処理されるのかを参加者に知らせることで、発言が拾われたという安心感が得られる。

まとめと実践ポイント

第6章では、経営会議をスムーズに進行させ、質の高い議論を実現するファシリテーション技術につい

て学んだ。以下が実践的な重点ポイントである。

1. ファシリテーターは「中立的な進行役」に徹する ファシリテーターの最大の役割は、参加者の意見を

引き出し、議論を整理し、合意を導くことである。特定の意見に肩入れしたり、自分の結論を誘導したり

すれば、その瞬間から会議の質は低下する。中立性を保ちながら、対人関係スキル、構造化スキル、合意

形成スキルを磨くことが、長期的な会議品質の向上につながる。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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2. 冒頭数分で会議の方向性が決まる 会議の冒頭で、目的、グラウンドルール、時間配分を明確に共有す

ることで、参加者は安心して議論に参加できる。特に心理的安全性の確保は、その後の発言度を大きく左

右する。冒頭設計に手を抜かないこと。

3. 多様な発言促進技術を使い分ける 質問設計、指名、沈黙の活用など、発言を促すツールは複数ある。

参加者の性格や状況に応じて、これらを使い分けることが重要である。特に沈黙を「失敗」と見なさず、

深い思考の時間として尊重する姿勢は、会議文化を大きく変える。

4. パーキングロットで脱線を管理する 脱線を完全に防ぐことはできない。むしろ、脱線を「管理」する

仕組みを用意し、発言者の心理的安全性を保ちながら、議論を焦点に戻す技術を磨くべき。パーキング

ロットは、この目的に最適なツールである。

5. 見える化と時間管理で実行を確保する いかに質の高い議論が出ても、それが行動に結びつかなければ

意味がない。ホワイトボードやチャートを使い、リアルタイムで議論を可視化し、会議終了時に決定事項

とアクションアイテムを明確に確定する。特にアクションアイテムでは「誰が、いつまでに、何をするの

か」を明確に定義することが、その後の実行を左右する。
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第7章 意思決定のフレームワーク

この章の構成

7.1 意思決定プロセスの設計 ― 誰が、何を、ど

のように決めるか

7.2 合議制 vs. トップダウン vs. コンセンサス

― 意思決定方式の選択

7.3 投票手法の設計 ― 多数決・スコアリング

法・ドット投票・順位法

7.4 書面決議（みなし決議）と電磁的手段によ

る同意

7.5 RACI・DACIマトリクスの活用

7.6 意思決定の品質を高めるフレームワーク

（OODA・PDCAとの統合）

7.7 反対意見の制度的保障 ― 悪魔の代弁者・プ

レモーテム

7.8 意思決定バイアスの認知と対策

7.9 決定の記録・根拠の文書化

7.10 決定を覆す場合のルールとプロセス

この章で学べること

意思決定プロセスの基本構造と、「誰が・何を・どのように」の設計方法

合議制・トップダウン・コンセンサス（consensus）の違いと使い分け

ドット投票・スコアリング法・順位法など、多様な投票手法の活用方法

書面決議（みなし決議）と電磁的手段による意思決定の法的枠組み

RACIマトリクスとDACIモデルで責任と権限を明確化する方法

意思決定の質を高め、バイアスを排除するフレームワーク

7.1 意思決定プロセスの設計 ― 誰が、何を、どのように決めるか

意思決定プロセスの3つの要素

意思決定は、あいまいな形式で行われるべきではない。経営会議における意思決定の質は、次の3つの

要素がいかに明確に設計されているかに左右される。

第一に「**誰が（Who）**決定するのか」である。決定者の権限が曖昧では、決定後に「あの人が勝手

に決めた」という不満が生じやすい。責任者を明確に指定し、その決定権の範囲を職務権限規程、会議体

規程、稟議規程などで整理しておくことが重要である。
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第二に「**何を（What）**決定するのか」である。意思決定の対象となる議題を、曖昧さなく定義する

必要がある。「新規事業への参入是非」という大括りではなく、「A事業への2026年度の投資額（予算

額）」というように、決定の具体的な対象を特定する。→ 第4章 4.3節 参照

第三に「**どのように（How）**決定するのか」である。合議制か、トップダウンか、投票か。決定プ

ロセスそのものも事前に設計しておくことで、決定の透明性と納得度を高める。

意思決定プロセスのフロー設計

典型的な意思決定プロセスは、次の段階から構成される。

情報収集段階では、意思決定に必要な情報を網羅的に集める。市場データ、競合分析、内部の実行可能

性、財務的インパクトなど、複数の視点からの情報が必要である。

分析・検討段階では、集められた情報を整理し、複数の選択肢を検討する。KT法（Kepner-Tregoe

Method）では、MUST（必須要件）とWANT（希望要件）を明確に区別して評価し、客観的な比較を行

う。

提案段階では、検討結果をまとめ、推奨案と代替案を示す。このとき、単に「こうしましょう」ではな

く、「このような理由で、この案が最適である」という根拠を明記することが重要である。

審議段階では、経営会議で提案について議論し、質問や異論を出す。→ 第8章 8.2節 参照

決定段階では、合意形成あるいは投票により、最終的な判断を行う。

実行段階では、決定事項を具体的に実行する。→ 第10章 参照

このフローの各段階において、誰が責任を持つのか、いつまでに完了するのかを明記することで、意思

決定プロセス全体の透明性が確保される。

スタートアップと大企業での設計の違い

スタートアップでは、情報収集から決定までのサイクルを数日に短縮することが競争力になる。不完全

な情報であっても、迅速に判断し、実行しながら学習する OODA ループ（→ 7.6節 参照）が有効である。

一方、大企業では、複数の部門や利害関係者が関わるため、各段階に十分な時間を確保し、慎重な審議

を行う必要がある。部門間の利益相反を調整し、全社的な視点から決定を行う仕組みが求められる。
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7.2 合議制 vs. トップダウン vs. コンセンサス ― 意思決定方式の選
択

3つの意思決定方式の特徴

経営会議における意思決定は、大きく3つの方式に分類される。どの方式を選ぶかは、組織文化、決定

の重要性、時間的制約によって異なる。

合議制（Collective Decision-Making）

合議制は、複数の関係者が審議した上で、あらかじめ定めた決議ルールに基づいて意思決定する方式で

ある。必ずしも全会一致を意味するわけではない。

メリットとして、関係者の納得を得やすいため、決定後の実行時に各部門長の協力が得やすい。また、

複数の視点から検討されるため、一人の判断では見落とされるリスクが発見されやすい。

デメリットとして、時間がかかることが挙げられる。多くの意見を調整しようとするため、最大公約数

的な「無難な決定」に陥りやすい。また、一人が強く反対すれば、決定が先送りされる可能性がある。

適用場面として、組織文化や人事方針など、全員の納得が不可欠な議題が挙げられる。

トップダウン方式（Top-Down Decision）

トップダウン方式は、経営トップ（通常はCEO）が最終決定権を行使する方式である。

メリットとして、意思決定が迅速であり、責任が明確である。また、市場環境が急激に変わる中での決

定判断が容易である。

デメリットとして、決定プロセスに参加しなかった人の納得度が低い可能性がある。実行段階で、各部

門の消極的な協力に終わることもある。組織内の不満や内部分裂が生じるリスクもある。

適用場面として、緊急時の判断、市場環境の急激な変化への対応、大規模な組織改革などが挙げられ

る。

コンセンサス方式（Consensus-Based Decision）

コンセンサス方式は、単純な多数決に頼らず、十分な議論を通じて「強い異論が残らない状態」を目指

す方式である。

具体的には、議論を通じて論点を調整し、全員が完全に同じ意見でなくても、「組織としてこの方向で

進めることには反対しない」という水準まで納得をつくる運用である。
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メリットとして、全員の合意より柔軟な判断が可能であり、かつ納得度も比較的高い。

デメリットとして、形式的な合意に陥りやすく、実質的には誰も納得していないという状況が生じる可

能性がある。

適用場面として、多くの日本企業における経営会議の実態が、このコンセンサス方式である。

どの方式を選ぶべきか

意思決定方式の選択には、4つの判断軸がある。

第一に、時間的余裕である。時間に余裕があれば、合議制や十分な審議が可能である。時間がなけれ

ば、トップダウンが適切である。

第二に、組織内の合意の重要性である。実行段階での全員の協力が不可欠であれば、合議制を採用す

る。

第三に、意思決定の可逆性である。後で修正可能な決定であれば、迅速さを優先できる。後で変更が難

しい決定であれば、慎重な審議が必要である。

第四に、ステークホルダーの多様性である。多くの利害関係者が関わる決定であれば、全員を納得させ

る工夫が必要である。

7.3 投票手法の設計 ― 多数決・スコアリング法・ドット投票・順位
法

投票手法を導入する理由

投票手法は、複数の選択肢が存在するとき、より客観的・透明に優先順位を決定するための手段であ

る。→ 第4章 4.2節 参照

特に、経営会議のメンバーが多い場合、各人の意見がばらばらになりやすい。投票手法を用いること

で、全員の判断を可視化し、意思決定の根拠を明確にできる。

多数決（Majority Vote）

多数決は、最も単純で古典的な投票方式である。通常は「50%を超える票」で決定とする単純多数決

と、「3分の2以上」を必要とする特別多数決がある。

単純多数決は、比較的迅速に結論が出るメリットがある。一方、少数派の強い反対意見が無視されるデ

メリットがある。
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特別多数決は、より慎重な判断を求める方式であり、株主総会の特別決議や、組織内規で特に重い案件

に加重要件を置く場面で用いられる。

会社法上の取締役会決議は、原則として「議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、その過

半数をもって行う」と整理される。これに対し、任意の経営会議では、過半数、全会一致、議長一任な

ど、組織内ルールとして別の決め方を採ることができる。

スコアリング法（Scoring Method）

スコアリング法は、複数の評価基準に対して、各案に点数を付与し、最も高い合計点を得た案を選択す

る方法である。

具体例として、新規事業の投資判断を考えよう。以下の4つの評価基準を設定する。

「市場規模の大きさ」：0～100点

「技術的実現可能性」：0～100点

「経営資源の利用可能性」：0～100点

「実施期間の短さ」：0～100点

複数の新規事業案（A案、B案、C案）について、各基準で点数を付与し、合計点で比較する。

メリットとして、定量的・客観的な比較が可能であり、「なぜこの案を選んだのか」という根拠が明確

である。

デメリットとして、評価基準の設定と各基準の重みづけが重要であり、この段階での恣意性によって結

果が大きく変わる可能性がある。事前に基準と重みづけを十分に検討する必要がある。

ドット投票（Dot Voting）

ドット投票は、欧米のワークショップで広く用いられる投票手法であり、日本企業でも導入例が見られ

る。

手順は、次の通りである。

複数の案（通常は5～10案）をホワイトボードやオンラインツール（Miro、Lucidspark等）に列挙す

る。

各参加者に一定数の投票権を付与する。例えば、参加者が10人なら、1人あたり3～5票を配分する。

参加者は、良いと思う案に自分の投票権を投じる。1つの案に複数票を投じることも可能である。

一斉投票により、同時に全員が投票することが重要である。段階的に投票すると、先行する投票結果が

後発の投票者に影響を与える可能性がある。

• 

• 

• 

• 

1. 

2. 

3. 

4. 
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最も多くの票を集めた案が、チームの優先事項となる。

特徴として、ドット投票は、匿名に近い運用を採れば権力勾配や同調圧力の影響を減らしやすい。一方

で、色分けや記名で運用すれば、誰の票かを可視化することもできる。つまり、匿名性は手法そのもので

はなく運用設計の問題である。

活用場面として、ブレインストーミング後のアイデア選別、複数の施策案からの優先順位決定などが挙

げられる。

順位法（Ranking Method）

順位法は、複数の案を「第1位、第2位、第3位」と順位づけする方法である。

手順は、各参加者が、全ての案を順位づけして提出する。その後、各案の順位ポイント（第1位を3点、

第2位を2点、第3位を1点など）を集計し、最も高いポイントを得た案が優先される。

メリットとして、実装が簡単であり、複雑な数値計算を必要としない。

デメリットとして、案の数が多い場合（10案以上）、順位づけが困難になり、参加者の負担が大きい。

7.4 書面決議（みなし決議）と電磁的手段による同意

法的根拠と実施要件

ここで扱う書面決議（みなし決議）は、取締役会設置会社における法定の決議省略手続であり、任意の

経営会議全般をそのまま書面で代替する一般論ではない。会社法第370条は、取締役会設置会社に対し

て、次の条件の下で、書面決議（みなし決議）を認めている。

条件は、以下の3点である。

第一に、定款に明記する必要がある。取締役会の書面決議を認めるか否かは、各企業の定款で決定され

る。株主総会の書面決議と異なり、法律により自動的には認められない。

第二に、議決に加わることができるすべての取締役が書面または電磁的記録により同意する必要があ

る。1人の取締役が同意しなければ、書面決議は成立しない。

第三に、監査役設置会社では、監査役が当該提案について異議を述べていないことが必要である。

また、成立後は、同意書や電磁的記録、議事録相当の記録を適切に保管する必要がある。

5. 
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電磁的手段の選択肢

書面決議に同意する際の電磁的手段（Electronic Means）として、複数の選択肢がある。

電子メールは、最も簡便で導入コストが低い。ただし、署名や改ざん防止の観点では、セキュリティが

脆弱である。メール履歴の保管や、意思表示の時刻の記録に課題がある可能性がある。

クラウド型電子署名（GMOサイン、クラウドサイン等）は、セキュリティと記録の確実性が高い。署名

者の認証、改ざん防止、タイムスタンプなどが自動的に記録される。ただし、導入コストと月額費用が発

生する。

企業内専用システムは、セキュリティを最高レベルで確保できる。ただし、開発・保守コストが高く、

大企業向けの選択肢である。

実務では、本人確認と記録性の観点から、電子署名サービスや社内ワークフローシステムを用いる運用

が選ばれることが多い。

書面決議のメリットとデメリット

メリットとして、次の3点が挙げられる。

第一に、物理的に会議を開催する必要がない。遠隔地にいる取締役や、多忙な経営陣でも意思決定に参

加できる。

第二に、緊急時への迅速な対応が可能である。M&Aの意思決定、危機管理対応など、時間を要する通常

の会議開催ができない状況で活用できる。

第三に、会議運営の負荷を下げられる。もっとも、議事録相当の記録作成自体は省略できない。

デメリットとして、以下の2点が挙げられる。

第一に、十分な説明や議論がない可能性がある。各取締役が独立して意思表示するため、異なる理解が

生じる可能性がある。

第二に、少数派意見が反映されにくい。同意を求める形式であり、異論を唱えることが難しい心理的な

障壁がある。→ 第12章 12.2節 参照

実装のベストプラクティス

書面決議を有効に活用するためには、以下のプロセスが推奨される。

事前に、決定の提案者が、提案資料・説明資料を全取締役に配布する。このとき、「なぜこの決定が必

要なのか」「他の選択肢との比較はどうか」といった背景情報を詳細に提供することが重要である。
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資料配布から意思表示期限までに、案件の重要度に応じた検討期間を設ける。提出された質問や異論に

ついては、提案者が書面で回答する。

同意を得た旨を記録し、一般的には議事録として保管する。改ざん防止の観点から、電子的にはタイム

スタンプを付与し、紙の議事録であれば関係者の署名を記載する。

7.5 RACI・DACIマトリクスの活用

RACIマトリクス（責任分担表）

RACIマトリクスは、プロジェクト管理やタスク管理の領域で、60年以上前から活用されている、古典的

な責任分担フレームワークである。

RACI は、4つの英語の頭文字で構成される。

R（Responsible）：実行責任者である。タスクの実務を担当する者である。通常、複数人が該当する

こともある。

A（Accountable）：説明責任者である。最終的な説明責任を持つ者であり、通常は1人である。タスク

が遅延すれば、この人が説明を求められる。

C（Consulted）：相談先である。タスク実行前に、意見を求める者である。「C」は「Consultant」で

はなく「Consulted」の頭文字であることに注意が必要である。

I（Informed）：報告先である。タスクの進捗や結果について、報告を受ける者である。

具体例として、新製品開発プロジェクトを想定しよう。

役割 企画部長 開発部長 営業部長 CFO

製品コンセプト策定 A R C I

技術仕様書作成 C A, R I I

市場調査 R C A I

損益分析 C I C A, R

この表から、各タスク、各部門の役割が明確になり、「誰が責任を持つのか」が一目瞭然である。

活用のメリットとして、責任の二重負担を防ぐ（「A」は1人のみ）、各自の役割期待を明確にすること

で、誤解やすれ違いを防ぐなどが挙げられる。

第7章 意思決定のフレームワーク 第Ⅲ部　会議の運営と進行

94



注意点として、RACIマトリクスは組織体制の変更に応じて定期的に見直す必要がある。また、「C」と

「I」の区別が曖昧になりやすいため、明確に定義することが重要である。

DACIモデル（意思決定の役割分担）

DACIモデルは、Atlassian社により提唱された、より新しい意思決定フレームワークである。RACIがタ

スク実行の役割分担に焦点を当てるのに対し、DACIは意思決定プロセスそのものに焦点を当てる。

DACI は、4つの役割で構成される。

D（Driver）：推進者である。意思決定を主導し、提案をまとめ、議論をファシリテートする者であ

る。

A（Approver）：承認者である。最終的な承認権を持つ者であり、通常は1人（例：CEO）である。

C（Contributor）：貢献者である。知識や専門知見を提供し、議論に参加する者である。複数人が該

当する。

I（Informed）：報告対象である。決定結果を知らされる者である。

具体例として、新規事業への投資判断を想定しよう。

D（推進者）：新規事業企画部長 ― 投資判断の提案をまとめ、経営会議でプレゼンする

A（承認者）：CEO ― 最終的な投資判断の承認権を持つ

C（貢献者）：CFO、技術部長、営業部長 ― 財務分析、技術的実現可能性、市場規模などの知見を提供

I（報告対象）：全役員 ― 決定結果を知らされる

RACIとDACIの違いを整理すると、以下のようになる。

RACIは「タスク実行」の責任分担に重点を置き、「実行責任（R）と説明責任（A）が明確に分離され

る」ことが特徴である。

DACIは「意思決定」の役割分担に重点を置き、「推進者が複数の参加者の意見を集約し、承認者が最終

判断する」というプロセスが明確である。

活用場面として、DACIは、部門横断で意思決定者を明確にしたい場面や、迅速な判断が必要な案件で有

効である。RACIは、実行責任や連携関係を整理したい場面で引き続き有用である。

• 

• 

• 

• 
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7.6 意思決定の品質を高めるフレームワーク（OODA・PDCAとの統
合）

OODA ループ（観察・位置づけ・決定・実行）

OODAループは、米国の空軍戦略家ジョン・ボイドが提唱した、意思決定と実行の反復的フレームワー

クである。OODA は、4つのプロセスの英語の頭文字で構成される。

O（Observe）：観察である。市場、競争環境、内部組織の状況を観察し、情報を収集する。

O（Orient）：位置づけである。収集した情報を、既存の知識・経験・分析フレームワークに当ては

め、意味を解釈する。

D（Decide）：決定である。分析結果に基づき、次のアクションを決定する。

A（Act）：実行である。決定したアクションを実際に実施する。

重要な特徴は、このループが一度きりではなく、継続的に回転することである。実行結果は新たな観察

情報となり、次のサイクルに活かされる。この反復の速度が、組織の競争力を決定する。

OODA ループが有効な場面として、以下が挙げられる。

第一に、市場環境が急激に変わる不確実性の高い場面である。例えば、新興企業の参入、技術革新によ

る業界構造の変化、消費者トレンドの急変などである。

第二に、既存の知見が通用しない新規事業開発である。不動産テック、フィンテック、ヘルステックな

ど、従来の産業慣行が当てはまらない領域では、仮説を立てて試し、学習する反復的な意思決定が有効で

ある。

OODA ループの運用方法として、以下が推奨される。

観察・位置づけ・決定・実行のサイクルを、案件に応じた短い単位で回す。

各サイクルでの学習内容を、チーム内で共有し、次のサイクルに活かす。

サイクルを重ねるごとに、精度と速度が向上することを期待する。

PDCAサイクルとの統合

従来、日本企業では、経営計画の実行管理に PDCA サイクル が広く活用されている。

P（Plan）：計画立案 →  D（Do）：実行 →  C（Check）：検証 →  A（Action）：改善 という4段階を

繰り返すことで、持続的な改善を実現する。

1. 

2. 

3. 
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PDCAとOODAの使い分けについて、以下のように整理される。

PDCA は、目標が明確で、達成方法がある程度決まっている場面に適している。例えば、営業目標の達

成、製造プロセスの効率化、既存事業の利益改善などである。

OODA は、目標や達成方法が不確実な場面に適している。新規事業開発、新興市場への進出、競合他社

の予期しない動きへの対応などである。

統合的な運用方法として、以下が考えられる。

大きな戦略や年間計画は PDCA で枠組みを決め、その枠の中での細部の判断や施策調整は OODA で迅速

に行う。

例えば、「2026年度の営業利益を前年比10%増加させる」という目標（P）のもとで、「新規商品の販

売促進」という施策を実行する際、その施策の具体的な内容（広告戦略、価格設定など）については、市

場反応を見ながら OODA で柔軟に調整する。

7.7 反対意見の制度的保障 ― 悪魔の代弁者・プレモーテム

悪魔の代弁者（Devil's Advocate）

組織の意思決定においては、往々にして同調圧力が働き、少数派の異論が無視される傾向がある。「上

司がこう言っているのだから」「経営層がこう決めたのだから」という心理が働き、異議を唱えることが

難しくなるのである。

悪魔の代弁者は、このような同調圧力に抗う、制度的な仕組みである。

定義として、「組織の多数派意見に対してあえて反対意見を述べ、決定の論理的根拠を精査する役割」

である。経営会議の参加者の1人に、「あなたはこの提案に対して、批判的な視点から意見を述べてくださ

い」と事前に指定する。→ 第13章 13.2節 参照

実装のポイントとして、以下が重要である。

第一に、事前の周知である。「今回の議論では、悪魔の代弁者としてA部長に批判的な視点を述べても

らいます」と、会議開始前に明示する。これにより、「A部長の反対意見は個人的な反対ではなく、議論

の質を高めるための役割である」という共通認識が生まれる。

第二に、「反対意見」と「個人的批判」の区別である。「この提案は論理的な欠陥がある」という批判

は歓迎されるべきだが、「提案者の能力が不足している」といった人格批判は避けるべきである。→ 第13

章 13.4節 参照
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第三に、反対意見を述べた人が「問題児」と見られない文化づくりである。悪魔の代弁者として異論を

述べた人が、その後のキャリアで不利益を受けると、この仕組みは機能しなくなる。

悪魔の代弁者の価値は、反対のための反対ではなく、「見落としている前提はないか」「この案の弱点

はどこか」を制度的に点検できる点にある。

プレモーテム法（Pre-mortem Method）

プレモーテムは、より体系的に反対意見や潜在的リスクを抽出する手法である。

概念として、「プロジェクト開始前に、『失敗した未来』を想定し、その失敗原因をあらかじめ洗い出

す」というものである。

実施ステップは、以下の通りである。

ステップ1：失敗シナリオの設定

参加者全員が、「このプロジェクトが失敗してしまった。その結果、大きな損失が生じた」という状況

を想定する。

ステップ2：失敗原因の洗い出し

各参加者が、「失敗した理由は何だろうか」「どの段階で問題が生じたのか」を考える。

例えば、新規事業プロジェクトであれば、「市場ニーズの予想が外れた」「技術的な課題が解決しな

かった」「人材配置が不適切だった」「競合他社の攻撃に対応できなかった」といった原因が出てくる。

ステップ3：失敗要因への対策立案

洗い出された失敗要因に対して、「それを未然に防ぐために、今から何をするべきか」を検討する。

ステップ4：対策の実装

検討された対策を、プロジェクト計画に組み込む。

メリットとして、以下が挙げられる。

第一に、事前にリスクを可視化できるため、「想定外のトラブル」が減少する。

第二に、チーム全体が失敗の可能性を認識するため、危機意識が高まり、実行段階での注意深さが増

す。

第三に、悪魔の代弁者より構造化されており、反対意見を述べるための「場」が明確に用意される。

活用場面として、以下が挙げられる。

第7章 意思決定のフレームワーク 第Ⅲ部　会議の運営と進行

98



新規事業開発、大型投資案件、組織改革、M&A案件など、失敗時のコストが大きいプロジェクトでの活

用が有効である。

プレモーテムは、医療や品質改善のような高リスク領域でも、失敗要因を事前に洗い出す手法として運

用ガイドが整備されている。

7.8 意思決定バイアスの認知と対策

認知バイアスの発生メカニズム

人間の意思決定は、常に合理的であるわけではない。多くの場合、先入観・思い込み・直感という心理

的メカニズムが、判断を歪める。これを 認知バイアス（Cognitive Bias） という。

発生メカニズムとして、脳の省エネ機能が挙げられる。

人間の脳は、毎日膨大な情報を処理している。全ての情報を理性的に分析するには、膨大な時間と心的

エネルギーが必要である。そのため、脳は過去の経験を基に、素早く「パターン認識」をする仕組みを発

達させた。

「この状況は過去のあの経験に似ている。だから、同じ方法で対応しよう」というヒューリスティック

（経験則）による意思決定は、多くの場合、正しい判断をもたらす。

しかし、環境が急激に変わった場合、過去の経験則では対応できない。それでも脳は、なお過去のパ

ターンに当てはめようとする。これが認知バイアスが生じる根本的な原因である。

経営会議で生じやすい主要なバイアス

（1）確認バイアス（Confirmation Bias）

一度、仮説や信念を持つと、それに都合の良い情報ばかりを集め、反対の情報は無視する傾向である。

例えば、「このプロジェクトはきっと成功する」と信じると、成功を示唆する情報には目が向き、失敗

の可能性を示す情報は軽視される。

（2）アンカリング効果（Anchoring Effect）

最初に提示された数値や情報に過度に依存し、その後の判断を制限される効果である。

例えば、「昨年度の営業利益は100億円だった」という情報が頭に残ると、今年度の目標も100億円前後

に設定されやすい。より大胆な目標設定の検討が十分でなくなる。

（3）可用性ヒューリスティック（Availability Heuristic）
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記憶に残りやすい情報ほど、重要性が高いと判断する傾向である。

例えば、「近年、大型の買収案件の失敗事例が報道されている」という情報があると、M&Aのリスクを

過大評価してしまい、本当は有利な投資機会を見落とすことがある。

（4）生存バイアス（Survivor Bias）

失敗した事例は目に入らず、成功した事例ばかりを見る傾向である。

例えば、「成功したスタートアップの創業者は、MBAを持たず、起業した」という事例ばかり注目し、

MBAなしで失敗したスタートアップの方が圧倒的に多いという統計的事実を見落とす。

バイアス対策の5つの手法

（1）多様な視点の導入

複数の部門、異なる職務経歴を持つ人、社外取締役など、多様なバックグラウンドを持つ人の意見を聞

く。これにより、一つの視点による偏りが相殺される。

（2）データ・事実の強調

定性的な直感より、定量的なデータを優先する。「感覚的には良いプロジェクトだが、収支分析ではマ

イナスだ」という矛盾に気づきやすくなる。

（3）意図的な異議申し立て

前述の「悪魔の代弁者」の配置や、プレモーテム法の実施により、反対意見を構造的に引き出す。

（4）冷静期間の設定

重要な決定は、複数回の検討機会を設ける。例えば、「初回の経営会議で提案  →  1週間の検討期間  →

次回の経営会議で最終決定」というプロセスにより、熱くなった判断を冷却する余地が生まれる。

（5）事後的な振り返り

決定の効果を、後から検証し、「予測が当たったか、外れたか」を記録する。これにより、「自分たち

が持つバイアスはどういうものか」という学習が進む。

例えば、決定から一定期間後に、予想との乖離を検証する仕組みを置くと、意思決定の精度を振り返り

やすくなる。

第7章 意思決定のフレームワーク 第Ⅲ部　会議の運営と進行

100



7.9 決定の記録・根拠の文書化

議事録に記載すべき項目

経営会議における意思決定は、厳密に記録されるべきである。→ 第9章 9.1節 参照

最小限の記載項目は、以下の通りである。

（1）決定日時・決定者

「2026年3月15日の経営会議で、CEO・CFO・事業部長Aが出席の下で決定」という情報を記載する。

（2）決定事項の具体的内容

「新規事業Xへの投資を承認する。初年度投資額は5億円、実施期間は2026年4月～2028年3月」という

ように、誰が読んでも曖昧さなく理解できる文体で記載する。

（3）決定の理由・背景となった情報

「市場規模は年20%で成長しており、競争優位性の観点から、この時点での参入が必須である」といっ

た、決定に至った根拠を記載する。

（4）検討過程で出た反対意見・異論

「B部門長からは、『技術的な実現可能性について懸念がある』との指摘があった」というように、反

対意見も記録する。

（5）関連する前提条件・リスク認識

「本投資は、X市場の成長が継続することを前提としている。万が一、市場環境が急変した場合は、投

資の中止も含めて検討する」といった条件を記載する。

根拠の文書化の重要性

根拠を文書化する理由は、3つある。

第一に、法的・監査上の証拠となり得ることである。特に取締役会など法定機関の決定では、後から適

切性を検証する際に議事録が重要な証拠となる。→ 第18章 18.1節 参照

第二に、後発的な検証の基礎となることである。「当初の予想がどのようなものだったか」を記録して

おくことで、一定期間後に「予想と現実のズレはどのくらいだったか」を正確に評価できる。

第三に、組織内の透明性を確保することである。決定の理由が明記されていれば、決定に参加しなかっ

た部門や従業員も、「なぜこの決定がなされたのか」を理解しやすくなる。
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実装のベストプラクティス

議事録の効率的な作成方法として、以下が推奨される。

テンプレートの活用：議事録のフォーマットを標準化し、「決定事項」「理由」「前提条件」「リス

ク」などのセクションを予め用意しておく。

リアルタイム記録：会議中に、ファシリテーターや専任の記録者が、重要な発言や決定事項をリアルタ

イムで記録する。→ 第6章 6.7節 参照

AI文字起こしツールの活用：会議をAIが自動で文字起こしし、それを編集する形式により、記録の漏れ

を防ぐ。→ 第14章 14.3節 参照

電子保管システム：議事録を一元管理し、閲覧権限を設定することで、セキュリティと検索性を両立さ

せる。

7.10 決定を覆す場合のルールとプロセス

決定を覆すべき状況

経営会議での決定は、原則として尊重されるべきである。しかし、「決定を絶対に変更しない」という

硬直的なルールは、環境変化への適応を困難にする。

決定を覆すべき状況は、以下の通りである。

（1）前提条件の大きな変化

市場環境の急変、規制変更、競合他社の予期しない動き、経済危機など、決定時に想定していなかった

環境変化が生じた場合。

例えば、「成長期待の業界への投資」を決定した後に、その業界に対する規制が急激に厳しくなった場

合など。

（2）新たな重要な情報の発見

決定後に、決定を大きく左右する新しい情報が発見された場合。

例えば、「新規事業への投資を決定後に、競合企業も同じ事業への参入を表明した」というような情

報。

（3）決定後の実行段階での予期しない課題発生
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計画開始後に、当初は想定していなかった技術的課題、人材不足、パートナー企業との問題など、実行

を困難にする課題が発生した場合。

段階的なプロセス設計

決定を覆すプロセスは、決定からの経過時間や投下済み資源の大きさによって、異なる要件を設定する

と運用しやすい。

短期（決定直後から初期実行段階）

経営トップと関係部門長の同意があれば、決定を覆すことが可能とする。決定直後の判断誤りや初期段

階での課題に対応するため、機動力を重視する。

中期（一定の実行が進んだ段階）

経営会議での再検討を必要とする運用が考えられる。通常の経営会議のアジェンダに乗せ、全員の前で

「なぜ前回の決定を覆すのか」という説明を行い、新しい決定を下す。

長期（戦略や組織への影響が大きい段階）

戦略会議ないし取締役会レベルでの検討を必要とする運用も考えられる。通常の経営会議での変更では

なく、より高いレベルの意思決定機関での再検討を求める。

決定を覆す際の負担設定

「決定を覆す理由」を説明する責任は、通常は決定を覆そうとする者が負うべきである。ただし、決定

を当初提案した者が、『覆す理由』の説明責任を負う方が、より誠実であるという考え方もある。

例えば、「新規事業への投資を提案した事業部長が、その後、『やはり参入を中止する』と主張する場

合、『当初の判断が誤りだった』という説明責任を負う」というルール設計である。

これにより、提案段階での慎重さが促進され、後から安易に決定を覆すことが抑止される。

注意点：「腰が定まらない経営」の防止

決定を覆すプロセスが簡単すぎると、経営の「腰の定まらなさ」につながる。「最初は A 案で進めてい

たが、B  案に変更した。しかし、C  案の方がいいかもしれない」というように、意思決定が揺らぎ続ける

状態である。

これにより、組織の士気が低下し、「どうせ決定は変わる」という現場の諦めムードが生まれる。

したがって、以下の2つのバランスが重要である。

第一に、十分な検討の下での慎重な決定を奨励する。決定前のプレモーテムやシナリオ分析により、失

敗の可能性を事前に検討する。
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第二に、決定後は原則として尊重し、よほどの事情がない限り覆さないという規律を守る。決定を覆す

際は、説明責任や承認要件を厳格にする。

まとめと実践ポイント

意思決定のフレームワークは、経営会議の最も基本的な機能である。重要な意思決定をいかに迅速かつ

高い品質で行うかは、企業の競争力を左右する。

実践ポイントとして、以下の3点が挙げられる。

ポイント1：「誰が・何を・どのように」の明確化

意思決定プロセスの設計に際しては、決定者の権限、決定の対象、決定方式を事前に明記する必要があ

る。この3点が曖昧であると、決定後に「これは本来の決定者ではない人が決めた」「本当の決定事項で

はない」といった不毛な議論が生じる。

ポイント2：複数の投票手法の組み合わせ

意思決定方式は、場面に応じて使い分けるべきである。大事な決定は、多数決だけでなく、プレモーテ

ムやスコアリング法を組み合わせることで、決定の品質を高める。

ポイント3：反対意見の制度的保障と記録化

悪魔の代弁者やプレモーテムにより、反対意見や潜在的リスクを構造的に抽出する。そして、その過程

を議事録に記録することで、後の検証や学習に活かす。

スタートアップから大企業まで、これらの要素の重要性は共通している。企業規模や会議体の法的位置

づけによって、実装の複雑さや必要な厳密さは異なるが、根本的な考え方は変わらない。
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第8章　議論の質を高める技法

この章の構成

8.1 論点整理の技術 ― イシューツリー・ロジッ

クツリー

8.2 建設的対立（Constructive Conflict）のマ

ネジメント

8.3 データに基づく議論の文化づくり

8.4 仮説思考とシナリオ分析の活用

8.5 外部視点の導入 ― ゲストスピーカー・社外

取締役の活用

8.6 サイレント・ブレインストーミングと構造

化討議

8.7 ファクトとオピニオンの区別

この章で学べること

論点を整理し、優先順位を明確にするイシューツリーとロジックツリーの実装方法

異なる意見を組織の強みに変える建設的対立のマネジメント

データに基づく議論文化の構築と意思決定の質向上

不確実な環境で複数の未来を想定するシナリオ分析と仮説思考

全員の視点を引き出し、アイデアを具体化する構造化討議の技法

ファクトとオピニオンを分け、説得力のある議論を進める方法

8.1　論点整理の技術 ― イシューツリー・ロジックツリー

経営会議では、複雑な課題に対して限られた時間で結論を出す必要がある。問題は往々にして多層的

で、どこから手をつけるべきか不透明である。このとき活躍するのが「イシューツリー」と「ロジックツ

リー」という論点整理の技術である。

ロジックツリーとは何か

ロジックツリーは、問題や課題を階層的に分解し、構造的に整理する分析手法である。「MECE

（Mutually Exclusive and Collectively Exhaustive）」という原則に基づき、漏れなく、ダブりなく、要素

を分解していく。なぜこの原則が重要か。不完全な分解は判断の誤りを招くからである。

ロジックツリーには主に2つの型がある。
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**Whyツリー（根本原因分析型）**は、発生している問題に対して「なぜ？」と繰り返し問いかけ、根

本的な原因を深掘りしていく。例えば、営業成績が目標未達の場合、「なぜ未達か→新規顧客開拓ができ

ていない→営業活動時間が不足している→業務負担が大きい」というように、段階的に原因を掘り下げ

る。Whyツリーを通じて、表面的な問題の背後にある本質的な課題が明らかになる。

**How型ツリー（解決策立案型）**は、「どうやって解決するか？」という問いから出発する。例え

ば、営業成績向上という目標に対して、「新規顧客開拓を加速する→営業ツール導入→リードデータベー

ス構築」というように、解決策を具体的に分枝させていく。ツリーを右に伸ばすほど施策は具体化し、実

行に移しやすくなる。

イシューツリーの役割

イシューツリーは、問題解決策の立案と優先順位付けを目的とした、ロジックツリーの実践的な応用で

ある。複数の候補がある中で「真に解決すべき課題は何か」を特定し、限られた経営資源を集中投下すべ

き領域を明確にする。

経営会議での活用プロセスは以下の通りである。まず、ロジックツリーで問題全体を分解し、複数の要

因を洗い出す。次に、各要因のインパクト（経営への影響度）と実行可能性（取り組みやすさ）を評価す

る。結果として、「インパクト大・実行可能性高」という象限に該当する課題を優先的に取り上げる。こ

れが「イシュー」である。イシューを特定した後、How型ツリーで具体的なアクションプランへと落とし

込んでいく。

実装上のポイント

ロジックツリーは、原則として会議前に粗案を用意しておくとよい。事前準備を丁寧に行うことで、会

議では「どの戦略が最適か」という上位レイヤーの議論に時間を使いやすくなるからである。ただし、会

議中の議論を通じて枝を追加・修正する余地は残しておく。→ 第5章 5.2節 参照

実装時の注意点は以下の通りである。

ツリーの深さ：通常、3階層から5階層程度を一つの目安とする。深すぎると細部に陥り、判断が迷走し

やすい。

要素の粒度：同じ階層の要素が、大きさや性質の異なるものになってはいけない。粒度を揃えること

で、比較検討が容易になる。

因果関係の明確化：各階層の要素間に、論理的な因果関係が成立しているか確認する。「～だから、次

は～」という因果チェーンが破綻していないことが重要である。

量的評価の導入：可能な限り、インパクトと実行可能性を数値化する。定性的な判断だけでは、メン

バー間の意見が割れる。

ロジックツリーとイシューツリーは、経営会議の議論の出発点となる共通言語である。これを導入する

ことで、議論が「感覚」から「構造」へと移行し、より客観的で説得力のある意思決定が可能になる。

1. 

2. 

3. 

4. 
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8.2　建設的対立（Constructive Conflict）のマネジメント

優れた経営会議は、異なる見解が衝突する場である。営業部門と企画部門、短期志向と長期志向、積極

論と慎重論――こうした対立が、新しいアイデアや革新的なソリューションを生み出す源になり得る。逆

に、対立を避け、表面的なコンセンサス（合意）を優先する会議は、往々にして平凡な結論に至る。

対立の正体

対立には2種類がある。一つは「感情的対立」で、人間関係や感情のレベルでの衝突である。もう一つ

は「アイデアレベルの対立」で、提案や戦略についての異なる見方が衝突する状態である。重要なのは、

この2つを明確に区別することである。感情的対立は組織に害をもたらすが、アイデアレベルの対立は組織

を強くする。

建設的対立（Constructive  Conflict）とは、意図的にアイデアレベルの対立を作り出し、それを通じて

判断の質を高めるマネジメント手法である。なぜこれが有効か。異なる角度からの批判や質問を受けるこ

とで、提案者は自らの論拠を再検討し、より説得力のある主張へと磨き上げることができるからである。

建設的対立の実装

会議で建設的対立を機能させるには、以下の要素が不可欠である。

1.  事前の目的共有：会議開始時に、「最終的なゴールは、全員が合意することではなく、各自の視点を

開陳し、組織として最善の判断に到達することである」と明示する。この一言が、対立を「対話」へと変

える。

2.  ロール分担：故意に「提案側」と「批判側」を分ける方法もある。例えば、新規事業の提案に際し

て、企画チームが積極的な側面を説明し、別のメンバーが意図的に問題点や懸念事項を指摘する。この明

確な役割分担により、批判が個人攻撃と受け取られるのを防ぐ。

3.  会議のルール設定：以下のルールを冒頭で宣言する。「最後まで相手の話を聞く」「批判はアイデア

に対してであり、人に対してではない」「質問は相手を責めるのではなく、理解を深めるために行う」。

こうしたルールが、心理的安全性（心理的な脅威を感じない状態）を作る。

4.  ファシリテーターの中立性：第三者的、または少なくとも特定案に過度に肩入れしない立場からの進

行が重要である。組織の権力構造に強く引きずられると、上司の意見に部下が異論を述べにくくなるため

である。なぜ中立が必要か。意見の正当性が、発言者の地位ではなく、根拠そのものによって評価される

べきだからである。→ 第6章 6.1節 参照
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5.  時間的余裕：十分な議論の時間を確保する。建設的対立は、なれ合いより時間を要する。短時間で結

論を急ぐと、対立は感情的衝突へと転化する。

建設的対立が生み出すもの

複数の見方が衝突することで、意思決定の盲点が露呈し、補正される。結果として、より客観的で堅牢

性の高い戦略が生まれる。また、このプロセスを通じて組織内の信頼感が高まりやすい。なぜか。各メン

バーが「自分の見方を真摯に受け止めてくれている」と感じやすくなるからである。対立を恐れず、むし

ろそれを機会と捉える文化の定着が、経営会議の質を大きく左右する。

8.3　データに基づく議論の文化づくり

多くの企業が膨大なデータを保有しているにもかかわらず、経営会議での議論は依然として「勘」と

「経験」に基づいている。この矛盾を解消することが、現代の経営会議における最大のテーマの一つであ

る。

データドリブン経営の現実

データドリブン経営とは、単なるツール導入ではない。それは、重要な意思決定の際に、可能な限り

データや過去事例、外部情報などの根拠を示す文化を構築することである。重要なのは、「これはファク

トに基づいているか」「どこから先が仮説や見立てなのか」を切り分けて議論する習慣である。

経営者がこの問いを繰り返すことで、組織内に明確なメッセージが伝わる。すなわち、「前提と根拠が

示されない提案は比較検討しにくい」という規律である。ただし、新規事業や探索領域では十分なデータ

がないことも多い。その場合は、データ不足を隠すのではなく、仮説、前提条件、追加で確認すべき論点

を明示することが重要である。BIツール（ビジネスインテリジェンスツール）やダッシュボードの導入

も、この文化があって初めて威力を発揮する。

データ活用による意思決定の加速

データに基づく議論の利点は、判断の前提を共有しやすいことである。根拠が明確になると、異議や補

足も具体化しやすく、結果として会議時間の短縮や見落としの減少につながりやすい。

リアルタイムでデータを収集・分析する仕組みがあれば、市場の変化や顧客ニーズの移動をより早く把

握できる。従来のように「月1回の会議で前月の数字を確認する」というタイムラグも縮めやすい。一部

の企業では、重要なKPI（重要業績評価指標）を高い頻度で確認し、会議や日常運営の判断に反映させて

いる。大企業でも、会議頻度の見直しやダッシュボード整備を通じて、データに基づく判断を日常化する

取り組みが進んでいる。

第Ⅲ部　会議の運営と進行 第8章　議論の質を高める技法

109



実装のステップ

データの可視化：経営に必要な指標を定義し、ダッシュボード化する。各部門の責任者が、いつでも自

分の領域のデータにアクセスできる環境を作る。

データ活用の運用ルール化：重要な提案には、可能な限りデータ、過去事例、外部情報などの根拠を添

付する。新規性が高くデータが乏しい案件では、仮説と不確実性を明記する。資料作成ガイドラインに

これを明記する。→ 第5章 5.3節 参照

分析人材の配置：データを読み解く人材が必要である。経営側に「データ分析の専門家」を配置し、ビ

ジネスチームと協働させる。

経営層の率先垂範：トップ自らが、データ提示を求める発言を繰り返す。「その判断の根拠は何か」

「それを支えるデータはあるか」という問いかけが、文化を変える。

データドリブン経営は、一朝一夕には実現しない。しかし、経営会議でのこの実践を通じて、組織全体

の判断の質は着実に向上する。

8.4　仮説思考とシナリオ分析の活用

不確実性の高い経営環境では、完全な情報に基づいて判断することは事実上不可能である。こうした中

で求められるのが「仮説思考」と「シナリオ分析」という思考の枠組みである。

仮説思考とは

仮説思考とは、不確実な状況でも、現在入手可能な情報に基づいて「最も蓋然性の高い仮説」を立て、

それに基づいて行動する思考法である。仮説に基づいて行動しながら、段階的に検証を加え、仮説を改善

していく。なぜこの思考が重要か。不確実性が高い時代には、「完全な情報を待つ」というスタンスは、

結局のところ判断の先送りにほかならないからである。

仮説思考を経営会議に導入することで、以下の効果が生まれる。

判断の速度向上：完全さを求めず、「今の段階での最適判断」を優先する。

柔軟な軌道修正：最初の仮説が外れたときも、慌てず次の仮説を立て直す。

議論の質の向上：「仮説か事実か」の区別が明確になり、話がぶれにくくなる。

1. 

2. 

3. 

4. 

1. 

2. 

3. 

第8章　議論の質を高める技法 第Ⅲ部　会議の運営と進行

110



シナリオ分析の仕組み

シナリオ分析とは、不確実性が高いファクター（変動要因）について、複数の異なる条件を想定し、そ

の条件下における企業戦略や事業への影響を分析する手法である。「楽観的シナリオ」「中道的シナリ

オ」「悲観的シナリオ」という3～4つのシナリオを作成し、各々についてリスク・機会・対応策を検討す

る。

例えば、ある製造業企業が「今後5年間で当社の主力製品の需要がどう変わるか」を考える場合、以下

のシナリオを想定する。

成長シナリオ：AI技術の急速な進展により需要が倍増

停滞シナリオ：技術進展は緩やかで、需要は現状維持

衰退シナリオ：代替製品の登場により需要が急減

各シナリオのもとで、市場規模、競合状況、必要な投資額、利益見通しを試算する。その結果、「成長

シナリオでも利益が出る戦略」「衰退シナリオでも対応可能なオプション」といった、複数の未来に対応

可能な「ロバストな戦略」が浮かび上がる。

シナリオ分析と仮説思考の統合

仮説思考が「個別の判断の質」を高めるのに対し、シナリオ分析は「複数の未来への備え」を整える。

これら2つの思考を統合すると、以下のようなプロセスが実現する。

現在の環境から、重要な変動要因を仮説的に抽出する。

その要因が複数の状態をとるシナリオを描く。

各シナリオのもとでの最適戦略（仮説）を立案する。

現在の判断を、複数シナリオに耐える形にアップグレードする。

このプロセスを経営会議に組み込むことで、単なる「来期予測」ではなく、「複数の未来に対応可能な

戦略」へと議論が昇華される。

8.5　外部視点の導入 ― ゲストスピーカー・社外取締役の活用

経営会議に参加するメンバーは、往々にして同じ企業文化の中で育ってきた者たちである。結果とし

て、その業界や組織の「常識」に無意識のうちに縛られている。外部からの視点を意図的に導入すること

で、こうした盲点を打ち破ることができる。

• 

• 

• 

1. 

2. 

3. 

4. 
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ゲストスピーカーの機能

ゲストスピーカーとは、業界外の専門家や他社の経営経験者を招き、経営会議で講話や対話をしてもら

う手法である。その機能は以下の通りである。

業界の最新トレンド提供：自社の業界では気づきにくい変化を、外部者は敏感に捉えている。

成功事例・失敗事例の共有：他社での経験は、最高の教材である。

新しい思考フレームワークの導入：異なる産業で有効な手法が、自社でも応用可能なことがある。

例えば、消費財メーカーの経営会議に、IT業界の経営者を招き、「デジタル時代の顧客接点戦略」につ

いて講演してもらう。参加者は、自社の既存ビジネスモデルを相対化し、新たな視点を獲得できる。

社外取締役の活用

社外取締役は、ガバナンス対応にとどまらず、独立した立場から経営判断に助言と監督を加える重要な

参加者である。コーポレートガバナンス・コードでも、中長期的な企業価値向上の観点から、経営への助

言、重要な意思決定を通じた監督、利益相反の監督、ステークホルダーの意見の反映が期待されている。

こうした立場から、以下のような機能を果たす。

独立した視点からのリスク指摘：経営陣に忖度（そんたく）することなく、潜在的リスクを指摘する。

業界外の知見の提供：異業種でのネットワークや経験を、自社の課題解決に活用できる。

判断の前提や論点の補強：独立した視点が加わることで、判断理由や残るリスクを整理しやすくなる。

社外取締役の活用を最大化するには、情報共有の場を意図的に設け、情報の非対称性を減らす必要があ

る。金融庁の事例集でも、事前説明、個別面談、現場訪問、部門別プレゼンテーション、非公式な意見交

換などを通じて理解を深める取組みが紹介されている。こうした機会を通じて、社外取締役の発言はより

具体的で建設的になりやすい。

導入時の注意点

外部視点の導入は、内部文化へのチャレンジとなることがある。組織内に「今までのやり方」への強い

執着がある場合、ゲストスピーカーや社外取締役の提言に対する抵抗が生じる。重要なのは、外部視点を

「否定」ではなく「前提を点検する機会」と捉える姿勢である。社外取締役の参画設計やガバナンス上の

位置づけについては、第12章 12.7節、第17章 17.5節も参照。

1. 

2. 

3. 

1. 

2. 
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8.6　サイレント・ブレインストーミングと構造化討議

従来のブレインストーミングは「多人数で自由奔放に意見を出す」という手法であるが、実際には以下

の問題を抱えている。声が大きい人の意見が優位になる、少数派の見解が埋もれる、議論がまとまらな

い。これらの課題を解決する手法が「サイレント・ブレインストーミング」と「構造化討議」である。

サイレント・ブレインストーミング

サイレント・ブレインストーミングとは、参加者が同時に、可能であれば匿名で、アイデアを書き出す

手法である。一般的な実行方法は以下の通りである。

テーマの提示：解決すべき課題を明確に定義する。例：「新商品開発の障壁は何か」

付箋への記入：参加者全員に付箋を配布し、同時にアイデアを書き出させる（通常5～10分）。

匿名性の保証：誰が何を書いたかを特定できないようにする。これにより、上司への遠慮や社内政治の

影響を排除できる。

アイデアの集約：書き出されたアイデアをカテゴリー分けし、頻出するテーマを可視化する。

このプロセスにより、全員が等しく発言機会を得られる。内向的なメンバーも、口頭での発言に気おく

れすることなく、自分の考えを示せる。また、複数の意見が同時に視覚化されることで、「実は多くの人

が同じ懸念を持っていた」という共通認識が生まれ、その後の議論がスムーズになる。

構造化討議の流れ

構造化討議とは、事前の準備と会議中の収束プロセスを組み合わせた、より高度な討議手法である。

事前準備フェーズ：会議の数日前に、参加者に対して「この課題に対して、あなたならどう解決する

か、3～5案を準備してきてください」と指示する。各人がサイレント・ブレインストーミングで案を出

し、その案に対する根拠（データ、論理）を整理しておく。

会議中の発散フェーズ：各参加者が、自分が事前準備した案を、事実とともに2～3分で提示する。この

時点では、誰の案が優れているか評価するのではなく、「どんな案があるか」を全員で把握することが目

的である。

会議中の収束フェーズ：全案が出揃った後、グループで「最も実行可能で、インパクトが大きいのはど

れか」を絞り込む。この段階では、批判ではなく「この案のどの点が優れているか」という質問を通じ

て、最適案へと収斂させていく。

このプロセスを通じることで、以下が実現する。

多様な視点の反映：複数案が事前に準備されるため、単一の視点に偏らない。

1. 

2. 

3. 

4. 

1. 
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質の高いアイデア：根拠を持ったアイデアが出されるため、実現可能性が高い。

メンバーの納得度向上：全員が議論に参加し、最終案に至るプロセスを目撃しているため、納得度が高

まる。

アクション化の容易さ：会議終了時には、単なる「決定」だけでなく、その判断に至った論理も共有さ

れているため、実行段階での迷いが少ない。

8.7　ファクトとオピニオンの区別

経営会議で最も頻繁に生じる誤解の一つが、ファクト（事実）とオピニオン（意見）の混同である。こ

の区別を明確にすることは、議論の質を大きく高める。

ファクトとオピニオンの定義

ファクトとは、客観的に検証可能なデータや事実である。「当社の売上は前年比15%増加した」「主力

製品の市場シェアは35%である」といった、数字や統計に基づいた情報である。

オピニオンとは、個人の見解、推測、信念、判断のことである。「現在の経営戦略は効果的だと思う」

「今後の市場は成長すると予想される」といった、主観的な見方である。オピニオンは個人によって異な

り、議論の対象となる。

なぜ区別が重要か

経営会議では、このファクトとオピニオンが往々にして混在する。例えば、あるメンバーが「市場の成

長期待は薄れている」と述べたとする。これが事実に基づいた発言なのか（「市場調査によると成長率見

通しが下方修正された」）、それとも個人的な印象なのか（「何となく景気が悪くなりそうな気がす

る」）で、その発言の重みは大きく異なる。

もし、オピニオンをファクトと同等に扱ってしまうと、以下の問題が生じる。

判断の根拠が曖昧になる：「Aさんはそう言うし、Bさんはこう言う」という議論になり、結局は多数

派の意見や上位者の意見に流される。

同じ間違いを繰り返す：ファクトに基づかないオピニオンから判断が生まれると、想像と現実のギャッ

プが生まれ、後々の軌道修正が必要になる。

説得力の低下：根拠のない議論は、組織内での合意形成を困難にし、決定後の実行率も低下させる。

実装上のポイント

経営会議でファクトとオピニオンの区別を定着させるには、以下の実践が有効である。

2. 

3. 

4. 

1. 

2. 

3. 
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1.  資料作成ガイドラインの統一：提案資料には、「ファクト」欄と「オピニオン」欄を明確に分ける。

→ 第5章 5.3節 参照

2.  会議中の問い返し：誰かがオピニオンを述べたら、ファシリテーターが「その根拠となるデータはあ

るか」と問う。この一言が、文化を変える。

3.  仮説の明示：完全なファクトがない場合、「これは仮説であり、検証が必要」と明示する。また、

「この仮説は、どのような場合に反証されるか」という逆説的思考も有効である。

4.  オピニオンでも根拠を求める：「市場が成長するだろう」というオピニオンであっても、「なぜそう

考えるのか」「過去のどの事例に基づいているのか」という質問を通じて、主観を構造化させる。

5.  データが不足している領域の認識：すべてがファクトで構成される会議は、実際には不可能である。

重要なのは「どのデータが必要か」を明確にし、不足している情報を体系的に収集する姿勢である。

ファクトとオピニオンの区別を習慣化させると、経営会議の議論はより堅牢になり、意思決定の質は大

幅に向上する。同時に、メンバー間の信頼感も高まりやすい。なぜか。各人が、自分の見方が根拠ととも

に真摯に受け止められていることを実感しやすくなるからである。

まとめと実践ポイント

本章で学んだ7つの技法は、いずれも「議論の質を高める」という共通のテーマを持つ。これらを経営

会議に体系的に導入することで、以下の効果が期待される。

論点の整理と優先順位付けが明確になる：イシューツリー・ロジックツリーにより、複雑な課題が構造

化される。結果として、限られた時間で最も重要な判断に集中できる。

対立から創造へ：建設的対立のマネジメントにより、異なる見解を組織の強みに変える。多様な視点が

衝突することで、より堅牢で革新的な戦略が生まれる。

意思決定の速度と精度の向上：データドリブン、仮説思考、ファクトとオピニオンの区別により、判断

の前提が明確になり、スピードと信頼性の両立を図りやすくなる。

全員の視点を活かす：サイレント・ブレインストーミング、構造化討議、外部視点の導入により、声が

大きい人だけでなく、多様な参加者の知見が会議に反映される。

実行への橋渡し：これらの技法を通じて整理された議論は、実行段階でのアクションアイテムとして明

確に落とし込まれる。→ 第10章 10.1節 参照

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 
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実装に向けた3つのステップ

段階的な導入：すべての技法を一度に導入するのではなく、現在の組織で最も必要な1～2つから始め

る。例えば、「データドリブンな議論」が弱い企業であれば、8.3節の施策から着手する。

ファシリテーターの育成：これらの技法を機能させるには、会議の進行役となるファシリテーターの力

量が不可欠である。ファシリテーター研修の実施と、継続的な改善を通じて、組織全体の会議スキルを

向上させる。

評価と改善：導入後、定期的に「会議の質」を評価する。参加者の満足度、意思決定スピード、実行率

といった指標を追跡し、改善すべき点を特定する。

議論の質を高めることは、単なる「会議の効率化」ではなく、経営意思決定そのものの質を高める投資

である。現在の不確実な経営環境では、この投資の重要性は増す一方である。
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第 Ⅳ 部

会議後のマネジメント
第Ⅳ部　会議後のマネジメントに含まれる論点をまとめて

読み進めるための区切りページ。 



第9章　議事録と決定事項の管理

この章の構成

9.1 議事録の目的と法的意義

9.2 議事録の記載事項と標準フォーマット

9.3 議事録作成のスピードと正確性を両立する

方法

9.4 議事録の承認プロセスと保管ルール

9.5 決定事項・アクションアイテムの一覧管理

9.6 機密情報を含む議事録の取り扱い

9.7 AI文字起こし・自動要約ツールの活用と注

意点

この章で学べること

議事録の法的意義と経営上の役割の違い

記載事項の標準フォーマットと法的要件の両立方法

議事録作成のスピード化と正確性を同時に実現するプロセス

機密情報を守りながらAI技術を活用する実装方法

決定事項とアクションアイテムを一元管理する仕組み

9.1　議事録の目的と法的意義

議事録（minutes of  meeting）は、会議の内容と決定事項を文書化したものである。多くの経営者や事

務局担当者は議事録を「会議があったことの証拠」程度に捉えがちだが、実は法的、経営的、組織的に複

数の重要な役割を担っている。

議事録の三つの役割

法的役割は最も厳格である。特に取締役会議事録は会社法第369条第3項と会社法施行規則第101条に基

づいて作成される。記載の中心は「議事の経過の要領及びその結果」であり、書面で作成する場合は出席

した取締役及び監査役の署名または記名押印、電磁的記録で作成する場合は電子署名が求められる。記載

漏れや備置義務違反は、法務・監査・紛争対応上のリスクを高める。

経営的役割は、意思決定の軌跡を保存することである。経営判断は時系列で積み重なるものであり、5

年前の決定がなぜなされたのかを後から説明する際、議事録は最も信頼できる根拠となる。訴訟や監査の

際も、議事録は経営判断の合理性を示す証拠として機能する。
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組織的役割は、決定事項の浸透と説明責任である。会議に出席しなかった社員にも決定内容と理由が正

確に伝わることで、組織全体の方向性の共有が可能になる。特に大企業やマトリクス組織では、この機能

が極めて重要である。

なお、取締役会などの法定機関の議事録と、任意の経営会議の記録は分けて考える必要がある。後者に

会社法所定の記載項目がそのまま適用されるわけではないが、重要案件では法定議事録の考え方を準用す

ると、説明責任と再現性を高めやすい。

議事録と同様に見えて異なるもの

会議記録（meeting  record）は議事録と異なる概念である。会議記録は「何が話されたか」の詳細な記

述であり、発言内容や意見交換の全て、あるいはその大部分を含む。一方、議事録は「何が決定された

か」「どのような方針が採択されたか」に焦点を絞ったものである。

スタートアップでは両者を区分しない傾向があるが、ガバナンスが強化されると「議事録には決定と主

要な根拠のみ、詳細な意見交換は別の会議記録に記載する」という棲み分けが進む。いずれのフォーマッ

トを採用するかは、会社の成長段階とリスク環境によって判断すべき。

9.2　議事録の記載事項と標準フォーマット

議事録の品質は、記載項目の定義の精度によって決まる。定型的なフォーマットを整備することで、ス

ピード化と正確性の両立が可能になるとともに、作成者による揺らぎが防止される。

会社法が定める必須記載項目

日本の会社法に準拠した取締役会議事録には、最低限以下の項目が必要である。

項目 内容 補足

開催日時・場所 年月日、時刻、開催場所 オンライン等で別地点から出席した者がいる場合は、

その出席方法も含む

議事の経過の要領及び結果 審議の流れと決議結果 決定だけでなく、主要な経過も要約する

特別の利害関係を有する取

締役の氏名

利益相反がある取締役 該当がある場合に記載

法令上必要な意見・発言の

概要

監査役等の意見や報告 該当がある場合に記載

出席した執行役等の氏名又

は名称

執行役、会計参与、会計監査

人、株主等

該当がある場合に記載
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項目 内容 補足

議長の氏名 議長がいる場合 議長が存する場合に記載

このほか、招集請求を受けて招集された場合や、会社法第370条のみなし決議の場合には、追加の記載

事項が求められる。したがって、法定機関の議事録では「いつものテンプレート」で済ませず、会議体の

法的位置づけを前提に確認する必要がある。

他方で、任意の経営会議では、上記の考え方をベースに、会議名、記録者、配布範囲、アクションアイ

テムなどの運用項目を足すと扱いやすい。

経営実務に即したフォーマット

実務では、以下の拡張フォーマットの採用が推奨される。

【会議基本情報】
・会議名：経営会議（第〇回）
・開催日時：20XX年〇月〇日 10:00～12:00

・開催場所：本社 1階会議室 + オンライン参加者 3名
・出席者：CEO山田太郎、CFO鈴木花子、COO佐藤次郎（計8名、欠席1名）
・進行：CEO山田太郎
・記録者：経営企画室 田中一郎
・承認予定日：20XX年〇月〇日

【議題と決定事項】
1. 次年度新規プロダクト立上げ承認
   決定：承認（全員一致）
   背景：市場調査により顧客需要確認
   主要意見：マーケティング部長から「競合製品との差別化が重要」と指摘
   反対意見：なし
   アクションアイテム：製品仕様書を3月30日までに経営企画室に提出（製品開発部長）

2. 四半期予算修正
   決定：原案から5%削減で承認
   背景：為替変動による仕入原価上昇
   主要意見：複数の部長から「人員増や投資は控えるべき」との発言
   反対意見：営業部長「営業投資の削減は売上に悪影響」と懸念表明
   対応：営業投資は別枠で6月に再検討することで合意
   アクションアイテム：修正予算案をCFOが4月5日までに全部門に配布

3. 人事評価制度改定案の協議
   決定：継続協議（次回会議で最終決定）
   背景：システム導入検討から8ヶ月、実装体制の検討が必要
   主要意見：人事部長から「導入スケジュール試案」を提示
   懸案事項：現場との合意形成に4～6週間が必要
   アクションアイテム：人事部が現場ヒアリングを実施、4月1日までに報告書提出

【その他】
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・次回開催予定：20XX年〇月〇日 10:00

・配布対象：取締役会メンバー、監査役、経営企画室
・保管場所：安全なクラウドストレージ（アクセス権限制限）

このフォーマットの利点は、(1)取締役会であれば法定要件に寄せて運用できる、(2)決定の背景が明

確、(3)反対意見が記録される、(4)アクションアイテムが抽出しやすい、(5)社内承認や電子署名のワーク

フローに接続しやすい、という5点である。

9.3　議事録作成のスピードと正確性を両立する方法

議事録は、会議の重要度に応じて、できれば翌営業日から2営業日以内を一つの目安として共有すると

よい。この期間を大きく超えると、出席者の記憶が曖昧になり、修正要望が増えやすい。一方、急ぎすぎ

ると誤字や決定事項の誤りが生じる。この両立は実務上の大きな課題である。

役割分担モデル

スピード化と正確性の両立には、会議前の準備と会議中の情報キャプチャの質が決定的に重要である。

会議前の準備段階では、アジェンダを議事録のテンプレートに組み込む。事前に「1.  新規プロダクト立

上げ承認」という議題が決まっていれば、議事録のフォーマットに「議題1：新規プロダクト立上げ承

認」と枠を作っておく。これにより、会議中の記録者は「空欄を埋める」という単純な作業に集中でき、

ゼロから文章を作成する認知負荷が大幅に減少する。

会議中の情報キャプチャでは、ファシリテーター（通常は議長や会議主催者）と記録者の役割を明確に

分ける。ファシリテーターは、各議題について「決定内容」「主要な異論」「根拠」を会議中に明確に言

語化する。記録者はそれをそのまま記録する方式が効率的である。

例えば、営業部長が「営業投資の削減に反対」と言った場合、ファシリテーターが「営業部長は売上減

少を懸念しており、営業投資は別枠で6月に再検討することで対応する」と明確に整理することで、記録者

はその内容をコピー・ペーストするだけで正確な記録が残る。

会議終了直後には、記録者が初稿を作成し、ファシリテーターと主要な出席者が確認する。誤りは会議

直後の短時間で洗い出す方が効率的である。その後、重要度に応じて翌営業日中から数営業日以内を目安

に配布する。
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AI文字起こしの活用と限界

音声認識AI（ASR：Automatic  Speech  Recognition）の実用性は高まっているが、精度は会議の設計と

音声環境に大きく左右される。特に、固有名詞、業界用語、同時発言、通信品質の悪いオンライン参加、

早口や小声が多い会議では誤認識が起きやすい。したがって、AI文字起こしは初稿づくりの補助と位置づ

け、正式な議事録は必ず人が確認・補正する運用が前提である。

したがって、AI文字起こしを活用する場合の推奨プロセスは以下の通りである。

事前準備：ツールに辞書登録機能がある場合は、業界用語や社内の固有名詞（製品名、人名、組織名）

を事前登録する。

音声品質の確保：高品質なマイク、静かな会議室、回線品質の確保。オンライン参加がある場合は別途

マイクを配置。

自動記録と並行して人的記録：AI自動記録を「初稿」とし、会議中に記録者が「決定事項」「アクショ

ンアイテム」「異論」を別途メモ。

AI出力の確認と修正：会議終了後できるだけ早い段階で、記録者がAI出力を確認し、誤認識箇所、固有

名詞、決定事項の表現を修正する。

法的確認：CFOや法務が「決定内容」「利益相反の記載」「反対意見」が正確に反映されているか確

認。

このプロセスにより、議事録作成の負荷軽減は期待できる。ただし、AI出力のままで配布することは避

けるべきである。誤りが意思決定の誤伝達や法務上の問題につながる可能性がある。

規模別のベストプラクティス

小規模組織では、録音、標準テンプレート、簡易な文字起こし支援を組み合わせ、少人数で素早く初稿

を作る方式が現実的である。

中規模組織では、共通テンプレート、共有ストレージ、権限管理、必要に応じた文字起こし支援を組み

合わせると、運用のばらつきを抑えやすい。

大規模組織や規制業種では、記録専任者、承認ワークフロー、アクセス制御、法務・セキュリティレ

ビューを含む運用が重要である。

9.4　議事録の承認プロセスと保管ルール

議事録の承認フローは、法定機関の議事録か、任意の経営会議記録かで設計を分ける必要がある。特に

取締役会議事録は、会社法上の署名等要件と備置義務を前提に運用しなければならない。

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 
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承認権限の明確化

実務上は、以下のようなフローが使いやすい。

初稿作成者による確認：記録者が初稿を作成し、自身で誤字・脱字をチェック。

議長・記録者による事実確認：会議を主催した者と記録者が、決定内容、留保条件、反対意見の記載に

落ちがないか確認。

必要に応じた法務確認：法的リスクが高い会議では、利益相反、監査役等の意見、保存区分などを法務

または担当部門が確認。

出席者へのレビュー：必要に応じて出席者へ共有し、短いレビュー期間を設けて認識齟齬を減らす。

最終化：取締役会議事録で書面作成の場合は出席取締役・監査役による署名または記名押印、電磁的記

録の場合は電子署名を行う。任意の経営会議では、社内規程で定めた承認者が最終化する。

小規模な事務会議では、このフローを簡略化してよい。一方で、法的リスクや金額的重要性が高い会議

ほど、レビューと承認の粒度を上げる必要がある。

電子署名による効率化

取締役会議事録を電磁的記録で作成する場合、会社法第369条第4項と会社法施行規則第225条により、

電子署名が必要になる。任意の経営会議でも、改ざん防止と承認履歴の明確化の観点から、電子承認ワー

クフローは有用である。

電子署名の利点は：

タイムスタンプ付き：署名の日時が自動記録されるため、偽造防止効果が高い。

証跡管理：誰がいつ署名したかが完全に記録される。

遠隔署名：地理的制約がなく、複数人の同時署名を数分で完了できる。

改ざん防止：署名後の文書改変を検知するシステムが標準装備されている場合が多い。

実務では、本人性確認、改ざん検知、アクセス制御、監査証跡を満たせる仕組みを選ぶことが重要であ

る。

保管ルール

議事録は会社の資産であり、適切に保管、分類、検索可能な状態で保存されるべき。

保管期間：取締役会議事録等は、会社法第371条に基づき、本店に10年間備え置く必要がある。任意の

経営会議記録には一律の法定期間がないため、法務・監査・事業継続の要件を踏まえて社内規程で保存期

間を定める。

1. 

2. 

3. 

4. 
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保管場所：紙媒体の保管は「施錠できる書庫、防火・防水対策がある」が最小限の要件である。ただ

し、検索性、災害対応、スペース効率を考慮すると、アクセス制御と暗号化を備えたデジタル保管を基本

とする方が運用しやすい。

アクセス権限：議事録は機密性の高い文書であり、社内の通常閲覧権限は必要最小限に絞るべきであ

る。一方で、取締役会議事録等には会社法上の閲覧請求制度があるため、内部権限設定とは別に、株主・

債権者等からの法定請求に対応する手順も整えておく必要がある。

分類体系：保管されたデジタルファイルは、以下のメタデータで検索可能にすべき。

会議種別（取締役会、経営会議、各委員会）

開催年月

キーワード（議題、決定事項に含まれる重要語）

機密度（極秘、社外秘、内部使用など）

9.5　決定事項・アクションアイテムの一覧管理

議事録に記載された決定事項とアクションアイテムが、その後どのように実行されるかは、議事録作成

と同じくらい重要である。多くの企業では、議事録は作成されるが、その中に含まれるアクションアイテ

ムが宙に浮いたままになるという問題が生じている。

アクションアイテム（AI）の標準フォーマット

アクションアイテムは、議事録の中に含まれるべき重要な要素である。最低限、以下の5つの属性を持つ

べき。

属性 説明 例

通番 議事録内での固有識別子 AI-001, AI-002等

内容 実施すべき行動 「製品仕様書を作成」

担当者 責任を持つ個人または役割 「製品開発部長 山田太郎」

期限 完了すべき日 「20XX年3月30日」

前提条件 あればその説明 「営業部からの市場データ収集後」

この5つの属性により、以下が自動的に達成される。

責任の明確化：「作成する」ではなく「部長 山田太郎が3月30日に」と個人が特定される。

• 

• 

• 

• 
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期限の厳密性：曖昧な「近いうちに」ではなく、カレンダー上の日付が指定される。

進捗管理の可能性：期限の前に「進捗確認」を実施でき、未達成の場合は早期に対応できる。

一覧管理の実装方法

方法1：スプレッドシート（Google SheetやExcel）

低コスト（多くの企業で既に導入済み）

カスタマイズが容易

制限事項：通知機能が弱い、スケーラビリティに課題

方法2：タスク管理ツール・ワークフロー管理ツール

AI（アクションアイテム）がプロジェクト管理システムと統合

期限を過ぎたアイテムの自動ハイライト、担当者への自動通知

複数議事録にわたるAIの集約が可能

制限事項：ツール導入に費用と学習が必要

方法3：議事録管理システム統合型

議事録作成段階でAIが自動抽出される

議事録とAI管理が一元化

最も強力だが、最も高コスト

どれを選ぶかは、議事録件数、通知の必要性、既存ツールとの連携、権限管理の厳しさで決めるとよ

い。

AI一覧から進捗報告へ

AI一覧が作成されたら、これを定期的にレビューするプロセスを確立する。確認頻度は、期限の近さと

重要度で決めるのが実務的である。

期限が近い、または重要度が高いAI：毎日または隔日で確認

期限が2～4週間程度のAI：週1回程度で確認

中長期のAI：月1回程度の定例レビューで確認

レビューで未達成または遅延が判明した場合、以下の対応フローを実行する。

担当者に「理由」「新しい完了予定日」「必要な支援」を報告させる。

新しい期限が妥当か、責任者（CEO、CFO、部長）が承認。

必要に応じて、資源配分を変更するか、担当者を変更するか判断。

2. 

3. 
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進捗がない場合は、「→ 第10章 10.4節 参照」のエスカレーション対応を実施。

9.6　機密情報を含む議事録の取り扱い

すべての経営会議が同じセキュリティレベルで管理される必要はない。ただし、機密性が高い会議で

は、AI文字起こしを含むツール利用に際して、慎重な検討が必須である。

機密性のレベル分け

議事録を以下の3段階に分類することが実務的である。

レベル1：社内標準 内容例：定期的な事業報告、各部門の進捗状況、一般的な施策決定 管理方法：デジ

タル化（クラウド保管可）、全役員・部長級アクセス可  AI活用：社内ルールの範囲で活用可（AI文字起こ

し、自動要約も選択可能）

レベル2：社外秘 内容例：新規事業開発の初期段階、重要な経営判断、M&A前段階の協議、契約交渉 管

理方法：暗号化デジタル保管、CEO・CFO・関係部長のみアクセス  AI活用：条件付きで利用（契約条件、

保存先、再学習利用の有無などを確認した上で限定利用）

レベル3：極秘 内容例：M&A実行決定、重要人事（CEO交代等）、訴訟関連、機密顧客情報 管理方法：

アクセスを厳格に限定した専用環境、または手動記録中心で運用  AI活用：外部サービス連携は原則避け、

利用する場合も個別審査を前提とする

多くの経営会議はレベル1～2に該当する。レベル3は年数回程度の例外的な会議である。

AI活用時の具体的なセキュリティ対策

レベル2以上の議事録をAIツールで処理する場合、以下の対策を講ずべき。

1. ツール企業の信頼性確認

ISO 27001（情報セキュリティ管理）認証取得の有無

SOC 2（監査報告書）の取得状況

本社所在地（日本、米国、EU等）と現地法規制の確認

暗号化方式（AES-256以上）の採用状況

2. 契約的保護

秘密保持契約（NDA）の締結

データ保有期間と削除方法の明記

4. 

• 

• 

• 

• 

• 
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第三者への提供禁止の明記

学習データへの二次利用有無の明記

データ漏洩時の報告義務と賠償責任の規定

3. 運用上の制限

録音・文字起こしの実施有無を事前共有し、社内規程や契約上の要件を確認

会議中に機密度の高い発言がある場合、AI記録を一時中止

AI出力の自動削除（例：30日後に自動削除）

出力データの保存先と保管期間を限定

4. 人的監視

AI出力を誰が確認するか（通常はCFO等）を明記

確認者は「外部に情報が流出していないか」をチェック

異常なアクセスがあった場合の報告フロー

これらの対策により、AI技術の効率性と情報セキュリティの要求を両立できる。

ツール選定時の実務的チェックリスト

確認項目 チェック内容 判定

セキュリティ認証 ISO27001, SOC2取得 ○/△/×

データ保管場所 日本国内 or 日本データセンター ○/△/×

秘密保持契約 弊社NDAに署名可能か ○/△/×

保存期間制御 ユーザー指定の日数後に自動削除可 ○/△/×

アクセスログ 誰がいつアクセスしたか記録 ○/△/×

日本語対応 専門用語・固有名詞の辞書登録可 ○/△/×

サポート 日本語対応のサポート体制あり ○/△/×

コスト 予算内の価格帯 ○/△/×

8項目中、セキュリティ関連（1-5）は全て「○」が必須。その他は「○」が大多数であることが目安。
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9.7　AI文字起こし・自動要約ツールの活用と注意点

近年、AI議事録ツールは多様化している。重要なのは製品名そのものより、「自社の会議運営に必要な

機能と統制が備わっているか」で選ぶことである。

選定時に見るべき観点

観点 確認したい内容 実務上のポイント

文字起こし精度 固有名詞、複数話者、オンライン混在への対応 自社の過去会議で試す

要約・抽出機能 決定事項、アクション、論点を分けられるか 正式議事録の代替にはしない

権限管理 SSO、MFA、ロール管理、アクセスログ 機密会議で必須

データ管理 保存先、保存期間、再学習利用、削除 契約で明確化する

連携性 ストレージ、タスク管理、承認ワークフロー連携 既存環境と無理なくつなげる

運用負荷 辞書登録、修正コスト、サポート体制 継続運用できる水準かを見る

精度や要約品質は、利用環境や会議の進め方で大きく変わる。したがって、ベンダー公表値をそのまま

信じるのではなく、自社の会議で短期間試すことが重要である。

自動要約機能の活用と限界

多くのAIツールは、文字起こしに加えて自動要約機能を提供している。これは、会議の要点や決定事項

を機械的に整理して共有する機能である。

活用できる場面

会議に参加しなかった管理職が「何が決まったか」を30秒で把握したい場合

決定事項のアナウンスメントを迅速に全社に配信したい場合

複数会議の概要を比較する場合

活用できない場面

利益相反に関する議論の記録（全発言の把握が必須）

反対意見や異議申し立てが含まれる重要決定（自動要約は「最終決定」のみ抽出し、異論を削除する傾

向）

複雑な財務判断や法的判断が含まれる会議

外部監査人や弁護士の確認が必要な議事録

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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自動要約は「情報共有の加速」には有用だが、「法的記録」としての完全性を保証しないため、正式な

議事録の代替として用いてはならない。

導入時のチェックリストと注意点

ツール導入前に、以下のプロセスを経ることが望ましい。

1. パイロット導入（1～2ヶ月）

比較的機密性の低い会議3～5件で試運用

AI出力の精度確認（特に業界用語、人名、組織名）

導入後の作業フロー変更を試演

2. 利用者フィードバック

記録者の負担削減度（「本当に時間短縮されたか」）

ファシリテーターの使いやすさ

承認プロセスの効率性

3. セキュリティ監査

データ暗号化、保存期間、アクセス権限について再確認

実際にデータ削除リクエストが実行されるか検証

4. 本運用準備

ガイドライン・マニュアル作成

利用者向け研修実施

問題報告フロー確立

多くの企業は「導入時のみ熱心で、本運用開始後の改善が不十分」という失敗を経験している。四半期

ごとなど、定期レビューを組み込むことが重要である。

まとめと実践ポイント

本章では、議事録の法的意義から、作成のスピード化、AI活用、機密情報管理まで、包括的に解説し

た。
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実践ポイント1：議事録の目的を三層で理解する 法的役割（会社法への適合）、経営的役割（判断の軌

跡）、組織的役割（意思決定の浸透）の3つを区分することで、「何を記載すべきか」が明確になる。ス

タートアップでも、従業員が増えるにつれて、この三層性が重要度を増す。

実践ポイント2：テンプレート化と役割分担がスピードを作る AI文字起こしだけに頼るのではなく、会

議前のテンプレート整備と、会議中のファシリテーターによる明確な言語化が、実は最大の効率化要因で

ある。AI導入はそれを補強する手段と考えるべきである。

実践ポイント3：機密性レベル別のセキュリティ設計 すべての議事録を同じレベルで保護する必要はな

い。会議の機密度に応じて、外部AI利用の可否、保存先、アクセス権限、削除ルールを分けることで、セ

キュリティと効率のバランスを取りやすくなる。

実践ポイント4：アクションアイテムの一覧管理は「議事録作成の同時実行」 アクションアイテム一覧

が作成された後で別途タスク管理するのではなく、議事録作成時点ですでに一覧化され、必要ならタスク

管理システムに接続される状態が理想的である。これにより、アイテムが「宙に浮く」リスクを減らせ

る。

参考文献・参考資料

e-Gov法令検索「会社法」

e-Gov法令検索「会社法施行規則」

経済産業省・総務省「AI事業者ガイドライン（第1.0版）」

経済産業省「AIの利用・開発に関する契約チェックリスト」

個人情報保護委員会「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）」

一般的なプロジェクト管理・タスク管理実務資料 備考：社内標準または導入済みツールの運用ガイド

を参照

本章の執筆は、日本のコーポレートガバナンス基準、会社法、および実務的な議事録管理の現状を踏ま

えています。ツール、法律、ベストプラクティスは年単位で変化するため、定期的なアップデートが必要

です。
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第10章　フォローアップとアクション管理

この章の構成

10.1 アクションアイテムの設計 ― SMART原則

の適用

10.2 進捗トラッキングの仕組みづくり

10.3 次回会議への接続 ― 前回決定事項のレ

ビュー

10.4 未完了事項のエスカレーションルール

10.5 会議の成果を全社に展開する情報共有設計

10.6 実行と成果の振り返り ― 決定→実行→成

果のループ

この章で学べること

SMART原則を会議のアクションアイテムに具体的に適用する方法

進捗トラッキングの仕組みづくりと実装上の課題解決

前回会議の決定事項が次回会議にどう引き継がれるべきか

アクションアイテムの未完了時のエスカレーション判断とルール化

会議の成果を全社に展開し、実行と成果のループを閉じる設計

10.1　アクションアイテムの設計 ― SMART原則の適用

会議で決定事項が出ても、それが実際に実行されなければ会議は単なる「情報交換の場」に終わる。ア

クションアイテムの品質がそのまま会議の成果に直結する。

アクションアイテムとタスク・ToDoの区別

ビジネスにおいて「やるべきこと」を表現する言葉は複数ある。これらを正確に区分することが、後続

のマネジメントの質を左右する。

ToDoリスト：個人の日々の業務。期限は「今日」「明日」「この週」など短期。例えば「メールに返

信する」「レポートをCFOに提出」。ToDoは自律的に管理でき、失敗してもビジネスインパクトは限定

的。

タスク：プロジェクトの一部を構成する作業。期限は「3月30日」「Q2末」など。例えば「ユーザー調

査を実施」「仕様書v2を承認」。タスクは通常、複数人が関わり、後続のタスクへの依存関係がある。

第Ⅳ部　会議後のマネジメント
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アクションアイテム：会議で明示的に決定され、責任者と期限が指定されたもの。単なるタスクではな

く、「会議で合意した約束」である。例えば「CFOが月次予算報告書をCEOに提出（期限：毎月5

日）」。アクションアイテムは：

会議に参加していない人にも説明責任がある

未達成の場合、単に遅延ではなく「会議の合意に反した」という性格を持つ

ステークホルダーが監視している

つまり、アクションアイテムは「個人タスク」より重い責任を持つものである。

SMART原則の五つの要素

SMART原則は、目標設定の基本である。5つの要素は以下の通り。

Specific（具体的） 「業績を向上させる」のような曖昧な目標ではなく、「売上を前年同期比10%向上

させる」と具体的に表現する。アクションアイテムで言えば、「営業部門向けの新しい提案資料を作成」

ではなく、「製品A向けの提案資料（テンプレート3枚、事例5件含む）を作成」と具体化する。

会議中に、以下の質問をして具体性を検証する：

「それは何を意味するのか」

「完成した状態はどのようなものか」

「ページ数、件数、質は」

「参考資料は」

Measurable（測定可能） 完了の判断基準が客観的に判定できることが必須である。例えば：

「良い営業戦略を作成」→ ×（判定が主観的）

「3月期の営業KPI（新規顧客数、受注額、受注率）の目標値設定」 → ○（3つの指標で測定可能）

測定不可能な目標は、達成判定で議論が生じ、エスカレーションの原因になる。

Achievable（達成可能） 実現性のない目標は、設定時点で挫折感を生み出し、実行へのモチベーショ

ンを低下させる。例えば：

スタートアップが「1ヶ月で営業KPIを3倍」 → △（市場環境による）

既存事業で「1週間で新規事業立上げの事業計画完成」 → ×（非現実的）

「3月末までに市場調査、仕様策定、製品化の全段階を完了」 → △（並行実行で可能性あり、ただし前

提条件の明記が必須）
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実現性の判定は、責任者と他の関係者が協議すべき。CEO一人で「これは達成可能」と決めるのではな

く、「営業部長、マーケティング部長、製品開発部長が同席して、それぞれの視点から『実現可能か』を

議論」することが重要。

Relevant（関連性） アクションアイテムが、会社の戦略・事業目標とどう結びついているかを明示す

る。例えば：

会社目標：「当年度の売上20%成長」

関連するアクションアイテム：「営業チーム向けの新提案資料作成（売上成長の実現手段）」

関連性が曖昧なアイテムは、途中で優先度が下げられたり、放置されたりする傾向がある。会議中に

「なぜこれをやるのか」を明確にすることで、実行への動機づけが強化される。

Time-bound（期限明確） 「なるべく早く」「できるだけ早期に」は禁物。カレンダー上の具体的な日

付、または「第〇四半期末」などの明確な期限が必須である。

期限設定の際の注意点：

過度な前倒し：「1週間で完成」と急いで品質が低下

過度な後倒し：「6月末」と先延ばしにされ、実行が後付けになる

適正な期限：責任者が「努力すれば達成可能だが、リスクが伴う」という緊張感のあるレベル

会議では、責任者に「この期限で実現可能か」を必ず確認する。責任者が「難しい」と言った場合は、

(1)期限を延長する、(2)スコープを削減する、(3)リソースを増加する、のいずれかの対応が必須。合意な

しに期限を強要するアイテムは、開始時点から失敗することが多い。

SMART原則の適用チェックリスト

会議終了前に、全アクションアイテムについて、以下のチェックを実施することが推奨される。ファシ

リテーターが「これはSMARTか」を問い、曖昧な場合は議論を続ける。

アクション：「新規プロダクト評価フレームワークを策定」

[ ] Specific

  q 何を含むフレームワークか（評価軸、評価基準、採点方法）
  a 市場規模、技術的難易度、実装期間の3軸を、それぞれ5段階スケール

[ ] Measurable

  q 完成の判定基準は
  a CFOが「このフレームワークで評価できる」と判定したら完成

[ ] Achievable

  q この期限で実現可能か（責任者が確認）
  a 製品開発部長が「4週間あれば、既存の評価プロセスを改定する形で実現可能」と確認
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[ ] Relevant

  q 会社目標への関連性は
  a 当年度目標「新規プロダクト成功率70%向上」を実現するための前提

[ ] Time-bound

  q 期限は
  a 20XX年4月30日

判定：〇 すべてが明確。実行可能。

このチェックを会議内で実施することで、後続の進捗管理が格段に効率的になる。

10.2　進捗トラッキングの仕組みづくり

SMART原則に基づいて設計されたアクションアイテムも、進捗が管理されなければ期限に達成されない

可能性が高い。進捗トラッキングの仕組みは、会議の成果を左右する最重要要素である。

進捗確認の頻度と方法の設計

アクションアイテムの進捗を「最初から最後まで毎日確認」する企業は少ない。効率と効果のバランス

を考慮し、期限までの日数と重要度に応じた確認頻度を設定すべきである。

期限が近い、または重要度が高いアイテム：毎営業日または隔日で確認

方法：短い定例確認、チャットでの状況報告、ツール上のステータス更新

目的：「期限に間に合わないリスク」を即座に検知し、対応する

期限まで数週間あるアイテム：週1回程度で確認

方法：チーム会議、メールでの進捗報告、プロジェクト管理ツールへのステータス更新

目的：「予定通り進行しているか」「新しいリスクはないか」をチェック

中長期のアイテム：月1回程度で確認

方法：月間のレビューミーティング、進捗報告書

目的：「大きな方向性は正しいか」を確認

企業規模や産業によって、確認頻度の最適値は異なる。重要なのは、一律の頻度を守ることより、「遅

れの兆候を早く発見できること」である。
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トラッキングツールの選定

進捗管理は「表計算ソフト」でも「ホワイトボード」でも可能だが、以下の条件を満たすツールを推奨

する。

最小限の要件：

期限を超えたアイテムが「自動的にハイライト」される

担当者に「期限が近づいた」という通知が自動的に送られる

すべてのアクションアイテムが「一覧表示」できる

望ましい機能：

複数の会議にわたるアイテムの集約（「CEO全体の責任」を把握できる）

アイテム間の依存関係表示（「これが完了しないと、次のアイテムが開始不可」が見える）

進捗ステータスの自動分類（未開始、進行中、ほぼ完了、完了、遅延など）

コメント機能（「リスク要因」「必要な支援」を記録）

ツールの比較は、製品名よりもカテゴリで考えると選びやすい。

カテゴリ 特徴 向いている場面

表計算ソフト 低コストで柔軟、導入が容易 件数が少なく、まず一覧管理を始めたいとき

タスク管理ツール 通知、担当者管理、コメント機能が使い

やすい

複数会議にまたがる進捗を日常的に追いたいと

き

統合型の業務・PM

ツール

権限管理や他システム連携が強い 関係者が多く、監査証跡や依存関係管理も重視

するとき

どれを選ぶかは、件数、通知の必要性、既存ツールとの連携、権限管理の厳しさで決めるとよい。

進捗報告フローの実装例

以下は、月次経営会議と連携した進捗管理フロー。

【フロー：月次アクション進捗管理】

1. 前月の経営会議終了
   └─ AI（アクションアイテム）全リストをツールに登録
   └─ 期限別に色分け（今月中：赤、来月以降：黄、1年以上：灰色）

2. 毎営業日または隔日
   └─ 担当者がツールのステータスを「進行中」「完了」などに更新
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   └─ リスク出現時は、コメント欄に「課題」を記載

3. 毎週の定例確認
   └─ 各部門長（営業部長、開発部長など）がその週のAIをレビュー
   └─ 期限内達成が難しいものは、CFOに報告

4. 月末（経営会議の数営業日前）
   └─ 経営企画室がレポート作成
   └─ 「当月内の達成率」「翌月以降への繰越」「新しいリスク」を集計

5. 月次経営会議開始時
   └─ CFOが5分で「先月のAI進捗」をプレゼン
   └─ 達成率が高い → 継続
   └─ 遅延が目立つ → 理由確認、対応方法協議
   └─ 重大な遅延や依存関係の崩れがある → エスカレーション対応へ（→ 10.4節参照）

このフローにより、「アイテムが宙に浮く」ことが防止される。

進捗管理でよくある失敗と対策

失敗1：進捗報告に時間を取られすぎて、実行時間が減る 対策：報告の簡潔化（「〇〇%完了」の数字

のみ）、月1回程度の詳細報告に限定

失敗2：期限に間に合わないアイテムが毎月発生する 対策：期限設定時点での「実現可能性」の検証強

化、責任者による事前の「これで大丈夫か」の確認

失敗3：アイテムが完了したのに、ツール上は「進行中」のままになる 対策：完了の定義を明確化

（「誰が判定するのか」「何をもって完了とするのか」）、完了日を自動記録

失敗4：複数会議にわたるアイテムの状況が把握できない 対策：全社共通のツール、または定期的な集

約レポート（経営企画室が一元管理）

10.3　次回会議への接続 ― 前回決定事項のレビュー

会議は連続体である。前回の決定が正しかったのか、想定通り実行されたのか、を評価することなし

に、次の決定は迷走する。

前回決定のレビューアジェンダ

多くの企業では、経営会議のアジェンダが「新しい議題」ばかりで、「前回決定事項の成果確認」が後

回しにされる傾向がある。推奨される構成は：

第Ⅳ部　会議後のマネジメント 第10章　フォローアップとアクション管理

137



【月次経営会議 アジェンダ例】

1. 前回決定事項のレビュー（10分）
   - 前月のAI達成率（グラフ表示）
   - 未達成アイテムの理由と対応方法
   - 決定した施策の実行状況と成果（売上、顧客数など数値指標）

2. 当月の重点議題（60分）
   - 新規事業開発
   - 予算修正
   - 人事施策 等

3. 報告事項（10分）
   - 各部門の進捗報告（詳細は配布資料）
   - リスク事項

4. その他（5分）

「前回決定のレビュー」に全体会議時間の10～15%を充てることで、以下のメリットが生じる。

アクションアイテムへのコミットが強化：「来月レビューされる」という意識が、実行力を高める

学習ループの形成：「同じ失敗を繰り返さない」ための気づきが得られる

会議の意思決定の質の向上：「前回の決定がどう成果につながったか」を見ることで、意思決定の精度

が向上する

前回決定事項の成果測定方法

決定事項には、「活動系」と「成果系」の2種類がある。どちらを測定するかで、マネジメントの質が

変わる。

活動系指標：「何をしたか」を測定

例：「営業向けの提案資料を作成した」「顧客ヒアリングを20社実施した」

測定しやすい：完了 / 未完了で判定可能

課題：実際に成果に結びついたかは不明

成果系指標：「その結果、何が起きたか」を測定

例：「提案資料導入後、受注率が前月比15%向上した」「顧客ヒアリングの結果、新規機能3個を特

定」

測定が難しい：複数の要因の影響を受ける、時間差がある

利点：実際のビジネスインパクトが可視化される
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推奨される方法は、「活動系は短期で、成果系は施策の性質に応じて数ヶ月後に測定する」という考え

方である。例えば：

【アクションアイテムと測定タイミング】

AI-001：営業部向け提案資料の作成
  活動系：1ヶ月後 「提案資料 完成 ○ 」
  成果系：3ヶ月後 「この資料を使用した受注数：150件（前月比+18%）」

AI-002：顧客ヒアリング（20社）
  活動系：1ヶ月後 「ヒアリング実施：20社 ○ 」
  成果系：3ヶ月後 「特定された新機能：3個、開発優先度：1位」

AI-003：営業KPIの目標値設定
  活動系：1ヶ月後 「目標値設定完了 ○ 」
  成果系：6ヶ月後 「目標達成率：90%」

前回決定から次回決定への論理的つながり

会議は「議題の寄せ集め」ではなく、「決定→実行→成果→学習→新たな決定」という論理的なループ

であるべき。

例：

前回決定：「営業チーム20名に新提案資料を配布し、顧客訪問で使用する」

実行成果：「提案資料を使用した訪問数：150件。受注率：従来 30% → 新資料利用後 35%」

学習：「提案資料が受注率の向上に寄与することが確認された」

今回決定：「提案資料の改定版を作成し、来月から全営業チーム100名に配布。同時に営業マネジャー

向けの活用ガイドも作成」

この「連鎖性」を意識することで、会議が「その時限りの話し合い」から「継続的な改善ループ」に変

わる。

10.4　未完了事項のエスカレーションルール

会議で決定されたアクションアイテムが、期限内に完了しないことは現実には頻繁に起きる。その時、

どのように対応するかは、組織のマネジメント質を反映する。
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エスカレーション（escalation）の定義と適用条件

エスカレーション（エスカレ）は、「現場レベルでは対応不可能な状況を、上位のマネジメント層に引

き上げる」プロセスである。ビジネス環境では、以下のような状況がエスカレーション対象となる。

判断権がない：営業部長レベルでは意思決定不可（CFO、CEO承認が必要）

リソース不足：スコープを削減するか、リソースを追加する必要がある

外部要因の変化：市場環境、顧客要望、規制が変わり、元の計画が不適切になった

技術的課題：想定していなかった技術的障害が出現した

人的課題：責任者が病休、退職など予期しない事態が発生

これらの状況では、「責任者が頑張ればなんとかなる」ではなく、「組織レベルでの対応が必要」であ

る。エスカレーションの本質は、「責任者の失敗を指摘する」ではなく、「リスクを早期に認知し、組織

的に対処する」ことである。

エスカレーション判定の考え方

期限から遡って、以下のような観点でエスカレーション判定を実施する。

【エスカレーション判定フロー】

期限の数週間前
  ├─ 進捗、残作業、依存関係、リスク要因を確認
  ├─ 遅延兆候が軽微 → 通常マネジメントで継続監視
  └─ 遅延兆候が大きい → エスカレーション候補として対応方針を検討

期限の直前
  ├─ 完了見込みが高い → 最終調整
  ├─ 追加支援で間に合う → リソース追加や優先順位変更を実施
  └─ このままでは間に合わない → 「期限延長」「スコープ削減」「責任者変更」などを協議

期限を超過した場合
  └─ 速やかにエスカレーション
     「理由」「新しい完了予定日」「組織的な対応」を協議

エスカレーション対応のプロセス

エスカレーションが判定されたら、以下のプロセスで対応する。

ステップ1：事実確認

責任者から「今の進捗」「何が課題か」「リソースはあるか」をヒアリング

「頑張ります」という回答ではなく、「具体的な完了計画」を聴取

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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ステップ2：選択肢の提示 以下の3つの選択肢を協議

選択肢 内容 判定基準

A. リソース

追加

人員、予算、ツールを追加して、期限内達成を目指す 追加資源の投入で実現可能

か

B. 期限延長 完了目標日を延長。代わりに、新しい期限での確実な達成が条件 遅延による事業インパクト

が許容可能か

C. スコープ

削減

アイテムの内容を削減（例：「3個の機能」→「1個の機能」）。代わり

に、削減分は別スケジュール

削減で最小限の成果が保証

できるか

多くの場合、A + B の組み合わせ（リソース追加 + 短期の期限延長）が実装される。

ステップ3：決定と実行

CEO、CFOが上記のいずれかを判定

選択肢ごとの「誰が責任を持つか」を明記

新しい期限、新しい体制での「再出発」

ステップ4：フォローと報告

新期限の1週間前から、毎日確認に切り替え

月次会議での報告：「エスカレーション対象だったAI-〇〇は、リソース追加により〇月〇日に完了予

定」

エスカレーション記録の重要性

エスカレーションが発生した場合、以下を記録に残すべき。

【エスカレーション記録例】

AI-005：新規営業提案資料の作成
  初期期限：20XX年3月30日
  初期進捗：3月25日時点で進捗 40%

  エスカレーション日：3月25日
  原因：「営業KPI目標値の決定が遅延したため、それに基づいた提案資料作成ができない」
  選択肢の協議：
    - A案（リソース追加）：マーケティング部長を2週間兼任配置 → CFOが承認
    - B案（期限延長）：4月15日に変更
  最終決定：A + B案を採用
  新体制：営業部長 + マーケティング部長
  新期限：20XX年4月15日

• 

• 

• 

• 

• 
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  4月15日時点結果：完了 ○

  学習：「営業KPIの早期決定が、他部門の計画に大きく影響する」

この記録により、「同じ失敗の繰り返し」が防止され、組織の能力向上に結びつく。

10.5　会議の成果を全社に展開する情報共有設計

会議で決定されたこと、達成された成果は、会議に出席していない大多数の従業員にも伝えられるべ

き。特に大企業やマトリクス組織では、この情報流が組織の一体性を形成する。

情報共有の対象と方法の設計

決定事項を「誰に」「いつ」「どのように」伝えるかは、会議種別によって異なる。

経営会議の場合

対象：全役員（執行役員以上）、全部門長、現場の主要メンバー

タイミング：会議終了翌営業日までに

方法1：要約レポート（A4・1枚、決定事項と根拠）の配布

方法2：タウンホール会議（全員参加のブリーフィング）

方法3：社内イントラネット・ポータルへの掲載

【経営会議レポート 例】

日時：20XX年〇月〇日 経営会議
出席者：CEO、CFO、営業部長、開発部長、マーケティング部長、人事部長

【決定事項】

1. 下半期 営業KPI目標の変更
   前回目標：新規顧客数 200社
   新目標：新規顧客数 150社、既存顧客単価向上 20%

   理由：市場環境の変化（顧客導入期間の延長）と既存顧客の成長機会の拡大を踏まえ
   実行時期：4月1日より

2. 新規プロダクト開発の期限延長
   前回期限：20XX年6月末
   新期限：20XX年8月末
   理由：顧客ヒアリングで想定外のニーズを確認し、仕様追加が必要
   対応：開発リソース 3名追加配置

3. 人事評価制度の改定 最終決定
   制度：「スキルベース」から「成果 + スキル」への統合評価

• 

• 

• 

• 

• 
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   導入時期：20XX年4月1日
   詳細ガイド：別配布予定（3月20日迄）

【次回会議】20XX年〇月〇日

このレポートは1～2分で読め、かつ「自分たちの仕事にどう影響するか」が明確であることが重要。

KPI・進捗の定期的な全社共有

決定事項だけでなく、その後の実行成果も定期的に共有されるべき。

推奨される方法：

月次KPI報告：全社員向け（月初のすぐ、前月の成果報告）

形式：ダイジェスト資料やメール、社内放送

内容：売上、顧客数、開発進捗など主要指標の進捗グラフ

コメント：「順調か」「課題があるか」を簡潔に説明

【月次KPI共有 例】

20XX年〇月 月次KPI

【営業】
  新規顧客数：28社（目標 12社/月）  ✓

  既存顧客単価向上：+8%（目標 20%） △

    → 営業チームによる既存顧客戦略の強化が現在進行中

【開発】
  新規プロダクト開発進捗：75%（目標 80%）  △

    → スコープ追加に対応中、8月末の完成は確約

【カスタマーサクセス】
  顧客満足度（NPS）：55（目標 60） △

    → サポート対応時間の短縮施策を実施中

全社のご協力ありがとうございました。

このシンプルな報告により、「会社全体がどこに向かっているのか」が従業員に伝わる。

施策の全社展開と浸透の工夫

決定された施策（営業提案資料、新しい人事制度、顧客対応ガイドラインなど）が現場で実装されるに

は、以下のステップが必要。

• 

• 

• 

• 
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ステップ1：アナウンスメント

「何を」「なぜ」「いつから」を説明

経営幹部からのメッセージ付き

ステップ2：詳細ガイドの配布

マニュアル、テンプレート、運用ルール

実装方法の具体例

ステップ3：研修 / ブリーフィング

対象ごとのセッション（営業向け、カスタマーサクセス向けなど）

質疑応答の時間

ステップ4：フォローアップ確認

実装から数週間後に、「実装状況」をチェック

困難が生じている場合は、改定や支援を検討

ステップ5：成果測定と報告

施策導入前後での「KPI変化」を測定

全社へ報告し、学習・改善につなげる

この5ステップを経ることで、「決定→実行→成果」が一貫した流れとして機能する。

10.6　実行と成果の振り返り ― 決定→実行→成果のループ

会議の最終的な価値は、「決定の質」ではなく「実行後の成果」である。

決定→実行→成果のループの設計

このループは、以下の4段階から構成される。

【会議サイクルのループ】

1. 会議での決定（T月）
   └─ 経営会議で「営業KPI目標を新規顧客 150社に」と決定

2. 実行と進捗管理（T+1月 ～ T+3月）
   └─ 営業チームが新KPIに基づいて活動
   └─ 月次会議で進捗確認（目標達成率、課題確認）

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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   └─ 進捗が遅延した場合はエスカレーション対応

3. 成果の測定（T+4月）
   └─ 目標期間の終了、成果確定
   └─ 「新規顧客数：150社達成」と判定
   └─ または「145社に留まった理由は〇〇」と分析

4. 振り返りと学習（T+5月の会議）
   └─ 「なぜ達成できたのか / できなかったのか」を分析
   └─ 「次のサイクルに活かすべき学習」を抽出
   └─ 新しい決定に反映

このループを完結させることで、会議は「単発の意思決定機関」から「継続的改善の中核」へと進化す

る。

成果分析の方法と視点

成果が目標を下回った場合、以下の視点で分析する。

視点1：当初の決定の妥当性

「新規顧客 150社」という目標設定は、当時の情報で合理的だったか

後から判明した市場環境の変化があったか

意思決定のプロセスに問題があったか

視点2：実行体制の適切性

営業チームに必要なリソース（人員、ツール、研修）が供給されたか

営業マネジャーのマネジメント品質は

途中でのスコープ変更や優先度変更がなかったか

視点3：外部要因の変化

市場環境の予期しない変化

顧客需要の急速な変化

競合他社の新サービス登場

視点4：測定方法の適切性

「新規顧客数」の定義は正確だったか

計測方法に誤りがなかったか

タイミングは（例：契約成立時点vs導入完了時点）

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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4つの視点から分析することで、単なる「達成 / 未達成」の判定から、「なぜそうなったのか」の深い理

解が得られ、次サイクルの改善に結びつく。

失敗から学ぶ組織文化の醸成

多くの企業では、目標未達成時に「責任者への追及」に終わる傾向がある。しかし、これでは「失敗を

隠ぺい」する風潮が蔓延し、組織の改善が進まない。

推奨される文化は、「失敗は学習の機会」という考え方である。

例：

「営業KPI目標 150社に対して、145社に留まった。5社の差は、〇〇市場の導入期間が想定より長かっ

たことが原因。来年の目標設定では、市場別に期間を調整すべき。」

「新規プロダクト開発が想定より遅延した。原因は、顧客ニーズの把握が不十分だったこと。次回は、

仕様決定前に複数顧客へのヒアリング期間を2週間設ける。」

このように「原因を特定し、次のサイクルに活かす」プロセスが定着すると、組織全体の意思決定の質

が飛躍的に向上する。

成果ループのメトリクス

会議の有効性を測定するために、以下のメトリクスを定期的に追跡することが推奨される。

メトリクス 定義 見方の例

AI達成率 当月に期限を迎えたAIの何%が期限内に完了したか 改善傾向にあるか

AI遅延率 期限を超過したAIの割合 高止まりしていないか

KPI達成率（全体） 当期の施策が目標KPIの何%を達成したか 決定が成果に結びついているか

施策導入の現場定着率 決定された施策が現場で実装された割合 決定後の浸透が進んでいるか

従業員への成果認知度 「会議での決定や成果を知っている」従業員の割合 情報共有が機能しているか

これらのメトリクスには、自社の事業特性に応じた基準値を設定するとよい。重要なのは、単発の数値

よりも、改善トレンドを継続的に見ることである。

まとめと実践ポイント

本章では、会議で決定したことが実行され、成果につながるまでの全プロセスを解説した。会議の本質

は「決定を下すこと」ではなく、「決定から成果までのループを閉じること」である。

• 

• 
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実践ポイント1：SMART原則は「会議中に完結」させる アクションアイテムの曖昧性は、後の実行で大

きな問題を引き起こす。会議終了前に、全AIに対して「具体的か」「測定可能か」「達成可能か」を確認

する習慣をつけることが最も重要。

実践ポイント2：進捗トラッキングは「ツール選びより運用設計」 表計算ソフトでもタスク管理ツール

でも、重要なのは「期限を超えたアイテムが見える化される」「定期的に確認される」というプロセスで

ある。ツールはその仕組みを支援する道具に過ぎない。

実践ポイント3：エスカレーションは「失敗ではなく、組織的対応」 期限を超過したアイテムを「責任

者の失敗」と扱うのではなく、「リスクを早期に認知し、組織的に対処する」というプロセスと捉えるこ

とで、改善の文化が根付く。

実践ポイント4：成果ループは「4段階で完結」 決定→実行→成果→振り返り の4段階を完結させること

で、会議が「単発の意思決定機関」から「継続的な改善エンジン」へと変わる。各企業では、これを「会

議サイクル」として設計し、定期的に実行すべき。

参考文献・参考資料

Doran, G. T. (1981). "There's a S.M.A.R.T. way to write management's goals and objectives."

一般的なプロジェクト管理・進捗管理の実務資料 備考：社内標準または導入済みツールの運用ガイド

を参照

本章で解説した「決定→実行→成果のループ」は、継続的改善（カイゼン）の基本原則である。日本企

業の強みの一つ「現場での改善意識」をマネジメント層にも浸透させることで、企業全体の競争力向上に

結びつく。

• 

• 
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第 Ⅴ 部

人と組織のダイナミクス
第Ⅴ部　人と組織のダイナミクスに含まれる論点をまとめ

て読み進めるための区切りページ。 



第11章　経営会議のリーダーシップ

この章の構成

11.1 議長（チェアパーソン）の役割と責任

11.2 CEOと議長の関係 ― 一体型と分離型

11.3 経営チームとしての集団的リーダーシップ

11.4 議長のファシリテーションスタイルと会議

文化

11.5 ボード・サクセッション ― 取締役会の人

材計画とリーダーシップパイプライン

11.6 後継者育成と世代交代における会議の役割

この章で学べること

議長（チェアパーソン）が果たすべき役割と責任の実際

CEO と議長の関係設計が組織文化に与える影響

経営チーム全体が集団的リーダーシップを発揮する条件

議長のファシリテーションスタイルが会議の質を左右する理由

後継者育成と世代交代を経営会議で実現させるアプローチ

11.1　議長（チェアパーソン）の役割と責任

議長の存在意義

経営会議の議長とは、会議を代表し、その運営を統括する役職である。単なる司会進行ではなく、経営

チーム全体の効果性を高め、組織の戦略実行を加速させる「組織のリーダー」である。

議長の主要責務は以下の通りである。まず、戦略的アジェンダの設定がある。どの議題を、どの順序

で、どの深さで討議するかを決める権限と責任は議長にある。不必要な議題を削除し、本当に必要な戦略

課題に焦点を当てることで、会議の質的効果が大幅に高まる。

次に、時間管理と会議の効率性確保がある。限られた経営幹部の時間を最大限活用するため、議題ごと

の配分時間を厳格に管理する必要がある。この時間規律によって、深さと広さのバランスが取れた経営会

議が実現する。

さらに、全員参加の促進も重要である。発言権を均等に与え、沈黙している参加者の声を引き出す。こ

うした配慮によって、組織全体の多様な視点が経営判断に反映される。

第Ⅴ部　人と組織のダイナミクス
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最後に、対立と葛藤の建設的な管理がある。異なる意見が出た場合、それを排除するのではなく、対立

を組織学習の機会に変える。この能力が、経営会議を「判断の場」から「成長の場」へと転換させる。

議長が陥りやすい落とし穴

議長が自らの見解を強く主張し、他の意見を封殺してしまうことがある。これは「議長による専制」と

呼ばれ、経営チームの多様性を失わせ、判断の質を低下させる。

多くの場面では、議長は自らの意見を早い段階で固定的に示しすぎず、まず他の参加者の見立てを引き

出した方がよい。参加者が議長の顔色をうかがう組織文化では、真の対話は生まれにくいからである。

もっとも、議長が判断責任者でもある場合は、意見を全く示さないのではなく、議論の手続的公正を保ち

ながら、判断の論点を明確にする姿勢が重要である。→ 第6章 6.1節 参照

11.2　CEOと議長の関係 ― 一体型と分離型

2つのモデルの選択

経営会議における議長の位置づけには、大きく分けて2つのモデルがある。

一体型モデルでは、CEO  や社長が自ら経営会議の議長を務める。スタートアップや成長期の企業で採ら

れやすく、意思決定の速度と集中力が特徴である。トップの考えが直接組織に浸透し、戦略実行の一貫性

も保ちやすい。一方で、トップの意見が支配的になりやすく、異論が出にくくなるリスクがある。

役割分担型モデルでは、CEO  が最終的な判断責任を持ちつつ、別の人物が会議進行を担う。例えば、

COO、経営企画責任者、議長役の執行役員、あるいは事務局が進行機能を支える形である。このモデルの

利点は、判断責任と進行責任をある程度切り分けやすいことである。結果として、CEO  への建設的な異議

申し立てが出やすくなり、会議運営も整いやすい。一方で、CEO  と進行役の役割分担が不明確だと、意思

決定が遅延したり、参加者が「誰に向けて話すべきか」を見失ったりするリスクがある。

モデル選択の判断基準

どちらのモデルが適するかは、企業規模だけでなく、経営課題の複雑さ、経営チームの成熟度、CEO  が

進行と判断を両立できるか、異論を引き出す必要性の高さで判断すべきである。

例えば、論点が比較的明快でスピードが重要な局面では一体型が機能しやすい。一方で、論点が複雑

で、異なる部門の見方を丁寧にぶつけたい局面では、役割分担型を検討する余地が大きい。なお、取締役

会における CEO と議長の分離や独立性の議論は、日常的な経営会議の進行設計とは分けて考える必要があ

る。→ 第17章 参照
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重要なのは、選択したモデルに対して、CEO  と議長の関係を明文化し、全員に周知することである。暗

黙的な関係は誤解と権力闘争を生み出す。経営会議の効果性は、この基本的な関係設定から始まる。

11.3　経営チームとしての集団的リーダーシップ

集団的リーダーシップの定義

経営会議を通じた集団的リーダーシップ（Collective Leadership）とは、議長やCEO 一人が決定するの

ではなく、経営チーム全員が組織の方向性に対して責任を持つ状態である。

議長は方向を示し、各メンバーは自らの専門領域から意見を述べ、最終的には全員で意思決定を支え

る。このプロセスが実現すれば、以下の効果が期待できる。

まず、判断の質が向上する。異なるバックグラウンドを持つ経営幹部の視点が統合されることで、単一

のリーダーでは見落としやすい課題や機会が見えるようになる。

次に、実行力が高まる。自分たちで決めた施策であれば、各幹部が主体的に実行に当たる。特に、異論

を尽くした後は決定にコミットして実行する、という規律が定着しやすい。

さらに、組織の継続性が確保される。特定のリーダーに依存しない体制ができ、世代交代や急変時の対

応が柔軟になる。

集団的リーダーシップの実現条件

集団的リーダーシップが機能するには、以下の条件が必須である。

第一に、心理的安全性の確保である。メンバーが、自らの意見が尊重される、失敗しても責められない

という確信を持つ必要がある。→ 第12章 12.2節 参照

第二に、議長の謙虚さと促進性である。議長は自らの考えを一部は制限し、他メンバーの意見を積極的

に引き出す姿勢が求められる。

第三に、透明性と情報の均等配分である。一部のメンバーだけが重要情報を持つ状態では、真の集団的

判断は成立しない。

第四に、役割と権限の明確化である。誰が何を決める権限を持つのかが明確でなければ、判断責任があ

いまいになる。
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11.4　議長のファシリテーションスタイルと会議文化

ファシリテーションスキルの本質

ファシリテーション（Facilitation）とは、集団での問題解決がスムーズに進むよう、議論の手続を整え

る技術である。ファシリテーターは「答え」を示す人ではなく、「プロセス」を整える人である。経営会

議では、完全に中立な第三者が常にいるわけではないため、議長が自らの責任を持ちながらも、手続的公

正を保つことが求められる。

経営会議の議長がファシリテーションスキルを持つことで、以下が実現する。まず、異なる意見を対立

させるのではなく、統合する。次に、発言者の真意を引き出し、表面的な意見対立の背後にある価値観の

違いを明らかにする。さらに、参加者全体が納得できる着地点を見つけるプロセスを支援する。

ファシリテーションスタイルの多様性

議長のファシリテーションスタイルは、その個性や文化的背景の影響を受ける。指示型ファシリテー

ターは、明確な方向性を示し、迅速な判断を促す。スタートアップや危機的状況で有効である。一方、協

調型ファシリテーターは、全員が納得するプロセスを重視し、時間がかかっても包括的な合意を目指す。

重要なのは、スタイルそのものではなく、組織の発展段階と経営課題に適合したスタイルを選択できる

かである。同じ議長でも、戦略策定時と危機管理時で、異なるスタイルを使い分ける必要がある。

ファシリテーションスタイルと組織文化の相互作用

議長のファシリテーションスタイルは、組織全体の文化を形作る。議長が「意見の多様性を歓迎する」

という態度を示せば、メンバーは積極的に異論を唱える。逆に、議長が異論を黙認や否定すれば、組織全

体が「事なかれ主義」に陥る。

つまり、会議文化は、議長の行動選択によって日々作られている。この認識を持つ議長は、自らの一言

一行が組織全体に波及することを理解し、その責任を引き受ける。
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11.5　ボード・サクセッション ― 取締役会の人材計画とリーダー
シップパイプライン

サクセッション・プランの位置づけ

サクセッション・プラン（Succession  Plan）とは、CEO  や経営幹部の後継者育成計画である。日本の

コーポレートガバナンス・コード補充原則4-1③では、取締役会が後継者計画の策定・運用に主体的に関

与し、候補者育成を適切に監督すべきことが示されている。

つまり、サクセッション・プランは CEO 個人の人事判断だけで完結するものではなく、取締役会の戦略

的責務として扱うべきテーマである。必要に応じて指名委員会などが深く関与し、経営会議は候補者を実

戦の中で観察・育成する場として補完的な役割を果たし得る。→ 第17章 17.4節 参照

サクセッション・プランの標準的なステップ

効果的なサクセッション・プランは、以下のステップで実施される。

第一段階：経営戦略の明確化である。将来、企業はどこへ向かうのか、その際にどのような資質の経営

人材が必要かを定義する。戦略と切り離された人材育成は機能しにくい。

第二段階：重要ポジションの特定である。CEO  のみならず、CFO、CTO、事業責任者など、経営上重要

な全ポジションを洗い出す。

第三段階：人材スペックの明確化である。各ポジションに求められる経験、スキル、資質を定義する。

この明確性が、育成計画の質を左右する。

第四段階：候補者の選出である。社内のハイポテンシャル人材を複数、各ポジション別に選定する。一

人の候補者に依存するのは、リスクである。

第五段階：育成計画の作成・実行である。OJT（On the Job Training）、プロジェクト登用、部門ロー

テーション、研修、メンタリングなど、複合的な育成手段を組み合わせる。

第六段階：モニタリングである。実行状況と候補者の成長を、取締役会や指名委員会等で定期的に検証

する。

ボードの人材構成とリーダーシップパイプライン

後継者育成は、CEO  だけでなく、取締役自身の世代交代も含む。ボード・リーダーシップ・パイプライ

ンとは、取締役会の一員となり得る人材を、計画的に社内外で育成し、確保するプロセスである。
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社外取締役を招聘する際も、単発の人事ではなく、中期的に「どのようなボード構成を目指すか」とい

う視点が必要である。経営経験豊富な人材、新興事業に強い人材、財務・法務の専門家など、多様な人材

ポートフォリオを意図的に構築する。

11.6　後継者育成と世代交代における会議の役割

経営会議を育成の場に転換する

サクセッション・プランは、書類上の計画ではなく、実際の会議の中で展開される。CEO  や議長は、会

議の中で後継者候補に発言の機会を意識的に与え、彼らの思考プロセスを観察する。

例えば、難しい経営判断が迫られた場面で、「この課題について、〇〇はどう考えるか」と候補者に問

いかける。その回答の内容だけでなく、判断に至る思考プロセス、他メンバーの意見を聞く姿勢、意思決

定後の行動も同時に観察できる。これは、「実戦の中での育成」である。

同時に、会議での失敗や異なる意見も、育成の貴重な機会である。議長は、候補者が意見を述べた後、

「その意見の根拠は何か」と掘り下げることで、思考の深さを高める支援ができる。

世代交代の透明性と組織の安定

多くの組織では、「次期 CEO は誰か」が曖昧なまま推移し、その発表時に組織全体に混乱が生じる。こ

れを避けるため、計画的な世代交代プロセスが必要である。

もっとも、透明性とは候補者名や評価内容を広く開示することではない。後継者計画は機密性が高いた

め、取締役会、指名委員会、主要な経営幹部など、必要な範囲の関係者の間で、判断基準や育成方針を共

有する意味での透明性を指す。このことで、変化への準備を進めやすくなる。

経営会議や後継者に関する議論が開示される範囲には、法的・競争上の制約がある。そのため、「誰

に」「何を」「どの時点で」共有するかをあらかじめ定めておくことが重要である。

世代交代の重複期間の活用

新リーダーが単独で経営を担うのではなく、一定期間、前任者とともに経営会議に参加させる「重複期

間」を設ける企業がある。この間、新リーダーは経営判断の繊細さを学び、前任者からの信頼移譲も進

む。経営会議は、こうした世代交代の潤滑剤として機能する。
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まとめと実践ポイント

3つの実践ポイント

第一に、議長の役割を明文化し、全員で共有する。議長とは何か、議長が何を決め、何を決めないのか

を明確にすることで、権力の曖昧性を排除する。

第二に、議長のファシリテーションスタイルを、定期的に振り返る。参加者から「議長が意見を一方的

に推し進めていないか」「全員の意見が均等に扱われているか」をフィードバックされ、改善する姿勢が

重要である。

第三に、サクセッション・プランを取締役会や指名委員会で定期的に扱い、経営会議では育成機会を意

図的に設計する。これにより、育成が形式的でなく、実質的な組織投資になる。

リーダーシップの本質

経営会議のリーダーシップとは、権力を行使することではなく、多くの視点を統合し、組織全体が納得

できる方向性を引き出すことである。議長は、その役割を通じて、この本質的なリーダーシップを実践す

る。

参考文献・参考資料

金融庁・東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コード（2021年6月11日改訂）」

金融庁「取締役会の機能強化の取組みに関する事例集」

BoardSource「Board Chair Role and Responsibilities」

Deloitte Insights「Board Effectiveness and the Chair of the Future: Five Fundamental Forces that

Define the Modern Chair's Role」

Harvard Law School Forum on Corporate Governance「Effective Board Leadership: The Art of

Doing It Well and the Risks of Getting It Wrong」
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第12章　参加者の行動と心理

この章の構成

12.1 グループダイナミクスの基礎理論

12.2 心理的安全性と発言の質の関係

12.3 権力勾配（Power Distance）が議論に与

える影響

12.4 集団浅慮（グループシンク）の防止策

12.5 参加者の準備度と当事者意識を高める仕組

み

12.6 「沈黙する参加者」への対応

12.7 社外取締役・独立委員の効果的な参画

この章で学べること

グループダイナミクスの基礎理論と経営会議への応用

心理的安全性がなぜ発言の質を左右するのか

権力勾配が議論参加に与える具体的な影響

グループシンク（集団浅慮）の兆候と防止戦略

沈黙する参加者を発言させるファシリテーション技法

12.1　グループダイナミクスの基礎理論

グループダイナミクスとは何か

グループダイナミクス（Group  Dynamics）は、集団に属する個人の行動と、集団全体の動きが相互作

用する現象を指す。この理論は、ドイツ出身のアメリカの社会心理学者クルト・レヴィンが1940年代に提

唱した。

レヴィンが注目したのは、個人の行動は、その人の性質だけでは決まらないという点である。同じ個人

でも、集団内での立場や集団の雰囲気によって、全く異なる行動を取る。例えば、普段は積極的な人が、

権力のある人が支配する会議では沈黙し、心理的安全性の高い会議では自由に意見を述べる。

この現象の背後には、集団内での圧力、心理状態、他者への認知、相互作用のパターンなど、多くの心

理的・社会的要因が作用している。これらを総合的に理解することが、効果的な経営会議を設計する上で

の基礎となる。
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Google の「プロジェクト・アリストテレス」の示唆

Google  は2012年から、高パフォーマンスを発揮するチームの特徴を調査した「プロジェクト・アリス

トテレス」を実施した。180以上のチームを分析した結果、チームの生産性を決める要因として、以下の5

つが確認された。

心理的安全性 ― メンバーが失敗を恐れず、意見を述べられる状態

信頼性 ― メンバーが自分の責務を果たすと信じることができる状態

構造と明確性 ― ルール、目標、プロセスが明確である状態

仕事の意味性 ― メンバーが自分の仕事に意義を感じている状態

インパクト ― メンバーの仕事が組織に実際の影響を与えていると感じられる状態

Google  の整理では、この5つのうち心理的安全性が最も重要度の高い要素として位置づけられた。ただ

し、これは心理的安全性だけで十分という意味ではない。信頼性、構造と明確性、意味性、インパクトと

いった他の要素も、実際のチーム運営では相互に作用する。実務上は、心理的安全性を「他の要素が機能

する前提に近い条件」と理解すると捉えやすい。

グループダイナミクスの経営会議への応用

経営会議は、企業内で最も力を持つメンバーが集まる場である。だからこそ、グループダイナミクスの

影響は極めて大きい。

議長や経営陣の一人が強い影響力を持つ場合、他のメンバーの発言は自動的に抑制される。逆に、心理

的安全性が確保され、異論が尊重される会議では、組織全体の多様な視点が経営判断に反映される。

つまり、経営会議の質は、参加者個々人の資質ではなく、集団としての心理状態と相互作用パターンに

よって大きく左右される。

12.2　心理的安全性と発言の質の関係

心理的安全性の定義

心理的安全性（Psychological  Safety）とは、メンバーが失敗を恐れず、意見や質問を出せる状態を指

す。言い換えれば、「自分の発言によって、恥をかかされたり、罰を受けたり、拒絶されたりしないとい

う信念」である。

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 
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この概念は、ハーバード・ビジネス・スクールの  Amy  C.  Edmondson  の研究で広く知られるように

なった。彼女は病院のチームを対象とした研究で、心理的安全性が高いチームほど、ミスや懸念が表面化

しやすく、そこから学習が進みやすいことを示した。注目すべきなのは、報告されるエラー件数が多い

チームほど、必ずしも質が低いわけではないという点である。これは、実際にミスが多いというより、ミ

スを隠さず報告し、共有し、改善につなげる文化があると解釈すべきである。

心理的安全性と発言の質

心理的安全性が高い組織では、以下の現象が観察される。

第一に、異論が出やすくなる。自分の意見が尊重され、失敗しても責められないという確信があれば、

メンバーは積極的に異論を唱える。これは、意思決定の質を大幅に高める。

第二に、未成熟なアイデアも提案されやすくなる。実現可能性が不確かなアイデアでも、「まず出し

て、議論の中で磨こう」という姿勢が生まれる。不確実性の高い新規事業や研究開発では、こうした空気

が特に重要になる。

第三に、エラーやネガティブ情報が共有される。隠蔽ではなく、共有されることで、組織全体が同じ現

実を認識し、対応できる。

第四に、質問と学習が促進される。「わかりません」「教えてください」という発言が、弱さや無能さ

の表現ではなく、学習意欲の表現として扱われる。

心理的安全性を高める議長の行動

心理的安全性は、参加者の個性だけで決まるものではない。議長や経営陣がどのような反応を示し、ど

のような運営ルールを作るかによって、大きく左右される。

1．議長が率先して失敗を認める

議長が「以前、自分はこの判断で失敗した」と告白することで、失敗が非難の対象ではなく、学習の機

会であることを示す。

2．意見の多様性を明示的に求める

「異なる意見がある人は手を挙げてください」と、議長が明確に異論を求める。これは、異論が許容さ

れるだけでなく、歓迎される文化を作る。

3．発言した人を肯定的に扱う

たとえ十分に整理されていない意見であっても、「そのような視点もあるのか」と受け止める姿勢を示

す。非難や冷笑は、特に避けるべきである。

4．一部のメンバーへの過度な依存を避ける
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毎回、同じメンバーが発言する状況が続くと、他のメンバーは発言の価値がないと感じ始める。議長

は、意識的に異なるメンバーに発言の機会を与える。

12.3　権力勾配（Power Distance）が議論に与える影響

権力勾配の概念

権力勾配（Power  Distance）は、ホフステッドの文化研究でも広く知られる概念であり、権限の弱い側

が権限の強い側との距離をどのように受け止めるかを表す。経営会議では、公式な職位だけでなく、創業

者としての影響力、過去の成功実績、専門性への信頼なども、実質的な権力勾配を形成する。

経営会議では、議長や経営陣が持つ正式な権力と、成功実績や人格に基づく非公式な権力が、参加者の

発言意欲に大きな影響を与える。

権力勾配が発言を抑制するメカニズム

航空業界では、権威勾配が副操縦士や機関士の異議申し立てを弱める危険が、Crew  Resource

Management  の文脈で繰り返し論じられてきた。1977年のテネリフェ空港事故は、その象徴的な事例と

して参照されることが多い。そこでは、機長の判断に対する懸念が十分に表明されず、確認不足が重大事

故につながった可能性が指摘されてきた。

この現象は、航空業界にとどまらない。医療現場でも、医師への提案や警告が、看護師や他職種から出

にくくなることがある。組織心理学の観点から見れば、これは「権力勾配による発言抑制」の典型例であ

る。

経営会議でも、同様の現象が起きている。CEO  や議長の見方に反対の意見を持つメンバーでも、権力勾

配が急な場合、沈黙を選ぶことが多い。

権力勾配を緩和するための工夫

経営会議において、権力勾配の悪影響を最小化するには、以下の工夫が有効である。

1．発言の前に「反対意見を歓迎する」と明言する

議長が「今の提案に対して、異なる見方をお持ちの方がいたら、ぜひ聞かせてください」と述べること

で、権力勾配の圧力を一時的に緩和できる。

2．ジュニアメンバーを先に指名する

シニアメンバーが先に意見を述べると、ジュニアメンバーはそれに同調する傾向が強まる。逆に、ジュ

ニアメンバーを先に指名することで、独立した意見表明が促される。
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3．CEO が意見を最後に述べる

CEO  が先に意見を述べると、他のメンバーはそれに合わせることが多い。したがって、探索的な議題で

は CEO が最後に意見を述べる方が有効な場面が多い。ただし、危機対応など迅速な判断枠組みの提示が必

要な場面では、先に論点整理を示した方がよいこともある。

4．小分けディスカッション

大人数の会議では権力勾配の影響が強まる。重要論点をいったん少人数で検討し、その後に全体会へ戻

すと、大人数の場では出にくい懸念や代替案が表面化しやすい。

12.4　集団浅慮（グループシンク）の防止策

グループシンクとは何か

集団浅慮（Groupthink）とは、集団が合意に至ろうとするプレッシャーのため、多様な視点からの批判

的評価が抑制される状態を指す。この概念は、アメリカの心理学者 Irving L. Janis が提唱した。

グループシンクが起きた集団の特徴は、以下の通りである。

異質な意見が排除される

集団の判断能力に対する過度な自信

異論者への直接的または間接的な圧力

不都合な情報の過小評価

意思決定の質の低下と危機的な判断ミス

歴史上の有名な失敗事例として、ピッグス湾侵攻の失敗が挙げられる。高位の政策決定者たちが、作戦

の前提やリスクを十分に吟味しないまま合意へ傾いたことが、グループシンクの典型例として分析されて

きた。

グループシンクの兆候

経営会議でグループシンクが発生していないかを診断するには、以下の兆候に注意する必要がある。

1．異論が表明されない

議題について、複数の視点からの意見交換がなく、参加者が一致した見方を示す。

2．「みんな同じ考え」という幻想

• 

• 

• 

• 

• 
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実際には異論を持っているメンバーがいても、表面上の同意によって「全員が納得している」という思

い込みが生じる。

3．異論を唱えた人への間接的な圧力

「不安をあおる」「チームの足を引っ張る」というニュアンスを込めた発言で、異論者を周辺化させ

る。

4．外部の声や専門家の意見が軽視される

「部外者は実情を理解していない」という判断で、ステークホルダーや専門家からのアドバイスが無視

される。

グループシンク防止の戦略

1．複数のシナリオを検討する

一つの選択肢ではなく、複数の代替案を並行して検討する。各案のメリット・デメリットを徹底的に議

論する。

2．批判的評価者の役割を設定する

議論の中で、意図的に反論や疑問を提起する役割を誰かに与える。この人は、本来の意見がどうであ

れ、その役割に徹する。

3．外部の意見やベストプラクティスを積極的に取り入れる

競業他社の事例、業界レポート、顧問・アドバイザーの視点を会議に持ち込む。新しい視点が、既存の

判断を揺さぶる。

4．会議後の個別フォローアップ

会議では発言しなかったメンバーに対して、議長が一対一で「実際のところどう思うか」と尋ねる。本

来の意見を掘り起こす。

5．意思決定を一度寝かせる

重要な決定については、会議後に一定期間を設けて、メンバーがさらに考える時間を持つ。その後に再

度集合し、追加の意見や疑問がないかを確認する。
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12.5　参加者の準備度と当事者意識を高める仕組み

準備度が発言の質を決める

経営会議の参加者が、十分な準備をして会議に臨んでいない場合、質的で深い議論は成立しない。準備

度の低いメンバーは、事前情報が不足しているため、表面的な質問や的外れなコメントをしてしまい、時

間を無駄にする。

逆に、メンバーが事前に資料を読み込み、自らの立場で考察し、質問や提案を用意して参加する場合、

議論は飛躍的に深まる。

準備を促す仕組み

1．アジェンダの事前配布

重要議題では、少なくとも数営業日前には、具体的なアジェンダを配布する。大型案件や事前検討が必

要な議題では、1週間程度前から論点を知らせておくと、準備しやすい。

2．背景資料の充実

単なる数字ではなく、「なぜこの議題が今重要なのか」という背景を説明する資料を含める。メンバー

が、議論の文脈を理解することで、より質の高い意見が出やすくなる。

3．準備のための最低限の時間確保

「遅くとも前日までに資料を送る」「重要案件はそれ以前に共有する」というルールを守ることで、メ

ンバーに準備時間を確保させる。直前配布は、重要会議では避けるべきである。

4．個別の準備依頼

「今回の議題はあなたの領域と関わりが強いので、特に準備をお願いします」というように、選別的に

メッセージを送る。

当事者意識の醸成

単なる準備だけでなく、メンバーが「この会議で自分の意見が実装される可能性がある」と信じること

が、当事者意識につながる。

1．意見が実装された事例の共有

「前回、〇〇メンバーが提案した施策は、実際に実行され、△△という成果をもたらした」という

フィードバックを定期的に行う。これが、メンバーの発言と現実のつながりを認識させる。
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2．議論の帰結の明示

会議の結論として「何を決定したのか」「次回までに誰が何をするのか」を明確にする。→  第10章

10.3節 参照

12.6　「沈黙する参加者」への対応

なぜ優秀なメンバーが沈黙するのか

経営会議に参加していながら、ほぼ発言しないメンバーが存在する。このメンバーの中には、実は深い

思考を持ち、本来なら重要な示唆を提供できる人材がいる。

沈黙の原因は、様々である。権力勾配が大きすぎる場合もあれば、自分の意見が十分に検証されていな

いため、発言を躊躇する場合もある。また、自分の専門領域ではないと判断し、発言の権利がないと思い

込む場合もある。

沈黙するメンバーを引き出すテクニック

1．直接的な指名

「〇〇さんはこの領域の経験が豊富だと思うのですが、どのようにお考えですか」と、議長が明示的に

発言の機会を与える。

2．非難のない質問

「その見方もありますね。ただし、△△という懸念はないでしょうか」というように、異論を唱える際

も、相手を否定していない姿勢を示す。

3．小分けディスカッション

大人数での議論では発言しない人でも、3～4人の小グループでは積極的に発言することが多い。その

後、小グループでの議論をメインの会議に統合する。

4．事前の個別相談

会議の前に、沈黙するメンバーと一対一で相談し、「この議題についてどう考えるか」を聞く。そし

て、会議中に「〇〇さんが事前に指摘していた点ですが、みんなでも考えてみましょう」と紹介する。

5．書面やメールで意見を徴求する

会議の後、メール等で「この議題について追加の意見があったら、コメントをください」と促す。書き

言葉であれば、発言しやすいメンバーもいる。
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沈黙することの尊重

ただし、重要な注記として、全メンバーが頻繁に発言する必要はない。思考型で、十分に考察した後に

意見を述べるメンバーもいれば、聞き手に徹することで判断を深める人もいる。議長の役割は、「全員が

発言する」ことを強制することではなく、「発言したいメンバーが自由に発言できる環境を確保する」こ

とである。

12.7　社外取締役・独立委員の効果的な参画

社外取締役の役割と効果

日本企業でも、コーポレートガバナンス・コード対応や投資家からの要請を背景に、社外取締役の活用

は一段と重要になっている。会社法上の社外取締役には一定の要件があり、上場会社の実務では、取引所

の独立性基準を満たす独立社外取締役の役割が特に重視される。ここでは、独立した立場から経営への助

言と監督を担う社外取締役を念頭に置く。

社外取締役の主要な役割は、組織内では見落としやすい観点から助言を行い、重要な意思決定を通じて

経営を監督することである。長年、同じ企業文化の中にいるメンバーには、その文化の「当たり前」が見

えにくくなる。社外取締役は、その「当たり前」を点検し、利益相反や少数株主を含むステークホルダー

の視点を反映する存在である。

重要なのは人数の多さだけではない。独立性、専門性、情報アクセス、発言しやすい運営が揃って初め

て、社外取締役は実質的に機能する。

社外取締役の参画を阻害する要因

ただし、社外取締役が実際に機能するには、いくつかの障害を乗り越える必要がある。

1．情報アクセスの不足

取締役会の限られた資料だけでは、経営会議で検討された背景、代替案、迷った論点が見えにくい。こ

れでは、十分な検証ができない。

2．権力勾配による発言抑制

創業者色の強い会社やトップの影響力が大きい会社では、社外取締役であっても、率直な異論を出しに

くくなることがある。

3．企業文化や事業理解の不足

短期間の関与では、企業独特の文化や履歴を理解できず、的確でない提言をしてしまう可能性がある。
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社外取締役を効果的に機能させるための工夫

1．定期的な個別面談と事前説明

会議とは別に、社外取締役が CEO や経営陣、必要に応じて事務局と対話できる場を設ける。重要議題の

前後に短いブリーフィングを行うだけでも、情報の非対称性はかなり縮まる。

2．就任初期のオンボーディング

就任初期には、事業構造、主要リスク、組織文化、主要な意思決定プロセスを理解するための学習機会

を意図的に設ける。現場訪問や部門説明を組み合わせると、質問の質が上がりやすい。

3．スキル・マトリクスに基づく構成

財務、技術、法務、グローバル経営、人材戦略など、自社に必要な観点を補うように社外取締役を構成

する。単なる人数合わせではなく、取締役会全体として何を補完したいのかを明確にすることが重要であ

る。

4．社外取締役同士と事務局の連携

2人以上の社外取締役がいる場合、彼ら同士で事前相談できる場や、筆頭独立社外取締役、委員会事務

局との連携経路を整える。孤立を防ぐことで、論点整理や問題提起がしやすくなる。

制度上の位置づけや独立性の詳細は第17章 17.5節、情報の非対称性への対処は第24章 24.3節を参照。

まとめと実践ポイント

4つの実践ポイント

第一に、心理的安全性の現状を定期的に診断する。参加者に対して「この会議で、意見を言いやすい

か」「失敗しても大丈夫だと感じるか」を定期的にサーベイし、改善の参考にする。

第二に、権力勾配を意識的に緩和する工夫を組み込む。CEO  が意見を最後に述べることが有効な場面を

増やす、ジュニアメンバーを先に指名する、少人数討議を活用するなど、意図的な工夫が組織文化に影響

を与える。

第三に、グループシンクの兆候を早期に発見し対処する。異論が出ない状態が続くことは、危険信号で

ある。複数のシナリオ検討、批判的評価者の設定、外部意見の取り入れなど、多角的な対策を講じる。

第四に、社外取締役の力を最大限に引き出す環境を整える。独立性だけでなく、情報提供、オンボー

ディング、専門性の補完、連携体制の構築まで含めて設計する必要がある。
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グループダイナミクスへの向き合い方

経営会議の効果性は、参加者の資質の合計ではなく、集団としての心理状態と相互作用パターンで決ま

る。これは、逆に言えば、その心理状態と相互作用を意図的に設計することで、会議の質を大幅に高めら

れることを意味する。議長と経営陣は、この可能性を自覚し、組織文化作りに注力すべきである。

参考文献・参考資料

Kurt Lewin, "Frontiers in Group Dynamics", Human Relations, 1947.

Amy C. Edmondson, "Psychological Safety and Learning Behavior in Work Teams", Administrative

Science Quarterly, 1999.

Google re:Work, "Understand team effectiveness".

Irving L. Janis, Victims of Groupthink, 1972.

Geert Hofstede, Culture's Consequences, 1980.

金融庁「社外取締役のことはじめ」の公表について

金融庁「取締役会の機能強化の取組みに関する事例集」
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第13章　コンフリクトマネジメント

この章の構成

13.1 経営会議における対立の類型 ― タスク対

立と関係性対立

13.2 建設的対立を促進する文化づくり

13.3 感情的対立のデエスカレーション技法

13.4 派閥形成と政治的駆け引きへの対処

13.5 膠着状態の打破 ― ブレイクアウト・第三

者介入・段階的合意

13.6 対立後の関係修復とチームビルディング

この章で学べること

経営会議における対立の分類と各々の対処法

タスク対立が建設的な機能を果たす条件

関係性対立を早期に検出し、感情的対立へのエスカレーション防止

グループシンクを避けるための意図的な対立の活用

対立後の関係修復とチームビルディング

13.1　経営会議における対立の類型 ― タスク対立と関係性対立

対立の2つのタイプ

経営会議で生じる対立は、その性質によって大きく2つに分類される。この分類は、対立を「悪いも

の」とみなすのではなく、「タイプに応じた対応が必要なプロセス」として捉えるための基本である。

**タスク対立（Task  Conflict）**とは、業務内容、目標設定、実行手順、戦略的方向性に関する意見の

相違である。例えば、新規事業への投資額をめぐって、「大きく投資すべき」という意見と「段階的に進

めるべき」という意見が対立する場合である。このタイプの対立は、条件次第で経営判断の質を向上させ

る可能性を持つ。論点が明確で、相互尊重が保たれ、関係性対立へ転化しない限り、異なる視点からの検

証がより良い意思決定につながりやすい。

第Ⅴ部　人と組織のダイナミクス

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

第Ⅴ部　人と組織のダイナミクス 第13章　コンフリクトマネジメント

167



**関係性対立（Relationship  Conflict）**とは、個人的な感情、人格、相互好感度に基づく対立であ

る。例えば、「あの人が提案しているから反対」「彼との関係が悪いので、彼の意見には従いたくない」

という個人的感情が原因の対立である。このタイプの対立は、組織の雰囲気を害し、判断の質を低下させ

やすい。仕事上の対立が個人的な感情へと転化すれば、チーム全体のモラルと生産性は大きく損なわれ

る。

タスク対立の機能的側面

先行研究では、タスク対立は常に有益というわけではないものの、関係性対立との結びつきが弱く、論

点が明確な場合には、以下の利点をもたらしうるとされる。

第一に、創造性とイノベーションの促進である。単一の視点からは生まれない新しい考え方が、対立を

通じて引き出される。複数の代替案が徹底的に検討されることで、より優れた最終案が生まれる。

第二に、意思決定の検証と改善である。反対意見を述べるメンバーは、無意識に提案の欠点を指摘す

る。これが修正の機会となり、実行前の判断ミスを減らす。

第三に、参加者の当事者意識の向上である。自分の意見が尊重され、検討される経験を通じて、メン

バーは「この会議は自分の貢献が重要」と認識する。

第四に、組織学習の深化である。対立を乗り越えるプロセスで、参加者は相互に理解を深め、個々の知

識や経験を共有する。

関係性対立の早期対応

関係性対立は、初期段階での介入が極めて重要である。個人的感情が深く根ざすと、修復に大きな時間

と努力が必要になる。

議長は、以下の兆候に注意する必要がある。

意見の反対が、相手の人格否定へと転化する

同じメンバー同士の対立が繰り返される

対立が他のメンバーへと波及する

これらの兆候を見つけたら、早めに以下の対応を取る。

対立の中心メンバーと個別に面談し、感情的な背景を理解する

「この議題は重要だが、個人的な感情は別問題」という線引きを明確にする

必要に応じて、その議題の議論を別の回に先延ばしする

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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13.2　建設的対立を促進する文化づくり

建設的対立の定義と条件

建設的対立（Constructive  Conflict）とは、タスク対立を適切に管理し、組織の学習と判断の質向上に

活かす状態である。この状態では、複数の視点が率直に表現され、相互に尊重される。

建設的対立が成立するには、以下の条件が不可欠である。

第一に、多様な意見の出現が、活発な組織活動の証として認識されていることである。議長や経営陣が

「異なる意見が出るのは良いこと」と明示的に述べ、その姿勢を行動で示す必要がある。

第二に、意見の相違そのものが問題ではなく、その相違をどう解消するかというプロセスが重要である

という共通認識である。相違が存在すること自体は自然であり、その相違を無視したり、強制的に一致さ

せたりするのではなく、対話を通じて理解を深めることが価値である。

第三に、心理的安全性である。失敗を恐れず、異論を述べられる環境がなければ、建設的対立は生まれ

ない。→ 第12章 12.2節 参照

建設的対立を促進する具体的施策

1．複数のシナリオ検討の制度化

経営判断の場面で、「このシナリオが最善」という一つの案だけでなく、複数の代替案を並行して検討

するプロセスを組み込む。各案について、異なるメンバーが支持者と批判者の立場を担当し、徹底的に議

論する。

2．「悪魔の提唱者」の役割設定

ラテン語で「Advocatus Diaboli」と呼ばれるこの手法は、本来の意見がどうであれ、意図的に反論や疑

問を提起する役割を誰かに与えるものである。この人は、提案の欠点や懸念点を体系的に指摘し、提案者

が根拠を再点検するよう促す。

3．意見の発表者と検証者の分離

ある提案を述べた人が、同時に批判に反論すると、個人的感情が混じりやすい。代わりに、提案者は一

度引き下がり、別の人（例えば、事務局や企画部門）が提案を検証し、質問を整理してから、改めて提案

者とディスカッションする形式も有効である。

4．外部の視点の定期的な導入
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同じメンバーだけで議論すると、組織内での「常識」や「慣例」が対立を抑制する。顧問、業界専門

家、競業他社の事例、海外企業のベストプラクティスなど、外部の視点を定期的に会議に持ち込むこと

で、新しい対立軸が生まれる。

建設的対立と意思決定スピードのバランス

建設的対立を大切にする一方で、経営会議は決定を下す機関でもある。対立を無期限に引き延ばせば、

意思決定は遅延し、市場機会を失う。

バランスを取るためには、意思決定プロセスの段階を明確にすることが有効である。

情報収集・検討段階では、多様な意見を大歓迎し、対立を奨励する

意思決定段階では、一定の期限を設け、その期限内の対立は尊重するが、期限後に新たに出た論点は必

要に応じて次回議題へ回す

実行段階では、決定に反対していたメンバーでも、決定後は全力で実行に当たる「Disagree and

Commit」の文化を定着させる

13.3　感情的対立のデエスカレーション技法

エスカレーションの進行プロセス

ある時点で個人的な感情が絡まなかった対立でも、時間とともにエスカレーション（激化）することが

ある。このプロセスを理解することで、初期段階での介入の重要性が明らかになる。

段階1：異なる意見の表明 複数の視点から意見が述べられる。この段階では、対立は純粋にタスク的で

ある。

段階2：相互の反論と防御的姿勢 自分の意見を支持するための反論が強まり、相手の意見への批判が厳

しくなる。まだ、個人的感情が入り始めた初期段階である。

段階3：個人的な感情の混入 「あの人が言っているから反対」という個人的感情が入り始める。相手の

動機や人格に対する疑惑が生じる。

段階4：派閥の形成 対立が二者間だけでなく、周囲を巻き込み始める。「どちらの側に立つか」という

二者択一が組織全体に広がる。

段階5：関係の決裂と交渉不可能な状態 相互信頼が完全に失われ、対話が成立しなくなる。

• 

• 

• 
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デエスカレーションの時間軸

重要な認識として、エスカレーションは徐々に進むが、デエスカレーション（沈静化）は意識的な努力

を要し、エスカレーション以上に時間がかかるということである。

段階3～4に到達した対立は、修復に時間がかかりやすく、複数の介入を要することも多い。このため、

段階1～2での早期介入が極めて重要である。

デエスカレーション技法

1．対立当事者の個別面談

議長や信頼できる仲介者が、対立の各当事者と個別に面談する。その際、相手を非難するのではなく、

「あなたの立場や感情を理解したい」という姿勢を示す。

2．感情と内容の分離

「〇〇さんは、システム導入のタイミングについて懸念をお持ちですね。その懸念は理解できます。た

だし、△△さんの見方も、リソース効率の観点からは合理的です。この2つの観点をどうバランスさせるか

が、本来の問題です」というように、感情的な対立から、タスク的な問題へと再フレーミングする。

3．共通の利益の確認

対立している両者に、「あなたたちは、会社の成功を望んでいる点では一致していますね」と、共通の

目標を想起させる。個人的感情を乗り越える、より大きな共有目標を明示する。

4．時間の使用

急速なデエスカレーションを無理に促すのではなく、一度対立を「棚上げ」し、一定期間をおいて再度

議論する。その間に、感情的な高ぶりが冷め、より冷静な判断が可能になることがある。

5．第三者による調停

対立が深くなった場合、組織内の信頼できる第三者（例えば、会長、非対立的なシニア経営者など）が

調停に当たることが有効。外部の専門家（コンサルタント、調停人など）を導入する選択肢もある。
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13.4　派閥形成と政治的駆け引きへの対処

派閥形成のメカニズム

初期の対立が対立当事者間だけで完結しているうちは、まだ対応の余地がある。しかし、その対立に周

囲が巻き込まれ始め、「AさんとBさんのどちらを支持するか」という二項対立が組織全体に波及すれば、

派閥が形成される。

派閥の形成には、以下のメカニズムが作用する。

利益の共有 一方の派閥に属することで、自分たちも利益が得られるという認識。例えば、「Aさんが昇

進すれば、Aさんの配下にいる自分たちも昇進チャンスが増える」という計算。

相互依存と同調圧力 派閥に属することで、その派閥の他メンバーからのサポートが得られるという安心

感。同時に、派閥から外れることへの不安。

権力空白の埋め合い 対立が激化する中で、経営陣の権力関係があいまいになると、派閥は独自の権力構

造を形成する。

派閥形成の悪影響

派閥が形成されると、以下の負の現象が生じる。

情報流通の断裂。派閥間で情報が共有されず、組織全体の意思決定が歪む。

人事評価の公平性が失われる。昇進や配置が、実績ではなく、派閥帰属で決まるようになる。

創造的なコラボレーションが失われる。派閥間の人材交流が減少し、イノベーションが低下する。

離職と人的流出。多くの有能な人材が、派閥関係から外れることで、社外への転職を検討し始める。

派閥形成の防止と解体

1．経営陣内の権力構造の明確化

派閥が形成される背景には、「誰が最終的に決定するのか」が不明確な状態がある。議長やCEO  が、自

らの権力と責任を明確に示すことで、派閥の吸収力を奪う。

2．人事評価基準の透明化

昇進や配置が、実績と能力に基づき、透明なプロセスで決定されることが明示されれば、派閥に属する

ことの功利的メリットが減少する。

3．派閥横断的なプロジェクトチームの構成

• 

• 

• 

• 
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異なる派閥に属する人材を同じプロジェクトに配置することで、派閥を超えた協力関係が生まれやすく

なる。

4．派閥リーダーへの直接的な働きかけ

派閥の形成者（多くの場合、シニアメンバー）に対して、議長が直接面談し、「派閥化は組織全体に悪

影響を与える」という明確なメッセージを伝える。その上で、派閥リーダーが主体的に派閥を解体する支

援を行う。

13.5　膠着状態の打破 ― ブレイクアウト・第三者介入・段階的合意

膠着状態の定義と発生メカニズム

膠着状態（Stalemate）とは、対立が完全に硬直し、どちらの側も譲歩せず、合意に向かう方向性が全

く見えない状態である。

膠着状態に至った対立では、以下の特徴が見られる。

対立当事者は、相手との対話を放棄している

「こちらは譲歩の余地がない」という強硬な立場を保持している

仲介者の提案さえも拒否する傾向

時間経過とともに、感情的な対立がさらに深まる

この状態に陥ると、対立の解決は経営会議の内部だけでは不可能になる場合が多い。

ブレイクアウト（外部リソースの導入）

膠着状態から抜け出すための方法の一つが、ブレイクアウト（Breakout）である。これは、組織内のリ

ソースだけでなく、外部の視点や専門知識を導入することで、対立に新しい次元をもたらす手法である。

第一に、外部顧問やコンサルタントの導入である。対立と直接の関係のない、しかし信頼できる業界顧

問に、問題の分析を依頼する。その顧問が「別の視点から見ると、こういう考え方もある」と提示するこ

とで、対立当事者の硬化した思考に柔軟性が生まれることがある。

第二に、業界ベストプラクティスの研究である。「競業他社は、この種の課題にどう対応しているの

か」という情報を導入することで、「どちらか一方が完全に正しい」という二項対立の構図を超える。

第三に、海外拠点やグループ企業の事例の導入である。グループ企業の別部門が、同じような課題にど

う対応したかを学ぶことで、対立に新しい解決策の可能性が見えることがある。

• 

• 

• 
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第三者介入による調停

外部リソースの導入と並行して、信頼できる第三者による調停（Mediation）が有効である。

調停者の役割は、判断を下すことではなく、対立当事者が自らの利益と相手の立場を理解し、納得でき

る着地点を見つけることをサポートすることである。

効果的な調停者の条件は以下の通りである。

対立当事者の双方から信頼されている

対立の内容について、基本的な知識を有している

調停を通じて、自分自身が利益を得ることがない（中立である）

一時的な火消しだけでなく、その後の関係維持も視野に入れられる

段階的合意（Incremental Agreement）

完全な解決が困難な場合、段階的に合意を積み重ねることで、対立を沈静化させる方法もある。

例えば、「大きな戦略方向については、引き続き議論するが、それまでの間、以下の事項については合

意する」という形で、合意可能な部分から着手する。

段階的合意の利点は以下の通りである。

小さな合意によって、対立当事者に「進展がある」という実感をもたらす

小さな成功体験を積み重ねることで、相互信頼が徐々に回復する

その間に、大きな議題についての新しいアイデアが生まれる可能性がある

13.6　対立後の関係修復とチームビルディング

対立後の関係修復の重要性

対立が「解決」したからといって、関係が自動的に修復されるわけではない。かつての対立当事者は、

なお心理的な距離感を保ち、相互の信頼は傷ついたままである。この状態が続くと、経営会議の雰囲気は

重くなり、参加者全体のモラルが低下する。

関係修復は、「対立の終結」の直後こそが、最も重要な時期である。この時期に、経営陣と議長が意図

的に関係修復を進めないと、感情的なしこりが深く根ざし、後々の対立をより大きなものにしてしまう。

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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関係修復のプロセス

第一段階：対立当事者間の直接面談

対立が解決した直後、議長が仲介して、対立当事者同士が改めて面談する機会を作る。その際、議長や

仲介者が同席することで、対話の安全性を確保する。

この面談では、「なぜあの意見が出たのか」「相手の懸念は何だったのか」という相互理解を深めるこ

とが目的である。非難や後悔の言葉ではなく、相互の価値観と懸念への理解を追求する。

第二段階：共同プロジェクトへの参加

関係修復に有効な方法の一つが、対立した両者を同じプロジェクトに配置することである。共通の目標

に向かって協働する経験を通じて、相互信頼が回復されやすい。

この際、プロジェクトの構成は慎重に検討する必要がある。感情的対立が強く残る段階で無理に同席さ

せると逆効果になり得るため、一定程度沈静化した後に、両者が実行フェーズで協力できる構成を選ぶ方

が望ましい。

第三段階：経営会議での建設的な協力の実績作り

次の経営会議で、かつての対立当事者が協力して、あるテーマについて意見を述べる機会を作る。組織

全体に「あの二人は協力できる」というメッセージが伝わることで、対立の負の影響を払拭できる。

チームビルディングを通じた組織学習

対立を経験したチームは、その対立を乗り越えることで、より強いチームに生まれ変わる可能性を持

つ。このプロセスを、組織全体の学習に活かすことが重要である。

第一に、対立の経験を共有する文化作りである。対立が起きたことを隠蔽するのではなく、「どのよう

な対立が起き、どのように解決したか」を組織全体で共有する。これにより、同じような対立が他の部門

で起きた場合に、その解決策が参考になる。

第二に、対立から学んだ教訓を組織ルールに組み込むことである。例えば、「戦略的な判断の場では、

複数の視点から検討する」というプロセスは、一度の対立を通じて学ばれたルールとして、組織全体に定

着させる。

第三に、チーム内での相互信頼をさらに深める工夫である。定期的なオフサイトミーティング、チーム

の価値観についての対話、メンバー同士の交流機会の増加など、関係性を深める施策を意図的に進める。
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対立を経た組織の強さ

対立を適切に扱い、それを乗り越えたチームは、単に対立を抑え込んだチームよりも、以下の点で強み

を持ちやすい。

意思決定の質が高まりやすい。多角的な検証を経ているため、判断の抜け漏れが減る。

メンバーの当事者意識が強まりやすい。対立を乗り越える過程で、メンバー個々が「この組織の一部」

という感覚を深める。

新しい状況への適応力が高まりやすい。対立を通じて、メンバーは相互の立場を理解し、柔軟な思考の

習慣を身につける。

相互理解が深まりやすい。表面的な同調では見えなかった価値観や懸念が共有される。

まとめと実践ポイント

4つの実践ポイント

第一に、対立をネガティブに見なす文化を変える。「対立が起きるのは問題ではなく、対立にどう対応

するかが問題」という認識を、経営陣が率先して示す。これにより、対立が隠蔽されず、早期に対応され

る組織文化が形成される。

第二に、タスク対立と関係性対立を見分け、それぞれに適切に対応する。タスク対立は奨励し、関係性

対立は早期に沈静化させる。この区別がなければ、建設的な対立も、有害な対立も同じレベルで扱われて

しまう。

第三に、膠着状態に陥る前に、外部リソースと第三者の力を活用する。対立が深くなる前に、早期に外

部の視点と調停を導入することで、対立が関係破裂に至ることを防ぐ。

第四に、対立の解決後、関係修復とチームビルディングに時間と資源を投じる。対立を乗り越えたチー

ムは、より強い組織になり得る。その潜在能力を活かすために、意図的な関係構築が必須である。

コンフリクトマネジメントの本質

経営会議において、対立を「避けるべき悪」と見なすか、「活かすべき資源」と見なすかで、組織の学

習能力と判断の質が大きく異なる。コンフリクトマネジメントの本質は、対立を排除することではなく、

対立の性質を理解し、それぞれに適した対応を通じて、組織全体の知恵と結束を高めることにある。

• 

• 

• 

• 
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第 Ⅵ 部

テクノロジーとツール
第Ⅵ部　テクノロジーとツールに含まれる論点をまとめて

読み進めるための区切りページ。 



第14章　会議支援テクノロジーの全体像

この章の構成

14.1 会議管理プラットフォーム（ボードポータ

ル）

14.2 オンライン会議システムの選定と運用

14.3 議事録・文字起こしツール

14.4 タスク管理・プロジェクト管理ツールとの

連携

14.5 BI・ダッシュボードツールの会議活用

14.6 電子署名・電子決裁との統合

14.7 セキュリティとアクセス管理

この章で学べること

会議管理プラットフォーム（ボードポータル）の役割と選定観点

オンライン会議システムを、機能要件と運用方針から選ぶ方法

AI議事録・文字起こしツールの実務的な使い分け

会議で決まった事項を、タスク管理・決裁・記録へつなぐ設計

セキュリティ、個人情報保護、アクセス管理で外してはいけない論点

14.1　会議管理プラットフォーム（ボードポータル）

14.1.1　ボードポータルの位置付け

会議管理プラットフォーム、特にボードポータル（Board  Portal）は、取締役会や経営陣会議のよう

に、機密性が高く、資料配布履歴や意思決定の追跡可能性が重要な会議を支えるための基盤である。

紙資料の配布やメール添付中心の運用では、最新版がどれか分からなくなる、誤送信や持ち出しの追跡

が難しい、社外取締役や監査役への情報提供が属人的になる、といった問題が起きやすい。ボードポータ

ルは、こうした問題を抑え、資料配布、閲覧、注記、議事録、決定事項管理を一つの流れで扱いやすくす

る。

ただし、ツールを入れればガバナンスが自動で強くなるわけではない。社外取締役への情報の非対称性

を埋めるには、事前説明、補足資料、個別対話などの運用も不可欠である。→  第17章  17.5節、第24章

24.3節 参照

第Ⅵ部　テクノロジーとツール
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14.1.2　主要機能

ボードポータルに求められる主な機能は、次の通りである。

資料の一元管理と版管理

会議資料、参考資料、議案書、別紙を一元管理し、最新版を明確にする。差し替えが発生しても、参加

者がどの版を見ているかが分かることが重要である。

アクセス権限と閲覧履歴の管理

誰がどの資料にアクセスできるかを制御し、閲覧・更新・削除の履歴を残す。機密度の高い議題では、

閲覧のみ、編集可、再配布禁止など、権限の粒度が細かいほど運用しやすい。

アジェンダ、議事録、決定事項の連動

会議のアジェンダ、当日の記録、決定事項、アクションアイテムを一つの流れで残せると、会議後の追

跡が容易になる。単なる資料置き場ではなく、「その会議で何が決まり、次に何が必要か」をつなげられ

ることが重要である。

注記、質疑、事前レビューの支援

取締役や参加者が事前にコメントを書き込み、会議前に論点を整理できる機能は有用である。社外取締

役や遠隔地の参加者にとっては、会議前の理解を深める補助線になる。

14.1.3　最近の動向

最近の会議管理プラットフォームは、単なる資料配布ツールから、会議前後の業務をつなぐ基盤へ広

がっている。代表的な動向は次の3つである。

AI補助機能の組み込み

会議の要約、論点抽出、アクション候補の整理、過去会議の検索補助などを、AIが支援する方向が強

まっている。ただし、生成結果はあくまで下書きであり、正式記録は人間が確定させる前提で扱うべきで

ある。

モバイル対応と社外参加者への配慮

取締役や監査役は移動中に資料を確認することも多い。タブレットやスマートフォンでの閲覧性、オフ

ライン閲覧、認証のしやすさは、実際の利用率を左右する。

周辺業務との連携強化

文書管理、電子決裁、ID管理、監査ログ、タスク管理との連携が重視されている。個別機能の多さよ

り、会議運営全体の流れに無理なく乗るかを見る方が重要である。
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14.1.4　選定ポイント

ボードポータルの選定では、製品名より、次の観点で比較した方が失敗しにくい。

会議体との適合性

取締役会、経営会議、委員会、プロジェクト会議では、必要な厳格さが異なる。まずは、どの会議に導

入するのかを明確にする。

情報アクセス設計

社外取締役、監査役、事務局、執行側で、必要な情報と権限は異なる。誰にどこまで見せるか、誰が差

し替えられるかを先に設計する。

セキュリティと法令対応

重要なのは「GDPR認証」や「J-SOX認証」の有無ではなく、自社に適用される法令や内部統制要件に対

して、どのような機能と運用で対応できるかである。監査ログ、保存先、バックアップ、委託先管理、

データ削除手順を確認する。

既存システムとの接続

メール、カレンダー、文書管理、電子決裁、ID管理と連携できるかを確認する。新しい島を一つ増やす

より、既存運用に自然に接続できる方が定着しやすい。

運用負荷とサポート

事務局が日常的に使いこなせるか、社外役員への初期案内をどう行うか、障害時の支援が受けられるか

も重要である。

14.2　オンライン会議システムの選定と運用

14.2.1　代表的な選択肢の見方

オンライン会議システムは、個別製品ごとの差よりも、どの思想のツールを選ぶかで使い勝手が変わ

る。

会議特化型

Zoom や Webex のように、会議そのものの安定性、参加体験、ブレイクアウト、ウェビナー機能などに

強みを持つタイプである。外部参加者を招く会議や、大人数会議に向くことが多い。
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グループウェア統合型

Microsoft Teams や Google Meet のように、チャット、ファイル共有、カレンダー、ドキュメント協業

と一体で使うタイプである。会議前後の情報連携がしやすく、社内標準ツールとして採用しやすい。

高セキュリティ・閉域利用重視型

機密性が特に高い組織では、一般的なクラウド会議サービスではなく、閉域網、国内運用、厳格な統制

を重視した構成が必要になる場合がある。これは機能比較より、組織のセキュリティ方針に合うかで判断

する領域である。

実務上は、「最も高機能な製品」を選ぶより、「自社の標準ワークフローと最も自然につながる製品」

を選ぶ方が成功しやすい。

14.2.2　選定フレームワーク

オンライン会議システムを選ぶときの判断軸は、次の通りである。

目的と利用シーン

経営会議、社内定例、ウェビナー、採用面接、グローバル拠点会議では、必要機能が異なる。経営会議

なら機密性と記録性、全社会議なら参加人数と配信安定性、国際会議なら遅延や字幕機能が重要になる。

既存基盤との親和性

既に Microsoft 365 や Google Workspace を広く使っている組織では、その中で会議を完結できる方が

運用しやすい。会議だけ別製品にすると、権限管理やファイル共有が複雑になりやすい。

外部参加者対応

取引先、顧問、候補者、社外取締役など、社外者が参加しやすいかを確認する。アカウント作成の要

否、ブラウザ参加、待機室、録画権限の制御は重要である。

会議室設備との整合

ハイブリッド会議が多い場合は、個人PCだけでなく、会議室カメラ、マイク、ルームシステムとの相性

を見る必要がある。→ 第15章 15.2節 参照

セキュリティと記録ポリシー

録画保存先、チャット保存、字幕データの扱い、ゲスト参加時の制御、MFAやSSOへの対応などを確認

する。

コスト構造
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ユーザー課金、会議室課金、ウェビナー追加費用、録画容量など、コストの単位を確認する。導入後に

録画や外部参加だけが別課金になり、予算超過することは珍しくない。

14.2.3　運用上の工夫

導入後の使い勝手は、運用設計で大きく変わる。

用途ごとの標準ルールを決める

「取締役会・経営会議はA」「日常会議はB」のように用途を決めるか、「原則一つに統一する」かを先

に決める。使い分けの理由が曖昧だと、ツールが乱立する。

主催者運用を標準化する

共同ホスト、録画権限、待機室、画面共有権限、チャット保存の設定を標準化する。主催者ごとに設定

が違うと、毎回混乱が起きる。

更新とサポートの仕組みを持つ

会議ツールは更新頻度が高い。新機能の評価、既定設定の見直し、問い合わせ窓口、簡単なFAQ整備が

必要である。

14.3　議事録・文字起こしツール

14.3.1　AI文字起こしツールの現状

AI議事録・文字起こしツールは、会議支援テクノロジーの中でも導入効果が分かりやすい領域である。

音声をテキスト化し、話者を識別し、決定事項やアクションアイテム候補を整理するところまで、自動化

できる製品が増えている。

ただし、精度は一定ではない。次の条件で結果は大きく変わる。

音質が良いか

発言が重ならないか

固有名詞や専門用語が多すぎないか

対面会議で、誰が話しているか識別しやすいか

したがって、AI生成の議事録は「完成版」ではなく「修正前提の初稿」と位置づける方が安全である。

特に経営会議では、決定の条件、保留論点、留意事項が抜けると実務上の誤解につながる。

• 

• 

• 

• 
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14.3.2　選定観点

文字起こしツールの選定では、無料枠や一時的な機能比較より、次の観点を優先すべきである。

日本語と固有名詞への強さ

社名、商品名、人名、略語、業界用語をどの程度扱えるかは重要である。必要であれば、用語辞書や事

前登録機能の有無を確認する。

話者識別の安定性

「誰が何を言ったか」が重要な会議では、話者分離の精度が低いと使い物にならない。複数人が同席す

る会議室では特に差が出やすい。

出力の構造化

全文文字起こしだけでなく、要約、決定事項、アクションアイテム、未決論点などに整理できるかを見

る。

会議基盤との連携

Zoom、Teams、Meet  など、既存の会議基盤との連携のしやすさを確認する。連携が弱いと、録音開始

忘れやファイル転送の手間が増える。

データ利用ポリシー

録音データや文字起こしデータが、ベンダー側のモデル学習に使われるか、どこに保存されるか、削除

できるかを確認する。ここは価格より重要である。

代表的な選択肢としては、会議ツール内蔵型、専用の文字起こしサービス型、テンプレート型の議事録

サービス型がある。製品名よりも、自社の会議運営に必要な出力品質と保護水準を基準に選ぶべきであ

る。

14.3.3　大規模言語モデルとの組み合わせ

文字起こし結果を、そのまま正式議事録にするのではなく、大規模言語モデルで整形する運用は有効で

ある。例えば、次のような流れで使う。

会議音声を文字起こしする

誤認識や固有名詞を軽く補正する

「決定事項」「担当者」「期限」「保留論点」に分けて整形させる

人間が最終確認し、正式版を確定する

1. 

2. 

3. 

4. 
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この方法の利点は、組織独自のフォーマットに合わせやすいことである。一方で、未承認の外部AIサー

ビスへ機密情報を投入することは避けるべきである。AIの利用方針、入力可能な情報区分、保存の扱い

は、社内ルールとして明確にしておく必要がある。AI活用上の考え方は第16章も参照。

14.3.4　導入時のポイント

会議種別ごとに使い分ける

定例会議では自動化を厚くし、機微情報の多い会議では録音自体を限定する、といった切り分けが必要

である。

正式記録の責任者を決める

AIが要約しても、正式議事録の責任者は人である。誰が確定し、どこに保存するかを決めておく。

辞書とテンプレートを育てる

固有名詞辞書、議事録フォーマット、要約プロンプトは、使いながら改善していく方が精度が安定す

る。

14.4　タスク管理・プロジェクト管理ツールとの連携

14.4.1　会議からアクションアイテムへの接続

会議の価値は、議論したことより、何を決め、誰が次に何をするかが明確になることにある。したがっ

て、会議で決まった事項は、会議記録の中だけで完結させず、実行管理へ接続しなければならない。

アクションアイテムとして最低限そろえるべき要素は、次の通りである。

担当者

期限

成果物

優先度

元になった会議名・日時

関連資料へのリンク

この項目が欠けると、「会議で決まったはずなのに動かない」状態になりやすい。

14.4.2　連携パターン

会議とタスク管理の連携には、主に3つの形がある。

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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統合スイート型

会議、メモ、タスク、チャットが同じスイート内にあるタイプである。会議メモからタスク化しやす

く、権限管理も一体で行いやすい。

独立したプロジェクト管理型

Asana、Backlog、Monday.com、Trello などのように、タスク管理を独立して強く運用するタイプであ

る。複数部門横断の案件や、プロジェクト管理を中心に据える場合に向く。

チャット通知連携型

Slack や Teams の通知を入口にし、タスクの割り当てや期限到来を日常的なコミュニケーションの中で

可視化するタイプである。定着しやすい反面、通知過多には注意が必要である。

14.4.3　導入時の工夫

自動化しすぎない

AIが抽出したアクション候補をそのまま大量登録すると、不要タスクが増えやすい。自動抽出は候補生

成までにとどめ、最終登録は人が確認する方がよい。

標準項目を決める

タスク名の付け方、期限の書き方、担当者の単位、完了条件を標準化する。ルールがないと、後から追

跡できない。

レビューの場を持つ

毎週または隔週で、未完了タスクを確認する場を設ける。ツールを入れても、レビューがなければ止ま

りやすい。→ 第10章 10.2節 参照

過度なカスタマイズを避ける

複雑なステータスや独自項目を増やしすぎると、定着しにくい。最初は単純なワークフローから始める

方がよい。

14.5　BI・ダッシュボードツールの会議活用

会議でデータを扱うとき、重要なのは「見栄えのよいグラフ」ではなく、「どの時点の、どの定義の

データか」が明確であることである。BI・ダッシュボードツールは、経営会議で使う数字の整合性を高め

るのに有効である。
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代表例として、Power BI、Tableau、Looker などがあるが、どの製品を使うかより、次の原則の方が重

要である。

更新時点を明示する

リアルタイム表示に見えても、実際には日次・時間単位で更新されていることが多い。ダッシュボード

には更新時刻を必ず表示する。

KPIの階層を整理する

重要指標と参考指標を混在させると、会議中に焦点がぶれる。最上段に見るべき数値を絞る。

ドリルダウンできても、会議でどこまで掘るかを決める

その場で深掘りできるのは利点だが、会議が分析作業に流れ込みやすい。どの論点まで会議中に見る

か、どこからは持ち帰るかを決めておく方がよい。

正式決定の場ではスナップショットも残す

ダッシュボードは更新され続けるため、後から同じ画面を見ても会議時点の数値と一致しないことがあ

る。重要な意思決定では、会議時点の画面や数値を別途保存しておくとよい。

14.6　電子署名・電子決裁との統合

会議で決定したことが、正式な承認や契約につながる場合、会議記録と電子決裁・電子署名の接続が重

要になる。

ここで切り分けるべきなのは、次の2つである。

会議での意思決定

経営会議や委員会で、「何を進めるか」「どの案を採るか」を決める行為である。

正式な承認・契約

社内規程上の決裁や、契約書・申請書などへの正式な承認である。文書の種類によって、必要な承認手

続や保存方法は異なる。

電子署名や電子決裁を導入すると、会議で決まった事項を、そのまま承認フローへ渡しやすくなる。た

だし、すべての文書に同じレベルの電子署名が必要なわけではない。内部決裁フローで十分なものと、法

的効力や対外証拠性を重視すべきものは分けて考える必要がある。
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実務では、次の点を確認する。

どの文書が電子署名の対象か

内部承認と対外契約をどう分けるか

署名者本人性の確認方法

保存期間、検索性、改ざん防止をどう担保するか

→ 第5章 5.5節、第9章 9.3節 参照

14.7　セキュリティとアクセス管理

会議支援テクノロジーは、経営情報、人事情報、取引情報、音声データなど、機微性の高い情報を広く

扱う。したがって、機能比較より先に、情報保護の設計を見る必要がある。

14.7.1　暗号化と保存先

「通信が暗号化されている」ことと、「エンドツーエンド暗号化でベンダーにも内容が見えない」こと

は別である。会議システムを評価するときは、次を切り分けて確認する。

通信中データの保護

録画・文字起こしデータの保存時保護

鍵管理の方法

保存先が国内か国外か

録画や文字起こしデータは、会議本体より漏えいリスクが高くなることがある。録音するかどうか、ど

こに保存するか、いつ削除するかを決めておく必要がある。

14.7.2　ロールベースのアクセス管理とID管理

会議資料や議事録には、役割に応じたアクセス制御が必要である。ロールベースアクセス管理（RBAC）

を使えば、部門や役職ごとに標準権限を設定しやすい。

加えて、次の基本も外せない。

最小権限の原則

多要素認証（MFA）

シングルサインオン（SSO）

退職・異動時の権限剥奪

会社管理端末か私物端末かの区別

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

第14章　会議支援テクノロジーの全体像 第Ⅵ部　テクノロジーとツール

188



14.7.3　監査ログと個人情報保護

会議の録音、文字起こし、参加者情報には個人情報が含まれ得る。特にAI議事録ツールやクラウド会議

ツールを使う場合は、次の点を確認する。

利用目的を明確にしているか

必要以上のデータを集めていないか

委託先の管理ができているか

外国にある第三者への提供に該当しないか、または必要な対応が取られているか

削除依頼や保存期間の方針があるか

監査ログの保存期間は一律ではない。法令、業界規制、内部規程、監査要件に応じて決める必要があ

る。「何年が標準」と決め打ちするより、「どの種類の記録を、どの根拠で、どれだけ残すか」を整理す

る方が重要である。

14.7.4　組織的な運用

テクノロジーだけで守ることはできない。次のような運用ルールが必要である。

会議の録音・録画を行う条件

外部AIサービスへ入力してよい情報区分

誤送信、誤共有、アカウント侵害時の報告ルール

定期的な権限棚卸し

利用者向けの簡潔な教育

特にAI系ツールは、便利さの裏でデータの持ち出しが起きやすい。技術導入と同時に、入力ルール、承

認フロー、例外時の扱いを決める必要がある。

まとめと実践ポイント

会議支援テクノロジーは、製品名から選ぶより、会議体・情報機密性・運用フローから逆算して選ぶべ

きである。 特にボードポータルは、資料配布の効率化だけでなく、情報アクセスと追跡可能性の設計

が本質である。

オンライン会議システムは、会議単体の機能よりも、既存の文書・チャット・会議室設備とどうつなが

るかで使い勝手が決まる。 機能の多さより、標準運用を作りやすいかを重視したい。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

1. 

2. 
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AI議事録・文字起こしは、正式記録そのものではなく、初稿作成と論点整理の支援として使うのが現実

的である。 精度は音質、固有名詞、話者識別に左右されるため、人の確認を前提に設計する必要があ

る。

会議で決まったことは、タスク管理や電子決裁へつながって初めて実行される。 担当者、期限、成果

物、元会議を明確にし、過度な自動化を避けつつ追跡可能にすることが重要である。

セキュリティは、暗号化だけでなく、保存先、個人情報保護、委託先管理、権限設計、運用ルールまで

含めて考えるべきである。 特にAIツールでは、入力してよい情報区分を明確にすることが不可欠であ

る。

参考文献・参考資料

金融庁「取締役会の機能強化の取組みに関する事例集」

デジタル庁「電子署名」

デジタル庁「電子署名及び認証業務に関する法律（電子署名法）及び関係法令」

個人情報保護委員会「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）」

個人情報保護委員会「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（外国にある第三者への提

供編）」

経済産業省・総務省「AI事業者ガイドライン」

3. 

4. 

5. 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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第15章　リモート・ハイブリッド会議の設計

この章の構成

15.1 リモート会議特有の課題と対策

15.2 ハイブリッド会議の公平性確保

15.3 通信環境・機材の要件と整備

15.4 リモート環境に適応したファシリテーショ

ン技法

15.5 非言語コミュニケーションの補完手法

15.6 時差対応とグローバルチームの会議設計

15.7 リモート会議疲れへの統合的対策

この章で学べること

リモート会議で疲労や集中力低下が起きやすい理由と、その実務的な対策

ハイブリッド会議で対面参加者とリモート参加者の不公平を抑える設計原則

通信環境、機材、事前テストの考え方

リモート環境に適応したファシリテーションの具体策

グローバルチームの時差対応と、非同期コミュニケーションの組み合わせ方

15.1　リモート会議特有の課題と対策

15.1.1　「Zoom Fatigue」と呼ばれた現象

COVID-19  以降、ビデオ会議が急増する中で、「Zoom  Fatigue（ズーム疲れ）」という言葉が広まっ

た。スタンフォード大学の  Jeremy  Bailenson  らは、ビデオ会議が疲れを生みやすい要因として、非言語

的負荷の高さに注目した。

もっとも、ここで重要なのは、「リモート会議は必ず対面会議より疲れる」と単純化しないことであ

る。初期研究は、長時間・高頻度・常時カメラオンの会議環境で観察された問題を強く反映している。よ

り新しい研究では、会議の長さ、退屈さ、会議密度、マルチタスクの有無などによって負荷はかなり変わ

ることも示されている。

したがって、実務での論点は、「ビデオ会議そのものが悪い」ではなく、「どのような設計だと負荷が

増えやすいか」である。

第Ⅵ部　テクノロジーとツール
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第Ⅵ部　テクノロジーとツール 第15章　リモート・ハイブリッド会議の設計

191



15.1.2　主な原因

原因1：視線と顔サイズの負荷

ビデオ会議では、複数の顔が近い距離で並び、常に見られているように感じやすい。対面会議よりも、

視線の密度と顔の大きさが不自然になりやすい。

原因2：セルフビューによる自己監視

自分の顔が常に画面に映ると、発言内容より見え方に注意が向きやすくなる。特に長時間会議では、こ

れが疲労や自己意識の高さにつながりやすい。

原因3：姿勢と行動の固定

カメラに収まるように座り続けると、身体が動きにくくなる。対面会議より姿勢が固定されやすく、疲

労が蓄積しやすい。

原因4：非言語情報の不足と遅延

微妙な表情、間、視線の方向、会議室全体の空気感が伝わりにくい。音声遅延や回線揺れがあると、発

言タイミングの調整にも余分な負荷がかかる。

15.1.3　実務的な対策

対策1：セルフビューを必要時以外は隠す

セルフビューは、接続直後や映り確認には有用だが、会議中ずっと表示する必要はない。自分を見続け

ないだけで負荷が下がる人は多い。

対策2：カメラ常時オンを前提にしない

議論の質を高める場面ではカメラオンが有効なこともあるが、報告中心の場や長時間会議では、常時オ

ンを義務にしない方がよい。必要な場面だけオンにする運用の方が現実的である。

対策3：会議時間を短くし、緩衝時間を設ける

会議を必要以上に長くしない。例えば、30分や50分を基本単位にすると、次の会議までの余白を作りや

すい。

対策4：ビデオを使わなくてよい会議を切り分ける

一対一の確認、短い進捗確認、資料の読み合わせなどは、音声通話や非同期共有で十分な場合がある。

すべてをビデオ会議にしないことが重要である。

対策5：身体を動かせる余地を残す
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長時間会議では休憩を入れる。音声中心でよい場面なら、立ったまま参加したり、一時的に画面から目

を外したりできる設計の方が持続しやすい。

15.2　ハイブリッド会議の公平性確保

15.2.1　ハイブリッド会議の難しさ

ハイブリッド会議では、同じ会議に参加していても、対面参加者とリモート参加者の体験が揃わない。

多くの場合、会議室にいる人の方が、空気を読みやすく、資料外の補足を拾いやすく、発言機会も得やす

い。

この差を放置すると、リモート参加者は「会議に出ているが、場には入れていない」状態になりやす

い。

15.2.2　設計原則

原則1：リモート参加者を基準に設計する

会議室の人には見えているが、リモート側には見えていない情報がないかを常に意識する。画面共有、

資料配布、発言の拾い方は、リモート側から見て成立しているかで判断する。

原則2：一つの会議に一つの共通情報面を作る

対面参加者だけがホワイトボードを見て、リモート参加者だけがスライドを見る、といった状態は避け

る。同じ資料、同じ画面、同じ論点を共有できる状態を作る。

原則3：発言機会を意図的に配分する

会議室にいる人だけで議論が進まないよう、リモート参加者の反応を定期的に拾う。質問の順番、挙手

機能、チャット監視を設計に組み込む。

原則4：会議室内の横会話を減らす

対面参加者同士の小声相談や、マイクに乗らない短いやり取りは、リモート参加者に強い疎外感を与え

る。必要なら「今、会議室側でこういう確認をしています」と言語化する方がよい。

15.2.3　実務的な工夫

オンライン参加者を先に拾う

毎回でなくてもよいが、重要論点ではオンライン参加者から先に反応を求めると、公平性が高まりやす

い。
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発言時に名前を明示する

会議室では「誰が話しているか」が映像だけでは分かりにくい。名乗る、もしくは司会が名前を補う

と、追いやすくなる。

チャット係または共同司会を置く

ハイブリッド会議では、司会が会議室とオンラインの両方を一人で見るのは難しい。チャットや挙手を

拾う役割を別に置くと安定する。

重要会議では「一人一画面」も検討する

会議室に集まっていても、全員が各自のPCから同じ会議に参加する方式は、音響設計に注意が必要だ

が、資料共有と発言機会を揃えやすい場面がある。

15.3　通信環境・機材の要件と整備

15.3.1　通信環境の考え方

リモート会議では、通信速度の絶対値だけでなく、安定性が重要である。必要帯域は会議サービスや映

像品質で変わるため、固定値で覚えるより、次のように考える方が実務的である。

音声が安定して途切れないこと

映像共有時に大きな遅延が出ないこと

長時間会議でも回線が揺れにくいこと

重要会議では、有線接続や安定した固定回線を優先する。社内ネットワーク側でも、会議トラフィック

に十分な余裕を持たせるべきである。

15.3.2　最低限そろえたい機材

カメラ

相手に表情が伝わる解像度と、自然な目線の位置が重要である。内蔵カメラでも足りる場合はあるが、

逆光や画角の狭さがあると伝達が落ちる。

マイク

相手にとって最も重要なのは、映像より音声である。キーボード音や周囲の雑音を拾いすぎないことが

重要で、個人参加ならヘッドセットや単一指向性マイクが有効である。

スピーカーまたはヘッドセット

• 

• 

• 

第15章　リモート・ハイブリッド会議の設計 第Ⅵ部　テクノロジーとツール

194



機密性がある場面では、周囲に音を漏らさないことが重要である。共用スペースではヘッドセット前提

の方が安全である。

照明と画面

顔が暗すぎないこと、資料と参加者画面を無理なく見られることも、疲労と理解度に影響する。

15.3.3　事前テスト

会議当日のトラブルを減らすには、接続前の数分が重要である。特に重要会議では、次を確認する。

カメラ、マイク、スピーカーの動作

画面共有の可否

録画や字幕の設定

背景に映る情報や雑音

役員会や対外会議では、主催者側が短いリハーサルを設けるだけでも事故率は大きく下がる。

15.4　リモート環境に適応したファシリテーション技法

15.4.1　リモートファシリテーションの特徴

対面会議では、司会者は部屋全体の空気から多くの情報を得られる。一方、リモート会議では、見える

情報が限定されるため、何を共有し、誰にどう発言機会を渡すかを、より明示的に設計する必要がある。

15.4.2　実務で効く工夫

工夫1：冒頭で目的・ゴール・進め方を確認する

リモートでは、場の空気から目的を読み取りにくい。最初に「今日は何を決める会議か」を明言するこ

とが重要である。

工夫2：司会と記録の役割を分ける

リモート会議では、司会が進行、チャット確認、記録まで一人で担うと負荷が高い。重要会議では役割

分担した方がよい。→ 第14章 14.3節 参照

工夫3：チャットを発言準備の場として使う

いきなり口頭で話すより、まずチャットに書いてもらう方が参加しやすい人は多い。特に内向的な参加

者や非母語話者に有効である。

• 

• 

• 

• 
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工夫4：名指しで発言を促す

「何かありますか」だけでは沈黙しやすい。「営業の視点ではどうか」「法務の観点では懸念がある

か」と、視点込みで指名すると答えやすい。

工夫5：反応確認を小刻みに入れる

長い説明のあとに一度だけ質疑するより、途中で短く反応を確認する方が集中が続きやすい。リアク

ション機能、挙手、簡単な投票も有効である。

15.5　非言語コミュニケーションの補完手法

15.5.1　何が失われやすいか

リモート会議では、全身の姿勢、周囲の空気、場の緊張感、細かな視線の流れが伝わりにくい。そのた

め、対面では自然に伝わる情報を、別の手段で補う必要がある。

15.5.2　補完の方法

資料と画面共有を丁寧に使う

言葉だけで説明するより、同じ図表やメモを見ながら話す方が誤解が減る。

反応を言語化する

うなずきや表情が見えにくい分、「賛成です」「そこは懸念があります」「今は考え中です」と短く言

葉にしてもらう方が伝わりやすい。

リアクション機能を補助的に使う

挙手、賛成、確認済みなどの簡易反応は、全員に長く発言してもらわずに温度感を把握するのに役立

つ。

重要論点は対面または小人数で扱う

複雑で感情を含む議論、人間関係の調整、難しい合意形成は、リモートだけで完結させない方がよい場

合がある。→ 第13章 13.3節 参照
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15.6　時差対応とグローバルチームの会議設計

15.6.1　時差対応の基本原則

グローバル会議では、「全員にとって快適な時間帯」は存在しないことが多い。したがって、重要なの

は最適解を探すことではなく、不公平を固定しないことである。

原則1：負担を固定しない

いつも同じ地域だけが早朝・深夜対応する状態は避ける。重要会議ほど、負担のローテーションを意識

する。

原則2：同期と非同期を使い分ける

全員が同時に話す必要がある論点だけを同期会議にし、それ以外は録画、メモ、チャット、コメントで

補う。

原則3：会議の重要度で参加要件を分ける

全員ライブ参加が必要な会議と、後追い視聴やコメントで足りる会議を分けると、時差負荷を抑えやす

い。

15.6.2　設計パターン

コア時間型

重なりやすい数時間帯だけを会議時間にし、それ以外は非同期で補う。

代表者参加型

地域ごとに代表者が同期会議に参加し、詳細は地域別会議で展開する。

完全非同期併用型

事前に論点メモや短い説明動画を共有し、同期会議は最終判断だけに絞る。時差が大きい組織では有効

である。

15.6.3　スケジューリング補助

複数タイムゾーンの会議では、タイムゾーン変換機能を持つカレンダーや調整ツールを使う方が安全で

ある。重要なのはツール名より、参加者が自分の現地時刻で誤解なく認識できること、サマータイム変更

に追随できることである。
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15.7　リモート会議疲れへの統合的対策

15.7.1　個人対策だけでは足りない

会議疲れは、個人の工夫だけでなく、会議文化の問題でもある。連続会議、過剰な参加人数、目的の曖

昧な会議が多い組織では、どのツールを使っても疲弊しやすい。

15.7.2　組織的に行うべき施策

施策1：会議時間の既定値を見直す

60分を標準にするのではなく、30分や50分を基本単位にすると、休憩と移行時間を取りやすい。

施策2：カメラ運用の原則を決める

「常時オン」か「自由」かではなく、会議目的に応じてどちらを推奨するかを整理する。全社で曖昧に

しない方がよい。

施策3：会議のない時間帯を設ける

集中時間を確保するため、昼休みや特定曜日の一部を会議禁止にする運用は有効である。

施策4：非同期手段を標準化する

短い進捗共有や論点整理まで全て同期会議にすると、会議過多になりやすい。チャット、共有ドキュメ

ント、短い録画説明などを標準手段として整える。

施策5：会議そのものを減らす

最も有効な疲労対策は、不要な会議をしないことである。リモート会議の改善は、会議設計の改善と切

り離せない。→ 第3章 3.1節 参照

まとめと実践ポイント

リモート会議の疲労は、ビデオ会議そのものより、会議の長さ、密度、常時カメラ運用、非言語負荷の

高さで増えやすい。 疲労を前提に設計を見直すことが重要である。

ハイブリッド会議では、リモート参加者を基準に公平性を設計する必要がある。 同じ資料、同じ発言

機会、同じ情報量をどう担保するかが核心である。

1. 

2. 
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通信環境と機材は、スペックの高さより、安定性と音声品質を優先して整えるべきである。 重要会議ほ

ど事前テストの価値が高い。

リモートファシリテーションでは、目的確認、役割分担、チャット活用、名指しの発言促進など、明示

的な進行技術が必要になる。

グローバル会議は、同期会議だけで解こうとせず、時差負荷のローテーションと非同期手段の併用で設

計する方が持続しやすい。

参考文献・参考資料

Stanford Virtual Human Interaction Lab, "Causes for ‘Zoom fatigue’ and their simple fixes | Stanford

News"

Fauville, G. et al., "Video-conferencing usage dynamics and nonverbal mechanisms exacerbate

Zoom Fatigue, particularly for women"

"Zoom fatigue" revisited: Are video meetings still exhausting post-COVID-19? PubMed

第14章 会議支援テクノロジーの全体像

第22章 グローバル経営会議の運営

3. 

4. 

5. 

• 

• 

• 

• 

• 

第Ⅵ部　テクノロジーとツール 第15章　リモート・ハイブリッド会議の設計

199



第16章　AIと会議の未来

この章の構成

16.1 AI議事録・自動要約の現状と活用法

16.2 AI分析による議論パターンの可視化

16.3 意思決定支援AIの可能性と限界

16.4 会議データの蓄積と経営知識基盤の構築

16.5 AIファシリテーションの展望

16.6 人間とAIの協働におけるガバナンスと倫理

16.7 会議AI技術の今後の展望

この章で学べること

AI議事録・自動要約を、どこまで実務に使えるか

会議データを分析するときに有効な観点と、その限界

AIを意思決定支援に使う際の現実的な役割分担

会議データを知識基盤として蓄積する際の設計論点

AIファシリテーションの可能性と、人間が担うべき領域

会議AIの導入で外せないガバナンス、契約、個人情報保護の観点

16.1　AI議事録・自動要約の現状と活用法

16.1.1　AI議事録は何を変えたか

AIの進展によって、会議の音声を文字起こしし、要約し、決定事項やアクションアイテム候補を整理す

ることは、既に多くの組織で実用段階に入っている。

ここで重要なのは、AI議事録を「人間の代替」と捉えないことである。実務上は、次のように理解する

とよい。

音声の取りこぼしを減らす

議事録の初稿を速く作る

決定事項や宿題を拾い漏らしにくくする

後で検索できる形にしやすくする

第Ⅵ部　テクノロジーとツール
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つまり、AI議事録の本質は、正式記録を自動確定することではなく、記録作成の初速を上げることにあ

る。

16.1.2　向いている会議と向いていない会議

AI議事録は、会議の性質によって向き不向きがある。

向いている会議

定例会議

進捗確認会議

プロジェクト会議

論点と担当者が比較的明確な会議

このような会議では、発言内容を整理し、アクションアイテムを抽出する支援効果が高い。

注意が必要な会議

経営会議の重要意思決定

人事評価や処遇を含む面談

紛争、危機対応、不祥事対応

前提共有や暗黙知が多い会議

この種の会議では、発言の「字面」だけでは不十分である。留保条件、感情の機微、政治的背景、誰が

どの前提で話していたかといった文脈が重要になるため、AI出力をそのまま正式記録にしてはいけない。

16.1.3　実務での使い方

AI議事録の現実的な運用は、次のような流れになる。

音声または会議録画から文字起こしを行う

固有名詞、数値、担当者名などの誤認識を軽く補正する

AIで「決定事項」「担当者」「期限」「保留論点」に整理する

人間が最終確認し、正式版を確定する

この運用の利点は、速度と検索性である。一方で、正式記録の責任は必ず人が持つべきである。

16.1.4　導入時の注意点

会議種別ごとに許容範囲を分ける

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

1. 

2. 

3. 

4. 
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すべての会議を同じルールで録音・要約しない。重要会議、人事面談、機微な顧客対応は、記録範囲を

限定するか、録音自体を慎重に扱う必要がある。

初稿と正式記録を分ける

AIが生成した要約は初稿であり、正式議事録とは区別する。

通知と利用目的を明確にする

録音、文字起こし、要約、分析を行う場合は、その目的と範囲を参加者に明示する必要がある。

入力境界を決める

外部AIサービスに何を入れてよいかを、情報区分ごとに明確にする。→ 第14章 14.7節 参照

16.2　AI分析による議論パターンの可視化

16.2.1　何が見えるようになるか

会議データが蓄積されると、AIは単なる要約だけでなく、会議運営そのものの傾向を可視化しやすくな

る。代表的なのは次のような指標である。

発言時間の偏り

誰がいつ発言しているか

予定時間と実績時間の差

毎回持ち越される論点

決定までに要した会議回数

これらは、会議品質を直接測るものではないが、改善の手掛かりにはなる。

16.2.2　有効な使い方

AI分析が役立つのは、会議運営の改善仮説を作る場面である。

例えば、次のような使い方が考えられる。

特定議題だけ時間超過が続いていないかを確認する

発言が偏る会議と偏らない会議の違いを比較する

決定事項が何度も再議される原因を探る

会議体ごとの役割重複を見つける

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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このとき重要なのは、数字をそのまま評価にしないことである。AI分析は、会議を良くするための観察

装置として使うべきである。

16.2.3　限界と注意点

発言量が多い人が必ずしも貢献しているとは限らず、発言量が少ない人が重要な示唆を与えていること

もある。したがって、次のような運用は避けるべきである。

発言量だけで人事評価する

AIの賛否判定だけで会議の良し悪しを決める

定量指標を絶対評価として扱う

AI分析は、あくまで仮説生成と改善支援の材料である。評価や処遇に使う場合は、別の根拠と慎重な手

続が必要になる。

16.3　意思決定支援AIの可能性と限界

16.3.1　AIが得意な支援

意思決定支援において、AIが比較的得意なのは次の領域である。

選択肢の整理

前提条件を与えると、複数の選択肢や比較軸を列挙しやすい。

論点の棚卸し

賛成論、反対論、追加確認事項、前提条件を整理しやすい。

過去事例の検索

蓄積された会議記録や社内文書から、類似案件を探しやすい。

リスクの洗い出し

見落としやすいリスク観点を広く出す支援には向く。

この意味で、AIは「案を出し、比較軸を増やし、抜け漏れを減らす補助者」として使いやすい。

16.3.2　AIに任せてはいけない領域

一方、次の領域は人間が主導すべきである。

• 

• 

• 
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価値判断

何を優先するか、どの損失を許容するかは、組織の価値観に関わる。

政治的・組織的判断

組織内の関係性、実行可能性、信頼残高の読みは、AIだけでは足りない。

法的・倫理的責任を伴う判断

人事、法務、不祥事対応、対外説明を伴う判断は、責任主体を明確にできる人間が行う必要がある。

曖昧さを残したままの判断

経営会議では、完全に情報がそろわないまま決めることも多い。その不確実性を引き受けるのは人間の

役割である。

16.3.3　現実的な役割分担

意思決定支援AIの現実的な使い方は、次の形である。

AIが選択肢、論点、リスク、類似事例を整理する

人間が妥当性、実行可能性、倫理性を点検する

会議で議論し、最終決定は人間が下す

決定理由と留保条件を人間が記録する

この流れであれば、AIの利点を活かしつつ、責任の所在を曖昧にせずに済む。

16.4　会議データの蓄積と経営知識基盤の構築

16.4.1　会議データの価値

会議の記録は、その場限りの備忘録として終わらせると価値が低い。一方で、適切に整理すれば、会議

データは組織の意思決定履歴として機能する。

有用なのは、次のような問いに答えられる状態である。

この論点は過去に議論されたか

以前はなぜ見送ったのか

誰が懸念を出していたか

決定後に何が起きたか

1. 

2. 

3. 

4. 

• 

• 

• 

• 
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こうした履歴が検索できると、同じ議論の繰り返しを減らしやすい。

16.4.2　構築の基本要素

会議データを知識基盤にするには、少なくとも次の要素が必要である。

会議ごとの一意な識別

日時、参加者、会議体、議題などのメタデータ

決定事項、保留論点、アクションアイテムの構造化

検索可能な保存形式

アクセス権限と監査ログ

単に全文検索できるだけでは不十分である。後から参照したいのは、本文そのものより、「何が決まっ

たか」「何が保留か」であることが多い。

16.4.3　段階的な進め方

知識基盤は、一気に完成させるより、段階的に整備する方が現実的である。

段階1：記録の標準化

会議記録のフォーマットをそろえ、最低限のメタデータを付ける。

段階2：検索性の向上

会議名、議題、決定事項、担当者などで検索できるようにする。

段階3：再利用しやすい要約とリンク

関連会議、関連資料、後続タスクへリンクできるようにする。

段階4：分析と再発見

繰り返し現れる論点や、遅延しやすい意思決定を把握する。

16.4.4　注意点

会議データは、蓄積すればするほど価値が出る一方で、次のリスクも増える。

個人情報の過剰保存

機微情報の長期保持

古い議論が誤って現行判断を拘束すること

検索結果の誤解や文脈喪失

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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そのため、保存期間、アーカイブ方針、アクセス権、削除ルールを先に設計する必要がある。

16.5　AIファシリテーションの展望

16.5.1　どこまで補助できるか

AIファシリテーションという言葉は広いが、現実的には「司会の一部機能を補助するAI」と考えるのが

妥当である。例えば、次のような支援は比較的現実的である。

議論の要約

脱線論点の抽出

パーキングロット候補の提示

発言時間の偏りの通知

質問の束ね直し

これらは、人間ファシリテーターの視野を広げる補助として有用である。

16.5.2　人間が担うべき部分

一方で、次の部分は人間が中心であるべきである。

心理的安全性の形成

緊張や対立の扱い

その場の空気を読んだ介入

誰にどの順で発言を求めるかの繊細な判断

文化的背景や関係性を踏まえた進行

AIは、論点整理は補助できても、信頼形成や場の温度調整までは担いにくい。

16.5.3　現実的な位置づけ

当面の実務では、AIを「議長」や「司会者」の代替ではなく、「共同補助者」と位置づける方がよい。

→ 第6章、第11章 参照

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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16.6　人間とAIの協働におけるガバナンスと倫理

16.6.1　基本原則

会議AIの導入では、利便性だけでなく、ガバナンスを同時に考える必要がある。AI事業者ガイドライン

や NIST AI RMF が示す方向性を踏まえると、少なくとも次の原則が重要である。

人間中心

リスクベース

透明性

アカウンタビリティ

プライバシー保護

継続的な見直し

16.6.2　会議AIで特に重要な論点

透明性

AIを使って録音、要約、分析していることを、参加者に分かる形で示す必要がある。

プライバシー保護

会議発言には個人情報や機微情報が含まれ得る。利用目的の特定、必要な範囲での収集、委託先管理、

越境移転の確認が必要である。

アカウンタビリティ

AIの出力に基づいて何を決めたか、最終承認者は誰か、誤りがあった場合にどう修正するかを明確にす

る。

契約管理

外部AIサービスを使う場合、入力データの利用範囲、再学習利用、生成物の扱い、責任分担、削除条件

を契約で確認する必要がある。

16.6.3　実務的な統制

会議AIを導入する際は、最低限次の統制を持つとよい。

利用可能な会議種別の定義

入力してよい情報区分の定義

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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利用目的と保存期間の定義

外部サービス利用時の契約レビュー

誤記録や漏えい時の報告ルール

定期的な見直しと教育

組織によっては委員会形式まで不要なことも多いが、少なくとも法務、情報システム、業務部門の三者

で統制を確認する場は必要である。

16.7　会議AI技術の今後の展望

将来を断定することはできないが、会議AIの進化方向としては、次の流れが考えやすい。

マルチモーダル化

音声だけでなく、画面共有資料、チャット、動画、過去会議履歴を横断して扱う方向が進む。

検索性の向上

単なる全文検索ではなく、「過去に同じ論点で何を決めたか」を自然言語で探しやすくなる。

翻訳と多言語支援の向上

グローバル会議では、字幕、翻訳、要約の品質向上が実務効果を持ちやすい。→  第15章  15.6節、第22

章 参照

統制要件の強化

AIの活用が広がるほど、説明責任、契約、個人情報保護、監査証跡への要求も強くなる。

結局のところ、会議AIの未来は「どこまで自動化できるか」より、「人間の判断と責任を残したまま、

どこを上手く補助できるか」で決まる。

まとめと実践ポイント

AI議事録は、正式記録の自動化というより、初稿作成と検索性向上の支援として捉えるべきである。 特

に重要会議では、人間の確定作業が不可欠である。

会議データのAI分析は、会議運営改善には有効だが、個人評価へ直結させるべきではない。 定量指標

は仮説生成の材料として使うのが安全である。

• 

• 

• 

• 

1. 

2. 
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意思決定支援AIは、選択肢整理、論点抽出、リスク洗い出しに向くが、価値判断と最終責任は人間が持

つべきである。

会議データを知識基盤にするには、記録標準化、メタデータ、検索性、権限管理、保存ルールを一体で

設計する必要がある。

AIファシリテーションは、当面は人間司会者の補助が現実的であり、心理的安全性や関係調整は人間が

中心である。

会議AIの導入では、AIガバナンス、個人情報保護、契約管理を同時に設計しなければならない。 利便

性だけで導入すると、後から統制コストが膨らみやすい。

参考文献・参考資料

経済産業省・総務省「AI事業者ガイドライン（第1.1版）」

経済産業省「AIの利用・開発に関する契約チェックリスト」

個人情報保護委員会「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）」

個人情報保護委員会「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（外国にある第三者への提

供編）」

NIST, Artificial Intelligence Risk Management Framework (AI RMF 1.0)

第14章 会議支援テクノロジーの全体像

終章へ向けて

第14章から第16章では、会議を支えるテクノロジーとAI活用の可能性を見てきた。重要なのは、会議を

AIに任せることではなく、記録、検索、比較、整理といった反復作業をAIで軽くし、その分だけ人間が判

断、対話、信頼形成に集中できるようにすることである。

本書の後半では、こうした知見も踏まえながら、経営会議の失敗パターン、ガバナンス、組織変革、そ

してこれからの経営会議の姿へ進んでいく。

3. 

4. 

5. 

6. 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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第 Ⅶ 部

ガバナンスとコンプライアンス
第Ⅶ部　ガバナンスとコンプライアンスに含まれる論点を

まとめて読み進めるための区切りページ。 



第17章　コーポレートガバナンスと経営会議

この章の構成

17.1 コーポレートガバナンス改革と経営会議

17.2 会社機関設計と経営会議の距離感

17.3 取締役会実効性評価を経営会議改善につな

げる

17.4 指名・報酬委員会と経営会議

17.5 社外取締役の役割と情報設計

17.6 株主・機関投資家との対話を経営会議に戻

す

この章で学べること

コーポレートガバナンス・コードの流れを、経営会議との関係でどう読むか

監査役会設置会社、監査等委員会設置会社、指名委員会等設置会社の違い

取締役会実効性評価の結果を、経営会議の改善にどうつなげるか

社外取締役への情報提供を、監督機能を損なわずにどう設計するか

株主、機関投資家との対話を、経営会議の議題設計へどう戻すか

17.1　コーポレートガバナンス改革と経営会議

17.1.1　この章で扱う「ガバナンス」の範囲

コーポレートガバナンスは、取締役会、監査機関、株主との関係、開示、監督の仕組みを通じて、企業

が持続的な成長と中長期的な企業価値向上を目指す枠組みである。

ここで重要なのは、経営会議そのものは通常、会社法上の法定機関ではないという点である。経営会議

は多くの会社で任意に設けられる執行側の会議体であり、取締役会の監督機能を支えるための情報整理、

論点形成、執行判断の場として機能する。

したがって、本章の関心は「経営会議を法定機関として扱うこと」ではなく、「取締役会による監督が

実効的に働くように、経営会議をどう設計するか」にある。

第Ⅶ部　ガバナンスとコンプライアンス
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• 
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• 
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• 

• 
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17.1.2　2015年以降の改革の流れ

日本の上場会社を取り巻くコーポレートガバナンス改革は、2015年のコーポレートガバナンス・コード

導入を一つの起点として整理しやすい。コードは法令そのものではなく、上場会社に対して  コンプライ・

オア・エクスプレイン の考え方で適用される原則集である。

大きな流れは、次の3段階で捉えると理解しやすい。

2015年

基本的なガバナンス原則を整理し、取締役会の監督機能、株主との対話、社外取締役の活用を明確にし

た

2018年改訂

形式的な機関設置だけでなく、後継者計画、指名・報酬、取締役会の実効性といった実質面への関心が

強まった

2021年改訂

プライム市場を念頭に、独立社外取締役の比率、指名・報酬委員会の活用、スキル・マトリックス、多

様性、サステナビリティ開示が強く意識されるようになった

さらに、2024年6月7日に公表された  アクション・プログラム2024 では、制度を増やすこと自体よりも、

社外取締役の機能発揮や企業と投資家の対話の実質化に重心が置かれている。経営会議にとっての意味は

明確で、取締役会へ上げる情報の質、論点の切り方、説明可能性がいっそう問われるようになったという

ことである。

17.1.3　経営会議に求められること

コーポレートガバナンス改革の流れを経営会議の側から見ると、求められることは次の4点に整理でき

る。

取締役会が監督判断をできる粒度で、論点と前提を整理すること

重要な意思決定について、決定内容だけでなく理由と留保条件を残すこと

社外取締役が必要な情報にアクセスできる経路を設計すること

投資家や株主との対話で見えた論点を、執行側の議題に戻せること

ガバナンスの議論では取締役会ばかりに目が向きやすいが、実際には経営会議の設計が粗いと、取締役

会も監督しにくくなる。

• 

• 

• 

1. 

2. 

3. 

4. 
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17.2　会社機関設計と経営会議の距離感

17.2.1　3つの基本形

上場会社でよく議論される機関設計は、主に次の3類型である。

監査役会設置会社

監査等委員会設置会社

指名委員会等設置会社

どれが優れているかを一律に決めることはできない。重要なのは、自社の事業複雑性、経営陣の厚み、

社外取締役候補の確保可能性、投資家との対話水準に照らして、監督と執行の距離をどう取るかである。

17.2.2　監査役会設置会社

監査役会設置会社は、日本企業で長く用いられてきた形態である。取締役会が意思決定と監督の双方を

担い、監査役会が取締役の職務執行を監査する。

経営会議との関係では、次の特徴がある。

執行側の議論は経営会議でかなり先に進みやすい

取締役会に上げる資料の質が監督の質を左右しやすい

監査役への報告や説明のしやすさが重要になる

この形では、経営会議が「実質的な執行判断の中心」になりやすい。その分、議題の切り方、反対意見

の扱い、取締役会向けの要約の質が重要になる。

17.2.3　監査等委員会設置会社

監査等委員会設置会社では、監査等委員である取締役が取締役会の中で監督機能を担う。監査役会設置

会社に比べると、監督側が取締役会の議決権を持つ点が大きい。

経営会議との関係では、次のような設計が論点になる。

監査等委員にどの時点でどこまで情報提供するか

重要案件について、取締役会前の説明機会をどう置くか

監督機能を強めつつ、執行判断の機動性を落としすぎないか

この形は、監督強化と機動性のバランスを取りやすい一方、経営会議と取締役会の役割分担が曖昧だ

と、かえって境界がぼやけやすい。

1. 

2. 

3. 
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17.2.4　指名委員会等設置会社

指名委員会等設置会社では、取締役会の監督機能と執行役による業務執行が、より明確に分かれる。会

社法上、指名、監査、報酬の各委員会が置かれ、各委員会は取締役で構成され、社外取締役が過半数とな

る。

この形では、経営会議はより明確に執行側の会議となる。

経営会議は執行役や業務執行幹部の判断形成の場になる

取締役会は細かな執行判断より、監督、指名、報酬、内部統制に重心を置く

経営会議の議論内容を、監督機関が理解できる形に翻訳する仕組みが必要になる

つまり、会議体の数が増えること自体より、情報の橋渡し設計が重要になる。

17.2.5　選び方の観点

機関設計を考える際、経営会議の視点からは次の観点が有効である。

どこで執行判断を固め、どこで監督判断を行うのか

社外取締役が実質的に機能するだけの情報設計ができるか

指名、報酬、後継者計画をどの程度制度的に扱いたいか

海外投資家との対話や開示の負荷にどう対応するか

形態選択そのものがゴールではない。自社の会議体全体が、監督と執行の役割分担を矛盾なく支えられ

ているかが重要である。

17.3　取締役会実効性評価を経営会議改善につなげる

17.3.1　実効性評価の位置づけ

コーポレートガバナンス・コードでは、取締役会全体の実効性について分析と評価を行い、その結果の

概要を開示することが求められている。ここでの実効性評価は、単に「会議が開催されたか」を確かめる

ものではない。取締役会が、会社の持続的成長と中長期的な企業価値向上に向けて、監督機能を十分に果

たせているかを見直す営みである。

経営会議にとって重要なのは、実効性評価の結果の中に、次のような論点がしばしば含まれることであ

る。

取締役会資料が多すぎる、または遅い

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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論点より報告が中心になっている

社外取締役が事業理解を深めにくい

重要論点の持ち上がり方が遅い

指名、報酬、リスク、サステナビリティの議論が浅い

これらの多くは、取締役会だけでなく、その前段の経営会議の設計とも結び付いている。

17.3.2　見直すべき実務項目

実効性評価の結果を経営会議改善へつなげる際は、次の項目が扱いやすい。

議題の粒度

取締役会に上げる前に、経営会議で論点を絞れているか

報告案件と決議案件の区別が明確か

資料の質

事実の列挙で終わらず、争点、選択肢、推奨案、主要リスクが整理されているか

社外取締役が短時間で全体像を把握できる構成か

情報提供のタイミング

重要案件について、事前説明の時間が確保されているか

緊急案件だけが例外扱いされていないか

記録の質

決定内容だけでなく、反対意見、留保条件、再確認事項が残っているか

第9章、第10章で扱ったフォローアップ設計とつながっているか

17.3.3　実施方法は一つではない

実効性評価のやり方は、アンケート、インタビュー、第三者支援、議事録レビューなど複数ある。重要

なのは手法の流行ではなく、改善につながる問いを立てられているかである。

例えば、次の問いは経営会議改善に直結しやすい。

重要案件は取締役会に上がる前に十分に練られているか

社外取締役への説明機会は適切か

指名、報酬、リスク、資本政策などの論点が適切な会議体に配分されているか

経営会議と取締役会の間で、同じ説明を何度も繰り返していないか

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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評価を年1回の儀式で終わらせず、会議設計の変更に反映させることが重要である。

17.4　指名・報酬委員会と経営会議

17.4.1　法定委員会と任意委員会を分けて考える

指名委員会等設置会社では、指名委員会と報酬委員会は法定の委員会である。一方、それ以外の会社形

態でも、コーポレートガバナンス・コードの趣旨を踏まえて、任意の指名委員会や報酬委員会を置く企業

が多い。

この章でのポイントは、法定か任意かにかかわらず、これらの委員会と経営会議がどう接続するかであ

る。

17.4.2　指名委員会との接続

指名委員会が扱う中心論点は、CEO  を含む経営陣幹部の選解任、後継者計画、取締役候補の考え方であ

る。

経営会議は、これらを正式に決める場ではないが、次の情報を日常的に蓄積する場にはなり得る。

経営人材の役割分担

重要案件での判断の質

将来の経営幹部候補にどのような機会を与えているか

組織課題に対する対応の継続性

ただし注意すべきなのは、経営会議が人事の非公式な決定機関になってはいけないという点である。指

名に関わる論点は、評価基準、候補者の比較軸、後継者育成の考え方を明確にしたうえで、正式な委員会

や取締役会に接続させる必要がある。

17.4.3　報酬委員会との接続

報酬委員会が見るべきなのは、単年度の数値だけではなく、中長期の企業価値向上と整合した報酬設計

である。

経営会議との接続では、次の点が重要になる。

どの目標をどの会議体で設定したか

達成状況の評価にどの指標を使うか

想定外の環境変化があったとき、目標修正をどう扱ったか

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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不正や重大リスク顕在化時の扱いをどうするか

ここでも、経営会議は材料を整える場であって、報酬の正当性を自己完結的に判断する場ではない。

17.5　社外取締役の役割と情報設計

17.5.1　期待される基本役割

独立社外取締役には、コーポレートガバナンス・コード上、主に次の役割が期待されている。

中長期的な企業価値向上の観点からの助言

経営陣幹部の選解任その他の重要意思決定を通じた監督

会社と経営陣、支配株主等との利益相反の監督

独立した立場からのステークホルダー視点の反映

したがって、社外取締役を有効活用するとは、「経営会議に出席させること」そのものではない。必要

な情報にアクセスでき、適切なタイミングで問いを発せられる状態をつくることである。

17.5.2　参加させるか、説明するか

社外取締役への情報提供には、いくつかの型がある。

取締役会前の事前説明

大型投資、M&A、資本政策、不祥事対応など、背景説明が不可欠な案件で有効

会議後の補足説明

緊急案件や、執行側で先に整理した論点を速やかに共有したい場合に有効

現場視察、テーマ勉強会、経営陣との懇談

取締役会資料だけでは見えない事業理解を補う

経営会議への限定参加

有効な場面はあるが、目的、範囲、守秘、発言権の位置づけを明確にしないと、監督と執行の境界が曖

昧になる

実務上は、常時参加を前提にするより、案件特性に応じた説明機会を設計する方が扱いやすい。

• 

1. 

2. 

3. 

4. 

• 

• 

• 
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17.5.3　経営会議側の工夫

経営会議側でできる工夫としては、次のものが有効である。

取締役会に上げる案件は、1枚で全体像が分かる要約を付ける

争点、選択肢、推奨案、主要リスクを明示する

「何が未確定か」を隠さず記す

社外取締役から出た質問を次回議題設計に反映する

情報量を増やすこと自体が目的ではない。監督判断に必要な情報を、解像度を保ったまま届けることが

目的である。

17.6　株主・機関投資家との対話を経営会議に戻す

17.6.1　対話で見える論点

株主や機関投資家との対話では、次のような論点が繰り返し現れる。

資本効率と資本政策

CEO 後継者計画

取締役会の構成とスキル

サステナビリティと人的資本

リスク管理、特にサイバーセキュリティや不祥事対応

これらは IR 部門だけで完結する話ではない。経営会議で議題化され、必要に応じて取締役会へ接続され

るべき論点である。

17.6.2　扱い方の原則

機関投資家の要請を、そのまま経営課題の優先順位に変換するのは危険である。一方で、外部から繰り

返し問われる論点には、自社の説明不足や設計不足が含まれていることが多い。

経営会議では、次の順で扱うと整理しやすい。

対話で何が問われたかを事実として整理する

それが開示の問題なのか、経営実態の問題なのかを切り分ける

実態の問題であれば、どの会議体で扱うかを決める

次回以降の対話で説明できる状態にする

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

1. 

2. 

3. 

4. 
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この流れがあると、対話と執行が分断されにくい。

まとめと実践ポイント

経営会議は法定機関ではないが、取締役会の監督機能を支える重要な執行会議である。 ガバナンス改

革は、経営会議の情報整理と説明可能性に直結する。

監査役会設置会社、監査等委員会設置会社、指名委員会等設置会社の違いは、監督と執行の距離の取り

方の違いである。 形だけでなく、会議体間の情報の流れまで含めて設計する必要がある。

取締役会実効性評価は、取締役会だけの改善活動ではない。 資料、議題、事前説明、記録の設計を通

じて、経営会議の改善へ接続すべきである。

社外取締役の活用は、参加人数を増やすことではなく、必要な情報に適切なタイミングでアクセスでき

る状態をつくることである。

株主、機関投資家との対話で出てきた論点は、IR  の報告事項で終わらせず、必要に応じて経営会議の

議題へ戻すべきである。

参考文献・参考資料

金融庁・東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コード」

金融庁「コーポレートガバナンス・コードと投資家と企業の対話ガイドラインの改訂について」

金融庁「コーポレートガバナンス改革の実践に向けたアクション・プログラム2024」

金融庁「社外取締役のことはじめ」の公表について

金融庁「取締役会の機能強化の取組みに関する事例集」

e-Gov法令検索「会社法」

次章への接続

本章では、経営会議をガバナンスの全体像の中に位置づけた。次章では、より実務寄りに、議事録、利

益相反、インサイダー情報、内部通報といった法務・コンプライアンス論点を扱う。

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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第18章　法務・コンプライアンスの実務

この章の構成

18.1 法定議事録と任意の会議記録を分けて考え

る

18.2 取締役の義務と会議運営

18.3 利益相反を隠さず、手続に乗せる

18.4 インサイダー情報と会議の機密保持

18.5 内部通報制度を経営会議とどうつなぐか

18.6 海外制度は「全部取り込む」のではなく

「適用範囲を見極める」

この章で学べること

取締役会議事録と任意の経営会議記録を、法的にどう切り分けるか

取締役の善管注意義務、忠実義務を会議運営にどう落とすか

利益相反取引を、隠さずに適切な手続へ乗せる方法

インサイダー情報を含む会議で、何をどう管理すべきか

内部通報制度を、経営会議とどう接続するか

海外制度を、日本企業がどこまで参照し、どこから個別確認すべきか

18.1　法定議事録と任意の会議記録を分けて考える

18.1.1　最初に切り分けるべきこと

法務・コンプライアンスの議論でまず重要なのは、取締役会議事録と経営会議の記録を混ぜないことで

ある。

取締役会議事録

会社法と会社法施行規則に基づく法定文書

記載事項、署名等、備置きに関する要件がある

経営会議の記録

通常は任意の内部文書

会社法上の法定議事録とは異なり、一律の様式はない

第Ⅶ部　ガバナンスとコンプライアンス
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ただし、重要案件では法定議事録の考え方を準用した方がよい

この区別が曖昧だと、法的義務の説明も実務上の工夫も両方ぶれる。

18.1.2　取締役会議事録で外せない論点

第9章でも触れたとおり、取締役会議事録は、会社法第369条第3項、会社法施行規則第101条などを前提

に作成する。重要なのは、細かな定型文を覚えることではなく、次の点を外さないことである。

いつ、どこで、誰が出席して開催されたか

議事の経過の要領と結果が分かるか

特別利害関係を有する取締役や、法令上必要な意見の記載が漏れていないか

書面か電磁的記録かに応じた署名等の要件を満たしているか

備置きと閲覧請求対応を前提に保管されているか

法的に重要なのは、会議があった事実だけではない。どのような前提で何を決めたかが、後から説明で

きることである。

18.1.3　経営会議の記録で最低限残すべきこと

経営会議の記録には、通常、法定の様式はない。それでも、重要案件では次を残すべきである。

議題

決定内容

前提事実

主要な争点

反対意見や留保条件

次の承認手続やアクション

経営会議で固めた内容が、後に取締役会、監査、調査、説明対応の基礎資料になることは多い。した

がって、「何を決めたか」だけでなく、「なぜそうしたか」が分かる記録にしておく必要がある。

18.2　取締役の義務と会議運営

18.2.1　善管注意義務と忠実義務

取締役には、会社法第330条、民法第644条を背景とする善管注意義務と、会社法第355条の忠実義務が

ある。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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実務上は、次のように理解するとよい。

善管注意義務

必要な情報を集めたか

重要なリスクを見落としていないか

代替案を検討したか

必要に応じて専門家の意見を得たか

忠実義務

自己や特定者の利益を会社利益より優先していないか

役員人事、関連当事者取引、M&A などで私的利益が入り込んでいないか

18.2.2　問われるのは結果だけではない

経営判断は、結果が悪かっただけで直ちに違法になるわけではない。一方で、意思決定過程が粗いと、

後から厳しく問われやすい。

会議運営上は、次の点が重要になる。

重要案件では、前提事実を十分に確認する

選択肢を比較し、採らなかった案も含めて理由を整理する

法務、会計、税務、労務など、必要な専門家関与を惜しまない

少数意見や懸念を握り潰さない

決定と留保条件を記録する

会議のスピードを優先しすぎて、これらが抜けると、善管注意義務を果たしたと説明しにくくなる。

18.2.3　実務での見え方

経営会議で次のような状態が続くと、法務上のリスクが高まりやすい。

資料が直前配布で、十分な検討ができない

重要投資なのに代替案が示されない

反対意見が議事録に残らない

利益相反の疑いがあるのに、本人が議論を主導する

「急ぎだから」という理由だけで正式承認を飛ばす

コンプライアンスは、会議の外にある統制だけではない。会議そのものの進め方に埋め込まれている。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

1. 

2. 

3. 
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18.3　利益相反を隠さず、手続に乗せる

18.3.1　利益相反が起きやすい場面

利益相反は、大企業だけの話ではない。むしろスタートアップやオーナー企業では、次のような形で起

きやすい。

経営陣やその親族が関係する会社との取引

投資家、支配株主、グループ会社との取引

経営陣の兼職先との競業や取引

人事や報酬でのえこひいき

利益相反があること自体が直ちに違法というわけではない。問題は、開示されず、適切な承認手続を経

ないことにある。

18.3.2　実務上の基本動作

会社法上、競業取引や利益相反取引には、開示と承認が必要になる場面がある。経営会議では、法的評

価をその場で完結させるより、次の動作を徹底した方が安全である。

利害関係の有無を早い段階で申告させる

当該取引が正式承認を要するか、法務に確認する

価格、条件、必要性を第三者比較できる形にする

利害関係人を審議、議決から適切に切り離す

記録を残す

18.3.3　経営会議での扱い方

経営会議では、利益相反案件を「気まずい話題」として曖昧に処理しないことが重要である。扱い方

は、次のようにするとよい。

まず事実関係を整理する

会社にとっての必要性を示す

市場価格や他社条件との比較を置く

正式承認が必要な会議体へ確実に上げる

本人の関与範囲を明確にする

これにより、経営判断の透明性が高まり、後からの説明もしやすくなる。

• 

• 

• 

• 
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18.4　インサイダー情報と会議の機密保持

18.4.1　経営会議は重要事実の集積点になりやすい

上場会社や上場準備会社では、経営会議が未公表の重要事実に最も早く触れる場面が多い。典型例は次

のとおりである。

業績予想の修正

M&A、事業提携、資本政策

大口契約や主要顧客の喪失

不祥事、行政処分、重大事故

重要な役員人事

金融商品取引法上のインサイダー取引規制は、こうした未公表の重要事実を知った会社関係者等による

売買を問題にする。経営会議は、その管理の起点になりやすい。

18.4.2　運用上のポイント

経営会議で重要事実を扱う場合は、次のような運用が有効である。

参加者を必要最小限に絞る

資料配布範囲を限定し、アクセス権を管理する

誰が当該情報に接したかを把握できるようにする

公表予定と正式決定の流れを整理する

自社株売買に関する社内ルールを周知する

ここで重要なのは、法令上の禁止と社内ルールを混同しないことである。例えば、録音や録画が法令上

一律に禁止されているわけではない。しかし、記録媒体が増えるほど漏えいリスクと管理負荷は増えるた

め、重要案件では必要性を厳しく判断すべきである。

18.4.3　ブラックアウト期間の位置づけ

多くの上場会社では、決算や重要案件の前後に、自社株売買の社内制限期間を設けている。これは実務

上有効だが、万能ではない。

重要なのは、次の順序で考えることである。

何が重要事実に当たり得るかを理解する

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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誰がその情報に接したかを把握する

公表までの統制をかける

関係者教育を定期的に行う

ブラックアウト期間だけを機械的に設定しても、実態に合わなければ防止策として弱い。

18.5　内部通報制度を経営会議とどうつなぐか

18.5.1　法制度の要点

公益通報者保護法の改正により、常時使用する労働者が300人を超える事業者には、内部公益通報対応

体制の整備義務がある。300人以下の事業者でも努力義務がある。

実務上の要点は、次の3つである。

通報受付、調査、是正に関わる体制を定めること

通報者を特定させる情報の秘密保持を徹底すること

通報を理由とする不利益取扱いを防ぐこと

18.5.2　経営会議に上げるべき案件

すべての内部通報案件を経営会議に上げるべきではない。むしろ、次のような案件に絞る方がよい。

経営陣が関与する疑いがある

会社全体に影響する不正、不祥事、重大な法令違反が疑われる

再発防止策に経営判断が必要

開示、処分、対外説明が必要になり得る

逆に、通報受付直後の段階で、事実未確定の情報を広く共有しすぎるのは危険である。

18.5.3　経営会議での注意点

内部通報案件を扱うときは、次を徹底する必要がある。

通報者の特定につながる情報を必要以上に共有しない

調査主体と意思決定主体を切り分ける

経営陣が当事者の場合は、監査役、監査等委員会、社外取締役、外部弁護士等の関与を強める

是正措置と再発防止策を分けて議論する

2. 

3. 

4. 
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内部通報制度は、単なる窓口の有無ではなく、経営が不都合な情報を受け止められるかで実効性が決ま

る。

18.6　海外制度は「全部取り込む」のではなく「適用範囲を見極め
る」

18.6.1　海外制度が論点になる場面

日本企業でも、次のような場合は海外制度が無関係ではない。

米国上場や米国証券規制への対応がある

英国など海外投資家との対話で、現地のガバナンス期待が参照される

海外子会社や海外拠点を含む内部統制が問題になる

よく参照される例として、米国の SOX 法と、英国コーポレートガバナンス・コードがある。

18.6.2　日本企業にとっての実務的な読み方

SOX  法は、米国市場に関わる会社にとっては内部統制報告や開示統制の重要な基準になる。一方、日本

の上場会社がまず前提にすべきは、日本の会社法、金融商品取引法、内部統制報告制度、コーポレートガ

バナンス・コードである。

英国コーポレートガバナンス・コードも、日本企業に直接適用されるわけではないことが多い。ただ

し、取締役会による内部統制のレビュー、説明責任、Comply or Explain の考え方などは比較対象とし

て参考になる。

つまり、海外制度は次の順で扱うべきである。

自社に法的に適用されるのか

投資家、監査人、取引先との関係で実務上の期待があるのか

何を日本の会議運営に取り入れるべきか

海外の制度名を並べることより、自社に何が本当に効いてくるかを見極める方が重要である。

• 

• 

• 

1. 

2. 

3. 

第18章　法務・コンプライアンスの実務 第Ⅶ部　ガバナンスとコンプライアンス

226



まとめと実践ポイント

取締役会議事録と経営会議記録は分けて考えるべきである。 前者は法定文書、後者は任意文書だが、

重要案件では後者も説明責任を支える。

善管注意義務と忠実義務は、会議体の外の話ではない。 情報収集、代替案検討、少数意見の記録、利

益相反の申告といった会議運営にそのまま現れる。

利益相反は、隠すことが最大のリスクである。 開示し、比較材料を置き、正式承認が必要な場へつな

ぐことが重要である。

インサイダー情報の管理では、重要事実の理解、アクセス制御、社内売買ルール、教育の組み合わせが

必要である。

内部通報制度は、窓口設置だけでは足りない。 秘密保持、不利益取扱い防止、経営関与案件の適切な

エスカレーションまで含めて設計する必要がある。

海外制度は、自社への適用範囲を見極めて参照する。 まずは日本法と自社の上場、開示、事業実態に

即して整理することが先である。

参考文献・参考資料

e-Gov法令検索「会社法」

e-Gov法令検索「会社法施行規則」

e-Gov法令検索「金融商品取引法」

消費者庁「公益通報者保護法と制度の概要」

消費者庁「公益通報者保護法に基づく指針」

金融庁・証券取引等監視委員会「インサイダー取引規制に関するQ&A」

金融庁「内部統制報告制度に関するQ&A」等の改訂について

Financial Reporting Council「UK Corporate Governance Code」

第9章 議事録と決定事項の管理

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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次章への接続

本章では、会議運営に埋め込まれた法務・コンプライアンス論点を整理した。次章では、これらとも密

接に結び付くリスクマネジメント会議の設計と運営に進む。
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第19章　リスクマネジメント会議の運営

この章の構成

19.1 リスク管理体制の中での経営会議の位置づ

け

19.2 リスク報告を経営判断の議論に変える

19.3 BCPと危機時会議の設計

19.4 サイバーセキュリティを経営課題として扱

う

19.5 サステナビリティ関連リスクを経営戦略と

統合する

19.6 エスカレーション基準の設計

この章で学べること

経営会議を、リスク管理体制の中でどう位置づけるか

リスク報告を、単なる一覧共有から意思決定の議論へ変える方法

BCP と危機時会議を、平時の会議運営とどうつなぐか

サイバーセキュリティを経営課題として扱うための基本設計

サステナビリティ関連リスクを経営戦略と統合する考え方

エスカレーション基準を、組織に合った形でどう設計するか

19.1　リスク管理体制の中での経営会議の位置づけ

19.1.1　この章でいうリスクマネジメント

本章で扱うリスクマネジメントは、法務や内部統制に限らない。戦略、財務、オペレーション、情報セ

キュリティ、人材、評判、災害、サステナビリティまで含めて、企業価値に影響し得る不確実性を扱う。

ここで重要なのは、経営会議が通常、リスク管理の専門部署でも監督機関でもないという点である。経

営会議の主な役割は、現場や専門部署から上がってきたリスク情報を、経営判断の言葉に翻訳し、優先順

位と対応方針を決めることにある。

19.1.2　典型的な役割分担

会社規模や業種で差はあるが、典型的には次のように整理すると分かりやすい。

取締役会：リスク管理体制の基本方針を監督する

第Ⅶ部　ガバナンスとコンプライアンス

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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経営会議：重要リスクの優先順位と対応方針を決める

リスク管理委員会や専門部署：分析、モニタリング、提案を行う

各部門：リスクの一次把握と初動対応を担う

この分担が曖昧だと、重要リスクが現場止まりになったり、逆に取締役会が執行レベルの細部まで抱え

込んだりする。

19.1.3　経営会議で決めるべきこと

経営会議が扱うべきなのは、すべてのリスクの詳細ではない。主に次のような論点である。

どのリスクを優先課題として扱うか

どの会議体で継続監視するか

どの程度の投資や人員を配分するか

どのリスクを取るか、どのリスクを抑えるか

取締役会に上げるべき論点は何か

つまり、経営会議は リスク一覧の置き場 ではなく、経営上の選別と配分の場 として機能すべきである。

19.2　リスク報告を経営判断の議論に変える

19.2.1　一覧表だけでは足りない

多くの企業で見られるのは、リスクマップやリスク台帳はあるが、経営会議ではそれを読み上げて終わ

るという状態である。これでは、会議時間を使っていても、経営判断にはつながりにくい。

経営会議に上げるときは、少なくとも次を整理したい。

何が起きる可能性があるのか

どこに兆候が出ているのか

事業や財務、信用にどの程度の影響があり得るのか

どの対応案があるのか

いま何を決める必要があるのか

19.2.2　リスクアセスメントの基本手順

リスクアセスメントの基本的な流れ自体は単純である。

リスクを抽出する

• 

• 

• 

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

• 

• 

• 

• 

• 

1. 
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発生可能性と影響を評価する

優先順位を付ける

対応方針を決める

実行状況を見直す

ただし、実務で差が出るのは、評価式の精緻さではなく、経営会議に上がる時点で 意思決定に必要な粒度

に整理されているかである。

19.2.3　数値基準は固定ルールにしすぎない

リスク評価では、金額、期間、影響人数、停止時間などの基準を置くことが多い。これは有効だが、ど

の会社にも同じ閾値が当てはまるわけではない。

実務上は、次のように考えるとよい。

売上規模、利益水準、資金余力で閾値は変わる

金額が小さくても、法令違反や信用毀損は重大になり得る

単発影響より、連鎖影響が大きいことがある

したがって、定量基準と定性基準を併用し、毎年見直す前提で設計する必要がある。

19.2.4　経営会議での問い

リスク報告を議論に変えるには、次の問いが有効である。

そのリスクの根因は何か

類似事象は過去にあったか

他のリスクと連鎖していないか

いま打つべき手は回避、低減、移転、受容のどれか

この件は経営会議で決めるべきか、取締役会に上げるべきか

報告資料の完成度より、問いの立て方の方が、会議の質に影響することが多い。

19.3　BCPと危機時会議の設計

19.3.1　BCPとBCM

BCP  は、災害や事故などの非常時に中核業務を継続、または早期復旧させるための計画である。BCM

は、その計画を運用し、訓練し、見直していく継続的な管理活動である。

2. 

3. 

4. 

5. 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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経営会議の観点では、BCP を文書として持つことより、危機発生時に 誰が、どの情報で、何を決めるか が

明確かどうかの方が重要である。

19.3.2　平時に決めておくべきこと

BCP と危機時会議で最低限決めておきたいのは次の点である。

優先的に守る業務、拠点、システム

代替手段や代替拠点の考え方

緊急対策本部や危機対策会議の構成

招集方法と連絡手段

対外発信の責任者

記録の残し方

RTO  や  RPO  のような目標も有用だが、数字そのものを並べるだけでは足りない。なぜその目標なの

か、達成に必要な資源が何かまで接続して初めて使える。

19.3.3　緊急時会議の特徴

危機時の会議は、平時の経営会議とは性質が異なる。

情報は不完全である

判断の更新が前提になる

参加者はやや広がることがある

対外説明と内部指揮が同時並行になる

そのため、平時の  詳細な説明→十分な審議→決定 という順番がそのまま通用しない。危機時は、第一報を

早く上げ、仮説を置いて動き、情報更新に応じて判断を修正する設計が必要である。

19.3.4　記録と対外説明

危機時ほど、記録は後回しにされやすい。だが、後から必ず問われるのは、何を知っていて、いつ、誰

が、何を決めたかである。

したがって、危機時会議では少なくとも次を残したい。

開催時刻

参加者

その時点で確認できた事実

決定事項

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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次の確認時刻

詳細な議事録は後で補えるが、判断の痕跡が消えると検証できなくなる。

19.4　サイバーセキュリティを経営課題として扱う

19.4.1　なぜ経営会議で扱うのか

サイバーセキュリティは、もはや  IT  部門だけの問題ではない。操業停止、個人情報漏えい、サプライ

チェーン遮断、対外説明、法的対応、ブランド毀損に直結するため、経営判断が不可欠である。

経済産業省と IPA の  サイバーセキュリティ経営ガイドライン Ver.3.0 でも、経営層が関与すべき事項とし

て整理されている。経営会議で重要なのは、技術用語を増やすことではなく、事業影響の言葉に変換して

扱うことである。

19.4.2　経営会議で見るべき論点

経営会議では、例えば次の論点を定期的に確認するとよい。

重要資産は何か

重大インシデント時の初動体制は機能するか

外部委託先やサプライチェーンの管理は十分か

教育、訓練、演習は回っているか

投資の優先順位は適切か

ここで重要なのは、対策の数 より 守る対象と優先順位 である。

19.4.3　CISOの位置づけ

CISO という肩書が必須とは限らないが、少なくとも経営会議に対して、情報セキュリティ上の重大論点

を継続的に説明できる責任者は必要である。

その役割に求められるのは、技術の深さだけではない。

事業影響を説明できること

法務、広報、総務、現場部門と連携できること

平時と有事の両方で動けること

つまり、CISO は 技術管理者 であると同時に 経営への翻訳者 でもある。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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19.4.4　インシデント時の扱い

サイバーインシデント時には、次の点を切り分ける必要がある。

何が起きた可能性があるか

影響範囲はどこまでか

事業継続上の優先順位は何か

法令、契約、監督官庁、顧客への報告要否は何か

外部専門家をいつ入れるか

個人情報保護や業法上の報告義務が絡むこともあるため、技術対応だけで閉じない設計が必要になる。

19.5　サステナビリティ関連リスクを経営戦略と統合する

19.5.1　別建てにしすぎない

気候、人権、サプライチェーン、人的資本、生物多様性などの論点は、サステナビリティ部門だけの話

として切り離されがちである。しかし、経営会議で重要なのは、これらを 財務に関係するか、しないか の二

択で見ることではない。

事業機会にどう影響するか

コスト、資本コスト、調達、採用、許認可にどう影響するか

取締役会や開示でどう説明するか

この視点がないと、サステナビリティは報告テーマに留まりやすい。

19.5.2　開示と会議運営の接続

金融庁の制度整備により、有価証券報告書ではサステナビリティに関する  ガバナンス と  リスク管理 の開

示が必須となっている。したがって、経営会議でリスクやサステナビリティを扱うなら、開示と整合する

説明ができる状態にしておく必要がある。

会議設計上は、次を確認したい。

どの会議体が何を見ているのか

その論点は年1回の開示対応で初めて議論していないか

事業戦略、中期計画、投資判断にどうつながっているか

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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19.5.3　TCFD、ISSB、TNFDの位置づけ

気候関連では TCFD が長く参照されてきたが、2023年には TCFD の作業は完了し、IFRS S1、S2 がその

流れを引き継ぐ位置づけになっている。一方、自然資本や生物多様性では  TNFD  が実務上の参考枠組みと

して使われている。

重要なのは、フレームワーク名を覚えることではない。経営会議では、少なくとも次を押さえるとよ

い。

その論点を誰が監督するか

どの事業、拠点、調達先に影響するか

指標や目標を置くなら、どの会議体で追うか

19.5.4　議題としての扱い方

サステナビリティ関連リスクは、毎回独立議題にする必要はない。重要なのは、投資、調達、商品開

発、人材戦略、海外展開などの既存議題の中に、必要な論点として織り込まれているかである。

そのうえで、年数回は全社横断で見直す場を設けると、個別案件に埋もれにくい。

19.6　エスカレーション基準の設計

19.6.1　基準は金額だけではない

エスカレーション基準は、現場から経営会議にどの情報を上げるかを決めるためのルールである。だ

が、金額基準だけで設計すると、大きな法務、信用、人的リスクを拾いにくい。

実務では、次の軸を組み合わせるとよい。

金額影響

顧客影響

法令、規制対応

事業継続への影響

報道、SNS 等の評判影響

経営陣関与の有無

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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19.6.2　第一報を上げやすくする

多くの組織では、情報が確定するまで報告をためらう傾向がある。だが、重大リスクほど、第一報は不

完全であるのが普通である。

そのため、ルールとしては次が有効である。

仮説段階でも第一報は上げる

事実と推定を分けて報告する

更新時刻と次報予定を添える

経路を複線化する

この設計があると、後追い修正がしやすく、報告遅れも減る。

19.6.3　会議スピードとの関係

エスカレーション設計の目的は、会議を増やすことではない。必要な案件だけを、適切なタイミング

で、適切なレベルに上げることである。

したがって、次を整理しておくとよい。

緊急招集が必要な案件

次回定例で足りる案件

経営会議ではなく専門会議で処理すべき案件

取締役会に即時共有すべき案件

基準がないと、重大案件が遅れ、軽微案件が会議を埋める。

まとめと実践ポイント

経営会議は、リスク台帳を読む場ではなく、優先順位と対応方針を決める場である。

リスク報告は、発生可能性と影響の評価だけでなく、いま何を決める必要があるかまで整理して初めて

機能する。

BCP や危機時会議では、文書の有無より、招集、指揮命令、記録、対外説明の設計が重要である。

サイバーセキュリティは経営課題であり、技術論よりも事業影響、法的対応、対外説明まで含めて扱う

必要がある。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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2. 

3. 
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サステナビリティ関連リスクは、別建ての美しい計画より、経営戦略と既存議題への統合が重要であ

る。

エスカレーション基準は、金額だけでなく、顧客、規制、信用、経営陣関与など複数軸で設計する方が

実務に耐える。

参考文献・参考資料

内閣府「事業継続ガイドライン（令和5年3月）」

IPA「サイバーセキュリティ経営ガイドライン Ver 3.0実践のためのプラクティス集」

金融庁「『企業内容等の開示に関する内閣府令』等の改正案の公表について」

IFRS Foundation「ISSB and TCFD」

TNFD「The Taskforce on Nature-related Financial Disclosures」

第17章 コーポレートガバナンスと経営会議

第18章 法務・コンプライアンスの実務

次章への接続

本章では、リスクの見方と扱い方を、経営会議の中に組み込む方法を整理した。次章では、企業規模や

成長段階によって、こうした会議設計をどう変えるべきかを扱う。

5. 

6. 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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第 Ⅷ 部

組織規模・業種別の実践
第Ⅷ部　組織規模・業種別の実践に含まれる論点をまとめ

て読み進めるための区切りページ。 



第20章　企業規模別の会議設計

この章の構成

20.1 企業規模別に設計を変える理由

20.2 創業期から小規模組織の会議設計

20.3 中小規模での最適化

20.4 中堅規模での階層化

20.5 大企業での多層設計

20.6 グループ経営での会議設計

この章で学べること

企業規模や成長段階によって、会議設計の重点がどう変わるか

小さな組織から大きな組織へ移るとき、何を増やし、何を増やしすぎないか

規模拡大に伴う権限分配、情報流通、会議階層化の考え方

持株会社、事業会社、子会社を含むグループ経営での会議設計

会議の数を増やす前に見直すべき原則

20.1　企業規模別に設計を変える理由

20.1.1　規模だけでなく複雑性を見る

企業規模別の会議設計というと、従業員数だけで区切りたくなる。しかし、実務では 人数 だけでは足り

ない。

同じ 100 名規模でも、次の条件で必要な会議設計は変わる。

単一事業か複数事業か

国内中心か海外拠点を持つか

創業者中心か職能別分業が進んでいるか

規制産業か自由度の高い産業か

持株会社体制か単体企業か

したがって、本章では人数をあくまで一つの目安としつつ、成長段階に応じて何が会議設計の論点になるか

を重視する。

第Ⅷ部　組織規模・業種別の実践
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20.1.2　成長で変わるのは何か

企業が成長すると、会議設計上は主に次の5点が変わる。

決定権者が一つの会議に集まりにくくなる

現場情報が経営層に届くまでの距離が伸びる

部門間調整の必要性が高まる

監督、統制、記録の要請が強まる

会議の数が自然増し、重複や形骸化が起きやすくなる

したがって、規模別設計の本質は、会議の数を増やすこと ではなく、距離と複雑性をどう吸収するか にあ

る。

20.2　創業期から小規模組織の会議設計

20.2.1　少人数組織の強み

創業期から小規模組織では、意思決定者と実行者の距離が近い。これは大きな強みである。

この段階で有効なのは、会議体を増やすことより、次の条件を満たすことだ。

重要案件が一つの会議で完結しやすい

創業者の頭の中だけに判断基準が閉じない

課題が早く上がる

実行確認が短い周期で回る

20.2.2　最小構成の考え方

小規模組織では、経営会議は一つの基幹会議で十分なことが多い。そこに次をまとめる。

優先度の高い意思決定

重要 KPI の確認

資金、採用、主要案件の進捗

直近の阻害要因

この段階で重要なのは、会議時間の長さを固定することではない。議題を絞ること と  その場で決められる

人がいること の方が重要である。

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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20.2.3　創業者依存への対処

小規模組織では、創業者が最も多くの情報を持ち、最も速く判断できることが多い。だが、これが続く

と、会議は 創業者の説明会 か 創業者の承認待ち会 になりやすい。

これを防ぐには、次の工夫が有効である。

決定理由を短くても明文化する

役割ごとの判断範囲を言語化する

反対意見や懸念を出しやすい雰囲気をつくる

会議外で共有すべき情報を切り出す

少人数だからこそ、会議文化がそのまま組織文化になりやすい。

20.3　中小規模での最適化

20.3.1　時間制約が最も強い段階

中小規模になると、経営層や管理職が現場実務を兼務していることが多い。ここでは、会議が必要ない

のではなく、会議に使える時間が限られる という前提で設計する必要がある。

この段階では、会議目的を切り分けると運用しやすい。

情報共有

問題解決

意思決定

特に経営会議は、できるだけ  意思決定 に寄せた方がよい。単なる進捗読み上げは、非同期共有へ逃がし

た方が会議が軽くなる。

20.3.2　増やす前に削る

中小規模でありがちなのは、課題が増えるたびに会議を追加することである。だが、会議数が増える

と、準備、移動、待機、報告のコストが急増する。

したがって、新しい会議を増やす前に、次を確認したい。

既存会議で扱えないか

議題の一部だけを切り出せば足りないか

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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非同期共有で済む話ではないか

参加者を絞れば足りないか

会議新設は、最後の手段として考える方が安全である。

20.3.3　外部アドバイザーの使い方

中小規模では、法務、会計、IT、労務の専門性を外部で補う場面が多い。これは合理的だが、外部アド

バイザーが実質的な決定者になってしまうと、社内の判断力が育ちにくい。

実務上は、次の線引きが有効である。

外部は論点整理や選択肢提示を支援する

社内が最終判断を持つ

会議の目的を「助言取得」にするか「決定」にするかを分ける

20.4　中堅規模での階層化

20.4.1　会議階層化は避けにくい

事業や部門が増えると、一つの会議ですべてを扱うことは難しくなる。この段階では、ある程度の階層

化は必要である。

典型的には、次の3層ができやすい。

全社経営会議

テーマ別、事業別の会議

部門会議

重要なのは、階層化そのものより、各層の役割を重複させないことである。

20.4.2　中堅規模で起きやすい問題

中堅規模で特に起きやすいのは次の問題である。

同じ説明を複数会議で繰り返す

現場情報が経営会議まで届くのが遅い

横断課題が既存部門の隙間に落ちる

決定後のフォローが弱くなる

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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この段階では、情報を上げる会議 と 決める会議 の違いを明確にする必要がある。

20.4.3　横断論点の扱い

新規事業、システム刷新、人事制度改革、サステナビリティ、全社リスクのような論点は、単一部門で

は処理しにくい。こうしたテーマは、期限付きまたは目的限定の横断会議で扱い、最終的に経営会議へ上

げる形が運用しやすい。

ここでも重要なのは、横断会議が恒常的な報告会にならないことである。

目的

成果物

期限

経営会議との接続先

この4点が曖昧だと、会議だけが増える。

20.5　大企業での多層設計

20.5.1　線引きが最重要になる

大企業では、取締役会、経営会議、事業本部会議、部門会議、委員会など、多数の会議体が並行する。

そのため、何をどの会議で扱うかの線引きが最も重要になる。

例えば、次のような整理が基本である。

取締役会：監督、重要方針、重要案件

経営会議：全社的な執行判断、事業間調整、重要案件の論点整理

事業本部会議：事業執行、事業別課題

部門会議：実行管理

この線引きが崩れると、会議体が多いほど意思決定は遅くなる。

20.5.2　データと解釈を分けない

大企業ではダッシュボードやレポートが整備されやすいが、数字が見えることと、経営判断ができるこ

とは別である。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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経営会議で必要なのは、単なる数字の提示ではなく、

何が変化したのか

その理由は何か

どこに打ち手が必要か

まで含めた説明である。データ提示と解釈が分かれすぎると、会議時間が数字の確認だけで消えやす

い。

20.5.3　事前調整の限界

大企業では、重要会議の前に事前説明や調整が入るのは自然である。だが、事前調整が進みすぎると、

本会議は追認の場になりやすい。

したがって、次の線引きが必要である。

事前調整では前提共有まで

争点は本会議に残す

最終判断は本会議で行う

この区別がないと、本来の意思決定の場が空洞化する。

20.6　グループ経営での会議設計

20.6.1　持株会社と事業会社の役割分担

グループ経営では、単体企業以上に  どこで決めるか が重要になる。経済産業省のグループガイドライン

でも、グループ本社による実効的な統治と、子会社の機動的意思決定の両立が論点として示されている。

実務上は、次のような切り分けが基本になる。

グループ全体の方針、資本政策、主要人事、重要投資は本社側

個別事業の執行は子会社側

一定金額、一定リスク以上の案件だけを本社承認事項にする

20.6.2　会議階層

グループ経営では、少なくとも次の会議階層が生じやすい。

グループ全体の経営会議

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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本社の機能別、テーマ別会議

各事業会社の経営会議

ここで重要なのは、子会社が 毎回本社に説明するための会議 に疲弊しないことである。本社が見るべきも

のと、子会社が自律的に決めるべきものを分けないと、機動力が失われる。

20.6.3　権限表の重要性

グループ経営では、権限表や付議基準が特に重要になる。ただし、金額基準だけで設計すると、実態に

合わなくなることがある。

見るべきなのは、次の組み合わせである。

投資や契約の金額

グループ全体への波及性

ブランド、法規制、信用への影響

例外承認の経路

権限表は、一度作って終わりではなく、事業ポートフォリオや市場環境に応じて見直す必要がある。

まとめと実践ポイント

企業規模別の会議設計は、人数だけでなく、事業数、拠点数、規制、グループ構造といった複雑性で考

えるべきである。

小規模組織では、会議を増やすより、重要案件が一つの会議で決まりやすい構造を保つことが重要であ

る。

中小から中堅への移行では、会議階層化は避けにくいが、情報共有会議と意思決定会議を混ぜないこと

が重要になる。

大企業では、会議体の多さそのものより、取締役会、経営会議、事業会議の線引きが機能しているかが

重要である。

グループ経営では、本社の統治と子会社の機動性を両立させるために、権限配分と会議接続を明確にす

る必要がある。

どの規模でも、会議を増やす前に、既存会議で扱えるか、非同期で済むか、参加者を絞れるかを先に考

えるべきである。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 
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本章では、企業規模や組織複雑性に応じて会議体系をどう変えるかを整理した。次章では、業種ごとの

論点の違いを踏まえ、会議設計をさらに具体化していく。
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第21章　業種別の経営会議の特徴と工夫

この章の構成

21.1 業種別に会議設計を変える理由

21.2 製造業

21.3 金融業

21.4 IT・テクノロジー企業

21.5 小売・サービス業

21.6 医療・ヘルスケア

21.7 公共機関・非営利組織

21.8 ファミリービジネス

この章で学べること

業種ごとに、経営会議で優先して扱う論点がどう違うか

共通の会議原則を保ちながら、業種固有の事情へどう合わせるか

規制、現場情報、安全性、顧客接点、所有構造の違いが会議設計に与える影響

業種別に見たとき、何を本会議で扱い、何を専門会議へ委ねるべきか

汎用的な会議フォーマットを、業種に応じてどう調整するか

21.1　業種別に会議設計を変える理由

21.1.1　違いが出るのは「会議の形」より「重要論点」

業種別の会議設計というと、会議時間や参加者数の違いに目が向きがちである。だが、本質的な違いは

そこではない。大きく変わるのは、経営会議で継続的に扱うべき重要論点である。

例えば、製造業では供給、品質、在庫が重く、金融業ではリスクとコンプライアンスが重く、医療では

安全性と倫理が重い。この違いを無視して、すべての業種に同じ会議フォーマットを当てはめると、重要

論点が埋もれやすい。

21.1.2　見極めるべき観点

業種ごとの差を見極めるときは、次の観点が有効である。

価値創造がどこで行われるか

主要リスクがどこにあるか

第Ⅷ部　組織規模・業種別の実践
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現場情報の重要度が高いか

規制、監督、許認可の影響が強いか

安全性、倫理、公共性が強く問われるか

所有と経営の関係が複雑か

この章では、業種ごとの完全な正解を示すのではなく、どの観点が会議設計を左右するかを整理する。

21.2　製造業

21.2.1　全体最適を会議で作る業種

製造業では、営業、調達、生産、品質、物流が連動して初めて利益が出る。そのため、経営会議では部

門ごとの最適化より、全体最適の観点が重要になる。

特に見落としやすいのは、売上の話がそのまま利益の話ではないことである。受注が増えても、材料不

足、納期遅延、不良率上昇、在庫滞留があれば、経営インパクトは大きく変わる。

21.2.2　会議で重く見るべき論点

製造業の経営会議では、次の論点が重要になりやすい。

需要見通しと生産能力の整合

在庫水準とキャッシュへの影響

品質問題の再発防止

調達先集中や地政学リスク

設備投資と生産性の改善

したがって、経営会議だけで全部扱うより、営業、生産、品質などの専門会議で整理したうえで、全社

判断が必要な論点を上げる構造が向いている。

21.2.3　データ活用の位置づけ

製造業では、需要予測や異常検知にデータ分析や自動化を活用しやすい。ただし、会議の質を上げるの

はデータそのものではなく、データを踏まえて何を変えるかを決めることだ。

経営会議で重要なのは、精度の高いダッシュボードを称賛することではなく、

どの変化が経営課題か

どこに先手を打つか

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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何を止め、何に資源を寄せるか

を明確にすることである。

21.3　金融業

21.3.1　規制とリスクが中心に来る

金融業では、収益機会の議論と同じかそれ以上に、健全性、顧客保護、リスク管理、コンプライアンス

の扱いが重くなる。金融庁の金融行政方針や監督を踏まえても、経営管理態勢の実効性は重要な論点であ

り、会議設計の質がそのままガバナンスの質に直結しやすい。

21.3.2　会議設計上の特徴

金融業では、経営会議の下や周辺に、リスク、コンプライアンス、ALM、商品ガバナンス、システム、

サイバーなどの専門会議が置かれることが多い。

ここで重要なのは、会議の数ではない。重要なのは、次の切り分けである。

どのリスクを専門会議で深掘りするか

どの論点を経営会議で全社判断するか

どの案件を取締役会へ上げるか

リスク、収益、顧客保護を別々の会議で扱うと、整合性が崩れやすい。経営会議は、その横串を通す場

として機能すべきである。

21.3.3　記録とフォローアップ

金融業では、議論したことより、何を基準に判断したかが後から問われやすい。したがって、会議記録

では次が重要になる。

判断の根拠

前提とした指標

留保条件

再確認時期

これは単なる形式ではなく、監督、内部監査、改善の基礎になる。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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21.4　IT・テクノロジー企業

21.4.1　速度と学習が価値になる

IT・テクノロジー企業では、市場変化、技術変化、顧客反応のスピードが速い。そのため、会議設計で

も 計画の美しさ より 学習の速さ が重視されやすい。

ただし、速さを理由に会議を軽くしすぎると、優先順位がぶれ、技術負債や組織摩擦が積み上がる。し

たがって、速い会議と浅い会議は別物として扱う必要がある。

21.4.2　経営会議で重く見るべき論点

IT・テクノロジー企業では、次の論点が中心になりやすい。

プロダクトと顧客課題の整合

開発優先順位

人材配分

事業仮説の検証結果

セキュリティ、信頼性、障害対応

継続課金型の事業では  CAC、LTV、チャーンといった指標が重要になるが、指標名そのものより、どの

指標が価値創造の先行指標なのかを揃えることが重要である。

21.4.3　経営層と現場の接続

この業種では、経営層が数字だけ見ていると、プロダクトの実態や開発上の詰まりを見誤りやすい。一

方で、詳細な実装議論を経営会議でやると、会議が壊れる。

したがって、経営会議では次の接続が有効である。

デモやレビューで価値を短く確認する

技術判断そのものではなく、優先順位や資源配分を扱う

組織的な障害を経営課題として上げる

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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21.5　小売・サービス業

21.5.1　現場情報が経営の起点になりやすい

小売やサービス業では、顧客との接点が現場にあり、店舗、営業拠点、コールセンター、現場スタッフ

が持つ情報の価値が高い。したがって、経営会議でも現場情報をどう吸い上げるかが重要になる。

21.5.2　定量と定性の両立

売上、客数、客単価、在庫、人件費などの定量データは重要である。しかし、データだけでは、なぜそ

の数字になったかが見えないことが多い。

この業種では、次を組み合わせる必要がある。

POS や CRM などの定量データ

店長、SV、現場責任者の定性的情報

クレーム、口コミ、満足度などの顧客反応

経営会議では、数字の確認で終わらず、現場の感覚と接続して打ち手に落とすことが重要である。

21.5.3　権限配分の工夫

小売、サービス業では、本部が細かく決めすぎると現場機動力が落ち、現場に委ねすぎるとブランドや

品質がばらつく。会議設計では、本部と現場の役割分担を明確にする必要がある。

ブランド、価格政策、重要投資は本部

現場運営、日次改善、地域対応は現場

境界案件は経営会議で判断

21.6　医療・ヘルスケア

21.6.1　安全性と倫理が前提になる

医療やヘルスケアでは、一般企業以上に、安全性、患者利益、倫理、個人情報保護が強い前提となる。

厚生労働省の医療安全対策でも、医療の質と安全性の向上は中心課題であり、経営会議でも採算だけで判

断する構造は取りにくい。
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• 

• 

• 

• 

• 

第Ⅷ部　組織規模・業種別の実践 第21章　業種別の経営会議の特徴と工夫

251



21.6.2　会議で重く見るべき論点

この業種で重要になりやすいのは次の論点である。

医療安全や重大インシデント

人員配置と持続可能な運営

感染対策や情報セキュリティ

診療機能やサービス構成の見直し

財務と公共性のバランス

ここでは、医療安全や倫理を扱う会議と、経営会議の接続が特に重要である。安全上の問題を現場会議

だけに閉じ込めると、経営判断に反映されにくい。

21.6.3　採算と公共性のバランス

医療や介護では、採算が低いが社会的に必要な機能がある。したがって、経営会議では  採算が悪いから

縮小 という単純な議論になりにくい。

必要なのは、

何が地域や患者にとって不可欠か

どこに経営資源を集中すべきか

安全性と継続可能性をどう両立するか

という整理である。

21.7　公共機関・非営利組織

21.7.1　利害調整の比重が大きい

公共機関や非営利組織では、営利企業以上に、多様なステークホルダーとの合意形成が重くなる。

市民、利用者

議会、行政機関

寄付者、助成団体

職員、ボランティア

受益者

• 

• 

• 

• 
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そのため、経営会議は、効率だけでなく、説明責任、透明性、公平性を強く意識した場になる。

21.7.2　会議設計上の特徴

この領域では、次の点が重要である。

意思決定理由を対外説明できるか

利害の異なる相手にどう説明するか

予算執行と事業目的が整合しているか

形式的参加でなく、実質的な意見反映になっているか

会議の速さだけを追うと、後から説明コストが膨らみやすい。

21.8　ファミリービジネス

21.8.1　経営と所有が重なりやすい

ファミリービジネスでは、家族関係、所有、経営が重なりやすい。そのため、一般企業では表に出にく

い感情、承継、配分、家族内の期待が、経営会議に流れ込みやすい。

21.8.2　分けて考えるべき会議

この業種で重要なのは、家族の会話と経営判断を同じ場で処理しすぎないことである。実務上は、次の

分離が有効である。

家族の価値観、承継、所有を扱う場

事業運営と経営判断を扱う場

この分離がないと、経営会議が感情調整の場になりやすく、逆に家族の論点が表に出ないまま経営判断

へ混入しやすい。

21.8.3　第三者性の活用

ファミリービジネスでは、客観性を保つために、社外取締役、外部専門家、非親族の経営幹部など、第

三者的な視点が重要になる。

会議設計の観点では、

人事、承継、投資のように感情が入りやすい論点ほど第三者の関与を強める

経営会議では根拠と基準を明示する

• 
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• 
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家族内の論点を経営論点へ持ち込むときの手順を決める

ことが有効である。

まとめと実践ポイント

業種別設計で最も重要なのは、会議時間や回数より、どの論点を重く扱うかである。

製造業では全体最適、金融業ではリスクと規律、ITでは速度と学習、小売では現場情報、医療では安全

と倫理が、会議設計を強く左右する。

どの業種でも、専門会議と経営会議の役割を分け、全社判断が必要な論点だけを上げる構造が有効であ

る。

公共機関、非営利組織、ファミリービジネスでは、効率だけでなく、説明責任や利害調整の重さを会議

設計に織り込む必要がある。

汎用的な経営会議フォーマットをそのまま当てはめるのではなく、価値創造、主要リスク、規制、現場

情報の流れに合わせて調整するべきである。

参考文献・参考資料

金融庁「金融行政方針」

厚生労働省「医療安全対策について」

厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

内閣府「NPO法人ポータルサイト」

第19章 リスクマネジメント会議の運営

第20章 企業規模別の会議設計

次章への接続

本章では、業種ごとに会議設計の重心がどう変わるかを見た。次章では、業種差に加えて、言語、文

化、時差、各国規制の違いが重なるグローバル経営会議の運営を扱う。

• 

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

• 

• 

• 

• 

• 
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第22章　グローバル経営会議の運営

この章の構成

22.1 グローバル経営会議が難しくなる理由

22.2 文化差をどう扱うか

22.3 多言語会議の設計

22.4 時差をまたぐ会議の運営

22.5 本社と地域拠点の権限配分

22.6 異文化間のコンフリクトマネジメント

22.7 グローバルガバナンスと各国規制の調和

この章で学べること

グローバル会議で難しくなる論点を、文化、言語、時差、権限、規制の観点から整理する方法

文化論を使いすぎずに、実務で役立つ会議設計へ落とす考え方

多言語会議での資料設計、通訳、発言機会の整え方

タイムゾーンをまたぐ会議で、不公平を固定しない運用方法

本社と地域拠点の権限配分を会議体系へどう反映するか

各国規制とグローバル統一ルールをどう両立させるか

22.1　グローバル経営会議が難しくなる理由

22.1.1　論点が一気に増える

グローバル経営会議では、通常の経営会議に比べて、次の条件が同時に重なる。

母語が異なる

文化的な前提が異なる

時差がある

権限が本社と地域に分かれる

各国の法規制が異なる

したがって、国内会議を英語化しただけでは足りない。会議設計そのものを変える必要がある。

第Ⅷ部　組織規模・業種別の実践
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22.1.2　誤解は能力差だけで起きるわけではない

グローバル会議で起きる誤解は、語学力の不足だけで起きるわけではない。

何を会議で決めるべきかの感覚が違う

沈黙の意味が違う

反対意見の出し方が違う

事前調整への期待が違う

そのため、参加者個人の性格や能力へ還元せず、会議設計の問題として扱う方が実務的である。

22.2　文化差をどう扱うか

22.2.1　文化論は便利だが、使いすぎない

ホフステードの文化次元論は、異文化の違いを考える出発点として有用である。権力格差、不確実性回

避、個人主義と集団主義などの差が、会議の振る舞いに影響し得ることを示している。

ただし、ここで注意すべきは、国別スコアをそのまま個人に当てはめないことである。ホフステード自

身も、国レベルの傾向と個人差を混同しないよう注意している。実務上は、文化論を  決めつけの道具 では

なく 観察の補助線 として使う方が安全である。

22.2.2　会議で起きやすい差

グローバル会議では、例えば次の差が現れやすい。

その場で結論を出したい参加者と、事前検討を重視する参加者

率直な反対を自然と捉える参加者と、対立を避ける参加者

個人の見解を前に出す参加者と、チーム内の整理を重視する参加者

明文化されたルールを重視する参加者と、状況対応を重視する参加者

これらは対立そのものではなく、会議前提の違いであることが多い。

22.2.3　ファシリテーションの基本

文化差がある会議では、次の工夫が有効である。

今日は 議論 の回か 決定 の回かを明示する

反対意見を出してよいと最初に宣言する

• 

• 

• 

• 
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沈黙をそのまま同意とみなさない

口頭発言だけでなく、チャットや事前コメントも受け皿にする

対立が起きたら、価値観の違いを言語化して整理する

文化差への対処は、正しい文化理解の講義より、発言しやすい構造を作る方が効果的である。

22.3　多言語会議の設計

22.3.1　会議言語を決めるだけでは足りない

会議の共通言語を英語などに定めても、それだけで公平な会議にはならない。母語話者と非母語話者の

間には、理解速度、発言速度、ニュアンス把握の差が残る。

そのため、多言語会議では 共通言語の設定 に加えて、情報格差を縮める工夫が必要になる。

22.3.2　資料設計

多言語会議では、資料が会議品質を大きく左右する。特に有効なのは次の工夫である。

1スライド1メッセージで書く

要点、争点、意思決定事項を冒頭に置く

固有名詞、略語、技術用語の用語集を作る

図表や数表を多めに使う

事前に読める時間を確保する

翻訳の量を増やすことより、理解しやすい構造にすることの方が重要である。

22.3.3　通訳の使い方

通訳が必要な会議では、同時通訳か逐次通訳かを目的に応じて選ぶ必要がある。

スピードを重視するなら同時通訳

正確性とニュアンスを重視するなら逐次通訳

ただし、本当に重要なのは方式より準備である。通訳者には、事前に次を共有したい。

会議の目的

決める論点

固有名詞や専門用語

• 

• 

• 

• 
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過去経緯

通訳は会議の外部要員ではなく、会議品質を左右する実務パートナーとして扱う方がよい。

22.3.4　発言機会の整え方

非母語話者は、理解していても、言い出すタイミングを逃しやすい。そこで、次の工夫が有効である。

論点ごとに短く区切る

チャットや事前コメントを使う

名指しで発言を促す

結論を急ぐ前に確認ラウンドを入れる

言語の公平性は、全員が同じ量だけ話すこと ではなく、必要な意見が会議に載ること で判断すべきである。

22.4　時差をまたぐ会議の運営

22.4.1　全員に快適な時間はない

グローバル会議では、全員が快適に参加できる時間帯が存在しないことが多い。したがって、重要なの

は最適解を探すことより、不公平を固定しないことである。

22.4.2　時間設計の原則

実務上は、次の原則が有効である。

重要会議ほど負担を固定しない

早朝、深夜負担は輪番にする

同期会議でなくてよい案件は非同期へ逃がす

会議目的ごとに同期と非同期を切り分ける

例えば、情報共有は非同期、論点整理は短い同期会議、最終調整だけ多地域参加、といった分け方が考

えられる。

22.4.3　非同期の位置づけ

時差対応で有効なのは、非同期コミュニケーションを補助ではなく正式な手段として扱うことである。

事前メモ

録画メッセージ

• 

• 

• 

• 
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共有ドキュメント上のコメント

チャットでの論点整理

ただし、対立がある論点、複雑な判断、関係調整は、非同期だけでは解きにくい。非同期で準備し、同

期で決める方が扱いやすい。

22.5　本社と地域拠点の権限配分

22.5.1　会議の前に決めるべきこと

グローバル経営会議で混乱しやすいのは、誰が何を決めるかが曖昧な場合である。本社が全部決めるの

か、地域が自律するのかが曖昧だと、会議は報告会にも、承認待ち会にもなりやすい。

そのため、会議設計の前提として、少なくとも次を決めておく必要がある。

どの領域を本社が決めるか

どの領域を地域が決めるか

どこが共同決定事項か

例外案件の承認経路は何か

22.5.2　扱いやすい切り分け

実務上は、次のような切り分けがよく使われる。

全社戦略、資本政策、主要人事、重大投資は本社

地域の営業、採用、実行施策は現地

ブランド、法務、重大リスクは本社と現地の共同確認

重要なのは、金額基準だけで決めないことである。金額が小さくても、規制、ブランド、政治リスクで

重大になることがある。

22.5.3　信頼と監視の両立

権限委譲は、放任でも過干渉でも機能しにくい。グローバル経営会議では、地域拠点からの報告を  統制

のためだけでなく、支援 と 学習共有 のためにも使う必要がある。

つまり、本社会議は、地域を点検するだけの場ではなく、グループ全体の判断速度を上げる場であるべ

きである。

• 

• 

• 
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22.6　異文化間のコンフリクトマネジメント

22.6.1　よくある対立

グローバル会議で起きやすい対立は、しばしば次の形を取る。

スピード重視と慎重検討の対立

率直さと配慮の対立

ルール重視と柔軟対応の対立

データ重視と関係性重視の対立

これらは、どちらかが正しいというより、優先順位の違いとして現れることが多い。

22.6.2　扱い方

コンフリクトが起きたときは、次の順で扱うと整理しやすい。

何で対立しているかを言語化する

事実認識の違いか、価値判断の違いかを分ける

共通目標に立ち戻る

どこまで統一し、どこを地域裁量に残すかを決める

ファシリテーターは、発言内容を別の文化圏に伝わる言葉へ言い換える役割を持つことがある。

22.6.3　心理的安全性

異文化会議では、誤解を恐れて発言を控える人が出やすい。そのため、国内会議以上に心理的安全性の

設計が重要になる。

間違ってもよい

反対してもよい

語学力で評価しない

まず理解を確認する

この前提を、会議の運営側が繰り返し示す必要がある。

• 

• 

• 

• 

1. 

2. 

3. 

4. 

• 

• 

• 

• 

第22章　グローバル経営会議の運営 第Ⅷ部　組織規模・業種別の実践

260



22.7　グローバルガバナンスと各国規制の調和

22.7.1　統一ルールとローカル対応の二層構造

グローバル企業では、本社が統一ルールを作る一方、現地法や規制に応じた運用が必要になる。ここで

は 全部統一 も 全部現地任せ も機能しにくい。

実務上は、次の二層構造が扱いやすい。

グローバル共通ルール：倫理、内部通報、承認権限、記録、重大リスク報告など

ローカル追加対応：労働法、個人情報保護、業法、許認可、税務など

22.7.2　会議設計への落とし込み

この二層構造を会議に落とすと、少なくとも次が必要になる。

グローバル会議で見るべき共通論点

現地会議で閉じるべき論点

法務、コンプライアンス、内部監査との接続

規制変更があったときの報告経路

ここで大切なのは、各国規制を経営会議で丸暗記することではない。重要なのは、現地の法規制変更が

グループ経営に影響するかを早く上げられる構造である。

22.7.3　記録の重要性

グローバル会議では、後から  誰が何を決めたか を複数の国、複数の言語で説明する場面がある。した

がって、議事録や決定記録では次が重要になる。

決定事項

判断理由

参加者

適用範囲

次の確認事項

多言語環境では、逐語的な完全翻訳を目指すより、決定と理由がずれずに伝わることの方が重要であ

る。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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まとめと実践ポイント

グローバル経営会議の難しさは、言語だけでなく、文化、時差、権限、規制が同時に重なることにあ

る。

文化論は観察の補助線として有用だが、国籍で個人を決めつける使い方は避けるべきである。

多言語会議では、共通言語の設定だけでなく、資料設計、通訳準備、発言機会の設計まで含めて考える

必要がある。

時差会議では、誰かの負担を固定しないことが重要であり、同期と非同期の使い分けが実務上の鍵にな

る。

本社と地域拠点の権限配分が曖昧だと、会議は遅くなる。会議の前提として決定権限と例外経路を明確

にしておく必要がある。

グローバル共通ルールとローカル対応を二層で整理し、規制変更が早く上がる会議構造を作ることが重

要である。

参考文献・参考資料

Hofstede, G. (2011). Dimensionalizing Cultures: The Hofstede Model in Context.

IFRS Foundation「ISSB and TCFD」

第15章 リモート・ハイブリッド会議の設計

第17章 コーポレートガバナンスと経営会議

第20章 企業規模別の会議設計

次章への接続

本章では、言語、文化、時差、権限、規制の違いが重なるグローバル会議の設計を整理した。次章で

は、会議そのものの効果をどう測り、どう改善していくかに進む。

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 

• 

• 

• 

• 

• 
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第 Ⅸ 部

継続的改善と変革
第Ⅸ部　継続的改善と変革に含まれる論点をまとめて読み

進めるための区切りページ。 



第23章　会議の効果測定と改善

この章の構成

23.1 なぜ会議を測るのか

23.2 指標設計の原則

23.3 会議コストの見方

23.4 参加者フィードバックの取り方

23.5 定期レビューと改善サイクル

23.6 他社学習とベンチマーク

23.7 改善が新しいムダ会議を生まないようにす

る

この章で学べること

会議を 短くすること ではなく 成果につながるか で測る考え方

会議ごとに、入力、過程、結果、成果を分けて指標を設計する方法

人件費、準備時間、フォロー時間、機会コストを踏まえた会議コストの見方

直後フィードバックと定期レビューを使い分けて改善する方法

改善施策が新たな会議の増殖を生まないようにする進め方

23.1　なぜ会議を測るのか

23.1.1　目的は管理ではなく改善

会議を測る目的は、参加者を細かく管理することではない。何が会議の価値を高め、何が無駄を生んで

いるかを見極め、改善につなげることである。

会議改革が失敗しやすいのは、会議時間を減らす こと自体が目的化する場合である。短い会議でも、論

点が曖昧で実行につながらなければ効果は低い。逆に、時間を要しても重要な意思決定が進み、組織の迷

いを減らせる会議には価値がある。

したがって、効果測定では 効率 と 有効性 を分けて見る必要がある。

23.1.2　会議の種類で見るべきものは違う

すべての会議を同じ物差しで測ると、かえって判断を誤る。

取締役会では、監督、助言、重要意思決定の質が重要になる

第Ⅸ部　継続的改善と変革
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経営会議では、論点整理、意思決定速度、部門横断の整合が重要になる

部門会議では、実行状況の確認、課題の早期把握、役割分担の明確化が重要になる

つまり、何のための会議か を定めずに  KPI  を置いても意味がない。まず会議の役割を明確にし、その役

割に沿った測り方を設計する必要がある。

23.2　指標設計の原則

23.2.1　入力・過程・結果・成果で分けて考える

会議指標は、一つの数値で評価しようとすると歪みやすい。実務上は、次の四層で見ると整理しやす

い。

入力：参加者が適切か、資料が間に合っているか、論点が明確か

過程：議論が目的に沿って進んだか、発言が偏っていないか、保留と決定が切り分けられたか

結果：決定事項、保留事項、宿題、責任者、次の確認時点が明確か

成果：決定後の着手速度、実行率、手戻りの減少、関連会議の削減などにつながったか

この分け方を使うと、例えば  会議時間が長い という現象も、入力不足なのか、過程の設計不良なのか、

結果が曖昧なのかを切り分けやすくなる。

23.2.2　少数の指標に絞る

会議は測ろうと思えばいくらでも測れる。しかし、指標を増やしすぎると、今度は測定作業そのものが

負担になる。

実務上は、会議ごとに 本当に見たい指標を少数に絞る 方が運用しやすい。例えば、次のような組み合わせ

がある。

準備の質を見る指標

決定の明確さを見る指標

実行への接続を見る指標

参加者の体感を補う指標

数を増やすより、継続的に追えるかどうかを優先したい。

23.2.3　会議タイプ別の見方

会議タイプごとに、重視しやすい指標は異なる。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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取締役会

重要議題に十分な時間が割かれているか

監督と助言の視点が議論に入っているか

実効性評価で指摘された課題が改善につながっているか

経営会議

決めるべき論点が明確に上がっているか

決定から実行着手までのリードタイムが短くなっているか

部門間の持ち帰りや再協議が必要以上に増えていないか

部門横断会議

誰が何を持ち帰るかが明確か

会議後に追加調整がどれだけ発生しているか

同じ論点を別会議で繰り返していないか

取締役会については、上場会社ではコーポレートガバナンス・コード上、取締役会全体の実効性の分

析・評価が求められている。一般の経営会議にそのまま当てはめる必要はないが、会議自体を定期的に評価

する という考え方は応用できる。

23.3　会議コストの見方

23.3.1　会議コストは開催時間だけではない

会議コストというと、その場に座っている時間だけを見がちである。しかし実際には、次の時間も含め

て考える必要がある。

参加時間

資料作成や読み込みの時間

会議後の議事録整理やアクション整理の時間

会議参加によって他業務を後ろ倒しにした影響

したがって、1時間の会議 でも、組織全体ではそれ以上の時間が使われていることが多い。

23.3.2　簡便な算式で十分である

会議コストは、厳密な原価計算でなくてもよい。まずは、次のような簡便な見方で十分役に立つ。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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会議コスト = 参加者の時間単価 × （参加時間 + 準備時間 + フォロー時間）

必要に応じて、次も補足的に見る。

重要案件を遅らせたことによる機会コスト

会議室、通訳、外部システムなどの付随コスト

重要なのは、精緻な数字を作ることではなく、会議は無償ではない と組織で共有することである。

23.3.3　高コストでも価値が高い会議はある

コスト可視化は、会議削減のためだけに使うものではない。経営危機対応、重要投資判断、重大リスク

審議のように、高コストでも価値の高い会議はある。

したがって、会議コストは 削るかどうか だけでなく、

その会議でしか扱えない論点か

参加者は適切か

代替手段で置き換えられる部分はないか

を考える材料として使う方が有効である。

23.4　参加者フィードバックの取り方

23.4.1　直後パルスと定期レビューを分ける

フィードバックは、一度だけ集めても改善につながりにくい。実務上は、次の二層で見ると運用しやす

い。

直後パルス：その会議の分かりやすさ、時間配分、決定の明確さを短く聞く

定期レビュー：数回分をまとめて、構造的な問題を振り返る

直後パルスは体感を拾いやすい。定期レビューは傾向を捉えやすい。両方を分けると、感情的な不満と

構造的な課題を切り分けやすくなる。

23.4.2　聞くべき質問は絞る

会議後アンケートは長くすると回収率が落ちる。聞く内容は、会議改善に直結するものへ絞った方がよ

い。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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例えば、次の問いは汎用性が高い。

この会議の目的は明確だったか

必要な論点が扱われたか

必要な人が参加していたか

決定事項と保留事項は明確だったか

次のアクションは理解できたか

自由記述欄は、数を増やすより 最も改善したい点は何か のように問いを絞る方が読みやすい。

23.4.3　不満の表面と原因を分ける

参加者はしばしば  長かった 資料が多かった 議論が散った と表現する。しかし、その背後にある原因は別

であることが多い。

長かった 

決める論点が曖昧だったのか

事前準備が不足していたのか

資料が多かった 

情報を削れていないのか

本会議で見るべき論点が前処理されていないのか

議論が散った 

争点の切り方が悪かったのか

誰が決めるかが不明確だったのか

したがって、フィードバックはそのまま採用するのでなく、会議設計のどこに原因があるかへ戻して読

む必要がある。

23.5　定期レビューと改善サイクル

23.5.1　会議ごとに見直しの粒度を変える

会議レビューの頻度は一律でなくてよい。新設した会議や大きく設計を変えた会議は短い周期で見直

し、安定運用に入った会議は一定期間ごとに点検する方が現実的である。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

◦ 

◦ 

• 

◦ 

◦ 

• 

◦ 

◦ 
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特に取締役会では、上場会社において実効性評価の枠組みが一般化している。一方、任意の経営会議で

は、毎回のパルスと一定期間ごとの振り返りを組み合わせる形が扱いやすい。

23.5.2　一度に変えすぎない

会議改善が失敗しやすいのは、毎回ルールを変えすぎる場合である。参加者は改善の意図を理解する前

に、また運用が変わった と受け取りやすい。

実務上は、

直近で最も痛い課題を一つか二つ選ぶ

改善仮説を置く

次の数回で変化を見る

という進め方の方が定着しやすい。

23.5.3　改善ログを残す

改善を継続するには、会議そのものだけでなく、改善の履歴も残したい。例えば、次を簡潔に記録して

おくとよい。

どの課題を改善対象にしたか

なぜそれを課題と判断したか

何を変えたか

変化はあったか

次に何を調整するか

この記録があると、会議運営者が変わっても改善の文脈が失われにくい。

23.6　他社学習とベンチマーク

23.6.1　比較先は 有名企業 ではなく 似た課題

他社事例から学ぶこと自体は有効である。ただし、比較先を誤ると、表面的な模倣で終わりやすい。

見るべきなのは、

同じような意思決定の重さを持つ会議か

同じような組織複雑性を持つか

同じような規制や説明責任を負うか

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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であって、企業名の知名度ではない。

23.6.2　真似るべきは形式ではなく原理

他社の運用で参考になるのは、何日前配布 や 何分配分 のような表面の数字より、

なぜそのやり方が機能したのか

どの問題を解こうとしていたのか

何をやめた結果うまくいったのか

という原理である。

したがって、ベンチマーク結果は、そのまま導入するのでなく、自社の会議目的と組織構造に照らして

翻訳する必要がある。

23.6.3　社内比較も強い学習材料になる

外部事例だけでなく、社内の別会議体も有力な比較対象である。

うまく回っている会議は何が違うか

どの会議で決定から実行が早いか

どの会議は資料が少なくても深い議論ができているか

同じ会社の中では、文化や制度条件が近いため、改善示唆を得やすい。

23.7　改善が新しいムダ会議を生まないようにする

23.7.1　改善レビューは既存会議へ織り込む

会議を改善しようとして、改善専用の会議を増やすと本末転倒である。まずは、既存の運営会議や定例

確認の中に、短い振り返り枠を織り込む方がよい。

例えば、

月次の会議運営レビュー

四半期ごとの会議体棚卸し

年次の取締役会実効性評価

のように、既存の節目へ組み込む方が運用しやすい。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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23.7.2　別会議が必要なのは限定的である

別途の準備会や改善会が必要になるのは、次のような場合に限られる。

重大な対立があり、論点整理だけを先にしたい

事実確認が不足しており、本会議前に前提を揃える必要がある

会議設計そのものを大きく見直す立ち上げ局面である

それ以外は、本会議の設計を直した方が効果的であることが多い。

23.7.3　改善時は 何を増やすか と同時に 何をやめるか を決める

改善策を導入するときは、

新しい資料を追加するなら何を削るか

新しい確認手順を入れるならどの重複確認をやめるか

新しい会議を置くならどの既存会議を統合・廃止するか

を同時に決めたい。これをしないと、改善施策がそのまま新たな負荷になる。

まとめと実践ポイント

会議の効果測定は、時間短縮そのものではなく、会議目的の達成と実行への接続を測るために行う。

指標は、入力、過程、結果、成果に分けて考えると、問題の所在を切り分けやすい。

会議コストは開催時間だけでなく、準備、フォロー、機会コストまで含めて捉えると改善の優先順位が

見えやすい。

フィードバックは、直後の体感把握と、一定期間ごとの構造レビューを分けて運用する方が実務的であ

る。

改善施策は一度に増やしすぎず、改善ログを残しながら、少数の論点を継続的に見直す方が定着しやす

い。

他社事例は形式ではなく原理を学び、自社に合わせて翻訳する必要がある。

会議改善では、新しい運用を足すだけでなく、何をやめるかを同時に決めることが重要である。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 

7. 
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参考文献・参考資料

金融庁・東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コード」

日本取引所グループ「コーポレートガバナンス・コードの補充原則４－１１③では、取締役会は『取締

役会全体の実効性について分析・評価』を行うことが求められておりますが、本コードの『実施』に

は、第三者評価を受けることが必要になるのでしょうか。」

金融庁「コーポレートガバナンス改革の実質化に向けたアクション・プログラム2025」

第09章 議事録と決定事項の管理

第10章 フォローアップとアクション管理

第17章 コーポレートガバナンスと経営会議

次章への接続

本章では、会議をどう測り、どう改善するかを整理した。次章では、その逆側から、会議がどのように

壊れていくのか、典型的な失敗パターンとアンチパターンを扱う。

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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第24章　経営会議の失敗パターンとアンチパ
ターン

この章の構成

24.1 失敗は単発ではなく構造で起きる

24.2 形骸化する取締役会

24.3 トップにモノが言えない会議文化

24.4 情報の非対称性

24.5 会議体の増殖と重複

24.6 準備不足と論点不明

24.7 決めっぱなしと実行不全

24.8 テクノロジー導入を会議改革と誤認する

24.9 複合失敗への向き合い方

この章で学べること

経営会議や取締役会が機能不全に陥る典型的な兆候

失敗を 個人の力量不足 ではなく 会議設計と運用の問題 として捉える見方

形骸化、沈黙、情報格差、会議体増殖、準備不足、実行不全の構造

テクノロジー導入が会議改革にならない理由

複数の失敗が重なったとき、どこから手を付けるべきか

24.1　失敗は単発ではなく構造で起きる

24.1.1　失敗は 会議中の出来事 だけではない

経営会議の失敗というと、会議中の揉め事や時間超過が思い浮かびやすい。しかし、実際の失敗はもっ

と手前で始まっていることが多い。

何を決める会議かが曖昧

必要な情報が揃っていない

参加者が発言しにくい

誰が決めるかが不明確

会議後の実行確認がない

第Ⅸ部　継続的改善と変革
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つまり、会議の失敗は  その場の運営ミス というより、設計、準備、情報流通、権限配分の問題として起

きやすい。

24.1.2　失敗パターンは重なって現れる

現実の組織では、一つの失敗だけが単独で起きることは少ない。例えば、

準備不足があるために議論が散る

議論が散るためにトップが強く締めに入る

トップが強く締めるために異論が出なくなる

異論が出ないために誤った決定が実行される

というように、複数のパターンが連鎖する。したがって、症状だけを直しても再発しやすい。

24.2　形骸化する取締役会

24.2.1　よくある兆候

取締役会の形骸化は、単に議論が静かであることではない。次のような兆候が重なると危険である。

重要議題より報告事項が中心になっている

実質的に経営会議で決めた内容の追認が多い

社外取締役の発言が確認質問に偏る

取締役会で何を監督し、何を執行へ委ねるかが曖昧である

こうした状態では、取締役会は  重要な意思決定と監督の場 ではなく、形式的な承認機関へ近づいてい

く。

24.2.2　なぜ形骸化するのか

形骸化の背景には、次のような構造がある。

取締役会と経営会議の役割分担が曖昧

執行側が結論中心の資料しか上げない

社外取締役に十分な背景情報が届かない

実効性評価をしても改善へ結びつけない

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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コーポレートガバナンス・コードでも、独立社外取締役には助言、監督、利益相反監督、ステークホル

ダー意見の反映が期待されている。したがって、社外取締役が実質的に機能しない取締役会は、構造上の

問題を抱えていると見た方がよい。

24.2.3　是正の考え方

形骸化への対処は、会議時間を伸ばすことではなく、取締役会の役割を立て直すことから始まる。

取締役会で扱う論点と委譲する論点を明確にする

年間議題計画を持ち、戦略、リスク、人材、資本配分の議論を埋もれさせない

社外取締役向けの情報提供を、結論だけでなく背景、選択肢、未解決論点まで広げる

実効性評価の結果を、議題構成や運営改善へつなげる

取締役会の実効性評価では、外部機関の活用も考えられるが、JPX の FAQ でも、補充原則4-11③の実施

に外部評価は必須ではないとされている。重要なのは、評価そのものより改善に使うことである。

24.3　トップにモノが言えない会議文化

24.3.1　沈黙は合意ではない

トップがいる会議では、沈黙が同意に見えやすい。しかし、実際には次のような理由で発言が止まるこ

とがある。

反対しても変わらないと思っている

言い方を誤ると不利益があると感じている

悪い知らせを持ち込むことを避けている

既に空気が決まっていると読んでいる

この状態で意思決定を進めると、会議は 異論を処理する場 ではなく 空気を確認する場 になる。

24.3.2　会議文化が悪化する流れ

言いにくい文化は、強い叱責が一度あるだけでなく、日常の小さな運営から強化される。

トップが先に結論を強く述べる

質問より反論が先に返る

バッドニュースを持ってきた人が不利になる

会議後に発言者だけが個別に責められる

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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こうした経験が積み重なると、参加者は 黙っている方が安全 と学習する。

24.3.3　是正の考え方

心理的安全性は、抽象的なスローガンだけでは高まらない。会議運営では、少なくとも次が必要であ

る。

トップが自分の結論を述べる前に他者の見方を聞く場面を作る

反対意見や懸念提起を、妨害ではなく判断材料として扱う

バッドニュースほど早く上げることを明示し、実際にそれを守る

会議以外の報告経路や内部通報の仕組みも整える

JPX  の「不祥事予防のプリンシプル」でも、レポーティング・ラインの目詰まりに備えた内部通報窓口

や、バッドニュースを早く上げる意識付けの重要性が示されている。会議文化の改善は、会議室の中だけ

で完結しない。

24.4　情報の非対称性

24.4.1　起きやすいパターン

取締役会や経営会議では、情報の非対称性がしばしば機能不全の原因になる。特に次の形が多い。

リスク情報が遅れて上がる

結論だけが共有され、背景や代替案が共有されない

本会議前の別会議で実質的に決まっている

この状態では、参加者は 判断する人 ではなく 既に整えられた案を確認する人 になりやすい。

24.4.2　是正の考え方

情報格差を縮めるには、資料量を増やすことより、必要な情報の型を揃える方が有効である。

何を決める案件か

他にどんな選択肢があったか

主なリスクと留保条件は何か

いま未解決の論点は何か

• 

• 

• 

• 

• 
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取締役会では、社外取締役向けの事前説明、追加資料、重要会議へのオブザーバー参加などが実務上の

工夫になり得る。ただし、会社の機関設計や権限分配に応じて設計する必要があり、一つの形を標準化し

すぎない方がよい。

24.5　会議体の増殖と重複

24.5.1　増殖の典型

会議体は、問題が起きるたびに新設されやすい。一方で、古い会議は残りやすい。その結果、次のよう

な状態になる。

同じ論点が複数会議で繰り返される

本会議の前に事前調整会が増える

新しい経営課題ごとに新会議が上乗せされる

どの会議が決定会議なのか曖昧になる

こうなると、会議数の多さそのものより、どこで決まるのか分からない ことが大きな問題になる。

24.5.2　是正の考え方

会議体の増殖には、まず棚卸しが必要である。

会議の目的

決定権の有無

主な議題

参加者

他会議との重複

を一覧化し、一つの会議に一つの主目的 を原則に整理したい。

また、準備会を全面否定するのでなく、

事実確認のための準備か

立場調整のための会議か

本会議の代替になっていないか

を見極める必要がある。

• 

• 

• 

• 

• 
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24.6　準備不足と論点不明

24.6.1　よくある兆候

会議の質が低いとき、原因はファシリテーションより前にあることが多い。例えば次のような状態であ

る。

何を決める会議かが冒頭で説明できない

資料は多いが論点が見えない

前提条件や数字の意味が揃っていない

参加者に求める準備が曖昧である

この状態で会議を開いても、議論は広がるが深まらない。

24.6.2　是正の考え方

準備不足への対処は、資料を増やすことではない。必要なのは、会議で見るべき情報を絞ることであ

る。

この会議で何を決めたいか

判断に必要な事実は何か

仮説、前提、選択肢は何か

会議前に読んでおくべき部分はどこか

ここが明確になると、資料の量よりも 読み方 が揃いやすくなる。

24.7　決めっぱなしと実行不全

24.7.1　決定したのに動かない状態

会議で決まったはずなのに進まない。これは多くの組織で見られる失敗である。原因はたいてい次のい

ずれかである。

誰が実行責任者か曖昧

期限がない

前提条件が整理されていない
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• 
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次回どこで進捗確認するか決まっていない

この状態では、会議の中で 決まった気になる が、会議の外では何も進まない。

24.7.2　是正の考え方

決定を実行へつなぐには、会議の最後で次を明確にする必要がある。

決定事項

実行責任者

初動の期限

次の確認の場

保留条件や前提条件

重要なのは、新しいフォロー会議を増やすことではなく、第9章、第10章で整理した記録とフォロー

アップの仕組みに接続することである。

24.8　テクノロジー導入を会議改革と誤認する

24.8.1　よくある誤解

会議の問題が大きいとき、ツールを入れれば改善すると考えやすい。しかし、実際には次のような誤解

が多い。

ツール導入が目的化する

運用要件より機能一覧で選ぶ

教育やサポートを軽視する

既存の権限管理、監査証跡、記録運用との接続を考えない

これでは、会議の質ではなく、使う道具だけが変わる。

24.8.2　是正の考え方

テクノロジー導入では、まず会議運営上の要件を定めるべきである。

誰がアクセスできるか

決定記録を残せるか

権限管理や監査証跡を持てるか

モバイル、遠隔、社外参加などの実務条件に合うか
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• 

• 

• 
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既存業務と無理なくつながるか

この観点が揃っていれば、製品名が変わっても判断しやすい。逆に、会議目的が曖昧なまま導入する

と、別の分断を増やしやすい。

24.9　複合失敗への向き合い方

24.9.1　最初に直すべきボトルネックを選ぶ

失敗が複合している場合、全部を一度に直そうとすると動かない。最初は、最も影響の大きいボトル

ネックから着手した方がよい。

例えば、

発言が出ないなら、トップの運営と報告経路

追認ばかりなら、権限分配と議題設計

会議が多すぎるなら、会議体棚卸しと統廃合

実行されないなら、決定記録とフォロー設計

のように、失敗の主因に応じて入口を変える必要がある。

24.9.2　アンチパターンは やってはいけないことの一覧 で終わらせない

本章の価値は、失敗例を怖がることではない。自社の会議でどの兆候が出ているかを見抜き、設計へ

戻って直すことである。

会議改革は、新しい手法を足すことより、

何をやめるか

どの役割を明確にするか

どの情報を先に揃えるか

を決める作業でもある。

まとめと実践ポイント

経営会議の失敗は、その場の運営ミスだけでなく、設計、準備、情報流通、権限配分の問題として起き

やすい。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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取締役会の形骸化は、追認構造、情報不足、実効性評価の形骸化が重なると進みやすい。

トップにモノが言えない文化では、沈黙は合意でなく、リスクの滞留を意味することが多い。

情報の非対称性が大きいほど、社外取締役や会議参加者は監督者ではなく確認者になりやすい。

会議体の増殖は、会議数の多さより、どこで決まるかが曖昧になることが本質的な問題である。

準備不足と決めっぱなしは、会議中の議論の質と会議後の実行力を同時に下げる。

テクノロジー導入は、会議設計と運用要件が定まって初めて効果を持つ。

複合失敗には、最も影響の大きいボトルネックから順に着手する方が現実的である。

参考文献・参考資料

金融庁「『社外取締役のことはじめ』の公表について」

金融庁「コーポレートガバナンス改革の実質化に向けたアクション・プログラム2025」

日本取引所グループ「コーポレートガバナンス・コードの補充原則４－１１③では、取締役会は『取締

役会全体の実効性について分析・評価』を行うことが求められておりますが、本コードの『実施』に

は、第三者評価を受けることが必要になるのでしょうか。」

日本取引所グループ「『不祥事予防のプリンシプル』の対応状況」

第17章 コーポレートガバナンスと経営会議

第18章 法務・コンプライアンスの実務

第23章 会議の効果測定と改善

次章への接続

本章では、経営会議が壊れていく典型的なパターンを整理した。次章では、こうした失敗を踏まえて、

会議改革を組織変革としてどう進めるかを扱う。

2. 

3. 

4. 

5. 

6. 

7. 

8. 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

第Ⅸ部　継続的改善と変革 第24章　経営会議の失敗パターンとアンチパターン

281



第25章　組織変革と会議改革

この章の構成

25.1 会議改革は組織変革である

25.2 変革の出発点をどう作るか

25.3 推進体制の作り方

25.4 進め方は 一気に より 段階的に

25.5 抵抗への向き合い方

25.6 定着させる仕組み

この章で学べること

会議改革を 運営改善 ではなく 組織変革 として捉える理由

トップ、事務局、現場管理職がそれぞれ何を担うべきか

小さく始めて全社へ広げる進め方

抵抗を 邪魔 ではなく 調整すべき現実 として扱う考え方

会議改革を一過性で終わらせず、組織の標準へ定着させる方法

25.1　会議改革は組織変革である

25.1.1　会議は組織文化が最も表れやすい場である

会議改革は、単にアジェンダや時間配分を見直す作業ではない。会議には、その組織の意思決定、発

言、責任分担、失敗への向き合い方が凝縮して現れる。

例えば、

だれが発言するか

異論をどう扱うか

悪い情報が上がるか

決定が実行へつながるか

は、そのまま組織文化の表れである。したがって、会議のやり方を変えることは、組織の行動様式を変

えることにつながる。

第Ⅸ部　継続的改善と変革
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25.1.2　会議改革が変革の起点になりやすい理由

会議改革が組織変革の起点になりやすいのは、次の特徴があるからである。

繰り返し行われる

経営層から現場まで波及しやすい

変化が参加者に見えやすい

成果と不具合の両方が比較的早く表れる

研修や制度改定だけでは、行動が変わるまで時間がかかることが多い。一方、会議は日常の中で何度も

再現されるため、行動変化を定着させやすい。

ただし、単に会議技法を持ち込むだけでは不十分である。経営課題と結びついて初めて、組織は会議改

革を 必要な変化 と認識する。

25.2　変革の出発点をどう作るか

25.2.1　まず なぜ変えるのか を経営課題として示す

会議改革は、効率化のスローガンだけでは広がりにくい。組織に伝えるべきなのは、

意思決定が遅い

部門横断の調整が重い

リスク情報が上がりにくい

重要議題に時間が使えていない

といった、経営上の痛みである。

この なぜ今変えるのか が曖昧なままでは、現場には また新しい運用が増える としか映らない。

25.2.2　トップは方針を語るだけでなく、自分の会議を変える

会議改革で最も強いメッセージになるのは、トップ自身の会議の変化である。

報告を短くし、論点議論に時間を使う

自分の結論を先に押し出しすぎない

異論や懸念を歓迎する

決定事項と責任者を最後に明確にする

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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こうした行動が繰り返されると、組織は  本当に変わるのだ と認識する。逆に、トップ会議だけが旧来型

のままだと、他の改革施策は定着しにくい。

25.2.3　変革の狙いは 会議を減らすこと だけではない

会議改革は、会議数や会議時間の削減と結びつけて語られやすい。しかし、本来の狙いは、

決めるべきことを決める

上げるべき情報を上げる

実行を止めない

組織の学習速度を上げる

ことである。時間削減は重要な結果の一つだが、目的そのものではない。

25.3　推進体制の作り方

25.3.1　小さくても責任の明確な体制を置く

会議改革には、専任の大組織は必ずしも要らない。むしろ、小さくても責任が明確な体制の方が動きや

すい。

実務上は、次の役割があると進めやすい。

経営スポンサー：改革の必要性を示し、重要な意思決定を行う

推進事務局：現状把握、設計、効果確認、展開支援を担う

試行会議の責任者：特定会議での実装を担う

部門管理職：部門会議への展開とローカル調整を担う

重要なのは、だれが改善提案をまとめ、だれが決め、だれが現場に落とすか を曖昧にしないことである。

25.3.2　事務局は ルールの監視役 ではなく 実装支援役

会議改革の事務局が、形式確認だけを行うと反発を招きやすい。事務局が担うべきなのは、

会議体の棚卸し

問題の構造整理

アジェンダや記録方式の整備

試行支援と改善ログ管理

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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であり、現場が変えやすい形に翻訳することである。

25.3.3　管理職を 受け手 にしない

会議文化を日常へ広げるのは、各部門の管理職である。したがって、管理職を単なる運用受け手にする

と、改革は経営会議止まりになりやすい。

各部門の管理職には、

何を引き継ぎ、何を変えてよいか

どの会議を残し、どの会議を統合するか

どの指標で効果を見るか

を考える余地を持たせる必要がある。

25.4　進め方は 一気に より 段階的に

25.4.1　最初に現状を診断する

改革を始める前に、少なくとも次は把握しておきたい。

どんな会議体があるか

どこで何を決めているか

どの会議に不満や滞留があるか

どの会議から着手すると効果が大きいか

この把握なしに手法だけを入れると、問題の本丸を外しやすい。

25.4.2　目指す行動を先に定義する

改革後の姿は、抽象語だけでなく行動で表した方がよい。例えば、

事前に論点が分かる

報告と決定が分かれている

異論やリスクが会議の場で出る

決定後の初動が明確である

といった形である。

この 望ましい行動 が曖昧だと、改革が資料テンプレートの変更だけで終わりやすい。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

第Ⅸ部　継続的改善と変革 第25章　組織変革と会議改革

285



25.4.3　まずは影響の大きい会議で試す

最初から全社へ広げるより、影響の大きい会議体で試した方が学習しやすい。

候補になりやすいのは、

経営会議

主要な部門横断会議

重要案件の審議会議

である。ここで得た学びをもとに、他会議へ展開する方が無理が少ない。

25.4.4　短期成果は作るが、早すぎる成功宣言は避ける

変革では、早期に手応えを作ることが重要である。一方で、最初の改善だけで  もう定着した と見なすの

は危険である。

Kotter  の古典的な変革論でも、短期成果は必要だが、早すぎる勝利宣言は失敗要因とされている。会議

改革でも同じで、試行結果を制度化や教育へつなげて初めて定着が進む。

25.5　抵抗への向き合い方

25.5.1　抵抗には種類がある

抵抗を一括りにして 非協力的 と見ると、改革は粗くなる。実際には、抵抗にはいくつかの型がある。

負荷への抵抗：手間が増えるのではないかという不安

能力への抵抗：新しい進め方をうまく扱えるかという不安

地位への抵抗：従来の影響力や役割が変わる不安

目的への抵抗：そもそも必要性に納得していない

型が違えば、対応も変える必要がある。

25.5.2　負荷への抵抗には 何をやめるか を示す

新しい運用だけを足すと、現場は確実に重くなる。したがって、

新しい事前準備を入れるなら何を省くか

新しい会議を置くなら何を統合するか

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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新しい記録項目を増やすなら何を削るか

を同時に示す必要がある。

25.5.3　能力への抵抗には伴走が必要である

特に管理職は、会議の設計やファシリテーションを急に変えることに負担を感じやすい。ここでは、

サンプルアジェンダ

議論の切り方の例

決定記録のひな型

試行後の振り返り

のような支援が有効である。

25.5.4　強い反対者も設計に巻き込む

反対意見は、変革の実装上のリスクを先に示していることがある。したがって、強い反対者を排除する

より、

何を懸念しているか

どの条件なら受け入れられるか

どこに実務上の無理があるか

を聞き、設計へ反映した方が現実的である。

25.6　定着させる仕組み

25.6.1　会議改革を人に依存させない

特定のトップや事務局担当者だけで回る改革は、その人が離れると弱くなる。定着には、運用を仕組み

に埋め込む必要がある。

年間の会議体棚卸し

管理職向けの会議設計支援

新任者向けオンボーディング

会議記録とフォローアップの共通原則

こうした仕組みがあると、人が替わっても会議品質が落ちにくい。

• 

• 
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25.6.2　標準化しすぎず、原則として残す

全社で共通化した方がよいのは、細かな時間配分よりも原則である。

目的を明確にする

報告と決定を分ける

決定事項と責任者を残す

改善を定期的に見直す

ここを共通原則とし、運用の細部は会議体の性質に応じて調整した方が持続しやすい。

25.6.3　会議改革を他の制度と接続する

定着を強めるには、会議改革を単独施策にしない方がよい。

管理職育成

人材開発

DX やデータ活用

ガバナンス強化

と結びつけることで、会議改革は 一時的な改善運動 ではなく、組織運営の一部になる。

METI  のデジタルガバナンス・コード3.0でも、企業価値向上に向けた経営者の役割、データ活用、デジ

タル人材育成、役員・管理職の意識改革が強調されている。会議改革も、こうした経営変革の一部として

位置づける方が進めやすい。

まとめと実践ポイント

会議改革は、会議技法の見直しというより、組織の意思決定と行動様式を変える組織変革である。

改革を始めるには、まず  なぜ変えるのか を経営課題として示し、トップ自身の会議行動を変える必要が

ある。

推進体制は大きさより責任の明確さが重要であり、事務局と管理職の役割を分けて設計した方がよい。

進め方は、現状診断、望ましい行動の定義、重点会議での試行、段階展開、定着の順で考えると扱いや

すい。

抵抗は負荷、能力、地位、目的への不安など複数の型があるため、原因ごとに対応を変える必要があ

る。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 
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定着には、会議改革を人に依存させず、管理職育成やガバナンス、データ活用など他の制度と接続する

ことが重要である。

参考文献・参考資料

Kotter, J. P. (1995). Leading Change: Why Transformation Efforts Fail.

経済産業省「デジタルガバナンス・コード3.0」

経済産業省「人的資本経営コンソーシアム」

第23章 会議の効果測定と改善

第24章 経営会議の失敗パターンとアンチパターン

次章への接続

本章では、会議改革を組織変革としてどう進めるかを整理した。次章では、本書の締めくくりとして、

これからの経営会議に共通して求められる設計原則をまとめる。
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第26章　これからの経営会議

この章の構成

26.1 これから変わるのは会議の数より役割

26.2 不確実性の下での意思決定

26.3 データ、FP&A、AI は会議をどう変えるか

26.4 議題は広がり、時間軸は長くなる

26.5 参加設計も変わる

26.6 対面、リモート、非同期の使い分け

26.7 これからの経営会議の原則

この章で学べること

今後の経営会議で変わるのが 会議の有無 ではなく 意思決定の設計 である理由

不確実性の高い環境で、仮説と見直し前提の意思決定をどう扱うか

データ、FP&A、AI を会議の補助線としてどう使うか

サステナビリティ、人的資本、多様な視点が議題設計にどう影響するか

対面、リモート、非同期を目的ごとにどう使い分けるか

26.1　これから変わるのは会議の数より役割

26.1.1　経営会議は イベント から 意思決定システム へ

これからの経営会議を考えるとき、ありがちな誤解は  会議がなくなる か  AI が代替する かという二択で

捉えることである。実際に変わるのは、会議の存在そのものより、会議が意思決定システムの中で果たす

役割である。

今後は、

何を同期で決めるか

何を非同期で整理するか

何を取締役会で扱い、何を経営会議へ委ねるか

どの論点を継続監視するか

を、これまで以上に明確に分ける必要がある。

第Ⅸ部　継続的改善と変革
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26.1.2　全部を会議で決める 発想は持続しない

外部環境が複雑になるほど、経営会議が扱う論点は増える。にもかかわらず、従来どおり  集まって説明

し、その場で全部決める 方式を続けると、会議は重くなり、判断は遅くなる。

これから重要になるのは、

情報共有

論点整理

意思決定

実行確認

を一つの場に押し込まず、適切に分けることである。

26.2　不確実性の下での意思決定

26.2.1　正解を待つより、見直し可能性を設計する

不確実性が高い環境では、完全な情報を待つほど機会を失いやすい。したがって、これからの経営会議

では 最終解 を探すより、現時点で妥当な判断を下し、必要なら見直せるようにする ことが重要になる。

そのためには、会議で少なくとも次を明確にしたい。

何を前提に判断したか

どの前提が崩れたら見直すか

すぐに修正できる判断か

修正しにくい判断か

26.2.2　シナリオで議論する

不確実性の高い論点では、単一予測だけで議論しない方がよい。実務上は、

基準シナリオ

上振れシナリオ

下振れシナリオ

のように複数の見立てを置き、どの条件でどの打ち手に移るかを整理すると扱いやすい。

これにより、会議は 当てるための議論 から 備えるための議論 に変わる。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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26.2.3　可逆性で会議の重さを変える

今後の会議では、すべての判断を同じ重さで扱わない方がよい。

後から戻しやすい判断

戻しにくい投資や人事の判断

レピュテーションや法務影響の大きい判断

は、会議の準備や審議の深さを変える必要がある。重要だから長く議論する ではなく、戻しにくさと影響

範囲に応じて設計する という発想が有効である。

26.3　データ、FP&A、AI は会議をどう変えるか

26.3.1　データは会議を不要にするのでなく、論点を変える

データ活用が進むと、会議が不要になるわけではない。むしろ、会議の焦点が  数字の報告 から  数字の意

味と対応 へ移る。

METI  のデジタルガバナンス・コード3.0でも、経営におけるデータ活用やデータ連携の重要性が強調さ

れている。これは、会議で扱う情報がより連続的、比較可能、説明可能になることを意味する。

今後の会議では、

数字が何を示しているか

どこまで信頼できるか

どの打ち手に結びつけるか

が主論点になりやすい。

26.3.2　FP&A は 予実確認 より 意思決定支援 へ

FP&A の役割も、過去実績の説明にとどまらず、経営判断の前提整理へ広がっている。

複数シナリオの比較

前提感応度の整理

資本配分や撤退判断の支援

早期警戒指標の提示

が進むと、会議は単なる月次レビューでなく、経営資源の再配分を議論する場になりやすい。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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26.3.3　AI は補助線であって、責任主体ではない

AI は今後、会議準備や会議運営の周辺で広く使われる可能性が高い。

資料要約

論点抽出

過去議事との照合

シナリオ比較の補助

決定事項の下書き整理

ただし、METI・総務省の  AI  事業者ガイドラインでも示されるとおり、AI  利用ではリスク管理やガバナ

ンスが重要になる。経営会議では、特に次を外せない。

入力情報の機密性

出力内容の正確性確認

判断根拠の説明可能性

最終判断責任が人にあること

AI は会議の代替者ではなく、判断準備を支える補助線として扱う方が安全である。

26.4　議題は広がり、時間軸は長くなる

26.4.1　サステナビリティと人的資本は 周辺論点 ではない

金融庁の開示制度改正により、有価証券報告書ではサステナビリティに関する考え方及び取組の記載欄

が新設され、人的資本や多様性に関する開示も重要性を増している。コーポレートガバナンス・コードや

その後の改革議論でも、中長期的な企業価値向上の観点から、取締役会や経営陣がこれらをどう扱うかが

問われている。

したがって、今後の経営会議では、

人的資本投資

事業ポートフォリオとサステナビリティ

サプライチェーンと地政学リスク

サイバーセキュリティ

非財務指標と財務指標のつながり

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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のような論点が、周辺ではなく本流の議題になる。

26.4.2　取締役会と経営会議の分担も再設計が必要になる

長期テーマが増えるほど、取締役会と経営会議の役割分担を曖昧にできない。

取締役会は、方針、監督、重要な資源配分の大枠を見る

経営会議は、横断実行、進捗、論点整理、エスカレーションを担う

この分担が曖昧だと、長期テーマほど だれも持たない論点 になりやすい。

26.4.3　非財務情報は きれいな資料 ではなく判断材料として扱う

ISSB  や国内開示制度の進展により、サステナビリティや人的資本の情報は、対外開示だけでなく内部の

意思決定材料としても重要になっている。

そのため、会議では、

開示のために数字を並べる

施策を列挙する

だけでなく、

どの指標を経営判断に使うか

どの指標はまだ未成熟か

どこまで資本コストや事業継続性に影響するか

を議論できる形に変える必要がある。

26.5　参加設計も変わる

26.5.1　多様性は 参加者名簿 ではなく 視点が出る設計

METI  のダイバーシティ経営レポートでも、多様な人材を企業価値向上につなげる視点が強調されてい

る。会議に引きつけると、重要なのは 多様な人が座っていること だけではない。

必要なのは、

発言機会が偏らないこと

少数意見が記録に残ること

異なる機能や地域の視点が判断に反映されること

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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である。

26.5.2　次世代リーダー育成の場としての会議

これからの経営会議は、意思決定の場であると同時に、次世代リーダーの育成機会でもある。

論点整理の担当

特定議題の説明役

オブザーバー参加

サブテーマの取りまとめ

などを通じて、次世代人材が 経営の見方 を学べるようにする設計が重要になる。

ただし、育成を理由に参加者を増やしすぎると会議は弱くなる。参画のさせ方は、目的と役割を限定し

て設計したい。

26.5.3　グローバル前提の会議も増える

事業の国際化が進むほど、経営会議では言語、時差、権限分配の問題が常態化する。したがって、今後

の参加設計では、

どの議題に誰が参加するか

どこまで現地裁量にするか

何を同期会議に乗せるか

を、国内前提でなく設計する必要がある。

26.6　対面、リモート、非同期の使い分け

26.6.1　形態は流行でなく目的で選ぶ

今後の経営会議では、対面、リモート、非同期を組み合わせること自体は一般化していくと考えられ

る。ただし、重要なのは 何が新しいか ではなく 何に向いているか である。

実務上は、次の切り分けが分かりやすい。

対面：複雑な対立、関係構築、重い戦略議論

リモート：広域参加、定例確認、迅速な共有

非同期：事前確認、コメント収集、比較的明確な判断

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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26.6.2　非同期を補助でなく正式手段として扱う

非同期運用が機能するかどうかは、ツールより設計にかかっている。

何を決めたい文書か

いつまでに反応が必要か

だれが最終判断するか

反対や留保をどこに残すか

が明確なら、非同期は会議負荷の削減だけでなく、熟考の質向上にもつながる。

26.6.3　それでも会議が残る理由

今後も会議が残るのは、会議が情報共有装置だからではない。次の役割があるからである。

立場の違いをその場で調整する

相互理解を深める

判断の重みを共有する

組織としての納得を作る

したがって、将来の経営会議は ゼロ会議 ではなく、必要な会議だけを重く使う設計 に向かうと考える方が

現実的である。

26.7　これからの経営会議の原則

今後の環境変化を踏まえても、経営会議で残る原則は大きくは変わらない。

会議は、報告の場より、判断の質と実行速度を高める場として設計する。

不確実性が高いほど、前提、シナリオ、見直し条件を明示して判断する。

データや AI は補助線として活用しつつ、最終判断と説明責任は人が担う。

財務だけでなく、人的資本、サステナビリティ、リスクを統合して議論する。

多様な視点を名目的参加で終わらせず、実際の議論と決定へ反映させる。

対面、リモート、非同期は優劣でなく、目的に応じて使い分ける。

会議単体で最適化せず、会議体系全体を一つの意思決定システムとして見る。

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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本書の結び

本書を通じて見てきたように、経営会議の本質は  集まること ではなく、組織として何を見て、どう決

め、どう動くかを整えることにある。これから技術や制度が変わっても、この本質は大きく変わらない。

変わるのは、扱う論点の広がり、判断速度への要求、そして会議の周辺にある情報基盤である。だから

こそ、経営会議を  予定表の一コマ ではなく、企業の意思決定インフラとして設計し直すことが、今後ます

ます重要になる。

参考文献・参考資料

経済産業省「デジタルガバナンス・コード3.0」

経済産業省・総務省「AI事業者ガイドライン」

金融庁・東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コード」

金融庁「『企業内容等の開示に関する内閣府令』等の一部改正に対するパブリックコメントの結果等の

公表について」

金融庁「コーポレートガバナンス改革の実質化に向けたアクション・プログラム」

経済産業省「人的資本経営コンソーシアム」

経済産業省「企業の競争力強化のためのダイバーシティ経営（ダイバーシティレポート）」

IFRS Foundation「ISSB and TCFD」

第15章 リモート・ハイブリッド会議の設計

第16章 AIと会議の未来

第17章 コーポレートガバナンスと経営会議

第22章 グローバル経営会議の運営
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付 録

テンプレートと参考資料
付録　テンプレートと参考資料に含まれる論点をまとめて

読み進めるための区切りページ。 



経営会議効率化大全 付録A-E テンプレート集

この付録に含まれる内容

付録A：アジェンダテンプレート集（会議種類

別）

付録B：議事録テンプレート集（取締役会・経

営会議・委員会）

付録C：ファシリテーションチェックリスト

付録D：会議評価アンケート（サンプル）

付録E：書面決議・電子投票テンプレート

付録A：アジェンダテンプレート集（会議種類別）

A-1：取締役会アジェンダテンプレート

【取締役会アジェンダ】

会議名：第〇〇回定期取締役会（第〇年度）
開催日時：20XX年〇月〇日（〇曜日）〇〇時〇〇分～〇〇時〇〇分（予定時間：〇時間）
開催場所：〇〇ビル〇階 〇〇会議室
出席予定者：〇〇代表取締役会長、〇〇代表取締役社長、〇〇取締役〇〇部門長、
　　　　　　〇〇取締役社外、〇〇監査役等（計〇名）

【前回アクションアイテムレビュー】
| No. | 内容 | 担当者 | 前回期限 | 進捗状況 | 完了予定 |

|-----|------|--------|---------|---------|---------|

| 1 | | | | | |

| 2 | | | | | |

【議題リスト】

| 議題 | 所要時間 | 資料 | 担当者 | 説明内容・目的 |

|------|---------|------|--------|--------------|

| 1. 開会・報告事項 | 5分 | - | 会長 | 定足数確認、議事進行説明 |

| 2. 定期報告事項 | 15分 | 資料1 | CFO | 経営状況、財務報告 |

| 3. 〇〇事業の戦略展開について | 30分 | 資料2 | 〇〇部門長 | 新事業展開の承認取得 |

| 4. 重要な契約案件の承認 | 20分 | 資料3 | 法務部長 | 契約条件の承認 |

| 5. リスク管理報告 | 15分 | 資料4 | CRO | 四半期リスク状況 |

| 6. その他・自由協議 | 10分 | - | 会長 | 質疑応答 |

| 7. 閉会 | 5分 | - | 会長 | - |

**合計予定時間：100分**

付録　テンプレートと参考資料

• 

• 

• 

• 

• 

付録　テンプレートと参考資料 経営会議効率化大全 付録A-E テンプレート集

299



【配布資料一覧】
- 資料1：経営統計資料（財務サマリー）
- 資料2：新事業展開計画書（詳細版）
- 資料3：契約書及び説明書
- 資料4：リスク管理レポート（四半期版）
- 別紙：前回議事録（承認用）

【事前準備チェック】
- [ ] 議案書類の法務確認完了
- [ ] 各担当者より資料提出完了
- [ ] 資料製本・配布完了（会議前までに）
- [ ] 会議室予約確認
- [ ] VCシステムの動作確認
- [ ] 取締役各位への事前資料配布完了

A-2：経営戦略会議アジェンダテンプレート

【経営戦略会議アジェンダ】

会議名：経営戦略会議 20XX年度第〇四半期
開催日時：20XX年〇月〇日（〇曜日）〇〇時〇〇分～〇〇時〇〇分
開催場所：〇〇ビル〇階 〇〇会議室（ハイブリッド開催：オンライン併用）
参加者：代表取締役社長、〇〇部門長（営業・企画・製造等全部門長）、CFO、
　　　　　　戦略室長、経営企画室長（計〇名）

【前回アクションアイテムレビュー】
| No. | 内容 | 担当者 | 前回期限 | 進捗 | 対応状況 |

|-----|------|--------|---------|------|---------|

| 1 | | | | | |

| 2 | | | | | |

【議題リスト】

| No. | 議題 | 所要時間 | 資料 | 担当者 | 目的・決定事項 |

|-----|------|---------|------|--------|--------------|

| 1 | 経営環境分析（市況・競合動向） | 20分 | 資料1 | 戦略室長 | 市場リスク認識の共有化 |

| 2 | 売上・利益実績レビュー | 15分 | 資料2 | CFO | 進捗状況の確認 |

| 3 | 中期経営計画の進捗確認と見直し | 40分 | 資料3-1, 3-2 | 経営企画室長 | 目標修正の判断 |

| 4 | デジタル変革（DX）推進状況 | 30分 | 資料4 | CTO | 推進体制・予算の承認 |

| 5 | M&A・提携機会の検討 | 25分 | 資料5 | M&A推進委員長 | 候補企業の評価・決定 |

| 6 | 人事・組織戦略の確認 | 20分 | 資料6 | CHRO | 人材確保・配置方針の承認 |

| 7 | 全社KPI設定の確認 | 15分 | 資料7 | 企画室長 | 四半期KPI決定 |

| 8 | その他・質疑応答 | 15分 | - | 社長 | - |

**合計予定時間：180分（3時間）**

【配布資料一覧】
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- 資料1：市場分析レポート（競合・顧客動向）
- 資料2：売上・利益実績分析（詳細版）
- 資料3-1：中期経営計画書
- 資料3-2：修正案（案）
- 資料4：DX推進計画・予算計画
- 資料5：M&A候補案件評価資料
- 資料6：人事・組織戦略（人員計画・育成方針）
- 資料7：全社KPI一覧

【重要な決定事項】
開催時点で決定が必要な項目：
- [ ] 中期経営計画の修正可否
- [ ] DX投資予算の承認
- [ ] M&A候補企業の検討順位付け
- [ ] 四半期KPI確定

A-3：予算・財務会議アジェンダテンプレート

【予算・財務会議アジェンダ】

会議名：20XX年度予算承認会議（上期・下期）
開催日時：20XX年〇月〇日（〇曜日）〇〇時〇〇分～〇〇時〇〇分
開催場所：〇〇ビル〇階 〇〇会議室
参加者：CFO、部門長（営業・企画・製造・管理等）、経理部長、企画室長（計〇名）

【前回アクションアイテムレビュー】
| No. | 内容 | 担当者 | 前回期限 | 進捗 | 備考 |

|-----|------|--------|---------|------|------|

| 1 | | | | | |

【議題リスト】

| 議題 | 所要時間 | 資料 | 担当者 | 目的 |

|------|---------|------|--------|------|

| 1. 前年度財務決算報告 | 15分 | 資料1 | CFO | 結果確認・分析 |

| 2. 経営方針に基づく予算策定方針 | 10分 | 資料2 | 社長 | 予算方針の共有 |

| 3. 部門別売上予算の確認 | 20分 | 資料3 | 営業部長 | 売上目標の合意 |

| 4. 部門別経費予算の確認 | 25分 | 資料4 | 各部門長 | コスト最適化の判断 |

| 5. 投資予算の審査 | 30分 | 資料5 | 企画室長 | 重要案件の優先順位付け |

| 6. キャッシュフロー予測と資金調達計画 | 20分 | 資料6 | CFO | 資金繰り確保 |

| 7. 予算承認と進捗管理方法の確認 | 15分 | 資料7 | 経理部長 | 実行体制の確認 |

| 8. その他 | 5分 | - | CFO | 質疑応答 |

**合計予定時間：140分（2時間20分）**

【配布資料一覧】
- 資料1：決算書（P/L、B/S、C/S）
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- 資料2：予算策定方針書
- 資料3：部門別売上予算案（詳細分析付き）
- 資料4：部門別経費予算案（経費区分別）
- 資料5：投資案件一覧（投資効果評価付き）
- 資料6：キャッシュフロー予測表
- 資料7：予算進捗管理フレームワーク

【予算承認者サイン欄】
| 部門名 | 部門長サイン | CFOサイン | 社長サイン | 備考 |

|--------|---------|----------|----------|------|

| 営業部門 | | | | |

| 企画部門 | | | | |

| 製造部門 | | | | |

| 管理部門 | | | | |

A-4：リスク管理会議アジェンダテンプレート

【リスク管理会議アジェンダ】

会議名：リスク管理会議 20XX年度第〇四半期
開催日時：20XX年〇月〇日（〇曜日）〇〇時〇〇分～〇〇時〇〇分
開催場所：〇〇ビル〇階 〇〇会議室
参加者：CRO（リスク管理最高責任者）、リスク管理委員会委員、各部門長、
　　　　　　コンプライアンス責任者、内部監査責任者（計〇名）

【前回アクションアイテムレビュー】
| No. | 対応内容 | 担当者 | 前回期限 | 実施状況 | 完了予定日 |

|-----|---------|--------|---------|---------|-----------|

| 1 | | | | | |

| 2 | | | | | |

【議題リスト】

| 議題 | 所要時間 | 資料 | 担当者 | 目的 |

|------|---------|------|--------|------|

| 1. リスク環境の変化と外部情報共有 | 10分 | 資料1 | CRO | 市場変化への認識統一 |

| 2. リスク登録簿レビュー | 25分 | 資料2 | リスク管理室 | リスク評価の見直し |

| 3. インシデント・ニアミス報告 | 15分 | 資料3 | 各部門長 | インシデント対応確認 |

| 4. コンプライアンス遵守状況レポート | 20分 | 資料4 | コンプライアンス室 | 違反事例と改善状況 |

| 5. 内部監査結果フォローアップ | 15分 | 資料5 | 内部監査室 | 監査指摘事項の対応 |

| 6. BCP（業務継続計画）訓練結果報告 | 15分 | 資料6 | BCP委員会 | 訓練の実施状況・改善点 |

| 7. 情報セキュリティリスク | 15分 | 資料7 | CIS（情報セキュリティ責任者） | サイバーリスク評価 |

| 8. リスク対応計画と進捗 | 20分 | 資料8 | 各リスク所有者 | 対応施策の実行確認 |

| 9. その他 | 10分 | - | CRO | 質疑応答 |

**合計予定時間：145分（2時間25分）**
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【配布資料一覧】
- 資料1：外部リスク環境分析（レギュラトリー、市場、技術）
- 資料2：リスク登録簿（評価更新版）
- 資料3：インシデント・ニアミス報告書
- 資料4：コンプライアンス遵守状況レポート
- 資料5：内部監査指摘事項と対応状況
- 資料6：BCP訓練実績レポート
- 資料7：情報セキュリティリスク評価
- 資料8：リスク対応施策の進捗表

【重要リスク評価マトリックス】
| リスク項目 | 発生可能性 | 影響度 | リスク評価 | 対応方針 |

|----------|---------|--------|----------|---------|

| | | | | |

【決定事項】
本会議で決定が必要な項目：
- [ ] 新規リスク登録の承認
- [ ] 高リスク案件の対応方針
- [ ] リスク軽減施策の実行承認

A-5：経営執行会議（週次）アジェンダテンプレート

【経営執行会議アジェンダ】

会議名：経営執行会議（週次）
開催日時：毎週〇曜日 〇〇時〇〇分～〇〇時〇〇分（予定時間：60分）
開催場所：〇〇ビル〇階 〇〇会議室
参加者：代表取締役社長、〇〇副社長、〇〇部門長、経営企画室長（計〇名）

【前回（先週）アクションアイテムレビュー】
| No. | 内容 | 担当者 | 期限 | 進捗状況 | 備考 |

|-----|------|--------|------|---------|------|

| 1 | | | | 完了／進行中／遅延 | |

| 2 | | | | 完了／進行中／遅延 | |

| 3 | | | | 完了／進行中／遅延 | |

【議題リスト】

| 議題 | 所要時間 | 資料 | 担当者 | 性質 |

|------|---------|------|--------|------|

| 1. 先週の経営指標サマリー | 5分 | 資料1 | CFO | 日報レベルの報告 |

| 2. 売上・受注進捗状況 | 10分 | 資料2 | 営業部長 | 数値進捗確認・課題対応 |

| 3. 重要顧客対応・市場動向 | 10分 | 資料3 | 営業部長 | 営業課題の相談・決定 |

| 4. 製造・品質リスク | 8分 | 資料4 | 製造部長 | オペレーション状況 |

| 5. 重点プロジェクト進捗 | 10分 | 資料5 | 企画室長 | 進捗確認・ボトルネック解決 |

| 6. 人事・組織関連（異動・採用他） | 5分 | 資料6 | CHRO | 人事決定・推進状況 |
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| 7. リスク・コンプライアンス | 5分 | 資料7 | CRO | 新規インシデント報告 |

| 8. 今週の重要予定・ポイント | 5分 | 資料8 | 社長秘書室 | 週間スケジュール確認 |

| 9. その他・自由協議 | 2分 | - | 社長 | 質疑応答 |

**合計予定時間：60分**

【配布資料一覧】
- 資料1：経営指標サマリー（売上、利益、キャッシュ等）
- 資料2：売上・受注進捗レポート
- 資料3：顧客対応・市場情報メモ
- 資料4：製造・品質オペレーション状況
- 資料5：重点プロジェクト進捗表
- 資料6：人事・組織動き報告
- 資料7：リスク・インシデント情報
- 資料8：週間スケジュール表

【決定が必要な案件リスト】
- [ ] 案件1：〇〇（決定期限：〇日）
- [ ] 案件2：〇〇（決定期限：〇日）

【運営ルール】
- 報告は3分以内を厳守（説明が必要な場合は別途時間設定）
- 資料は開催30分前までに提出
- 緊急案件がある場合は事前に社長へ報告
- 会議終了後、本日のアクションアイテムを記録

付録B：議事録テンプレート集（取締役会・経営会議・委員会）

B-1：取締役会議事録（法定要件対応版）

【取締役会議事録】

【基本情報】
開催日時：令和〇年〇月〇日（〇曜日）〇時〇分～〇時〇分
開催場所：〇〇ビル〇階 〇〇会議室
出席取締役：
　　代表取締役会長 〇〇〇〇〇
　　代表取締役社長 〇〇〇〇〇
　　取締役〇〇部門長 〇〇〇〇〇
　　社外取締役 〇〇〇〇〇
　　（計〇名）
欠席取締役：なし
出席監査役：監査役〇〇〇〇〇（計〇名）
出席役員：
　　常務取締役〇〇〇〇〇
　　事業部長〇〇〇〇〇
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　　その他関係役員（計〇名）
議事録作成者：経営企画室 〇〇〇〇〇
定足数確認：書面及び本人出席により定足数（取締役〇名以上）を満たしている。

【議題及び審議経過】

#### 議題第1号：〇〇事業戦略の承認について

【提案者】〇〇部門長 〇〇〇〇〇

【資料】資料第1号「〇〇事業戦略計画書」

【説明内容】
提案者より以下の内容について説明があった：
1) 市場動向と戦略の必要性
   - 当該事業市場は〇〇%の成長が見込まれている
   - 競合他社の動向を踏まえると早期の戦略展開が不可欠である

2) 事業投資計画（総額〇〇百万円）
   - 設備投資：〇〇百万円
   - 人員配置：〇名（〇年度）
   - 運営経費：〇〇百万円/年

3) 収益シナリオ
   - 〇〇年度：売上〇〇百万円、利益〇百万円
   - 〇〇年度：売上〇〇百万円、利益〇〇百万円
   - ROI：〇年で投資回収見込み

4) リスク評価と対応策
   - 市場リスク：競合参入により価格下落の可能性
   　対応：品質差別化による差別化戦略
   - 技術リスク：供給素材の確保
   　対応：複数調達源の確保

【質疑応答及び意見】
取締役〇〇〇〇〇より以下の質問があった：
- 投資回収期間が〇年というのは業界平均と比較してどうか
  → 提案者より、業界平均は〇年であり本計画は〇年短縮できるとの説明あり

社外取締役〇〇〇〇〇より意見があった：
- 人材育成計画が重要である。詳細な研修計画を別途提出すること

【決定事項】
上記事業戦略について、以下の条件を付して承認した：
1) 毎四半期ごとに進捗状況を報告すること
2) リスク発生時は即座に経営陣へ報告すること
3) 初年度の目標達成率が80%以下の場合は、戦略の見直しを行うこと

---
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#### 議題第2号：重要契約の承認について

【提案者】法務部長 〇〇〇〇〇

【資料】資料第2号「契約書及び契約条件説明書」

【説明内容】
2023年〇月〇日付で以下の契約締結が提案された：
- 契約当事者：当社、〇〇株式会社
- 契約内容：〇〇製品の独占販売代理店契約
- 契約期間：〇年間（自動更新なし）
- 契約金額：〇百万円（初期投資）+ 売上に応じた手数料

法務部長より契約条件の妥当性について説明があり、特に以下の点が確認された：
- 免責事項：適切に規定されている
- 紛争解決条項：日本法準拠、東京地方裁判所管轄
- 解約条項：やむを得ない事由がある場合は半年前の通知で解約可能

【質疑応答】
特に異議なし

【決定事項】
本契約を承認し、代表取締役社長に署名権を委譲する。

---

【前回決定事項の報告（進捗状況）】

| 決定事項 | 担当部門 | 進捗状況 | 完了予定 | 備考 |

|---------|---------|---------|---------|------|

| 〇〇業務効率化プロジェクト | 経営企画室 | 80% | 〇月 | 順調 |

| 〇〇新製品開発 | 開発部 | 50% | 〇月 | 若干の遅延 |

【次回開催予定】
第〇〇回定期取締役会
開催予定日：令和〇年〇月〇日（〇曜日）

【その他】
議事録署名者（法定要件）：
　代表取締役会長　　署名 ________________

　代表取締役社長　　署名 ________________

　監査役　　　　　　署名 ________________

本議事録は、会社法及び関係法令に基づき作成した。

【保存・機密管理】
- 本議事録は10年間保存する
- 機密レベル：社外秘
- アクセス権者：取締役、監査役、経営企画室、法務部
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B-2：経営会議議事録（実務版）

【経営会議議事録】

会議名：経営戦略会議 20XX年度第〇四半期
開催日時：20XX年〇月〇日（〇曜日）〇時〇分～〇時〇分
開催場所：〇〇ビル〇階 〇〇会議室
出席者：社長、〇〇副社長、営業部長、企画部長、製造部長、CFO、戦略室長（計〇名）
欠席者：なし
議事進行：社長
議事録作成：経営企画室 〇〇

【前回（第〇Q）決定事項の実施状況】
| No. | 決定事項 | 担当 | 当初期限 | 実施状況 | 完了予定 | 成否判定 |

|-----|---------|------|---------|---------|---------|---------|

| 1 | DX推進予算申請 | 企画部 | 〇月末 | 完了 | - | ○ |

| 2 | 営業組織改編案提示 | 営業部 | 〇月中 | 進行中 | 〇月〇日 | 遅延中 |

| 3 | 新規顧客開拓プロジェクト | 営業部 | 随時 | 完了 | - | ○ |

**備考** 決定事項2について、組織改編案の承認が若干遅延しているため、実施時期を〇月に延期する予定

---

【議題別審議内容】

#### 議題1：売上・利益実績レビュー（所要時間：20分）

報告者：CFO

**現状報告**

- 当期売上：〇億円（計画比〇%）
- 営業利益：〇〇百万円（計画比〇%）
- 営業利益率：〇.〇%（昨年同期：〇.〇%）

**要因分析**

[良い要因]

- A事業の売上が計画を〇%上回った
- 原価削減により利益率が〇ポイント改善

[懸念要因]

- B事業の売上が計画比〇%の低調が続いている
- 為替変動による影響（ドル高による利益圧迫：〇百万円）

**今後の見通し**

- 次四半期の売上は〇億円を見込んでいる
- B事業の回復を加速させるため営業施策を強化する
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**質疑応答**

Q（社長）：B事業の回復見通しはいつか
A（営業部長）：新製品投入が〇月を予定しており、その後改善すると見込む

**決定事項**

特になし（推移を注視）

---

#### 議題2：新事業展開について（所要時間：40分）

報告者：企画部長

**背景**

当社の中期経営計画では成長市場である〇〇業界への進出を掲げている。現在、新事業立上げプロジェクトが進行中であり、本
会議で経営陣の合意を取得する。

**提案内容**

1) 新事業の概要
   - 事業領域：〇〇系ソリューション提供
   - ターゲット顧客：〇〇業界の〇〇企業（約〇〇社）
   - 想定市場規模：〇〇億円（年率〇%成長予測）

2) 経営方針
   - 初期段階：現在の経営資源を活用した段階的展開
   - 投資総額：初期3年で〇〇百万円を想定
   - 人員体制：専任チーム〇名を配置

3) 事業計画（3年計画）
   | 項目 | 1年目 | 2年目 | 3年目 | 注記 |

   |------|-------|-------|-------|------|

   | 売上（百万円） | 50 | 200 | 500 | 保守的シナリオ |

   | 営業利益（百万円） | △20 | 20 | 100 | 初期投資の回収期間：2年 |

   | 顧客数 | 10 | 30 | 60 | |

4) リスク評価と対応策
   - 市場リスク：想定よりも顧客獲得が進まない
     対応：代理店ネットワークの活用、パートナー企業との提携
   - 技術リスク：既存製品との統合に時間を要する可能性
     対応：外部コンサルタント活用、開発体制の強化
   - 人材リスク：スキル人材の確保が困難
     対応：研修強化、外部人材採用並行

**質疑応答及び意見交換**

Q（副社長）：初期3年で投資回収は可能か？2年目の営業利益が想定通り出ることが前提では
A（企画部長）：ご指摘の通り。2年目の売上200百万円が重要。そのため初年度の営業活動に集中投下する

Q（製造部長）：現在の製造ラインで対応可能か？
A（企画部長）：初年度50百万円の売上規模であれば現在のラインで対応可能。2年目以降、設備拡張を検討する
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意見（CFO）：この事業は当社の今後の成長の鍵となる。ただし定期的な進捗管理が重要。毎月の経営会議で進捗を報告するよ
う求める

意見（社長）：同意。この事業で失敗は許されない。経営層が直接関与し、四半期ごとに事業計画の見直しを行う

**決定事項**

以下の条件を付して新事業展開を承認する：
- [実行]新事業専任チームを〇月〇日に発足させる
- [報告]毎月末に経営会議でプロジェクト進捗を報告する
- [見直し]四半期ごとに事業計画の見直しを実施し、修正が必要な場合は経営会議で報告する
- [リスク]市場リスク発生時は即座に対応施策を報告する

**アクションアイテム**

| No. | 内容 | 担当 | 期限 | 優先度 |

|-----|------|------|------|--------|

| 1 | 新事業専任チーム人員決定 | 企画部長 | 〇月〇日 | 高 |

| 2 | パートナー候補企業との交渉 | 企画部長 | 〇月末 | 高 |

| 3 | 初期営業活動計画策定 | 営業部長 | 〇月〇日 | 高 |

---

【全社KPI確認】

本四半期の全社KPI進捗状況：

| KPI項目 | 目標 | 現況 | 進捗率 | 達成見通し |

|---------|------|------|--------|-----------|

| グループ売上 | 〇億円 | 〇億円 | 〇% | オントラック |

| 営業利益 | 〇〇百万円 | 〇〇百万円 | 〇% | オントラック |

| 営業利益率 | 〇.〇% | 〇.〇% | - | オントラック |

| ROE | 〇.〇% | 〇.〇% | - | 要注視 |

---

【本会議で決定した事項の整理】

| No. | 決定事項 | 実行部門 | 期限 | 完了確認 |

|-----|---------|--------|------|---------|

| 1 | 新事業展開の承認（条件付き） | 企画部 | 随時実行 | 毎月報告 |

| 2 | 新事業専任チーム発足 | 企画部 | 〇月〇日 | - |

| 3 | B事業回復施策の推進 | 営業部 | 随時 | 次Q報告 |

---

【次回開催予定】
日時：20XX年〇月〇日（〇曜日）〇時〇分
場所：〇〇ビル〇階 〇〇会議室

**予定議題**
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- 新事業展開進捗報告
- 売上・利益実績レビュー
- デジタル変革（DX）推進状況
- その他

---

【その他】
- 本議事録は機密資料として扱う（社外秘）
- アクセス権：経営陣、経営企画室、関連部門長のみ
- 保存期間：10年

B-3：委員会議事録（簡易版）

【〇〇委員会議事録】

【基本情報】
委員会名：〇〇委員会（〇〇年度 第〇回）
開催日時：20XX年〇月〇日（〇曜日）〇時〇分～〇時〇分
開催場所：〇〇ビル〇階 〇〇会議室
委員出席者：委員長〇〇〇〇〇、委員〇〇〇〇〇、委員〇〇〇〇〇（計〇名）
委員欠席者：なし
事務局：〇〇室 〇〇

【前回決定事項の報告】
| No. | 決定事項 | 担当 | 前回期限 | 実施状況 | 備考 |

|-----|---------|------|---------|---------|------|

| 1 | 〇〇施策の実行 | 〇部 | 〇月末 | 完了 | - |

| 2 | 〇〇対応体制の整備 | 〇部 | 〇月末 | 進行中 | 〇月完了予定 |

---

【議題及び決定事項】

#### 議題1：〇〇方針の確認（〇分）
【説明内容】
〇〇〇〇〇について、以下の通り説明がなされた：
- 背景：〇〇
- 具体内容：〇〇
- 実施期間：〇月～〇月

【質疑応答】
特になし

【決定内容】
当該方針を承認する。
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---

#### 議題2：〇〇課題への対応（〇分）
【説明内容】
最近発生した〇〇課題について、以下の通り説明がなされた：
- 課題内容：〇〇
- 原因分析：〇〇
- 対応施策：〇〇

【質疑応答】
Q：実施期間はどうか
A：〇月から〇月を予定している

【決定内容】
対応施策を承認し、以下の通りアクションアイテムを設定する：

| No. | 内容 | 担当者 | 期限 |

|-----|------|--------|------|

| 1 | 〇〇 | 〇〇 | 〇月〇日 |

| 2 | 〇〇 | 〇〇 | 〇月〇日 |

---

【本委員会での決定内容一覧】

| No. | 決定事項 | 実行部門 | 期限 |

|-----|---------|--------|------|

| 1 | | | |

| 2 | | | |

---

【次回開催予定】
日時：20XX年〇月〇日（〇曜日）
議題：
- 〇〇報告
- 〇〇確認
- その他

---

【その他特記事項】
なし

付録　テンプレートと参考資料 経営会議効率化大全 付録A-E テンプレート集

311



付録C：ファシリテーションチェックリスト

【会議ファシリテーションチェックリスト】

### ■ 会議前チェックリスト（事前準備～当日）

#### 1. 会議設計フェーズ
□ 会議の目的が明確に定義されている
□ 目的達成に必要な参加者が全員確保されている
□ 必要な決定権者が参加予定である
□ 会議時間は実際の議題数と論点の重さに見合っている
□ アジェンダが参加者に十分な余裕をもって配布されている
□ 事前資料が議題の優先度順に整理されている

#### 2. ロジスティクス確認
□ 会議室の予約が確認されている
□ 必要に応じてハイブリッド会議の設定が完了している
□ PC、プロジェクター等の機器が動作確認済みである
□ ビデオ会議システムの接続テストが完了している
□ 議事録作成者が確保されている
□ 必要に応じて翻訳・通訳者が確保されている

#### 3. 資料準備
□ 全議題について説明資料が用意されている
□ 資料が体裁チェック済みである（フォント、フッター、機密マークなど）
□ 重要な数値に誤りがないか確認済みである
□ 資料の配布形態が決定されている（事前配布か当日配布か）
□ 必要な参考資料（参照データ、過去の決定事項など）が付属している

#### 4. 参加者準備
□ 各議題の説明者へ説明のポイントと所要時間が周知されている
□ 主要な参加者（特に重要な決定権者）への事前説明が完了している
□ 参加者への事前質問の受付を行った（可能な範囲で）

#### 5. 開催直前の最終確認
□ 会議室の入室と設営が完了している
□ 資料が全て揃っており、参加予定者数分が用意されている
□ 音声・ビデオシステムが正常に動作している
□ 議事録作成者が到着し、システムの準備が完了している
□ 説明者が到着し、資料確認を完了している
□ トイレ、喫煙所等の案内が必要に応じて準備されている

---

### ■ 会議中チェックリスト（進行管理）

#### 1. 会議開始前（開始5分前）
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□ 参加者全員の出席を確認している
□ 必要な決定権者が欠席していないか確認している
□ 遠方参加者の接続状況を確認している
□ 使用予定の資料が順序通りに揃っている
□ 議事録作成者が各参加者の名前を確認している

#### 2. 会議開始（最初の5分）
□ 会議の目的を簡潔に説明している
□ 本日の議題数と予定時間を明示している
□ 進行上のルール（会議時間厳守、質問方法など）を説明している
□ 前回の未解決事項がある場合はその扱いを説明している
□ 緊急の重要報告がないか確認している

#### 3. 各議題の進行管理
□ 議題に入る前に、該当する資料を全員に配布している
□ 説明者に議題の目的（報告/相談/決定）を確認させている
□ 説明者の説明時間を時間管理（タイムボックス）している
□ 説明が予定時間を超えないように促している
□ 質問・意見を引き出すための問いかけを行っている
□ 発言機会が不均等になっていないか確認している

#### 4. 質疑応答の管理
□ 質問は簡潔に述べるよう促している
□ 回答も簡潔かつ正確であることを確認している
□ 細かい質問は会議後の確認に回すことを提案している
□ 異なる意見が出た場合、相互に理解するまで協議させている
□ 意見が対立する場合は、論点を整理している

#### 5. 決定事項の確認
□ 議題ごとに決定事項を明確に整理している
□ 決定内容を全員に確認させている
□ 決定に条件がある場合は、条件を明確にしている
□ アクションアイテムの担当者と期限を確認している

#### 6. タイムマネジメント
□ 議題の進行状況を随時把握している
□ 予定時間の最終15分前に全体の進捗を確認している
□ 予定時間を超える場合は、参加者に確認し対応を決定している
□ 重要な議題が後ろ倒しにならないよう調整している

#### 7. コミュニケーション確保
□ 挙手制など、発言順序を明確にしている
□ 社外参加者がいる場合は、機密情報の扱いに気をつけている
□ 遠隔参加者が孤立しないよう工夫している（カメラON推奨など）
□ 技術的な問題（音声不良等）が生じた場合、すぐに対応している

#### 8. 記録管理
□ 議事録作成者が重要な決定事項を全て記録している
□ 決定されたアクションアイテムが正確に記録されている
□ 参加者名が正確に記録されている
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□ 開始時刻と終了時刻が正確に記録されている

#### 9. 会議終了前（最後の5分）
□ 本日の決定事項を簡潔に総括している
□ アクションアイテムを一覧で確認させている
□ 次回会議の日程を確認している
□ 会議の全体感想や改善点がないか確認している

---

### ■ 会議後チェックリスト（開催後1営業日以内）

#### 1. 議事録作成
□ 議事録が開催後1営業日以内に案として完成している
□ 議題ごとの決定事項が明確に記載されている
□ アクションアイテムが全て記載され、担当者と期限が明記されている
□ 重要な質疑応答が記載されている
□ 参加者名が全員記載されている
□ 会議時間が正確に記載されている

#### 2. 議事録のレビュー
□ 進行役（ファシリテーター）が議事録の概要をレビューしている
□ 説明者が自分の説明部分の記載内容を確認している
□ 決定事項の記載が正確であることを確認している
□ 誤字脱字がないか確認している

#### 3. 議事録の配布と確認
□ 議事録が開催後2営業日以内に参加者全員に配布されている
□ 参加者に修正意見がないか確認している
□ 最終版の議事録が決定権者（主催者）に報告承認されている

#### 4. アクションアイテムの管理
□ アクションアイテムが別途リスト化されている
□ 各担当者が自分のアクションアイテムを把握している
□ アクションアイテム進捗管理の方法（週次報告等）が決定されている
□ 期限が切れるアイテムについて事前にリマインドする仕組みが準備されている

#### 5. 情報共有
□ 決定事項が関連部門に周知されている
□ 欠席者へ決定事項が通知されている
□ 必要に応じて、顧客やパートナーに決定事項が通知されている

#### 6. 次回会議の準備
□ 前回決定事項の進捗確認項目が次回アジェンダに含まれている
□ 未解決の議題がある場合は次回でのカバー方法が決定されている

#### 7. 会議評価
□ 会議がタイムリーに終了したか評価している
□ 会議の目的が達成されたか評価している
□ 参加者の満足度が適切だったか確認している
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□ ファシリテーションに改善点があったか自己評価している
□ 改善点を次回会議に反映させることを決定している

---

### ■ ファシリテーターの心得（留意事項）

#### 中立性の保持
□ 特定の立場や意見に偏っていないか確認している
□ 全ての参加者に同等の発言機会を提供している
□ 強い意見が出た場合でも、他の視点を促している

#### アクティブリスニング
□ 説明者の発言を遮らずに聞いている
□ 不明な点は確認質問をしている
□ 発言者の気持ちや背景を理解しようとしている

#### 時間管理のスキル
□ 各議題の進捗を意識しながら進行している
□ 時間超過の場合、影響度が小さい議題から調整している
□ 重要な議題は十分な検討時間を確保している

#### 衝突管理
□ 異なる意見が出たときに、建設的な議論へ導いている
□ 感情的な対立を避け、論点中心の議論にしている
□ 早期に合意点を見つける工夫をしている

#### 包括性の確保
□ 静かな参加者にも発言機会を与えている
□ 専門用語の使用を避け、誰もが理解できる説明を促している
□ ジェンダー、年齢、階級に関係なく、全員の意見を尊重している

付録D：会議評価アンケート（サンプル）

【会議評価アンケート】

會議名：________________________________

開催日：________________  所要時間：________分
ファシリテーター：________________________________

回答者の職位：□ 管理職 □ 一般職

本アンケートは、会議の効率化と質の向上を目的としています。
ご協力をお願いいたします。

【第1部 会議運営について（5段階評価）】
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Q1. 会議の目的は明確だったか
    □ 5（非常に明確） □ 4（概ね明確） □ 3（やや不明確） □ 2（不明確） □ 1（全く不明確）

Q2. アジェンダは会議の目的達成に適切だったか
    □ 5（非常に適切） □ 4（概ね適切） □ 3（まあまあ） □ 2（不適切） □ 1（全く不適切）

Q3. 予定時間内に会議が終了したか
    □ 5（予定時間以内） □ 4（10分程度超過） □ 3（15分程度超過） □ 2（20分以上超過） □ 1（大幅超過）

Q4. 各議題に適切な時間が配分されていたか
    □ 5（非常に適切） □ 4（概ね適切） □ 3（やや不適切） □ 2（不適切） □ 1（全く不適切）

Q5. 進行役（ファシリテーター）の進行方法は適切だったか
    □ 5（非常に適切） □ 4（概ね適切） □ 3（やや改善が必要） □ 2（改善が必要） □ 1（改善が必要）

Q6. 全員に発言機会が与えられていたと感じるか
    □ 5（十分あった） □ 4（概ねあった） □ 3（普通） □ 2（不足気味） □ 1（ほとんどなかった）

Q7. 質疑応答は十分だったか
    □ 5（非常に充実） □ 4（概ね充実） □ 3（やや不足） □ 2（不足） □ 1（不足）

---

【第2部 会議の実質について（5段階評価）】

Q8. 会議で提示された資料は理解しやすかったか
    □ 5（非常にわかりやすい） □ 4（わかりやすい） □ 3（普通） □ 2（わかりにくい） □ 1（全くわかりにくい）

Q9. 会議で十分な検討ができたと思うか
    □ 5（非常に十分） □ 4（概ね十分） □ 3（普通） □ 2（不足気味） □ 1（不十分）

Q10. 会議で達成すべき決定や結論が得られたと思うか
     □ 5（全て達成） □ 4（ほとんど達成） □ 3（部分的に達成） □ 2（あまり達成されず） □ 1（全く達成されず）

---

【第3部 総合評価】

Q11. 本会議全体の満足度（5段階評価）
     □ 5（非常に満足） □ 4（満足） □ 3（普通） □ 2（やや不満） □ 1（不満）

---

【第4部 自由記述】

Q12. 本会議で良かった点は何ですか？
─────────────────────────────────────

┃

┃
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┃

─────────────────────────────────────

Q13. 本会議の改善点は何ですか？
─────────────────────────────────────

┃

┃

┃

─────────────────────────────────────

Q14. その他、ご意見・ご提案がありましたらお聞かせください。
─────────────────────────────────────

┃

┃

┃

─────────────────────────────────────

---

【集計・分析ガイド】

#### 1. 集計方法
- 各設問につき、全回答者の平均値を算出する
- 4.0以上：良好 / 3.0～3.9：改善を検討 / 3.0未満：改善が必要

#### 2. 分析の観点
- Q1～Q5の平均が3.5未満の場合、会議運営の改善が必要
- Q8～Q10の平均が3.5未満の場合、事前準備や資料品質の見直しが必要
- Q11（総合満足度）が4.0以上を目標値とする

#### 3. 自由記述の分析
- 繰り返し指摘されている点を優先的に改善する
- 「良かった点」は継続する

#### 4. フィードバック
- 集計結果と主な改善点を、次回会議で参加者に共有する
- 継続的な改善を実施する

---

【実施パターン別の注記】

#### 定例会議（月次・四半期）の場合
- 毎回実施し、傾向を把握する
- 連続して低い評価が出た場合は、構造的な改善を検討する

#### 重要決定を必要とする会議の場合
- 会議終了直後に実施し、満足度が低い場合は再度協議する
- 決定事項の再確認アンケートとして活用する
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#### 年1回開催程度の会議の場合
- 開催毎に実施し、改善情報を次回開催時に反映させる

付録E：書面決議・電子投票テンプレート

E-1：取締役会書面決議（みなし決議）提案書テンプレート

【取締役会書面決議（みなし決議）提案書】

【基本情報】
会社名：〇〇株式会社
決議日：令和〇年〇月〇日
提案者：代表取締役社長 〇〇〇〇〇
事務局：経営企画室 〇〇

---

【提案内容】

以下の事項につき、会社法第370条及び当社定款の定めに基づき、書面決議（みなし決議）を提案いたします。

#### 議案：〇〇事業への投資の承認

【概要】
当社は、〇〇事業への投資を計画しており、その実行に当たり、取締役会の承認を得る必要がございます。つきましては、以下
の通り書面決議を実施いたします。

【投資概要】
- 投資額：〇〇百万円
- 投資形態：〇〇（買収／資本参加／提携等）
- 対象企業：〇〇株式会社
- 投資の目的：〇〇業界へのポジション強化、〇〇新事業展開の加速
- 投資期間：3年～5年
- 期待効果：売上〇億円、利益〇〇百万円の貢献を予想

【資金調達方法】
- 自己資金から充当（決算上の余剰金を活用）
- 借入は予定していない

【投資の妥当性】
1) 事業戦略上の必要性
   - 中期経営計画において〇〇業界への進出を掲げており、本投資はこれを実現する重要な施策である

2) 財務的な健全性
   - 投資後も自己資本比率は〇〇%を維持でき、経営の安定性に影響はない
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3) リスク管理
   - 経営体制の一体化により、投資効果の最大化を図る
   - 四半期ごとに進捗を確認し、問題発生時は即座に対応する

【添付資料】
- 資料1：投資対象企業の詳細情報
- 資料2：投資計画書（財務予測付き）
- 資料3：リスク評価書
- 資料4：投資契約書案（要約版）

---

【決議の内容】

以下の事項を承認する：

1. 〇〇株式会社への投資額：〇〇百万円の承認
2. 投資実行に係る契約締結権を代表取締役社長に委譲する
3. 本投資に関する報告体制を以下の通り設定する：
   - 四半期ごとに進捗状況を取締役会に報告する
   - 投資効果が計画の80%以下となった場合は、即座に経営陣に報告する

---

【決議の効力及び手続】

#### 1. 法的根拠
本決議は、会社法第370条及び当社定款の定めに基づき、書面決議として実施するものである。

#### 2. 手続方法
- 本決議は、全取締役に対し書面（メール及び郵送）で通知される
- 各取締役は、指定期限までに賛成／反対の意思を表示する
- 全取締役の意思表示到着をもって決議成立とする
- 全員の同意が得られた場合は、取締役会決議と同等の効力を有する

#### 3. 記録管理
- 全取締役からの意思表示書面は、本社で保管される
- 本決議は議事録として記録され、10年間保存される

---

【取締役の意思表示欄】

※各取締役は、以下に署名／押印の上、事務局へ返送してください
※メール返信でも結構です

| 取締役氏名 | 賛成 | 反対 | 条件付賛成 | 署名・押印 | 返送日 |

|----------|------|------|----------|----------|--------|

| 代表取締役会長 〇〇〇〇〇 | □ | □ | □ | | |

| 代表取締役社長 〇〇〇〇〇 | □ | □ | □ | | |
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| 取締役 〇〇〇〇〇 | □ | □ | □ | | |

| 取締役 〇〇〇〇〇（社外） | □ | □ | □ | | |

**注記** 「条件付賛成」を選択された場合は、別紙に条件をご記載ください。

---

【提案者からのコメント】

本投資は、当社の中期経営計画を実現するための重要な施策です。〇〇業界は年率〇%の成長が見込まれており、早期の参入が
競争力確保の鍵となります。

各取締役におかれましては、本提案内容をご検討の上、ご意思をお知らせくださいますようお願いいたします。

ご質問やご意見がございましたら、事務局までお気軽にお問い合わせください。

---

【決議結果報告書】

決議実施日：令和〇年〇月〇日～令和〇年〇月〇日

| 出席予定取締役数 | 賛成 | 反対 | 条件付賛成 | 結果 |

|---------|------|------|----------|------|

| 〇名 | 〇名 | 〇名 | 〇名 | **可決** |

**決議成立日：令和〇年〇月〇日**

本決議は全取締役の同意が得られたため、取締役会決議と同等の効力を有し、成立いたします。

事務局長：経営企画室 〇〇 署名

E-2：同意書テンプレート

【取締役会書面決議への同意書】

【基本情報】
決議対象事項：〇〇事業への投資承認
決議通知日：令和〇年〇月〇日
同意期限：令和〇年〇月〇日（3営業日以内）
事務局：経営企画室

---

【同意者情報】

同意者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　（取締役）

経営会議効率化大全 付録A-E テンプレート集 付録　テンプレートと参考資料

320



職位： □代表取締役会長 □代表取締役社長 □取締役 □監査役

---

【決議事項の確認】

本同意書の提出者は、以下の決議内容を確認いたしました。

決議事項：〇〇株式会社への投資承認

決議内容：
1. 投資額：〇〇百万円の承認
2. 投資実行に係る契約締結権を代表取締役社長に委譲する
3. 四半期ごとの進捗報告と、計画達成度が80%以下の場合の即座の報告

---

【意思表示】

以下のいずれかにチェックしてください：

□ 1. **賛成**

   上記決議事項に対し、何ら異議を唱えることなく同意いたします。

□ 2. **反対**

   上記決議事項に対し、反対いたします。
   理由：
   ────────────────────────────────────

   ────────────────────────────────────

□ 3. **条件付賛成**

   上記決議事項に対し、以下の条件の下で同意いたします。
   条件：
   ────────────────────────────────────

   ────────────────────────────────────

□ 4. **不実施（棄権）**

   この決議に対しては、意思表示を控えさせていただきます。

---

【同意日と署名】

同意日：　令和　　年　　月　　日（月）
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取締役氏名：

署名：

押印：

---

【返送先及び期限】

本同意書は、以下の期限までにご返送ください：

【返送先】
経営企画室　〇〇
電話：〇〇〇-〇〇〇〇-〇〇〇〇
メール：〇〇@〇〇.co.jp

【返送期限】
令和〇年〇月〇日（金）17時00分まで

※郵送もメール返信もいずれでも結構です

---

【ご質問がある場合】

本決議内容についてご質問やご不明な点がございましたら、上記事務局までお気軽にお問い合わせください。詳細な説明資料も
ご用意しております。

---

【記録について】

本同意書は、会社法及び当社取締役会規則の規定に基づき、経営企画室で保管され、10年間保存されます。

付録の使用上の注意

実務における活用方法

付録A：アジェンダテンプレート集

会議種類ごとにカスタマイズして使用してください

会議の目的に応じて、議題数と所要時間を調整してください

事前資料は、議題の重要性に応じて十分な余裕をもって配布してください

• 

• 

• 
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付録B：議事録テンプレート集

取締役会議事録は、会社法及び会社法施行規則の要件を確認のうえ使用してください

法的効力を持つ記録のため、正確かつ簡潔な記載が必要です

法定記録の保存期間は、対象となる会議体と法令に応じて確認してください

付録C：ファシリテーションチェックリスト

会議担当者の育成に活用してください

会議品質の継続的改善のツールとして活用してください

チェックリスト項目は、組織の事情に応じてカスタマイズ可能です

付録D：会議評価アンケート

重要会議後に実施し、今後の改善に活かしてください

評価結果の見方は、自社の会議目的と継続的な改善状況に応じて設定してください

定期的に実施することで、傾向を把握できます

付録E：書面決議・電子投票テンプレート

会社法第370条及び定款の定めがある場合に利用できる手続です

緊急時や全員が一堂に集まれない場合に活用してください

意思表示の記録は、法的根拠となるため厳格に管理してください

機密管理

全ての議事録は、機密資料として適切に管理してください

アクセス権者を明確にしてください

電子記録の場合は、パスワード管理とアクセスログの記録を実施してください

本テンプレート集は、法令・社内規程・会議目的に応じて調整して使用すること。 版：第1版

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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付録F-I 参考資料集

この付録に含まれる内容

付録F：会議支援ツールの選定観点

付録G：主要法令・公的資料の読み方

付録H：継続学習のための文献・資料案内

付録I：用語集（日英対照）

付録F：会議支援ツールの選定観点

F-1 まず決めるべきこと

ツール選定は、製品名から入ると失敗しやすい。先に以下を定めるほうが、導入後の運用負荷と見直し

コストを抑えやすい。

どの会議を対象にするか

何を改善したいのか

誰が管理責任を持つのか

どこまでを標準機能で行い、どこから個別運用で補うのか

どの情報を扱い、どの統制が必要か

F-2 領域別の選定観点

領域 主な用途 選定時の確認点 導入時の注意

ボードポータ

ル・資料配信

取締役会資料、機密文

書、議案管理

権限管理、監査ログ、端末制御、

社外取締役の使いやすさ

法定機関で使う場合は、議事録・決

議・保存の流れまで設計する

オンライン会議 リモート参加、ハイブ

リッド運営、録画

接続安定性、音声品質、待機室や

入室管理、録画統制

会議しやすさ と 統制しやすさ を分け

て評価する

文字起こし・要

約

議事録初稿、論点整

理、検索性向上

日本語精度、話者識別、要約品

質、保存先、学習利用の扱い

法定議事録の確定版は必ず人が確認

する

タスク・ワーク

フロー

決定事項、担当、期

限、進捗確認

責任者設定、通知、履歴、会議と

の連携

既存の業務管理ツールと二重管理に

しない

BI・ダッシュ

ボード

予実、KPI、リスク指標

の可視化

更新頻度、データ定義、閲覧権

限、会議資料への転記負荷

見やすい だけでなく 判断に使えるか

を確認する

付録　テンプレートと参考資料
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F-3 情報管理と統制の確認項目

導入判断では、機能比較より先に次の点を確認する。

機密区分ごとのアクセス制御ができるか

操作履歴や閲覧履歴を追えるか

外部共有時の承認経路を設定できるか

個人情報や機微情報の保存場所を把握できるか

退職者や異動者の権限を速やかに剥奪できるか

海外拠点を含む場合、データ移転や地域規制への対応が可能か

F-4 導入後の見直しポイント

ツール導入後は、次の観点で定期的に見直す。

資料作成や会議準備の時間が本当に減ったか

参加者が必要な情報へ到達しやすくなったか

決定事項の抜け漏れが減ったか

監査や内部統制上の説明がしやすくなったか

ツールが増えただけで運用が複雑になっていないか

付録G：主要法令・公的資料の読み方

G-1 最初に整理すべきこと

法務面を確認するときは、まず 法定機関 と 任意会議 を分けて考える。

取締役会、株主総会、指名委員会・報酬委員会・監査委員会などは、法令や制度との接続が強い

任意の経営会議、執行会議、戦略会議は、社内規程と運用設計の比重が大きい

同じ 会議 でも、求められる記録や決定手続は一致しない

G-2 最低限確認したい資料

資料 主に確認する場面 見るべきポイント

会社法 取締役会、取締役の義務、書面決議 取締役会の権限、決議要件、利益相反、議事録

作成

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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資料 主に確認する場面 見るべきポイント

会社法施行規則 取締役会議事録、保存、記載事項 議事録に何を残すか、電磁的記録の扱い

金融商品取引法 上場会社の内部統制、開示、インサ

イダー

開示義務、重要事実、内部統制報告

コーポレートガバナン

ス・コード

上場会社の取締役会設計、実効性評

価、株主対話

取締役会の責務、独立社外取締役、実効性評

価、サステナビリティ

公益通報者保護法 内部通報、調査、報復防止 通報窓口設計、情報管理、調査体制

個人情報保護法関連ガイ

ドライン

議事録、録音、文字起こし、AI利用 取得目的、保管、第三者提供、越境移転

AI事業者ガイドライン AI要約、AI議事録、意思決定補助 人の関与、説明責任、適切な利用統制

内閣府・IPA等の公的ガイ

ドライン

BCP、サイバー、危機対応 会議体とリスク対応の接続、平時と有事の切替

G-3 読み方の原則

公的資料は、単に 引用する ためでなく、会議設計へ落とすために読む。

条文や原則を、そのまま運用ルールへ飛ばさない

自社がどの会議体で、どの義務を負うかを先に確定する

法令、公的ガイドライン、社内規程の順で役割を分けて整理する

グローバル対応では、日本法と現地法のどちらが効くかを個別に確認する

G-4 実務で迷いやすい論点

取締役会議事録と任意会議の記録は、同じ様式でよいとは限らない

書面決議は、会社法だけでなく定款の定めも確認する必要がある

AIが作成した要約は、一次記録や確定議事録の代替にはならない

海外制度は参考になるが、日本法人の会議設計へはそのまま移植しない

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 
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付録H：継続学習のための文献・資料案内

H-1 学習の順序

会議改革を学ぶ順序は、一般に次の流れが扱いやすい。

会議設計とファシリテーションの基本を押さえる

意思決定と組織行動の基礎を学ぶ

ガバナンス、法務、リスク管理に広げる

テクノロジーやAIを 運用設計 の文脈で捉える

H-2 領域別に参照したい資料

領域 まず見るもの 次に見るもの 活用のしかた

会議設計・運営 本書 第3章～第

10章

ファシリテーションや議事録作成の基本

書

自社テンプレートと進行ルールの

見直しに使う

意思決定 本書 第7章・第

8章

行動経済学、認知バイアス、意思決定論

の基本文献

反対意見の扱い方や判断プロセス

改善に使う

組織行動・対立 本書 第11章～

第13章

心理的安全性、タスク対立、組織行動論

の研究

発言の出にくさや対立の停滞を診

断する

ガバナンス 本書 第17章・

第18章

金融庁、東京証券取引所、日本取締役協

会などの公表資料

取締役会と任意会議の役割分担を

詰める

リスク・危機対

応

本書 第19章 内閣府の事業継続関連資料、IPAのサイ

バーガイドライン

有事会議と平時会議の切替設計に

使う

データ・AI・情

報管理

本書 第14章～

第16章

個人情報保護委員会、経済産業省、総務

省の公的資料

AI導入や情報管理ルールの見直し

に使う

H-3 公的資料を追うときのコツ

法令は条文だけでなく、施行規則やガイドラインまで合わせて見る

上場会社に関する論点は、金融庁と東京証券取引所の双方を確認する

テクノロジー分野は製品サイトより先に、公的なルールや社内方針を固める

将来予測より、現行制度で今どう設計すべきかを優先する

1. 

2. 

3. 

4. 

• 

• 

• 

• 
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H-4 学習を実務へ戻す手順

読んだ内容を 制度理解 設計原則 運用ルール に分けてメモする

1つの学びにつき、直す会議を1つ決める

新しい会議を足す前に、何をやめるかもセットで考える

付録I：用語集（日英対照）

I-1 会議と意思決定

日本語 英語 定義

経営会議 Management Meeting / Executive

Meeting

経営上の重要事項を協議する任意会議。法定機関とは限ら

ない。

取締役会 Board of Directors 会社法上の機関。業務執行の決定、監督、代表取締役の選

定等を担う。

アジェンダ Agenda 会議で扱う論点、目的、時間配分を示す一覧。

議事録 Minutes 会議の経過と結果を記録した文書。法定機関では法令要件

の確認が必要。

決議 Resolution 会議で正式に意思決定すること。

報告事項 Information Item / Report 情報共有が主目的で、通常は決議を伴わない事項。

協議事項 Discussion Item 意見交換や方向性の確認を目的とする事項。

アクションアイ

テム

Action Item 会議後に誰が何をいつまでに行うかを明確にした実行項

目。

定足数 Quorum 会議開催や決議成立に必要な最小出席要件。

書面決議 Written Resolution / Deemed

Resolution

一定の要件のもとで、会議を開かずに決議を成立させる方

法。

I-2 役割と機関

日本語 英語 定義

議長 Chairperson 会議進行を統括し、論点整理と決定確認を担う者。

• 

• 

• 
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日本語 英語 定義

ファシリテー

ター

Facilitator 議論が目的に沿って進むよう支援する役割。

事務局 Secretariat 会議設計、資料収集、日程調整、記録管理を担う機

能。

社外取締役 Outside Director / Independent

Director

業務執行から独立した立場で監督や助言を行う取締

役。

監査役 Statutory Auditor 取締役の職務執行を監査する役員。

執行役員 Executive Officer 取締役とは別に、業務執行を担う役職。

指名委員会 Nomination Committee 取締役や経営陣の選解任方針を扱う委員会。

報酬委員会 Compensation Committee 報酬方針や個別報酬の考え方を扱う委員会。

I-3 ガバナンスとリスク

日本語 英語 定義

コーポレートガバナ

ンス

Corporate Governance 企業を適切に統治し、持続的な価値創造を支える仕組

み。

内部統制 Internal Control 目標達成、法令遵守、資産保全、報告信頼性を支える統

制の仕組み。

コンプライアンス Compliance 法令、規制、社内規程、倫理規範を守ること。

利益相反 Conflict of Interest 個人の利害と会社の利害が衝突する状態。

内部通報 Whistleblowing / Internal

Reporting

組織内部の違法・不適切行為を報告する仕組み。

ERM Enterprise Risk Management 全社的にリスクを把握し、優先順位を付けて管理する考

え方。

BCP Business Continuity Plan 重大事象発生時にも重要業務を継続するための計画。

インサイダー情報 Material Nonpublic Information 公表前の重要事実であり、取引規制の対象となる情報。

I-4 テクノロジーと運用

日本語 英語 定義

ボードポータル Board Portal 会議資料配信、閲覧統制、記録管理を支援するシステム。
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日本語 英語 定義

文字起こし Transcription / Speech-to-text 音声をテキスト化すること。

自動要約 Automated Summarization 文章や会話の要点を機械的に抽出し整理すること。

監査ログ Audit Log 誰が何にアクセスし、どの操作をしたかを残す記録。

アクセス制御 Access Control 利用者ごとの閲覧・編集権限を管理する仕組み。

SSO Single Sign-On 一度の認証で複数システムへアクセスできる仕組み。

多要素認証 Multi-factor Authentication 複数の認証要素を組み合わせて本人確認する仕組み。

越境移転 Cross-border Data Transfer 個人情報や機密情報を国外へ移転すること。

付録F-I完

本資料は、特定の製品比較や将来予測よりも、会議設計にそのまま使える判断材料を残すことを目的と

している。制度は最新の公的資料、運用は自社規程、ツールは自社の要件定義に照らして最終判断するこ

と。
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